
環境JIS策定中期計画（改定）
分野 平成15年度 平成16～17年度 その他検討対象となる標準化テーマ

土木建築

・
・
・

・

・
・
・
・
・

室内空気－サンプリングの一般的方法④
室内空気－ホルムアルデヒドのサンプリング方法④
室内空気－ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物の定量－アクティブ
サンプリング方法④
室内、大気及び作業場の空気－吸着管／加熱脱着／キャピラリーガスクロマ
トグラフ法による揮発性有機化合物の試料採集及び分析方法－第１部：ポンプ
サンプリング方法④
プレキャスト無筋コンクリート製品（A5371）　改正①
プレキャスト鉄筋コンクリート製品（A5372）　改正①
レディミクストコンクリート（A5308）　改正①
コンクリート用スラグ骨材－第４部：電気炉酸化スラグ骨材①
建築用発泡樹脂系断熱材中のフロン含有率の測定方法③

・

・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

建具・家具等から放散するホルムアルデヒドの測定方法（大形チャンバー法）
並びに建築材料から放散するホルムアルデヒド類及びVOCの簡易測定方法④
建築材料から放散するホルムアルデヒド類及び揮発性有機化合物（VOC）の
放散量基準④
スラグの化学物質試験評価方法④
ノンフロン型発泡プラスチック保温材③
リサイクル押出発泡ポリスチレン板①
道路用溶融スラグ骨材①
コンクリート用溶融スラグ細骨材①
鋳物廃砂からのリサイクル品①
土木及び建築に用いるコンクリート用再生骨材①
断熱材におけるLCCO2の算出方法③
断熱材のLCCO2③

・
・
・
・
・
・
・

・

木材及びプラスチック再生建材の分類①
木材及びプラスチック再生建材の試験方法①
エコせっこうボード①
室内空気汚染物質低減製品評価方法④
再生プラスチック製車止め①
再生プラスチック製道路用中央分離帯ブロック①
室内空気－ホルムアルデヒド類及び揮発性有機化合物（VOC）簡易測定器の
評価方法（検定方法）④
セラミック系高性能建材③

材料

・
・
・
・
・
・

・
・

・

・
・
・
・

・
・

廃プラスチック熱分解油－ボイラ用及びディーゼル発電機用　ＴＲ①
セメント工業用窯炉の熱勘定方式　（Ｒ０３０３）改正①
鉛フリーはんだ試験方法－第１部：溶融温度範囲測定方法④
鉛フリーはんだ試験方法－第２部：機械的特性試験方法－引張り試験④
鉛フリーはんだ試験方法－第３部：広がり試験方法④
鉛フリーはんだ試験方法－第４部：ウェッティングバランス法及び接触角法によ
るぬれ性試験方法④
鉛フリーはんだ試験方法－第５部：はんだ継手の引張及びせん断試験方法④
鉛フリーはんだ試験方法－第６部：ＱＦＰリードのはんだ継手４５度プル試験方
法④
鉛フリーはんだ試験方法－第７部：タップ部品のはんだ継手せん断試験方法
④
非鉛･非クロム系さび止めペイント④
軽油（K2204）　改正⑤
自動車ガソリン（K2202）　改正⑤
自動車用高強度アルミニウム合金板材の引張曲げによるスプリングバック評
価試験方法③
自動車用高強度アルミニウム合金板材のヘミング試験方法③
アルミニウムドロスのサンプリング、試料調整及び水分決定方法①

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

塗料及びワニスのVOC含有量の測定：ガスクロマトグラフ法④
塗膜からのVOC発散速度の測定方法：測定用塗板の作成方法④
銅くず及び銅合金くずの分類基準(H2109)　改正①
人工ゼオライトCEC（イオン交換容量）試験方法①
人工ゼオライト安全性確認試験方法①
光触媒のセルフクリーニング性能に関する試験方法⑤
光触媒の空気浄化性能に関する試験方法⑤
光触媒の水質浄化性能に関する試験方法⑤
光触媒の抗菌・防かび性能に関する試験方法⑤
ディスプレイ用硝子カレットの含有物の測定方法①
再生重油①
燃料用ジメチルエーテル(DME)⑤
ファインセラミックス多孔体の疲れ強さ試験方法⑤
ファインセラミックス多孔体の熱衝撃試験方法⑤
ファインセラミックス多孔体の液透過率試験方法⑤
CFRP粉砕品の形状測定法①
ミルド糸のコンポジット特性測定法①
分配係数（1-オクタノール／水）－HPLC法⑤
アルミニウムリサイクル材含有率表示方法①
廃プラスチックのリサイクルに関するLCA手法①
生分解性プラスチック識別表示基準⑤
プラスチック規格への環境側面の導入に関する指針　改正②
複層ガラス　改正③
熱線反射ガラス　改正③
電気亜鉛めっき及び電気カドミウムめっき上のクロメート皮膜　改正④
マグネシウム及びマグネシウム合金中の鉛定量方法④
マグネシウム及びマグネシウム合金中のすず定量方法④
銅及び銅合金鋳物　改正④
銅合金連続鋳造鋳物　改正④
古紙パルプ－反射光計測器によるきょう雑物測定方法①
古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－第1部：目視法①
古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－第2部：画像解析法①
下水道用リサイクル三層硬質塩化ビニル管①
建物排水用リサイクル発泡三層硬質塩化ビニル管①
鉄鋼用アルミニウムドロス　改正①
カドミウムフリー銀ろう④

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・

ファインセラミックス多孔体の高温ガスによる熱衝撃試験方法⑤
ファインセラミックス多孔体の接触応力試験方法⑤
ファインセラミックス多孔体のろ過性能試験方法⑤
固体廃棄物の全臭素分析試験方法①
易リサイクル性難燃材①
イオン伝導体のイオン輸率試験方法③
生分解性高分子材料の標準物質⑤
コーティングにおけるき裂発生・進展挙動の定量的評価方法③
き裂・はく離挙動の非破壊モニタリング方法③
トップコート層／アンダーコート層界面、及びコーティング層／基材合金界面の
密着性評価方法③
複合曲面体のヘミング試験方法③
ヘミング部の限界の評価試験方法③
微細結晶粒制御の軽量金属材料の評価方法③

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策
（注）　下線部は環境JIS策定中期計画（平成14年4月）策定後に提案された標準化テーマ



分野 平成15年度 平成16～17年度 その他検討対象となる標準化テーマ

運輸・物流

・
・
包装用無延伸ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム①
ＪＩＳ Ｆ ２００８  船用アルミニウム合金押出形材　改正①

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・

　
更生ドラム（更生処理作業手順の規格）①
リユース・リサイクルされる鋼製ドラム①
ハイブリッド自動車の燃費試験方法（ステップ1）③
プラスチック製平パレット（Z0606）　改正①
非接触式リライトラベルとICチップを一体化した新規物流用タグ③
２次元シンボルのダイレクトマーキングの評価方法①
ダイレクトマーキングの品質の試験方法①
舟艇－動力付き舟艇から発せられる空中伝搬騒音の音圧レベル測定②
舟艇－動力付き舟艇から発せられる空中伝搬騒音の音圧レベル測定－第２
部：基準艇による騒音アセスメント②
船舶に用いる代替フロンの使用基準③

・
・
・

・
・
・
・

・

・

・
・
・

ハイブリッド自動車の燃費試験方法（ステップ2）③
包装―包装及び環境―用語①（未定）
包装―包装及び包装廃棄物の分野における規格の使用につい ての要求事
項①
包装―製造と成分に特有の要求事項―発生源の削減による防止①
包装―再使用①
包装―材料リサイクルにより回収し得る包装体についての要求事項①
包装―エネルギー回収の形で回収し得る包装に対する要求事項（純  発熱量
の最低仕様を含む。）①
包装―コンポスト化及び生分解を通じて回収可能な包装についての要求事項
―包装の最終受入れに対する試験体系と評価基準①
包装及び材料リサイクル―リサイクル手法についての基準―リサイクルプロセ
ス及びフローチャートについての記述①
包装―エネルギー回収率―計算の定義及び方法①
包装―リサイクル率―計算の定義及び方法①
包装―用語―基本述語及び定義①

機械

・海洋における二酸化炭素の環境計測手法③ ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

集じん用ろ布－第2部－集じん性能の評価方法ろ過材のろ過性能の評価方法
⑤
水用電磁弁（B8471）　改正②
蒸気用電磁弁（B8472）　改正②
燃料油用電磁弁（B8473）　改正②
往復動内燃機関－排気排出物測定方法⑤
コンクリート塊再生処理用破砕機－用語と仕様項目①
排ガス中の二酸化炭素自動計測器③
排ガス中のメタン自動計測器③
排ガス中の一酸化二窒素（亜酸化窒素）自動計測器③
排ガス中の一酸化炭素自動計測器⑤
試料非吸引方式による排ガス中の自動計測システム⑤
工業用燃焼炉の安全通則　改正（B8415）③

・
・
・
・
・
・
・

集じん用ろ布－第3部－耐久性能の評価方法⑤
コンクリート塊再生処理用破砕機－性能試験方法①
コンクリート塊再生処理用破砕機－安全必要事項①
大気中の浮遊粒子状物質（PM2.5）測定装置⑤
排水中の全窒素自動計測器⑤
排水中の全リン自動計測器⑤
水素漏れ検知機の試験方法③

情報・電気

・環境試験方法　－電気・電子－　鉛フリーソルダーペーストを用いた表面実装
部品(ＳＭＤ)のはんだ付け性試験方法(平衡法)④

・
・

・

・
・
・

・
・
・
・

事務機器から排出される化学物質の測定方法④
電気・電子機器の環境適合設計ガイド（IEC/新環境配慮設計（ECD）ガイド案の
作成）②
電気・電子機器の材料開示質問表作成ガイド（IEC/ガイド 113の改正又は新ガ
イドの作成）②
環境試験方法－電気・電子－はんだ付け試験方法改正④
環境試験方法－電気・電子－はんだ付け試験方法（平衡法）改正④
環境試験方法－電気・電子－表面実装部品（ＳＭＤ）のはんだ付け性，電極の
耐はんだ食われ性及びはんだ耐熱性試験方法改正④
再使用部品を含む製品のディペンダビリティ－機能性の要求事項及び試験①
製品の環境効率ポテンシャル評価②
工作機械の環境設計アセスメントガイドライン②
3Rを考慮した環境パフォーマンス評価情報モデル①

・
・
・
・
・
・
・

・
・

光ファイバー製品規格改正①（環境配慮規定を盛り込む）
低環境負荷形蛍光ランプー第１部：製品規格④
低環境負荷形蛍光ランプ―第２部：測定方法④
工作機械の環境試験方法－エネルギ効率の測定方法③
ハロゲンフリー電源コード⑤
ハロゲンフリーキャブタイヤケーブル⑤
小形二次電池（ニッケル水素蓄電池、リチウム二次電池等）のリサイクル表示
①
家電製品の実使用時消費電力測定方法③
オーディオ・ビデオ機器及び情報技術機器の消費電力測定方法③

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策
（注）　下線部は環境JIS策定中期計画（平成14年4月）策定後に提案された標準化テーマ



分野 平成15年度 平成16～17年度 その他検討対象となる標準化テーマ

消費生活・
安全

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

稲わら畳床及び稲わらサンドイッチ畳床(A5901)　改正①
講義室用連結机・いす(S1016)　改正④
学校用家具－教室用机・いす（S1021）　改正④
家庭用屋外式ガス瞬間湯沸器の窒素酸化物排出濃度測定方法⑤
プラスチック製定規（S6032）　改正①
プラスチック製カードケース（S6051）　改正①
洗濯時の物理作用力測定方法⑤
標準汚染布⑤
繊維製品の皮膚一次刺激性試験方法―培養ヒト皮膚モデル法④
繊維製品の防汚性試験方法　⑤
省エネルギー達成率の算出方法：電気便座③
省エネルギー達成率の算出方法：ガス・石油機器③

・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

マテリアルリサイクル可能なポリエステル繊維製品規格①
ケミカルリサイクル可能なポリエステル繊維製品規格①
家庭用ガス石油暖房機器の実動モードにおけるNOx、CO2排出量の試験・算
出方法⑤
ドライクリーニングに対する染色堅ろう度試験方法　改正⑤
安全靴(T8101)の改正④
オフィス用机・テーブル（S1031）　改正④
オフィス用いす（S1032）　改正④
オフィス用収納家具（S1033）　改正④
家庭用学習机（S1061）　改正④
家庭用学習いす（S1062）　改正④
洗面化粧ユニット類（A4401）　改正④
住宅用複合サニタリーユニット（A4410）　改正④
住宅用収納間仕切り構成材（A4414）　改正④
住宅用浴室ユニット（A4416）　改正④
住宅用便所ユニット（A4417）　改正④
住宅用洗面所ユニット（A4418）　改正④
浴室用防水パン（A4419）　改正④
キッチン設備の構成材（A4420）　改正④
住宅用普通ベッド（S1102）　改正④
ベビーベッド（S1103）　改正④
二段ベッド（S1104）　改正④

・
・
・

リサイクル繊維製品試験方法(新規制定）①
反毛フェルト（L3204） 改正①
給湯機器の実動モードにおける熱効率測定方法③

環境測定・
廃棄物等

・
・
・
・
・

用水・排水中のレジオネラ試験方法⑤
空気中の揮発性有機化合物検知管測定方法⑤
用水・排水中のアジピン酸ビス（２－エチルヘキシル）試験方法⑤
用水・排水中のベンゾフェノン試験方法⑤
用水・排水中の生物試験方法⑤

・
・
・
・
・

・

・

排ガス試料採取方法（K0095）改正⑤
用水・排水中のノニルフェノール試験方法⑤
環境・資源循環用語①
排ガス中のダイオキシン類及びコプラナーPCBの測定方法（K0311）　改正⑤
工業用水・工場排水中のダイオキシン類及びコプラナーPCBの測定方法
（K0312）　改正⑤
エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装置を用いた土壌中の有害重金属含有量の
試験方法⑤
免疫化学測定法⑤

・
・
・

排ガス（大気）中の温室効果ガス試験方法③
用水・排水中の有機すず試験方法⑤
工場排水試験方法（JIS K 0102）改正⑤

（注）各分野は、標準部会以下の技術専門委員会の所掌に属することを仮定して分類したもの。
・土木建築　　　　　：土木技術専門委員会、建築技術専門委員会
・材料　　　　　　　：鉄鋼技術専門委員会、非鉄金属技術専門委員会、溶接技術専門委員会、一般化学技術専門委員会、化学製品技術専門委員会、窯業技術専門委員会、紙・パルプ技術専門委員会
・運輸・物流　　　　：自動車技術専門委員会、航空・宇宙機技術専門委員会、鉄道技術専門委員会、船舶技術専門委員会、物流技術専門委員会
・機械　　　　　　　：機械要素技術専門委員会、計測計量技術専門委員会、産業機械技術専門委員会、基本技術専門委員会
・情報・電気　　　　：情報技術専門委員会、電気技術専門委員会、電子技術専門委員会、産業オートメーション技術専門委員会
・消費生活・労働　　：医療用具技術専門委員会、福祉用具技術専門委員会、消費生活技術専門委員会、労働安全用具技術専門委員会
・環境測定・廃棄物等：環境・資源循環専門委員会

各項目の丸数字は、環境政策上の必要性（社会ニーズ）に応じた分類を示したもの。
①3R（リデュース、リユース及びリサイクル）製品の需要拡大に資する規格、②設計、製造段階における環境配慮に資する規格、③地球温暖化対策に資する規格、④製品における有害物質対策に資する規格、⑤環境汚染対策に資す
る規格

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策
（注）　下線部は環境JIS策定中期計画（平成14年4月）策定後に提案された標準化テーマ



　　　



環境・資源循環に関連する標準化調査研究等（改定）
分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

ホルムアルデヒド・VOCの低減化機材の吸着・分
解性能測定方法の標準化調査研究
（予定）

・室内空気汚染物質低減製品効果評価方法 平成18年度 　現在、シックハウス等室内空気の汚染が問題になっており、これに伴い室内空気汚染物質の吸着や
分解等、汚染物質の低減効果を謳った製品（カーテン、吸着剤等）が市場に出回っている。これらの製
品について効果を評価する規格はなく、各生産者の自主的評価により宣伝、販売されている。また、建
築基準法の改正等により、室内空気汚染対策が取り組まれ始めているが、汚染物質の低減について効
果等が評価できないため、これら製品を具体的対策として取り入れられない状況である。消費者が正し
く、室内空気汚染物質低減製品効果を判断するため、これらの製品の効果について評価するための規
格の策定を急ぐ必要がある。

コンクリート用溶融スラグ骨材の耐久性評価の標
準化調査研究
（予定）

・コンクリート用溶融スラグ細骨材 平成18年度 　平成１４年７月２０日に公表したTR　A0017道路用溶融スラグ骨材を、３年後にＪＩＳ化する。
　コンクリート用のＪＩＳ化に当たっては、コンクリートの耐久性・信頼性データの蓄積、産廃スラグの取り
扱い等の更なる検討が必要。

セラミックス系高性能建材
（研究期間：平成15～17年度）

・セラミックス系高性能建材 平成19年度 日本の気候は高温・多湿であり、生活空間快適化と省エネルギーの観点から、建材として自律型調質
材料の利用が求められている。特に、高気密型住宅の普及に伴い新たな自律型調質材料が求められ
ている。セラミックス系調湿材料はメソポアの吸放湿機能を利用しており、多孔質であることから本質的
に断熱機能を有している。また、VOC分解機能の持つ調湿建材の研究も行われている。セラミックス系
調湿材料は建材として世界的に採用される可能性があり、技術的には日本が世界をリードしている。そ
こで、世界に先駆けて断熱機能とVOC分解機能を併せ持つセラミックス系調湿材料の研究を行い、平成
18年度を目標に、断熱機能とVOC分解機能を併せ持つセラミックス系高性能建材の材料規格制定及び
その評価・計測技術の規格化に必要な技術的基盤を確立する。

化学分野における環境・安全の試験
方法に係る標準化調査研究
（研究期間：平成13～15年度）

・分配係数（１－オクタノール／水）－ＨＰＬＣ法 平成16年度 　環境中の微量有害化学物質の分析方法など化学物質の安全管理に必要な公的標準が必ずしも整備
されているとは言えない。このため平成１３年度から１４年度で、体系化調査を行うと共に、JISの整備状
況の調査、強制法規の行程法及び海外規格の調査を実施した。この調査を踏まえ、平成１５年度は今
後整備が望まれる標準化領域における対象物質及び具体的な標準化項目の選定を行う。また、環境及
び生態系保全・管理に必要な試験方法「分配係数（１－オクタノール／水）－ＨＰＬＣ法」のJIS原案作成
委員会を設置して、ＪＩＳ原案を作成し、化審法における新規化学物質の審査に際しての判定資料とな
る、１－オクタノール／水分配係数の測定法としての適用を検討する。

燃料用ＤＭＥに関する標準化調査研究
（研究期間：平成13年～１5年）

・燃料油ジメチルエーテル（ＤＭＥ） 平成16年度 　ＤＭＥ（ジメチルエーテル）は硫黄酸化物やすすを全く発生せず窒素酸化物の発生量も大幅に削減出
来る等環境に対する負荷が小さい新エネルギーである。現在の所主な用途はスプレー用噴射剤にとど
まっているが将来は電力用燃料、ディーゼル自動車用燃料、ＬＰＧ代替燃料等の広い用途が期待されて
いる。ＤＭＥが市場に広くかつ円滑に流通していくためには、製品としての品質の標準化、規格化が不可
欠であり平成１６年度のＪＩＳ化を目指す。

土木建築

材料



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

人工ゼオライトの規格化に関する標準化調査研究
（研究期間：平成14～16年度）

・
・
人工ゼオライトCEC（イオン交換容量）試験方法
人工ゼオライト安全性確認試験方法

平成17年度
平成17年度

　人工ゼオライトは、石炭灰を高温でアルカリ処理することによって結晶化し、比較的容易に、かつ、非
常に簡易な装置構成で製造することができるが、吸着機能やイオン交換機能を有するポテンシャルの
高い資源として注目されており、商業化が急がれている。　しかしながら、人工ゼオライトの製品規格に
ついては、試験方法（評価方法）等が確立されておらず、未だ標準化までは至っていない状態（人工ゼ
オライト能力の指標としてCEC（陽イオン交換用量）があるが、これが180～400meq/100grと範囲が広く、
数値の最低と最高で倍以上の開きがある）である。人工ゼオライトは我が国が独自に開発した技術であ
り、現在でも技術力、応用段階において我が国がもっとも先行しているところである。人工ゼオライトの
利用は我が国のみならずアジア（特に中国）でも注目されている。こうした状況からも、規格化を目指し
た検討を推進し、同分野の安定成長のための基盤を構築することが重要である。
　平成14年～平成16年の予定で、社会基盤創成標準化調査研究予算にて実施中。７月に｢人工ゼオラ
イト標準化委員会｣を設置し、第１回委員会を開催し、調査を継続中。人工ゼオライト製品関連のＪＩＳ原
案作成は、平成17年度を予定している。なお、調査遂行に際して、天然ゼオライトおよび合成ゼオライト
等の関連団体とも適宜意見交換を行っている。

廃プラスチックのリサイクルに関するLCA手法の
標準化調査研究
（研究期間：平成14～16年度）

・廃プラスチックのリサイクルに関するLCA手法 平成17年度 　廃棄プラスチックのリサイクルにはマテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマルリサイクル等
の様々な手法があるが、近年LCA（Life Cycle Assesment）の観点を基本として、環境負荷低減・資源有
効利用を図ることが重要との認識が高まっており、リサイクル手法の適正な選択が必要となっている。こ
のため、LCAの観点からリサイクル手法を選択するためのLCA手法の標準化に関する調査研究を実施
する。

光触媒試験方法の標準化研究
（予定）

・
・
・
・

光触媒のセルフクリーニング性能に関する試験方法
光触媒の空気浄化性能に関する試験方法
光触媒の水質浄化性能に関する試験方法
光触媒の抗菌・防かび性能に関する試験方法

平成16～17年度
平成15年度～17年度
平成17年度～18年度
平成16年度～18年度

　光触媒は太陽光等に含まれる紫外線および可視光線の作用により、酸化チタン等の光触媒表面で有
機化合物を分解したり親水性を発現する機能を有し、セルフクリーニング、空気浄化、水質浄化、抗菌、
抗かび等、環境浄化材料として多方面な用途に応用されつつある。現在の市場規模は３００億円超であ
るが、２００５年には関連産業を含めると１兆円の規模に達すると予想されており、市場の急速な拡大が
進んでいる。しかしながら、光触媒性能を公正に評価できる試験方法が標準化されていないため、単に
光触媒を混入しただけの機能性の乏しい製品が出現し、光触媒製品市場の健全な発展の阻害要因と
なることが危惧される。また、光触媒は我が国発の技術であるが、欧米や韓国を初めとし世界に普及し
つつあることから、国際標準化においても我が国がイニシアチブを取り標準化作業を進めていき、光触
媒関連産業の健全な育成を図る必要がある。
（検討状況）
　平成１４年９月３０日に（社）日本ファインセラミックス協会を事務局とした光触媒標準化委員会が発足
した。本委員会のもとに４分科会と分科会連絡会を設置し、実行計画作成のため、初期調査研究と必要
予算の検討および国際標準化のための対策を検討中。
　平成１５年度～平成１８年度の予定で、ＪＩＳおよびＩＳＯ原案を作成予定であるが、「光触媒材料－大気
浄化性能試験方法」を、先行して平成１４年末にＩＳＯ新業務項目として提案する。

ディスプレイ用ガラスカレットの含有物測定方法及
び品質基準の標準化
（予定）

・ディスプレイ用硝子カレットの含有物の測定方法 平成17年度 　家電リサイクル法、資源有効利用促進法により、ディスプレイ用硝子(テレビ用ブラウン管ガラス)のリサ
イクル促進は不可欠なものになっている。　リサイクルする場合、ガラス表面の塗布物・混入物（含有物）
を除去する必要がある。また近年、ディスプレイ用ガラスの生産拠点が国内から海外へ移転してきてお
り、海外でのリサイクルも必要となってきている。これに伴い、輸出の際にバーゼル条約等の対応が必
要になると予想される。　このため、硝子カレットの含有物（CP：蛍光体、金属アルミニウム、CF：カーボ
ン、酸化鉛等）の測定方法の規格化を図る必要がある｡
　標準化に向けた現在の検討状況は、(財)家電製品協会に設置されている「洗浄カレットPT(プロジェクト
チーム)」に、ディスプレイ用硝子の生産者側メンバーとして電気硝子工業会、旭硝子㈱、日本電気硝子
㈱も加わり「カレットの品質問題」、「予想される余剰カレットの輸出問題」、「相手国への対応」、「海外で
のりサイクルの実体」等を検討している。メンバーには家電メーカーも加わっている。　規格化の時期とし
ては来年度スタートを予定している。



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

環境浄化フィルタ等に使用される多孔材料の試験
方法の開発
（予定）

・
・
・
・
・
・

ファインセラミックス多孔体の疲れ強さ試験方法
ファインセラミックス多孔体の熱衝撃試験方法
ファインセラミックス多孔体の液透過率試験方法
ファインセラミックス多孔体の高温ガスによる熱衝撃試験方法
ファインセラミックス多孔体の接触応力試験方法
ファインセラミックス多孔体のろ過性能試験方法

平成16年度
平成16年度
平成16年度
平成18年度
平成18年度
平成18年度

　排気ガス中の炭素系微粒子対策のためのディーゼル車用多孔質セラミックフィルタ（ＤＰＦ）およびトリ
ハロメタンを排出せず運転・保守コストの低減が可能な上水膜ろ過フィルタは市場拡大が期待されてい
る製品であるが、ファイルタの再生処理が必要で、それによりフィルタ材に熱的機械的疲労が加わり寿
命、浄化性能に重大な影響を与える。このため、平成１６年度から平成１８年度をメドにセラミック多孔体
フィルタ設計に必要な熱的機械的特性、ろ過性能等を定量的に評価する試験方法を開発する。
（検討状況）
　最初の３規格については、「石油代替電源用新素材の試験・評価方法の標準化に関する調査研究」で
実施。最初の２規格は平成１３年度、３番目の規格は平成１２年度から調査研究を開始。平成１６年度
から平成１８年度のＪＩＳ化を目標とする。

燃料電池・蓄電池に使用されるイオン伝導体の特
性試験方法の標準化調査研究
（予定）

・イオン伝導体のイオン輸率試験方法 平成18年度 　二酸化炭素などの地球温暖化効果ガスを発生しない固体酸化物型燃料電池（ＳＯＦＣ）は高効率発電
が可能なため、早期実用化が期待されている。しかしながら普及のためには小型コンパクト化、低価格
化が必要であり、そのための有効な一手段として低温化があげられる。また、ナトリウム－硫黄電池（Ｎ
ＡＳ電池）は夜間電力の有効活用が期待されている。一方、燃料電池やＮＡＳ電池の特性に大きく影響
するイオン伝導体については、ジルコニア系セラミックスの酸素イオンやβアルミナ中のナトリウムイオ
ンの導電率の試験方法に関するＪＩＳ原案が平成１３年度に初めて作成されたが、ジルコニアやβアルミ
ナではイオン輸率（全導電率に対するイオン導電率の寄与分）が９９％以上であるので、全導電率をイ
オン導電率とみなしている。しかし、通常のイオン伝導体ではイオン輸率は不明であり、ＳＯＦＣの低温
化にともなう新材料開発やＮＡＳ電池の高効率化のための新材料開発に対応するためには、ジルコニア
やβアルミナ以外の新材料についてのイオン輸率の測定評価が不可欠である。

マグネシウム及びマグネシウム合金中の重金属
の分析法分野の調査研究
（予定）

・
・
マグネシウム及びマグネシウム合金中の鉛定量方法
マグネシウム及びマグネシウム合金中のすず定量方法

平成１７年度
平成１７年度

マグネシウムは、構造用金属材料の中で最も軽量な材料であり、環境対策・省エネルギーの上から軽
量材料の利用が検討され、マグネシウムはリサイクルなどにより有効利用されるが、マグネシウム中の
重金属に対する分析方法が確立されていないことから、マグネシウムを活用する上で分析方法の早急
な検討が望まれている。　しかし、分析法については幅広い企業において標準的に利用することが必要
であり、多数の企業において同等の評価ができることの確認が必要なことから、複数の機関による試験
法のトレースが必要となる。

青銅製給水器具用鉛フリー銅合金鋳物・地金の
JIS原案並びに国際標準原案作成の調査研究
（予定）

・
・
銅及び銅合金鋳物（JIS H 5120）改正
銅合金連続鋳造鋳物（JIS H 5121）改正

平成１６年度
平成１６年度

　銅合金鋳物のうち鉛を含有する青銅鋳物は耐食性、複雑形状器具を容易に製造できるなど優れた特
性により古くから給水器具に多用されてきた。平成１５年４月より鉛の水質基準が改正されるのに合わ
せて、鉛溶出基準に対応した鉛フリー銅合金鋳物が各種開発され、あるいは発展途上であるが、鋳物
メーカー、材料メーカー及び製品メーカー間の取引における混乱が始まりつつあり、規格化が急務と
なっている。そこで、これまでに蓄積された研究開発成果に加え、材料特性の把握、鋳造上の問題点、
鉛溶出量等の調査研究を行うことで商取引上の混乱を一元化し、鉛フリー銅合金鋳物に関連する規格
化をはかる。



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

耐熱コーティングの健全性評価方法の標準化に
関する調査研究
（予定）

・
・
・

コーティングにおけるき裂発生・進展挙動の定量的評価方法
き裂・はく離挙動の非破壊モニタリング方法
 トップコート層／アンダーコート層界面、及びコーティング層
／基材合金界面の密着性評価方法

平成18年度
平成18年度
平成18年度

　地球温暖化対策として、電力供給の中心的な役割を果たす火力発電の高効率化による省エネルギを
推進するためには、発電用のガスタービンを可能な限り高温度で運転する必要があり、そのためには高
温材料及びその遮熱コーティング手法の開発と共に、それを支援する評価試験方法の開発、標準化が
不可欠である。
　高温ガスタービン材料に要求される性能の中で、高温における耐酸化・耐食性は最も重要で、1500℃
に達する温度での燃焼器と動翼及び静翼を燃焼ガスや溶融灰による酸化腐食から防護するために、セ
ラミックスをはじめとする遮熱及び耐熱コーティング層の役割が極めて重要である。このコーティング層
の健全性を確保し、そのき裂やはく離の損傷状況を非破壊的に検出して、事故を未然に防止するため
の試験評価方法の確立が強く望まれている。
　高温運転が可能になるので上記高効率発電での省エネ効果に加え、廃棄物発電設備におけるボイ
ラー管等の金属製高温部品に適用される場合には、ダイオキシン発生防止にも資する。
　本プロジェクトでは、耐熱コーティング層の健全性に関する次の試験評価方法の標準化を行い、平成１
８年度にＪＩＳ規格化する。
（１） コーティングにおけるき裂発生・進展挙動の定量的評価方法（応力との関係において）
（２） き裂・はく離挙動の非破壊モニタリング方法の確立
（３） トップコート層／アンダーコート層界面、及びコーティング／基材合金界面の密着性評価方法の確
立

自動車の軽量化に資する材料評価の標準化（自
動車車体成形におけるアルミニウム合金の成形
限界）
（予定）

・
・
複合曲面体のヘミング試験方法
ヘミング部の限界の評価試験方法

平成18年度
平成18年度

　自動車の大幅軽量化による省エネルギを実現する方策として、車体へのアルミ合金の適用が最も期
待され、材料開発が進められている。しかし純アルミと異なり、必要な強度を持たせたアルミ合金は、鋼
板に比べて成形性が劣り、特に成形後の形状及び寸法精度（例：しわ・面ひずみ、スプリングバック）に
問題があり、これを解決する成形技術の開発と成形性の評価法が未確立のため、実用化が遅れてい
る。従って、アルミ合金板の成形限界―複合曲面体のヘミング限界―を評価するための標準的な試験
方法を確立することは、成形性のよいアルミ合金材料とその成形技術開発には必須である。
　アルミ合金板の成形性を評価する規格は世界的にも無く、今回先ず国内標準化を行うことで軽量化材
料の実用化を促進し、更に日本主導のＩＳＯ規格を実現することは、環境負荷の小さい自動車の開発に
諸外国としのぎを削る国内自動車メーカーの産業競争力向上に資する。
　本プロジェクトでは、アルミ合金の複雑なヘミング加工における成形限界に関する次の試験評価方法
を開発して標準化し、平成１８年度にＪＩＳ規格化する。
１）アルミ合金板の伸びフランジ、縮みフランジ変形を実験室的に実現する試験法の確立
２）ヘミング部の肌荒れ、クラックの観測手法と定量的評価方法の確立

微細結晶粒制御の軽量金属材料の評価方法
（予定）

・微細結晶粒制御の軽量金属材料の評価方法 平成１８年度 　加工熱処理等による微細結晶粒組織制御を行うことで、強度特性と成形性を大幅に改善した高性能
マグネシウム合金展伸材は、自動車等の輸送機器の車体軽量化にによる燃費向上、即ち省エネル
ギー・低環境負荷に資する材料として期待される。このため、それらの材料の組織、塑性加工における
成形性及び信頼性に関する評価方法と、それらを利用した対象材料自体の規格原案を策定する。

カドミウムフリー銀ろう材の標準化
（予定）

・カドミウムフリー銀ろう 平成17年度 　銀ろうに含有されているカドミウム（17～25%）は作業温度が低く、ろう付性が良いために、工業製品や
装飾品に使用されている。一方、ろう付作業中に発生するカドミウムヒュームは、人体・環境への影響が
問題となる。このため、カドミウムフリーの銀ろう材の規格化を行う。



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

ハイブリッド自動車の燃費試験方法の標準化（ス
テップ2）
（研究期間：平成15～17年度）

・ハイブリッド自動車の燃料消費率・排気ガス試験方法 平成17～18年度 　多様化するHEV車に精度良く対応するために必須となる次のステップの燃費試験方法を提案するもの
で，ステップ１の検討時に明らかになったが研究要素が多いために先送りになった事項を中心に検討す
る．具体的には，燃費試験の結果を大きく左右する電気量計測について誤差を生じる要素を検討し，計
測基準を明らかにする．同時に，電流検出器の基準についても明らかにする．また，今後HEVの4WD化
が盛んになると考えられるため，これに対応するために，4WD-HEVの試験法を明らかにする。
（検討状況）
産総研・標準基盤研究でH14年度から３年計画で研究中。現時点で、電気量計測誤差の寄与度につい
ての一巡のサーベイを終了し、電流検出器の形式による誤差の大きさについての調査を継続している。
また、電気自動車用の２軸（4WD用）シャシーダイナモメーター(CHDY)を用いてCHDYの制御方法がHEV
の燃費に与える影響についての検討を行った。　これらの検討をシステム的に継続し、多様化するHEV
の燃費試験を精度良く実施するのに必要な電気量計測とCHDYの制御の基準を明らかにし、H17年度を
目処に国内審議の場での検討を始める。

非接触式リライトラベルとICチップ【無線タグ(RFID)
のタグに組み込まれたICチップ】）を一体化した新
規物流用タグの標準化
（予定）

・非接触式リライトラベルとICチップを一体化した新規物流用タ
グ

平成16年度 　RFID(無線タグ)はICﾁｯﾌﾟを使用しているため、記憶データの容量大きいが、情報の目視ができないた
め、目視で情報の読み取りが可能なリライトラベルとRFIDを一体化することで、物流効率の一層の向上
が期待できる。そこで、RFIDの国際標準化及びEDI(電子データ交換)との連動も考慮し、ICﾁｯﾌﾟとリライト
ラベルとを一体化した物流用新規ICタグについて標準化を行う。

二次元シンボルのダイレクトマーキング及び自動
読み取り技術の標準化
（予定）

・
・
２次元シンボルのダイレクトマーキングの評価方法
ダイレクトマーキングの品質の試験方法

平成16年度
平成16年度

　製品の製造や販売の現場だけでなく、消費者に購入された製品が再利用される現場まで物品情報が
維持されるためには、物品に情報が直接付与されていることが望ましく、これにより、必要な時に正確な
情報を物品から直接取り出すことができる。
　安価にかつ半永久的に物品に情報を直接付与する技術としては2次元シンボルを用いたダイレクト
マーキングが最適である。2次元シンボルは、多くの情報を少ないスペースにマーキングできる技術とし
て、製造業を中心にその利用が広がっている。現在、製造業では、物品に関する各種情報を2次元コー
ドシンボルラベルや伝票に印字記録し、それらを物品に付与することで、情物一体化を実現している。し
かし、ラベルの剥離による紛失、汚染・損耗による読取り不能、故意によるラベル交換等により情物一致
が万全ではない。このため、物品に直接記録するダイレクトマーキングの早期導入が望まれるが、2次
元シンボルは、紙やアルミニウムのネームプレートに印刷され、物品に直接マーキングされている事例
は少ない。この理由は、製品・部品が金属や樹脂など多種多様の素材でできているとともに、マーキン
グ方法もレーザーエッチングや打刻など様々であり、マーキング及び読み取り技術が網羅された形で確
立されておらず、標準化されていないことに起因している。以上の状況から、多種多様な工業材料に対
して２次元シンボルのダイレクトマーキング技術と対応する読み取り技術の研究開発を集中的に実施
し、標準化原案を作成し、ＪＩＳ化及びＩＳＯ標準化を推進する。

機械 環境保全繊維フィルターの性能評価方法の標準
化
（予定）

・
・
集じん用ろ布 第2部 集じん性能の評価方法
集じん用ろ布 第3部 耐久性能の評価方法

平成16年度
平成18年度

　バグフィルター集じん装置は大気環境を悪化させないために多くの産業で活用されているが、特に都
市ごみ焼却施設でのダイオキシン発生削減に有効な装置として重視されている。バグフィルター機内で
ろ過を担当する主要な部材、ろ布は高機能性繊維よりなるが、その①集じん性能や②耐久性能の評価
法は標準化されていなくユーザ、メーカに不都合が起こっている。NEDOでの事業（「環境保全繊維フィル
ターの性能評価方法の標準化」、H11-H13）の研究成果を生かして①集じん性能評価法は平成14年度
にJIS原案作成を進めており15年3月に完成させる予定である。②耐久性能評価法は、平成１５年度及
び１６年度で研究開発を完成させ、平成17年度にJIS原案作成に着手する予定である。
（検討状況）
　① 集じん性能評価方法のJIS原案作成は、計画事項を順次クリアーして予定どおりに進行している。
委員会や分科会を通じて関係業界の意見を良く集約し反映してきた。同時に進めているISO化作業は国
内審議団体と調整して所属TC／SCを決めた。 また2回の国際シンポジウムを開催して関係5ｶ国との意
見調整を終えている。
　② 耐久性能評価方法は研究開発が未完成であるために、継続して約2年間の研究開発を必要とす
る。

運輸・物流



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

電気・電子機器の環境分野の国際規格適正化調
査研究
（平成13～15年度） ・

・

（下記２件のIECガイドの検討を通じて、JIS化又はTR化を並
行して検討する。）
電気・電子機器の環境配慮設計ガイド（IEC/新環境配慮設計
（ECD）ガイド案の作成）
電気・電子機器の材料開示質問表ガイド（IEC/ガイド 113の改
正又は新ガイドの作成）

平成16年度

平成16年度

　IECで検討が進められている環境配慮設計のガイドの国際標準化活動に対して積極的に提案を行い、
国際的な環境配慮活動の効率化やレベル向上に貢献する.
　製品の環境規制の国際的な進展を背景に、環境配慮設計への取り組みが急速に浸透しつつある。企
業行動としては、市場で評価される環境配慮製品を最小限のコストで設計できるようにする必要がある
が、その際、社会的に認知された権威あるガイドを参照できれば、アセスメント・設計の効率化や市場へ
のアピール性の向上に大きく貢献する。また、我が国の優れた環境技術（鉛フリーはんだ、省エネ技術
等）が国際ガイドとなることによって、日本製品の国際的優位性が明らかになるという効果もある。
　製品・部品に含まれる材料の情報開示は、グリーン調達に不可欠であるが、その調査が各社独自の
判断で実施されているため、情報提供側（材料・部品製造業者）の負担はますます増大する傾向にあ
る。産業界では、日米欧それぞれにグリーン調達調査方法の統一化の動きがあり、調査項目・様式など
を定めた業界基準が作成されている。今後は、これら三つの基準の国際統一が望まれるところであり、
既にIECが作成しているグリーン調達に関する原則的ガイドを更に充実させ、実際の取引に役立つもの
に発展させる必要がある。

高密度実装における新接合技術の信頼性評価方
法の標準化
（研究期間：平成13～15年度）

・

・
・

（下記３件の現行JISの鉛フリー化対応の改正）
環境試験方法－電気・電子－表面実装部品（ＳＭＤ）のはん
だ付け性，電極の耐はんだ食われ性及びはんだ耐熱性試験
方法改正
環境試験方法－電気・電子－はんだ付け試験方法改正
環境試験方法－電気・電子－はんだ付け試験方法（平衡法）
改正

平成16年度

平成17年度
平成17年度

　エレクトロニクス製品における半導体や電子部品等の電子デバイスの電子回路基板への組立実装に
は、現在、当該基板の廃棄により環境汚染の原因となる鉛を含んだはんだ合金が用いられている。電
気・電子機器の環境対策として「鉛フリーはんだ」と呼ばれる鉛を含まないはんだ合金を用いた組立実
装プロセスの開発が必要である。本研究では、電子デバイスの鉛フリーはんだを用いた実装の信頼性
を評価するための試験方法の規定し、電子デバイスの実装信頼性評価方法の標準化を図る。

電気製品のリユースに関する標準化調査研究
（研究期間：平成14～16年度）

・再使用部品を含む製品のディペンダビリティ － 機能性の要
求事項及び試験

注）ディペンダビリティ：　信頼性、保全性及び保守支援全体を
表す用語

平成16年度 　3Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）対策の中で、とりわけリユースについては、解体しやすい製品
設計の採用、再生部品を製品に組み込む際の品質保証、使用者への情報提供など、これまでにほとん
ど経験のない新たな技術的課題への対応が必要となる。
　既に、複写機、プリンタ、パソコンなど一部の機器でリユースへの取り組みが開始されているが、こうし
た動きを更に発展させ、幅広く電気製品のリユースを実現するためには、生産者・使用者双方のリユー
スへの不安を払拭することが不可欠である。この観点から、再生部品使用製品の品質評価方法や使用
者への情報提供方法などの共通課題について、電気製品全般を対象とした標準化を進める必要があ
る。
　また国際的には、IEC/TC56（ディペンダビリティ）やJTC1/SC28（オフィス機器）において、基本的考え
方や品質評価方法等に関する国際規格案の検討が始まっているため、我が国のリユース技術の国際
規格化に努め、その世界的普及をめざす。

＜参考＞
①IEC/TC56：「リユース部品を含む製品のディペンダビリティ－機能及び試験」。現在ＣＤ（Committee
draft)段階。発行は平成15年末を目標。
②ＪＴＣ１/SC28：「再使用部品を使用しているオフィス機器の品質及び性能」。現在WD（Working Draft）
の段階。

低環境負荷形蛍光ランプの標準化に関する調査
研究
（予定）

・
・
低環境負荷形蛍光ランプー第１部：製品規格
低環境負荷形蛍光ランプ―第２部：測定方法

平成18年度
平成18年度

・ 光の需要は文化の発達とともに増加している（日本では過去３０年で３倍）。その大部分は蛍光ランプ
がになっており（我が国では約７０％）、諸外国でも高効率の蛍光ランプの使用を推奨している。即ち、蛍
光ランプの環境負荷はほぼ１００％が使用時の電力であり、電力を減らすことが発電による水銀放出や
環境負荷物質の低減に結びつく。
・ 従って、環境負荷の側面からは、ランプの高効率化（効率の低いランプの生産中止も含め）が世界的
な動きである。
・ ランプの設計面からは、封入水銀量の削減が各国の課題となっている。
・ 我が国の戦略・方針１） ランプの高効率化：電力負荷の低減による水銀等負荷物質の削減２） ランプ
の小型化３） 環境負荷物質（水銀）の低減
〈具体的課題〉
・ランプの高効率化（電力負荷の低減による水銀等負荷物質の削減）
・ランプの小形化
・環境負荷物質（水銀）の低減

情報・電気



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

工作機械の環境試験方法に関する調査研究
（予定）

・工作機械の環境試験方法－エネルギ効率の測定方法 平成18年度 　工作機械のエネルギー効率（主として電気エネルギー）については、一定の測定方法、評価方法等が
未だ確立されていないのが現状。本調査研究により工作機械のエネルギー効率の試験方法を確立し、
一定の基準で測定及び評価が可能となる。

３Ｒを考慮した環境パフォーマンス評価情報モデ
ルの調査研究
（予定）

・3Rを考慮した環境パフォーマンス評価情報モデル 平成16年度 　TC184/SC4で開発が進められている製品ライフサイクル支援モデル（ISO10303）に環境管理情報を組
み込み運用から廃棄までの製品構成情報、保守情報とともに環境管理情報も一元的に情報管理できる
製品モデルの研究と標準化を行う。また、本モデルを使用した環境パフォーマンス評価を実施して評価
管理方法のガイドを作成する。

消費生活・
安全

ガス燃焼機器給湯運転モード評価法
（予定）

・給湯機器の実動モードにおける熱効率測定方法 平成18年度 ガス・石油を燃料とする家庭用温水機器については、現行では定常状態での機器の効率を測定したも
のであったが、機器の使用実態を考慮した実動モードでの測定方法を検討することが必要である。な
お、ガス・石油機器については総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会の最終とりまとめの
中で、機器の実使用モードを加味したエネルギー消費効率測定方法の検討を行うこととなっている。

再生材料・製品中の化学物質試験方法に関する
標準化調査研究
（研究期間：平成14～16年度）

・スラグの化学物質試験評価方法 平成16年度 　現在、スラグのJISとしては、品質規格（粒度等）を定めた道路用鉄鋼スラグ、コンクリート用高炉スラグ
微粉末、コンクリート用スラグ骨材が、また、溶融スラグ等に係る目標基準としては、平成１０年３月２６
日付厚生省生活衛生局水道環境部長通知「一般廃棄物の溶融固化物の再生利用の実施の促進につ
いて」があるのみである。　このうち、溶融スラグ等については、この通知において、安全性を担保する
基準として｢土壌環境基準｣とその判定方法が引用されているが、これは「再生資源を管理しながら使
う。」という前提のもとに構築された安全性評価に関する考え方に基づくものではないと考えられる。（道
路用鉄鋼スラグ等の安全性を担保する基準については、JISの中に明記はされていないが、土壌環境
基準をクリアしていることが一般に求められている。ただし、平成14年度に制定された溶融スラグのTR
A0016「一般廃棄物、下水汚泥等の溶融固化物を用いたコンクリート用細骨材」等には品質基準として、
平成10年3月26日厚生省通達における一般廃棄物の溶融固化物に係る目標基準が記載されている。）
資源の有効利用を促進するためには、すべての用途に一律に「土壌環境基準」の判定方法を適用する
のではなく、その利用形態に合わせた安全性の評価（例：エコセメントのような成型体試料を評価する場
合に適しているタンクリーチングテスト）の規格化が必要であると考えられる｡
　平成14年度より、JIS原案作成のための調査研究に着手。

用水・排水試験方法の国際規格との一体化に関
する標準化調査研究
（研究期間：平成13～15年度）

・JIS K400番台規格の改正 平成16年度 　水質分野の試験方法においては、国際整合化作業によりＩＳＯ翻訳ＪＩＳが約８０規格制定されている
が、妥当性が確認されていない、内容に疑問があるなど検討を要する規格がある。また、翻訳ＪＩＳの対
応国際規格がその後改正、廃止されている場合があり、再検討が必要である。環境規制に活用されて
いる従来ＪＩＳとダブルスタンダードになっている翻訳規格があり、ガイド２１（整合化の手引き）にしたがっ
て、一体化（国際規格の修正採用の可否、方法等の選択など）の検討が必要である。
　K400番台の翻訳JISについて、それぞれ妥当性を検証し、必要に応じて改正することを検討中である。

ノニルフェノールの国際標準分析法開発
（研究期間：平成14～16年度）

・用水・排水中のノニルフェノール試験方法 平成17年度 　ノニルフェノール(NP)については多数の異性体の混合物であるため、現在の総量分析法では精度が
不十分であるとの指摘がある。またノニルフェノールについては環境生物に対する影響が確認されてお
り、化学物質排出把握管理促進法の第一種指定化学物質であるため、PRTR制度に係わる届出のため
のデータ取得が緊要とされている。その際、事業者が報告する排出量を管理するための分析データの
信頼性に疑問が残るおそれがあるため、各成分の正確な定量を可能にする、精度の高い標準分析法
の必要性が高い。このため、本研究開発では、ＮＰの高度分離測定手法開発、ＮＰの３０種以上の異性
体・不純物質の同定、環境残留量・組成解析手法の開発等を行う。

環境測定・
廃棄物等



分野 調査研究名 JIS化項目名 JIS（TR）化予定時期 調査研究概要

環境中における免疫化学を用いた化学物質の定
量分析測定分野の調査研究
（予定）

・免疫化学測定法 平成16年度 　内分泌撹乱の疑いのある物質や残留農薬などの環境負荷物質や食品等に含まれる抗生物質、微生
物毒素を検出するための技術である免疫化学測定法は化学分析法と比較して迅速、廉価、簡便である
ことから、多くの企業が採用しているところ。各社毎で異なる本技術を、環境負荷物質等に対する公的
分析法として確立するために標準化を検討する。
　平成８年度免疫化学測定法研究会結成。
　活動の一つとして、すでに実用化されている免疫化学測定法のリストを作成している。平成１４年７月
に同研究会において標準化検討委員会が発足し、本格的取組みが開始されたところ。



平成14年度に策定された環境JIS一覧（実績）
（JIS制定14件、JIS改正40件、TR公表3件、TR改正1件）

分野 JIS/TR 規格番号 規格名称 制定／改
正／公表 公示日

TR A0016 コンクリート用溶融スラグ細骨材 公表 2002/7/20
TR A0017 道路用溶融スラグ 公表 2002/7/20
JIS R5214 エコセメント 制定 2002/7/20
JIS A1901 建築材料の揮発性有機化合物（ＶＯＣ），ホルムアルデヒド及び

他のカルボニル化合物放散測定方法－小形チャンバー法
制定 2003/1/20

JIS A5731 再生プラスチック製宅地内雨水ます及びふた 制定 2002/2/20
TR A0015 コンクリート用砕石粉 公表 2002/7/20
JIS A6921 壁紙 改正 2003/3/20
JIS A6922 壁紙施工用及び建具用でんぷん系接着剤 改正 2003/3/20
JIS A9504 人造鉱物繊維保温材 改正 2003/3/20
JIS A9521 住宅用人造鉱物繊維保温材 改正 2003/3/20
JIS A9523 吹き込み用繊維質断熱材 改正 2003/3/20
JIS A5905 繊維板 改正 2003/3/20
JIS A5908 パーティクルボード 改正 2003/3/20
JIS A6909 建築用仕上塗材 改正 2003/3/20
JIS A5536 床仕上げ材用接着剤 改正 2003/3/20
JIS A5537 木れんが用接着剤 改正 2003/3/20
JIS A5538 壁・天井ボード用接着剤 改正 2003/3/20
JIS A5547 発泡プラスチック保温板用接着剤 改正 2003/3/20
JIS A5548 陶磁器質タイル用接着剤 改正 2003/3/20
JIS A5550 床根太用接着剤 制定 2003/3/20
JIS A5549 造作用接着剤 制定 2003/3/20
JIS K7141-3 プラスチック－比較可能なマルチポイントデータの取得と提示

－第３部：特性への環境影響
制定 2002/8/20

JIS K7390 再生ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）成形材料試験方法 制定 2003/3/20
JIS H2120 マグネシウム及びマグネシウム合金くず分類基準 制定 2002/8/20
JIS K6804 酢酸ビニル樹脂エマルジョン木材接着剤 改正 2003/3/20
JIS K6806 水性高分子－イソシアネート系木材接着剤 改正 2003/3/20
JIS K5516 合成樹脂調合ペイント 改正 2003/3/20
JIS K5572 フタル酸樹脂エナメル 改正 2003/3/20
JIS K5621 一般用さび止めペイント 改正 2003/3/20
JIS K5492 アルミニウムペイント 改正 2003/3/20
JIS K5511 油性調合ペイント 改正 2003/3/20
JIS K5562 フタル酸樹脂ワニス 改正 2003/3/20
JIS K5591 油性系下地塗料 改正 2003/3/20
JIS K5667 多彩模様塗料 改正 2003/3/20
JIS K5431 セラックニス類 改正 2003/3/20
JIS K5531 ニトロセルロースラッカー 改正 2003/3/20
JIS K5533 ラッカー系シーラー 改正 2003/3/20
JIS K5535 ラッカー系下地塗料 改正 2003/3/20
JIS K5581 塩化ビニル樹脂ワニス 改正 2003/3/20
JIS K5582 塩化ビニル樹脂エナメル 改正 2003/3/20
JIS K5583 塩化ビニル樹脂プライマー 改正 2003/3/20
JIS K5653 アクリル樹脂ワニス 改正 2003/3/20
JIS K5654 アクリル樹脂エナメル 改正 2003/3/20
JIS K5663 合成樹脂エマルションペイント及びシーラー 改正 2003/3/20
JIS K5668 合成樹脂エマルション模様塗料 改正 2003/3/20
JIS K5669 合成樹脂エマルションパテ 改正 2003/3/20
JIS K5656 建築用ポリウレタン樹脂塗料 改正 2003/3/20
JIS K5660 つや有り合成樹脂エマルションペイント 改正 2003/3/20
JIS K5670 アクリル樹脂非水分散形塗料 制定 2003/3/20
JIS K5970 建物用床塗料 制定 2003/3/20
JIS K5961 家庭用屋内木床塗料 改正 2003/3/20
JIS K5962 家庭用木部金属部塗料 改正 2003/3/20
JIS K5960 家庭用屋内壁塗料 改正 2003/3/20
JIS Z7302-7 廃棄物固形化燃料－第７部：硫黄分試験方法 制定 2002/8/20
JIS Z7302-8 廃棄物固形化燃料－第８部：元素分析試験方法 制定 2002/8/20
JIS Z7302-9 廃棄物固形化燃料－第９部：かさ密度試験方法 制定 2002/8/20
JIS Z7302-10 廃棄物固形化燃料－第１０部：粉化度試験方法 制定 2002/8/20
TR Z0011 廃棄物固形化燃料 改正 2002/5/20

環境測定・
廃棄物等

土木建築

材料

消費生活・
安全



　　　



環境JIS策定中期計画（平成14年4月）に明記された標準化テーマの進捗状況

（平成14年度業務計画に掲載されたものを除く）
注：規格名称の後に付記した番号は以下の分類に従っている。
①　３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）製品の需要拡大に資する規格（３Ｒ対策）
②　設計・製造段階における環境配慮に資する規格（DfE）
③　地球温暖化対策に資する規格（温室効果防止）
④　製品における有害物質対策に資する規格（製品有害物質対策）
⑤　環境汚染対策に資する規格（環境汚染対策）

分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

建築材料から放散するホ
ルムアルデヒド類及び揮
発性有機化合物（VOC）
の放散量基準

・建築材料から放散するホル
ムアルデヒド類及び揮発性有
機化合物（VOC）の放散量基
準④（平成14～17年度）

　前期通常国会において建築基準法の改正が行われ、建築材料か
らの化学物質（ホルムアルデヒド及びクロロピリホス）の放散量等の
規制が行われることが決定した。また、国会の附帯決議には、ホル
ムアルデヒドだけでなくトルエン等のＶＯＣについても、順次、規制対
象に追加することが明記されている。以上の背景を受け、平成15年1
月にＪＩＳ化した小形チャンバー法(建築ボード類、塗料、接着剤、断
熱材等の建築材料にも適用でき、ホルムアルデヒドを含め、ＶＯＣ全
般にも適用可能な測定方法)を用いて、市場流通建材のホルムアル
デヒド及びＶＯＣ放散量の実態調査を実施しつつ、可能なものから、
順次個別建材ＪＩＳにホルムアルデヒド及びＶＯＣ放散量の基準値・等
級、その表示方法等を規定する予定。

未定。 基準創成研究開発
事業で、小形チャン
バー法ＪＩＳ原案作
成(平成12年度補正
予算で実施)。

（財）建材試験セ
ンター

建具・家具等から放散す
るホルムアルデヒド類の
測定方法(大形チャンバー
法)並びに建築材料から、
放散するホルムアルデヒ
ド類及びＶＯＣの簡易測定
方法

・建具・家具等から放散する
ホルムアルデヒド類の測定方
法(大形チャンバー法)並びに
建築材料から放散するホル
ムアルデヒド類及びＶＯＣの
簡易測定方法）④（平成17年
度）

　平成15年1月にＪＩＳ化した小形チャンバー法では、殆どの建築材料
に対して適用可能であるが、建具・家具等の大型製品を測定するこ
とは物理的に不可能であるため、大型製品を丸ごと測定できる大形
チャンバー法のＪＩＳ化を目指す。また、小形チャンバー法では、日
数、作業量が多大であるため、簡便かつ短時間に測定可能であり、
建材メーカ等が品質管理用として使用できる簡易測定方法のＪＩＳ化
も併せて目指す。

室内空気
(ISO/TC146/SC6)のカ
テゴリーで提案できる
見込み。

基準創成研究開発
事業で、小形チャン
バー法ＪＩＳ原案作
成(平成12年度補正
予算で実施)。

（財）建材試験セ
ンター

室内空気汚染物質を低減
する製品の評価

・室内空気汚染物質低減製
品効果評価方法④（平成18
年度）

　現在、シックハウス等室内空気の汚染が問題になっており、これに
伴い室内空気汚染物質の吸着や分解等、汚染物質の低減効果を
謳った製品（カーテン、吸着剤等）が市場に出回っている。これらの
製品について効果を評価する規格はなく、各生産者の自主的評価に
より宣伝、販売されている。また、建築基準法の改正等により、室内
空気汚染対策が取り組まれ始めているが、汚染物質の低減につい
て効果等が評価できないため、これら製品を具体的対策として取り
入れられない状況である。消費者が正しく、室内空気汚染物質低減
製品効果を判断するため、これらの製品の効果について評価するた
めの規格の策定を急ぐ必要がある。

室内空気
(ISO/TC146/SC6)のカ
テゴリーで提案できる
見込み。

なし。 （財）建材試験セ
ンター、製品評
価技術基盤機構

土木建
築

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

再生プラスチック製車止
め及び道路用中央分離
帯ブロック（再生プラス
チック製中央分離帯ブ
ロック）

・再生プラスチック製中央分
離帯ブロック①（平成16年度
以降を目処に規格を策定）

　当該製品は廃プラスチックを再生利用した製品である。廃プラス
チックの有効利用する基準として規格化が必要である。また、従来、
中央分離帯ブロックにはコンクリート製製品しか存在せず、JIS規格
そのものがなかったが、近年、施行とその促進を図る為には、再生
製品の採用を検討する際の、需要者側が製品を評価の容易性の観
点からほとんどがプラスチック製品に代わっていることもあり、施行
面の他、安全面から強度等の規定を含めた規格の標準化が早急に
必要である。
（検討状況）
　平成１３年度 経済産業省委託「廃プラスチックのリサイクル品に関
する試験・評価方法の標準化調査研究」（財団法人 建材試験セン
ター）にて、廃プラスチックのリサイクル品の標準化について調査研
究を実施しており、「再生プラスチック製中央分離帯ブロック」につい
ては試案を作成している。またメーカー内での製品の規格化も進ん
でいる。そこで「再生プラスチック製中央分離帯ブロック」については
耐久性データの蓄積を経て平成16年度にJISの原案作成に入る。

JIS原案作成の際、国
際標準の必要性を含め
調査検討し、必要があ
れば、対応する国際規
格・海外規格と整合さ
せる。

なし。 財団法人　建材
試験センター

再生プラスチック製車止
め及び道路用中央分離
帯ブロック（再生プラス
チック製車止め）

・再生プラスチック製車止め
①（平成16年度以降を目処
に規格を策定）

｢環境・資源循環分野における標準化戦略｣において、広く3Rの推進
に資する製品規格が｢重要標準化｣に位置付けられている。この提
案は、再生（Recycled）プラスチックを主材料として成形した車止め
（駐車場に使用するタイヤ止め）について規定するものである。車止
めはコンクリート製の製品は旧来から存在したが、近年プラスチック
製の製品が市場に流通している。設計・施行の合理化を図る上で、
社会的な標準化が必要となっている。標準化が出来れば、廃プラス
チックの再生利用の促進が得られると同時に、車止めの設計・施工
仕様の標準化が得られる。
（検討状況）
　平成１３年度 経済産業省委託「廃プラスチックのリサイクル品に関
する試験・評価方法の標準化調査研究」（財団法人 建材試験セン
ター）にて、廃プラスチックのリサイクル品の標準化について調査研
究を実施しており、「再生プラスチック製車止め」については試案を作
成している。またメーカー内での製品の規格化も進んでいる。そこで
「再生プラスチック製車止め」については耐久性データの蓄積を経て
16年度に原案作成に入る。

JIS原案作成の際、国
際標準の必要性を含め
調査検討し、必要があ
れば、対応する国際規
格・海外規格と整合さ
せる。

なし。 財団法人　建材
試験センター
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

スラグ使用時における安
全性評価

・スラグの化学物質試験評価
方法④（平成16年度）

　現在、スラグのJISとしては、品質規格（粒度等）を定めた道路用鉄
鋼スラグ、コンクリート用高炉スラグ微粉末、コンクリート用スラグ骨
材が、また、溶融スラグ等に係る目標基準としては、平成１０年３月２
６日付厚生省生活衛生局水道環境部長通知「一般廃棄物の溶融固
化物の再生利用の実施の促進について」があるのみである。　この
うち、溶融スラグ等については、この通知において、安全性を担保す
る基準として｢土壌環境基準｣とその判定方法が引用されているが、
これは「再生資源を管理しながら使う。」という前提のもとに構築され
た安全性評価に関する考え方に基づくものではないと考えられる。
（道路用鉄鋼スラグ等の安全性を担保する基準については、JISの
中に明記はされていないが、土壌環境基準をクリアしていることが一
般に求められている。ただし、平成14年度に制定された溶融スラグ
のTR A0016「一般廃棄物、下水汚泥等の溶融固化物を用いたコンク
リート用細骨材」等には品質基準として、平成10年3月26日厚生省通
達における一般廃棄物の溶融固化物に係る目標基準が記載されて
いる。）　資源の有効利用を促進するためには、すべての用途に一
律に「土壌環境基準」の判定方法を適用するのではなく、その利用
形態に合わせた安全性の評価（例：エコセメントのような成型体試料
を評価する場合に適しているタンクリーチングテスト）の規格化が必
要であると考えられる｡
（検討状況）
平成14年度より、JIS原案作成のための調査研究に着手。平成15年
度を目途にJIS原案を作成する。

国際規格、国内外法規
等を調査して決定。

社会基盤創成標準
化調査研究（平成
13年度に1年間実
施）及び「自治体施
設におけるスラグ性
状実態調査業務」
（国立環境研究所
の事業）。
平成14年度より特
別会計による標準
化調査研究を実施
中。

（財）化学物質評
価研究機構

ノンフロン型建築材料 ・ノンフロン型発泡プラスチッ
ク保温材③（平成16年度）

　現在のプラスチック系断熱材には、特定フロンあるいは代替フロン
を発泡剤としたものがある。これらは製造時、使用時、廃棄時にフロ
ンを放散し、オゾン層破壊、地球温暖化の点から問題である。
（検討状況）
　「ノンフロン型発泡プラスチック保温材」は、環境に配慮した製品と
してその需要拡大に資する規格となる。

未検討。 なし。（既に実用化
段階）

押出発泡ポリス
チレン工業会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境対応型押出発泡ポリ
スチレン板

・リサイクル押出発泡ポリス
チレン板①（平成17年度）

　建設現場で発生する発泡ポリスチレンの断熱材の端材、あるいは
畳のリサイクルによって回収されたもの等を一定割合の比率で含む
押出し発泡ポリスチレン板。リサイクル製品の品質保証、需要拡大
に資する規格。
　平成16年JIS原案を業界で検討し、平成17年にJIS化する。
（検討状況）
　畳から発生する押出し発泡ポリスチレンの再生利用については、
経済産業省委託事業として平成13年度廃棄物資源化推進「化学畳
モデルリサイクルシステム調査」を実施し、引き続き技術的、経済的
検討を継続している。
　断熱材用途のリサイクルについては、平成14年度の産業界の自主
的な調査研究テーマとして実施中。

未定。 経済産業省委託事
業
平成13年度廃棄物
資源化推進「化学
畳モデルリサイクル
システム調査」｡

押出発泡ポリス
チレン工業会

木材及びプラスチック再
生建材

・木材及びプラスチック再生
建材の分類①（未定）
・木材及びプラスチック再生
建材の試験方法①（未定）

　平成１４年５月から建設資材リサイクル法が完全施行となり、木材
に関しては分別解体、再資源化もしくは燃料利用が義務づけられる
こととなっている。こうした背景から廃木材及び廃プラスチック等を使
用した再生建材は有効な再資源化技術として開発された。再生建材
は配合比率やプラスチックの種類等で多種多様の製品が存在する
等明確な区分化がされておらず、既存のJISにない複合材料である
（米国ASTMではたとえばD1037等で取り扱われ始めている）｡リサイ
クル材の使用率、製品の試験・評価方法等の規格を策定することに
より環境配慮製品としての客観的評価、需要者に対する品質保証等
に資するものである。

国際規格、国内外法規
等を調査して決定。

なし。 （社）日本建材産
業協会

エコせっこうボード ・エコせっこうボード①（未定）
例）
GBR20-R（20%混入一般品）
GBE30-R（30%混入一般品）

　現在、廃せっこうボードの製品への混入は技術上の制約により10%
となっている。混入量20%、30%（50%は技術開発に時間がかかる）の
ものを早期に規格化、上市しリサイクル量の向上を図る。
（検討状況）
　平成17年度ないしは18年度規格委員会設置を目途に検討中。

未定。 50%混入のエコせっ
こうボードはNEDO
の事業で研究開発
を実施。
（平成11年度NEDO
委託：解体廃せっこ
うボードの再資源化
技術開発）
現在（社）石膏ボー
ド工業会で自主事
業として研究継続。

（社）石膏ボード
工業会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

プレキャスト無筋コンク
リート製品　改正／プレ
キャスト鉄筋コンクリート
製品/レディーミクストコン
クリート

・プレキャスト無筋コンクリー
ト製品　改正①（平成15年
度）
・プレキャスト鉄筋コンクリー
ト製品　改正①（平成15年
度）
・レディミクスコンクリート　改
正①（平成15年度）

　JIS A5371（プレキャスト無筋コンクリート製品）、A5372（プレキャス
ト鉄筋コンクリート製品）及びA5308（レディーミクストコンクリート）を
改正し、リサイクル品であるエコセメント、再生骨材等の使用を可能
とする。

未定。 なし。 （財）建材試験セ
ンター
全国生コンク
リート工業組合
連合会

溶融スラグを用いた製品 ・コンクリート用溶融スラグ細
骨材①（平成17年度）
・道路用溶融スラグ骨材①
（平成16年度）

　平成１４年７月２０日に公表したＴＲ　A0016コンクリート用溶融スラ
グ細骨材、TR　A0017道路用溶融スラグ骨材を、３年後にＪＩＳ化す
る。
　コンクリート用のＪＩＳ化に当たっては、コンクリートの耐久性・信頼
性データの蓄積、産廃スラグの取り扱い等の更なる検討が必要。

未定。 なし。 （財）建材試験セ
ンター
（社）日本産業機
械工業会

電気炉スラグ ・コンクリート用スラグ骨材－
第4部：電気炉スラグ骨材①
（平成15年度）

　コンクリートの様々な試験を実施し、そのデータを解析する。解析
結果を用いて、電気炉酸化スラグをコンクリート骨材に用いるための
検討を実施し、電気炉酸化スラグについて品質管理基準の作成、用
途拡大等の検討を行う。

未定。 社会基盤創成標準
化調査研究（平成
13～14年度）。

鐵鋼スラグ協会

鋳物廃砂 ・鋳物廃砂からのリサイクル
品①（平成16年度）

　副産物の中でも排出量が比較的多く、資源有効利用促進法におい
てもリサイクル対策が求められている鋳物廃砂について、そのリサイ
クル品をセメント原料として使用できるように標準化を検討する。
（検討状況）
　１３年度～１５年度の予定で社会基盤創成標準化調査研究予算に
て実施中。鋳物廃砂再利用標準化調査委員会を設置し、鋳物廃砂
のうち発生量が多くかつ重金属の含有率が低い鋳鉄用生型砂の廃
砂をリサイクル製品対象に選定し標準化を検討。平成１６年度まで
に規格化を予定。

未定。 社会基盤創成標準
化調査研究（平成
13～14年度）。
ニチモウ（株）他「鋳
物廃砂を活用した
新規メソ多孔材料
の研究開発」（平成
１３年度補正予算即
効型地域新生コン
ソーシアム研究開
発）。

（社）日本鋳造技
術協会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

塗料及びワニスのVOC含
有量の測定：ガスクロマト
グラフ法

・塗料及びワニスのVOC含有
量の測定：ガスクロマトグラフ
法④（平成16年度）

　シックハウス症候群の原因として、塗料中の揮発性有機化合物
（VOC）が注目されており、居室中のこの濃度を厚生労働省の指針
値以下にすることが求められている。
　現在塗料中のVOC測定方法のJISがないが、既に対応するISO規
格が存在するので、可能な限り整合化を行う。
　塗膜からのVOC発散速度の測定にはチャンバー法が用いられる
が、ガスクロマトグラフにより、塗料中のVOCが測定できれば、VOC
の発散速度の分類が効率的に実施可能となる。
　提案原案は以下のISO規格を基礎とする。
(1) ISO 11890-2 Paint and varnishes-determination of volatile
organic compound (VOC) concentration - part 2 :
Gaschromatographic method
(2) ISO DIS 17895 Determination of the volatile organic compound
content of low VOC emulsion paint. (in-can VOC)

未定。 なし。 社団法人日本塗
料工業会

塗膜からのVOC発散速度
の測定方法

・塗膜からのVOC発散速度
の測定方法：測定用塗板の
作成方法④（平成16年度）

　塗膜からのVOCの発散速度の測定には、小型チャンバー法による
測定方法があるが、この測定に用いる塗板の作成方法を規定する
必要がある。
　VOC発散速度の測定用塗板作成方法が確立されれば、居室用塗
料のVOC発散速度分析が可能となる。

未定。 なし。 社団法人日本塗
料工業会

リサイクルされる銅及び
銅合金くず

・銅くず及び銅合金くずの分
類基準　改正（JIS H2109：
1986）①（平成17年度）

　現在の規格は、１９８６年３月の改正以来、特に改正もなく経過し現
在にいたっている。近年、家電リサイクル法、包装容器リサイクル法
等リサイクルに関連する法体系の整備がなされ、循環型社会への転
換が図られる中、銅及び銅合金くずも従来の発生源以外での流通
ルートが出来つつあると思われ、それに伴うくずの形態も異なってき
ていると考えられる｡現状JISの分類基準でも実態に合わなくなって
来ている点と併せて、体系的にくずの分類を見直す必要がある。

未定。 なし。 日本伸銅協会

材料
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

人工ゼオライト ・人工ゼオライトCEC（イオン
交換容量）試験方法①（平成
17年度）
・人工ゼオライト安全性確認
試験方法①（平成17年度）

　人工ゼオライトは、石炭灰を高温でアルカリ処理することによって
結晶化し、比較的容易に、かつ、非常に簡易な装置構成で製造する
ことができるが、吸着機能やイオン交換機能を有するポテンシャル
の高い資源として注目されており、商業化が急がれている。　しかし
ながら、人工ゼオライトの製品規格については、試験方法（評価方
法）等が確立されておらず、未だ標準化までは至っていない状態（人
工ゼオライト能力の指標としてCEC（陽イオン交換用量）があるが、こ
れが180～400meq/100grと範囲が広く、数値の最低と最高で倍以上
の開きがある）である。人工ゼオライトは我が国が独自に開発した技
術であり、現在でも技術力、応用段階において我が国がもっとも先
行しているところである。人工ゼオライトの利用は我が国のみならず
アジア（特に中国）でも注目されている。こうした状況からも、規格化
を目指した検討を推進し、同分野の安定成長のための基盤を構築す
ることが重要である。
（検討状況）
　平成14年～平成16年の予定で、社会基盤創成標準化調査研究予
算にて実施中。７月に｢人工ゼオライト標準化委員会｣を設置し、第１
回委員会を開催し、調査を継続中。人工ゼオライト製品関連のＪＩＳ
原案作成は、平成17年度を予定している。なお、調査遂行に際して、
天然ゼオライトおよび合成ゼオライト等の関連団体とも適宜意見交
換を行っている。

国際提案可能性のある
のはISO/TC27（石
炭）、TC47（化学）、
TC190（土壌）。技術的
に他国に先んじてお
り、国内標準確立後
に、国際標準化を準備
する。

社会基盤創成標準
化調査研究を平成
14～16年度の予定
で実施中。

人工ゼオライト
フォーラム（事務
局：財団法人産
業創造研究所
内）

セメント製造時における廃
タイヤ及び石炭灰の有効
利用を促進するためのＪＩ
Ｓ改正

・ＪＩＳ Ｒ０３０３（セメント工業
用窯炉の熱勘定方式）の改
正①（平成１５年度）

　ＪＩＳ Ｒ０３０３は、セメント製造用の窯炉において、窯炉内で発生す
る熱、窯炉内で消費される熱等の計算方法について規定した規格で
ある。平成１５年度の改正においては、燃料に廃タイヤを使用した場
合の補正方法及びセメント原料に石炭灰などを使用した場合の補正
方法を追加規定する。これにより、廃タイヤ及び石炭灰の有効利用
を促進することを目指す。

未定。 なし。 （社）日本セラ
ミックス協会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

光触媒の性能に関する試
験方法

・光触媒のセルフクリーニン
グ性能に関する試験方法⑤
（平成16年度～17年度）
・光触媒の空気浄化性能に
関する試験方法⑤（平成15
年度～17年度）
・光触媒の水質浄化性能に
関する試験方法⑤（平成17
年度～18年度）
・光触媒の抗菌・防かび性能
に関する試験方法⑤（平成
16年度～18年度）

　光触媒は太陽光等に含まれる紫外線および可視光線の作用によ
り、酸化チタン等の光触媒表面で有機化合物を分解したり親水性を
発現する機能を有し、セルフクリーニング、空気浄化、水質浄化、抗
菌、抗かび等、環境浄化材料として多方面な用途に応用されつつあ
る。現在の市場規模は３００億円超であるが、２００５年には関連産
業を含めると１兆円の規模に達すると予想されており、市場の急速
な拡大が進んでいる。しかしながら、光触媒性能を公正に評価でき
る試験方法が標準化されていないため、単に光触媒を混入しただけ
の機能性の乏しい製品が出現し、光触媒製品市場の健全な発展の
阻害要因となることが危惧される。また、光触媒は我が国発の技術
であるが、欧米や韓国を初めとし世界に普及しつつあることから、国
際標準化においても我が国がイニシアチブを取り標準化作業を進め
ていき、光触媒関連産業の健全な育成を図る必要がある。
（検討状況）
　平成１４年９月３０日に（社）日本ファインセラミックス協会を事務局
とした光触媒標準化委員会が発足した。本委員会のもとに４分科会
と分科会連絡会を設置し、実行計画作成のため、初期調査研究と必
要予算の検討および国際標準化のための対策を検討中。
　平成１５年度～平成１８年度の予定で、ＪＩＳおよびＩＳＯ原案を作成
予定であるが、「光触媒材料－大気浄化性能試験方法」を、先行し
て平成１４年末にＩＳＯ新業務項目として提案する。

平成１５年度～平成１８
年度にＩＳＯ／ＴＣ２０６
の新業務項目に提案
することを目標とする。

光触媒利用高機能
住宅用部材プロジェ
クト（平成１５～１７
年度）。

（社）日本ファイ
ンセラミックス協
会

ディスプレイ用硝子のリサ
イクル

・ディスプレイ用硝子カレット
の含有物の測定方法③（平
成17年度）

　家電リサイクル法、資源有効利用促進法により、ディスプレイ用硝
子(テレビ用ブラウン管ガラス)のリサイクル促進は不可欠なものに
なっている。　リサイクルする場合、ガラス表面の塗布物・混入物（含
有物）を除去する必要がある。また近年、ディスプレイ用ガラスの生
産拠点が国内から海外へ移転してきており、海外でのリサイクルも
必要となってきている。これに伴い、輸出の際にバーゼル条約等の
対応が必要になると予想される。　このため、硝子カレットの含有物
（CP：蛍光体、金属アルミニウム、CF：カーボン、酸化鉛等）の測定方
法の規格化を図る必要がある｡
　標準化に向けた現在の検討状況は、(財)家電製品協会に設置され
ている「洗浄カレットPT(プロジェクトチーム)」に、ディスプレイ用硝子
の生産者側メンバーとして電気硝子工業会、旭硝子㈱、日本電気硝
子㈱も加わり「カレットの品質問題」、「予想される余剰カレットの輸出
問題」、「相手国への対応」、「海外でのりサイクルの実体」等を検討
している。メンバーには家電メーカーも加わっている。　規格化の時
期としては平成15年度スタートを予定している。

JIS原案作成後に国際
提案する予定。

なし。 電気硝子工業会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

難燃剤のリサイクル性を
示す規格

・固体廃棄物の全臭素分析
試験方法①（平成18年度）
・易リサイクル性難燃剤の標
準化①（平成18年度）

　電子機器等に使用されているプラスチックを素材資源又はエネル
ギー資源として利用する場合、プラスチック中に含まれる難燃剤の
処理が重要な課題である。本研究では、廃棄物中の臭素を定量する
ための標準分析法を確立すると共に、ガス化や液化等の処理にお
いて容易に分解又は回収できる易分解型難燃剤や易回収型難燃剤
の特徴を検討し、これらの難燃剤に新たな工業規格を付与すること
によって環境負荷の小さい難燃剤の使用を促進させる。（平成17年
度JIS原案作成委員会審議予定）
（検討状況）
　平成14年度～平成16年度の予定で、標準基盤研究にて実施中。
全臭素分析試験方法については、期間内に最適な分析法を確立す
る。また、易リサイクル型難燃剤の標準化については、関係団体と
の意見交換及び集約を図り、標準化に努める。今年度は、難燃剤の
分解における生成物質中の有機臭素化合物の同定及び定量のた
め、臭素の回収率を高めるための分析条件を中心に検討を行った。

JIS案を作成後、国際
標準化案を提案する予
定。

産総研・標準基盤
研究を実施中。

日本難燃剤協会

再生重油 ・再生重油①（平成16年度） 　廃潤滑油のリサイクルを推進し、未利用エネルギーの回収及び新
品と再生品の製造に投入されるエネルギーの差異による省エネを図
るため、再生重油のJISを作成する。

未定。 平成14年度まで調
査研究を実施。

（株）日石テクノ
ロジー

燃料用ジメチルエーテル ・燃料用ジメチルエーテル⑤
（平成16年度）

　ＤＭＥ（ジメチルエーテル）は硫黄酸化物やすすを全く発生せず窒
素酸化物の発生量も大幅に削減出来る等環境に対する負荷が小さ
い新エネルギーであり、将来は電力用燃料、ディーゼル自動車用燃
料、ＬＰＧ代替燃料等の広い用途が期待されている。製品としての品
質の標準化、規格化が不可欠であり平成１６年度のＪＩＳ化を目指
す。

未定。 社会基盤創成標準
化調査研究「燃料
用DMEに関する標
準化調査研究」（平
成13～15年度）。
平成15年度より、産
総研において、「エ
ネルギー・環境技術
標準基盤研究」を実
施。

ＤＭＥフォーラム

非鉛・非クロム系さび止め
ペイント

・非鉛・非クロム系さび止め
ペイント④（平成15年度）

　現在、大型構造物のさび止めに使用されている塗料には、さび止
め用に鉛、クロム系顔料が含まれており、剥離等による土壌汚染の
懸念がある。このため、公共工事等での普及を促進する観点から、
現在、公共工事等で広く採用されている鉛、クロム系さび止め顔料
に代わり、環境負荷の小さいりん酸塩等を用いる非鉛・非クロム系さ
び止め顔料を使用した塗料の規格化を図る必要がある。
（検討状況）
　平成１４年度にＪＩＳ原案検討委員会を組織して具体的にＪＩＳ案を作
成中であり、平成１５年３月にはＪＩＳ原案を規格協会に提出予定であ
る。

未定。 なし。 （社）日本塗料工
業会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

アルミニウム材料及び製
品におけるアルミニウムリ
サイクル材含有率表示等
の標準化

・アルミニウムリサイクル材
含有率表示方法①（平成16
年度）

　アルミニウムは、その高耐食性等の特性により製品の長寿命化（リ
デュース）や再利用（リユース）に寄与することが可能であるが、アル
ミニウムの最大の特徴は、良好なリサイクル性にあると言える。この
アルミニウムのリサイクルは、省資源・省エネルギーはもとより、地球
温暖化ガス等を大幅に削減することが可能となる。このような効果を
定量的に広く周知し、リサイクル材含有材料や製品等の普及を計る
ことにより、循環型経済社会の構築に大きく資することが期待でき
る。アルミニウムは、外見上及び機能上リサイクル材含有の見分け
は困難であるので、明確で、透明性があり、科学的に適切である表
示方法の規格制定が望まれている。
（検討状況）
　アルミニウムリサイクル材含有率表示標準化委員会を設置。

無し。 社会基盤創成標準
化調査研究（平成
13～14年度）。

社団法人日本ア
ルミニウム協会

環境・安全に関連する化
学物質の試験方法

分配係数（１－オクタノール
／水）－ＨＰＣＬ法⑤（平成１６
年度）

　環境中の微量有害化学物質の分析方法など化学物質の安全管理
に必要な公的標準が必ずしも整備されているとは言えない。このた
め平成１３年度から１４年度で、体系化調査を行うと共に、JISの整備
状況の調査、強制法規の公定法及び海外規格の調査を実施した。
この調査を踏まえ、平成１５年度は、今後整備が望まれる標準化領
域における対象物質及び具体的な標準化項目の選定を行う。また、
環境及び生態系保全・管理に必要な試験方法「分配係数（１－オクタ
ノール／水）－ＨＰＬＣ法」のJIS原案作成委員会を設置して、ＪＩＳ原
案を作成する。このJISは化審法関連の技術水準として引用が予定
されている。

なし。 社会基盤創成標準
化調査研究（平成
13～15年度）。

（社）日本化学工
業協会

環境に配慮した自動車用
燃料

・軽油（K2204）改正⑤（平成
15年度）
・自動車ガソリン(K2202)改正
（平成15年）⑤

　自動車ガソリン及び軽油中の硫黄については、現在500ppmまで許
容されているが、ディーゼルエンジンの黒煙除去装置において、触
媒を妨害するため等の理由により、その含有量を2005年1月から、
50ppm以下にするよう改正する。

未定。 なし。 石油連盟

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境浄化用フィルタ等に
使用されるセラミックス多
孔材料の特性試験方法

・ファインセラミックス多孔体
の疲れ強さ試験方法⑤（平成
16年度）
・ファインセラミックス多孔体
の熱衝撃試験方法⑤（平成
16年度）
・ファインセラミックス多孔体
の液透過率試験方法⑤（平
成16年度）
・ファインセラミックス多孔体
の高温ガスによる熱衝撃試
験方法⑤（平成18年度）
・ファインセラミックス多孔体
の接触応力試験方法⑤（平
成18年度）
・ファインセラミックス多孔体
のろ過性能試験方法⑤（平
成18年度）

　排気ガス中の炭素系微粒子対策のためのディーゼル車用多孔質
セラミックフィルタ（ＤＰＦ）およびトリハロメタンを排出せず運転・保守
コストの低減が可能な上水膜ろ過フィルタは市場拡大が期待されて
いる製品であるが、ファイルタの再生処理が必要で、それによりフィ
ルタ材に熱的機械的疲労が加わり寿命、浄化性能に重大な影響を
与える。このため、平成１６年度から平成１８年度をメドにセラミック多
孔体フィルタ設計に必要な熱的機械的特性、ろ過性能等を定量的に
評価する試験方法を開発する。
（検討状況）
　最初の３規格については、「石油代替電源用新素材の試験・評価
方法の標準化に関する調査研究」で実施。最初の２規格は平成１３
年度、３番目の規格は平成１２年度から調査研究を開始。平成１６年
度から平成１８年度のＪＩＳ化を目標とする。

平成１６年度から平成
１８年度にＩＳＯ／ＴＣ２
０６の新業務項目に提
案することを目標とす
る。

なし。 （社）日本ファイ
ンセラミックス協
会

リサイクルCFRP(炭素繊
維強化プラスチック)粉砕
品の標準化

・ＣＦＲＰ粉砕品の形状測定
法　①（平成16年度）
・ミルド糸のコンポジット特性
測定法　①（平成16年度）

（１） ＣＦＲＰ粉砕品の形状測定法。現時点で想定されるＣＦＲＰリサイ
クル方法は、ＣＦＲＰを一旦粉砕して、その粉砕品を加工するプロセ
スを通る。従って、粉砕品の基本特性である粉砕品形状の測定法を
標準化することがＣＦＲＰリサイクルの実現に必須である。本規格で
は、ＣＦＲＰ粉砕品の形状を光学的手段にて測定する測定方法を規
格化する。（平成１６年度）
（２） ＣＦＲＰリサイクル品から再生炭素繊維ミルド糸を取り出すリサイ
クル法が有力である。ミルド糸の特性測定法については、従来規格
の中に包含されているものの、明確な規定が無く、新規材、リサイク
ル材ともに測定方法が明確ではなかった。従って、リサイクル品を含
めたミルド糸の特性測定法がリサイクルＣＦＲＰの実現には必須であ
る。本規格では、ミルド糸で強化されたプラスチックの力学特性評価
方法を規格化する（平成１６年度）。
（検討状況）
（１）CFRP粉砕品の製造方法、分級方法について、技術確立済み。
形状測定法について、第１次ラウンドロビン等を含め基礎技術確立
中。
（２）ミルド糸の特性測定方法について、再生品の特性（樹脂に混合
したときの機械的特性）を従来規格に従って測定し、測定の基本的
問題の有無を確認中である。

ＩＳＯ／ＴＣ６１（ＳＣ１３）
に平成１７年度に提案
し、２年間で国際規格
にすることを目標とす
る。

経済産業省「基準
創成研究開発事
業」：リサイクル
CFRP(炭素繊維強
化プラスチック)粉砕
品の標準化（平成１
２～１４年度）

炭素繊維協会
（社）日本化学工
業協会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

使用済み鋼製ドラムのリ
ユース及びリサイクル

・更生ドラム（更生処理作業
手順の規格）①（平成16～17
年度）
・リユース・リサイクルされる
鋼製ドラム①（平成16～17年
度）

　鋼製ドラム（ＪＩＳ　Ｚ1600、1601）には様々な内容物が詰められ、使
用後、ドラム缶更生業者によって更生（ﾘﾕｰｽのための再生・改造）さ
れ、リユースされている。　資源の有効な利用を図る上で効果的なこ
のリユースシステムを一層推進するため、更生事業者に必要な設
備、更生処理の作業手順、更生ドラム缶の品質等に関する「更生ド
ラム」規格を定める。　また、ドラム缶内部に残留物があると、廃棄物
（廃液、廃油等）として処理せねばならない。残留物は本来、排出業
者の商品や使用品であり、可能な限り同事業者が予め除去して空に
すべきである。したがって、更生される原缶の品質等に関する「リ
ユース・リサイクルされる鋼製ドラム」規格を定める。　これら規格を
作ることにより、安全で安定的なドラム缶のリユース及び鉄源リサイ
クルが促進される。なお、米国においては、受入れ可能なドラム缶内
部の残留物の量的制限（連邦規格）に加え、国連勧告に基づいた更
生処理方法（連邦規格）を規定している。
（検討状況）
　平成１４年１１月２５日、日本ドラム缶更生工業会内の第１回委員
会を開催。今後、１年程度で業界自主案を作成予定。

未定。 なし。 日本ドラム缶更
生工業会

ハイブリッド自動車の燃費
試験方法の標準化（ス
テップ1）

・ハイブリッド自動車の燃費
試験方法（ステップ１）③平成
１７年度　（ＩＳＯ規格作成後）
ＩＳＯ規格作成：平成１６年計
画

　環境対応型自動車であるハイブリッド自動車（ＨＥＶ）が商品化され
普及が始まった。そのためそのエネルギー効率評価方法である燃費
試験方法が必要になった。ＨＥＶを従来の内燃期間自動車、電気自
動車の燃費試験を考慮し、検討を行った。欧州で考えられている電
気自動車ベースのＨＥＶ(外部充電可能で、純電気自動車としても走
行可能）の試験法も含めた試験案をとりまとめた。ハイブリッド自動
車の普及を加速化するために、平成１６年度を目途に規格を行う。
（検討状況）
　国内の本活動は「ＨＥＶ特別分科会」（16名）及び「規格案検討Ｗ
Ｇ」(12名）からなり、規格案の検討、作成を行っている。国内及びＩＳ
Ｏの検討期間が長いため、平成１４年度からは予算が確保されず協
会内部の自主予算で対応しており、予算の確保によりＩＳＯでの活動
を速やかに、かつ強力に進めたい。

ISO/TC22/SC21/WG2へ平
成13年度に日本案の提案
が採用された。現在この案
をベースにＰＷＤを作成し、
審議中。本テーマは今年11
月にＴ．Ｆ（Task Force:作業
部会)が結成され日本のエ
キスパートがそのチェアマ
ンとなった。

基準創成研究開発
事業を実施（平成10
～12年）平成13年
度はフォローアップ
プロジェクトで活動
平成１４年度は協会
内部自主事業。

財団法人　日本
電動車両協会

運輸・物
流

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

ハイブリッド自動車の燃費
試験方法の標準化（ス
テップ2）

・ハイブリッド自動車の燃料
消費率・排気ガス試験方法
③（平成17～18年度）（＊現
在、ISOで審議中のPWDへの
追加的なもの）

　多様化するHEV車に精度良く対応するために必須となる次のス
テップの燃費試験方法を提案するもので，ステップ１の検討時に明ら
かになったが研究要素が多いために先送りになった事項を中心に検
討する．具体的には，燃費試験の結果を大きく左右する電気量計測
について誤差を生じる要素を検討し，計測基準を明らかにする．同
時に，電流検出器の基準についても明らかにする．また，今後HEV
の4WD化が盛んになると考えられるため，これに対応するために，
4WD-HEVの試験法を明らかにする。
（検討状況）
産総研・標準基盤研究でH14年度から３年計画で研究を行ってい
が、平成１５年度より、産総研「エネルギー・環境技術標準基盤研
究」として本格化する。現時点で、電気量計測誤差の寄与度につい
ての一巡のサーベイを終了し、電流検出器の形式による誤差の大き
さについての調査を継続している。また、電気自動車用の２軸（4WD
用）シャシーダイナモメーター(CHDY)を用いてCHDYの制御方法が
HEVの燃費に与える影響についての検討を行った。　これらの検討
をシステム的に継続し、多様化するHEVの燃費試験を精度良く実施
するのに必要な電気量計測とCHDYの制御の基準を明らかにし、
H17年度を目処に国内審議の場での検討を始める。

JIS原案相当のドラフト
が完成した時点（平成
17年度頃）で、ISOへの
提案を優先させる。た
だし、ISOで現在審議中
のPWDの審議状況に
よっては、国内での規
格化を先行することも
あり得る。

ステップ2について、
平成１４年度は、産
総研において標準
基盤研究を実施
中。
平成15年度より、産
総研「エネルギー・
環境技術標準基盤
研究」として本格化
する。

財団法人　日本
電動車両協会

プラスチック製平パレット
（Z0606）

・プラスチック製平パレット
（Z0606）改正①（平成16年
度）

 バレットに使用するプラスチックの素材は、再資源として利用できる
ものを規定している。廃棄パレットを再資源として利用するとすれば、
その材料が判別できなければならず、材料の表示が必要となってく
る。このため、材料の表示について検討する。
なお、ISO/TC51(ﾕﾆｯﾄﾛｰﾄﾞ用ﾊﾟﾚｯﾄ)への国際提案との連携を図る。

未定。 なし。 （社）日本パレッ
ト協会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

ろ過材のフィルター性能
評価方法

・集じん用ろ布 第2部 集じん
性能の評価方法⑤（平成16
年度）
・集じん用ろ布 第3部 耐久性
能の評価方法⑤（平成18年
度）

　バグフィルター集じん装置は大気環境を悪化させないために多くの
産業で活用されているが、特に都市ごみ焼却施設でのダイオキシン
発生削減に有効な装置として重視されている。バグフィルター機内で
ろ過を担当する主要な部材、ろ布は高機能性繊維よりなるが、その
①集じん性能や②耐久性能の評価法は標準化されていなくユーザ、
メーカに不都合が起こっている。NEDOでの事業（「環境保全繊維フィ
ルターの性能評価方法の標準化」、H11-H13）の研究成果を生かし
て①集じん性能評価法は平成14年度にJIS原案作成を進めており15
年3月に完成させる予定である。②耐久性能評価法は、平成１５年度
及び１６年度で研究開発を完成させ、平成17年度にJIS原案作成に
着手する予定である。
（検討状況）
　① 集じん性能評価方法のJIS原案作成は、計画事項を順次クリ
アーして予定どおりに進行している。委員会や分科会を通じて関係
業界の意見を良く集約し反映してきた。同時に進めているISO化作業
は国内審議団体と調整して所属TC／SCを決めた。 また2回の国際
シンポジウムを開催して関係5ｶ国との意見調整を終えている。
　② 耐久性能評価方法は研究開発が未完成であるために、継続し
て約2年間の研究開発を必要とする。

①集じん性能評価法は
ISO／TC146（SC１）に
平成15年度に提案し2
年間で国際規格とする
事を目標とする。
 ②耐久性能評価法は
①に続いて平成１７年
度にISO提案する事を
目標とする。

NEDO標準化事業
「環境保全繊維フィ
ルターの性能評価
方法の標準化」
（H11-H13）。
平成15年度より、産
総研において「エネ
ルギー・環境技術標
準基盤研究」を実
施。

（社）日本粉体工
業技術協会

使用材料に配慮した電磁
弁

・水用電磁弁（JIS B8471）②
（平成17年度）
・蒸気用電磁弁（JIS B8472）
②（平成17年度）
・ 燃料油用電磁弁
（JIS B8473）②（平成17年
度）（以上３規格について改
正）

　電磁弁に使用する材料は、PRTR法（特定化学物質への排出量へ
の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の対象物質及びそ
の他の有害物質の使用を極力避ける、又は使用量を削減する方向
性をJISの本文に盛り込む。　電磁弁を構成する材料は、出来る限り
種類を集約し、かつ分解が容易な構造を設計することをJIS本文に
盛り込み、易リサイクル性を図る。

未定。 なし。 日本自動機器工
業会

往復動内燃機関 ・往復動内燃機関－排気排
出物測定⑤（平成17年度）

　自動車を除く移動式、可搬式及び定置式の往復動内燃機関に対
する排気排出物の測定及び評価方法を規定するもので、ISO８１７８
シリーズに対応した規格。第９部として、排気排出物測定のうちの排
気煙濃度測定において、圧縮点火機関の非定常状態での排気煙濃
度の台上測定に対する試験サイクル及び試験方法を規定する。

未定。 なし。 日本内燃機械連
合会

機械

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

コンクリート塊再生処理用
破砕機

・コンクリート塊再生処理用
破砕機―用語と仕様項目①
（平成1７年度）
・コンクリート塊再生処理用
破砕機―性能試験方法①
（平成１８年度）
・コンクリート塊再生処理用
破砕機―安全必要事項①
（平成1８年度）

　建設リサイクル法の本格施行に伴い、コンクリート塊、建設発生木
材、アスファルト・コンクリート塊の再資源化処理が、建設工事の必
須事項として専用の処理機械によって行われるようになってきたが、
未だ機械の統一規格はなく、特に圧倒的に発生量の多いコンクリー
ト塊の処理機械については、その仕様、性能、及び安全必要条件の
明確化が早急に必要となってきている。JIS 化を平成17～18年度に
実施致したい。

平成１６年度末までに
規格案を作成し、平成
１７年５月にISO/TC195
（建設用機械及び装
置）に提案し、併せてコ
ンビナーになることを志
望する予定。

なし。 社団法人日本建
設機械化協会

海洋環境計測機器（ＣＯ２
計測等）の標準化

・海洋における二酸化炭素の
環境計測手法③（平成１５年
度）

　海洋は、温室効果ガスの１つであるＣＯ２の最大の吸収・固定源で
ある。しかし、地球の温暖化の進行により、海洋への吸収が減少し、
結果として温暖化を加速する恐れがある。したがって、大気－海洋
間のＣＯ２挙動把握を正確に観測評価するための計測機器及び計
測手法等の世界規模での規格が必要である。平成１５年にＩＳＯ及び
ＪＩＳへ提案することを目的とする。
（検討状況）
　標準化推進委員会（標準化提案検討分科会、機器・手法検討分科
会）の設置。平成１２年度～１４年度の基準創成調査研究委託事業
で実施。平成１４年度のテーマ終了に伴いＩＳＯ及びＪＩＳへ提案する
ことを目的とする。

ＩＳＯ／ＴＣ１４７／ＳＣ２
に平成１５年度に提案
することを目標とする。

（社）日本海洋開発
産業協会「ＣＯ２プ
ロファイラー（海中
測定装置）及びＣＯ
２フラックスメーター
（大気測定装置）の
研究開発」
（当該、平成１２年
度～１４年度の基準
創成調査研究委託
事業で実施）。

（社）日本海洋開
発産業協会

PM2.5測定装置 ・ 大気中の浮遊粒子状物質
（PM2.5）測定装置⑤（平成18
年度）

　大気中浮遊粒子の環境基準は粒径10μm以下を対象としている
が、近年微小粒子が健康影響への関連性から注目され、国際的に
研究調査が進んでいる。大気中浮遊粒子の削減対策に関連した微
小粒子を対象とした研究、調査及び環境基準の制定において必要
不可欠な微小粒子測定用サンプラの標準化について、ハード及びソ
フトの両面で検討し、速急に規格化を計る。
（検討状況）
　2.5μmを境に阻粒子と微粒子に分級するため大気の吸引流量を
正確に設定しなければならないため、湿式、乾式の流量計の測定精
度を検討し、標準粒子を発生させて分級器の分級性能を検討するた
めに、実験装置の拡充を図っている。

PM2.5測定器について
は米国が先行している
ため、国際標準化に当
たっては追従となる可
能性がある。このため、
早急にJIS化を図るとと
もに、併行してISO提案
のための検討を行う。

産総研・標準基盤
研究を実施中。

（社）産業環境管
理協会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

事務機器から排出される
化学物質の測定方法

・事務機器から排出される化
学物質の測定方法④（平成
16年度）

　近年、環境配慮製品に対して国内外の環境ラベル適合基準とし
て、事務機器（複写機・複合機、プリンタ、FAX）から排出されるオゾ
ン、粉塵や揮発性有機化合物等の量が要求されるケースが増加し
つつある。その測定方法は国内に規格がなく、ドイツの環境ラベル
（ブルーエンジェル）記載の方法を各社独自に実施している状況であ
る。今後、これら排出基準が厳しくなることが予想される中で規格を
制定し信頼性のある測定結果を得ることは、事務機器を使用する側
にとっては機器の選択及び健全な使用環境を維持する上で、機器を
製造する側においては、自らの製造品質の維持及び海外での環境
ラベル認証等にとって有効なデータを得ることが可能となる。

JTC1/SC28に平成17
年度に提案する予定。

なし。 （社）ビジネス機
械・情報システ
ム産業協会

環境配慮設計ガイド ・電気・電子機器の環境配慮
設計ガイド（IEC/新環境配慮
設計（ECD）ガイド案の作成）
②（平成16年度）
<IECガイドの作成とJIS化又
はTR化を並行して検討する。
>

　IECで検討が進められている環境配慮設計のガイドの国際標準化
活動に対して積極的に提案を行い、国際的な環境配慮活動の効率
化やレベル向上に貢献する.
　製品の環境規制の国際的な進展を背景に、環境配慮設計への取
り組みが急速に浸透しつつある。企業行動としては、市場で評価さ
れる環境配慮製品を最小限のコストで設計できるようにする必要が
あるが、その際、社会的に認知された権威あるガイドを参照できれ
ば、アセスメント・設計の効率化や市場へのアピール性の向上に大
きく貢献する。また、我が国の優れた環境技術（鉛フリーはんだ、省
エネ技術等）が国際ガイドとなることによって、日本製品の国際的優
位性が明らかになるという効果もある。

平成14年6月から
IEC/ACEA（環境諮問
委員会）/WG3（環境配
慮設計）の活動が開始
されており、日本からも
代表を派遣。ガイド案
の完成目標時期は未
設定。日本提案を平成
15年3月を目途に作成
中。

国際規格適正化調
査研究
（平成13～15年度
の予定で実施中）。

（財）日本規格協
会
＜（社）電子情報
技術産業協会、
（社）日本電機工
業会、各消費者
団体　等が参加
＞

グリーン調達調査ガイド ・電気・電子機器の材料開示
質問表ガイド（IEC/ガイド 113
の改正又は新ガイドの作成）
②（平成16年度）
<IECガイドの作成とJIS化又
はTR化を並行して検討する。
>

　製品・部品に含まれる材料の情報開示は、グリーン調達に不可欠
であるが、その調査が各社独自の判断で実施されているため、情報
提供側（材料・部品製造業者）の負担はますます増大する傾向にあ
る。産業界では、日米欧それぞれにグリーン調達調査方法の統一化
の動きがあり、調査項目・様式などを定めた業界基準が作成されて
いる。今後は、これら三つの基準の国際統一が望まれるところであ
り、既にIECが作成しているグリーン調達に関する原則的ガイドを更
に充実させ、実際の取引に役立つものに発展させる必要がある。

　国内の「グリーン調達調
査共通化協議会（事務局：
JEITA）」、欧州（EICTA）及
び米国（EIA）の三つの団体
間で、調査方法の統一化
の協議が進められている。
国際的合意の見通しが
立った段階（時期未定）で
IECへの提案を行う予定。

国際規格適正化調
査研究
（平成13～15年度
の予定で実施中）。

（財）日本規格協
会
＜（社）電子情報
技術産業協会、
（社）日本電機工
業会、各消費者
団体　等が参加
＞

情報・電
気

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

鉛フリーはんだによる接
合技術の信頼性評価方
法

（下記１件の制定）
・環境試験方法－電気・電子－
鉛フリーソルダーペーストを用
いた表面実装部品（ＳＭＤ）のは
んだ付け試験方法（平衡法）④
（平成15年度）（本件はNEDO
「鉛フリーはんだ規格化のため
の研究開発」（平成10～11年
度）の成果）
（下記３件の現行JISの鉛フリー
化対応の改正）
・環境試験方法－電気・電子－
表面実装部品（ＳＭＤ）のはんだ
付け性，電極の耐はんだ食わ
れ性及びはんだ耐熱性試験方
法改正④（平成16年度）
・環境試験方法－電気・電子－
はんだ付け試験方法改正④（平
成17年度）
・環境試験方法－電気・電子－
はんだ付け試験方法（平衡法）
改正④（平成17年度）

　エレクトロニクス製品における半導体や電子部品等の電子デバイ
スの電子回路基板への組立実装には、現在、当該基板の廃棄によ
り環境汚染の原因となる鉛を含んだはんだ合金が用いられている。
電気・電子機器の環境対策として「鉛フリーはんだ」と呼ばれる鉛を
含まないはんだ合金を用いた組立実装プロセスの開発が必要であ
る。本研究では、電子デバイスの鉛フリーはんだを用いた実装の信
頼性を評価するための試験方法の規定し、電子デバイスの実装信
頼性評価方法の標準化を図る。

IEC/TC91（表面実装技
術）に対し、左記の研
究成果に基づく規格改
正（又は制定）の提案
を予定。

NEDO「鉛フリーは
んだ規格化のため
の研究開発」（平成
10～11年度）
社会基盤創成標準
化調査研究「高密
度実装における新
接合技術の信頼性
評価方法」（平成13
～15年度の予定で
実施中）。

（社）電子情報技
術産業協会

電気製品のリユース ・再使用部品を含む製品の
ディペンダビリティ － 機能性
の要求事項及び試験①（１６
年度）

注）ディペンダビリティ：　信頼
性、保全性及び保守支援全
体を表す用語

　3Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）対策の中で、とりわけリユー
スについては、解体しやすい製品設計の採用、再生部品を製品に組
み込む際の品質保証、使用者への情報提供など、これまでにほとん
ど経験のない新たな技術的課題への対応が必要となる。
　既に、複写機、プリンタ、パソコンなど一部の機器でリユースへの
取り組みが開始されているが、こうした動きを更に発展させ、幅広く
電気製品のリユースを実現するためには、生産者・使用者双方のリ
ユースへの不安を払拭することが不可欠である。この観点から、再
生部品使用製品の品質評価方法や使用者への情報提供方法など
の共通課題について、電気製品全般を対象とした標準化を進める必
要がある。
　また国際的には、IEC/TC56（ディペンダビリティ）やJTC1/SC28（オ
フィス機器）において、基本的考え方や品質評価方法等に関する国
際規格案の検討が始まっているため、我が国のリユース技術の国
際規格化に努め、その世界的普及をめざす。

＜参考＞
①IEC/TC56：「リユース部品を含む製品のディペンダビリティ－機能
及び試験」。現在ＣＤ（Committee draft)段階。発行は平成15年末を
目標。
②ＪＴＣ１/SC28：「再使用部品を使用しているオフィス機器の品質及
び性能」。現在WD（Working Draft）の段階。

IEC/TC56及びISO/IEC
JTC1/SC28に対し、右
記の調査研究成果に
基づく提案を予定。

社会基盤整備標準
化調査研究
（平成14～16年度
の予定で実施中）。

（財）日本規格協
会
＜（社）ビジネス
機械・情報シス
テム産業協会、
（社）電子情報技
術産業協会　等
が参加＞

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境調和型光通信用光
ファイバーケーブル

・光ファイバ製品規格（通則）
に環境配慮側面の規定を盛
り込む（時期未定）①

　光通信に供される光ファイバーケーブルについては、2001年に「通
則」、「試験法」が制定されたばかりであり、詳細な特性規格は存在
せず、環境に対する配慮はなされていない。
　（社）電線総合技術センターで「光ファイバケーブルのリサイクル調
査研究」が現在行われているので、この調査研究の成果を見定め
て、光ファイバ製品規格に環境配慮側面の規定を適宜盛り込むこと
とする。
　光ファイバの重量構成比の約半分は外皮材が占めている。この部
分については既にメタルケーブルで先行して行われている脱ハロゲ
ン化技術（ポリエチレン化あるいは難燃性ポリエチレン化）を共有で
きるため、メタルケーブルで行われている環境配慮方法を適用する
方向で検討する。

未定。 なし。 （財）光産業技術
振興協会

リサイクルフェルト及びそ
の試験方法

・ リサイクル繊維製品試験方
法（新規制定）①（未定）
・ 反毛フェルト（改正）①（未
定）

　現在の反毛フェルト規格は、原料を糸・織物・屑等からフェルトを製
品化する規定となっており、リサイクル材・中古品を原料としたフェル
ト製品規格及び製品評価方法が存在しない。　今後、資源循環型社
会の進展の中で、各種・各様のリサイクル材・中古品の有効利用を
図るためには、環境配慮規定を盛り込んだフェルト及び関連繊維製
品の規格及び製品評価方法の開発が必要である｡

未定。 なし。 （社）日本フェル
ト協会・日本フェ
ルト工業会

環境配慮型ポリエステル
繊維製品の規格検討

・マテリアルリサイクル可能な
ポリエステル繊維製品規格
／①（平成17年度）
・ケミカルリサイクル可能なポ
リエステル繊維製品規格／
①（平成17年度）

　循環型社会の構築、環境負荷低減の促進を図るため、①製品中
に有害物質を含まず、②製造時に有害物質を使用せず、③リサイク
ル容易な設計である製品を規定する。
（検討状況）
　本年度より、当会・地球環境委員会内において関連情報の収集等
を開始。来年以降の検討で具体的内容を探る。

JIS原案作成と同時に
国際提案する予定。

なし。 日本化学繊維協
会

プラスチック製文房具に
おける環境配慮

・プラスチック製定規
（JISS6032）改正（平成15年
度）①
・ プラスチック製カードケース
（JISS6051）改正（平成15年
度）①

　グリーン購入法やエコマーク制度に対応するため、プラスチック再
生原料を使用できるようにする等、文房具における環境配慮製品の
導入を図ることが必要であり、既存の文房具のJISに環境配慮の主
旨を盛り込むことにより、各メーカー等における指針とすることを検
討する｡

未定。 なし。 （財）化学技術戦
略推進機構

消費生
活・安全
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

家庭用ガス温水機器の窒
素酸化物排出量測定方
法

・ 家庭用屋外式ガス瞬間湯
沸器の窒素酸化物排出濃度
測定方法⑤（平成15年度）

　窒素酸化物（NOx）による大気汚染の問題は地球規模で取り組む
べき重要課題であり、大気汚染防止法規制対象規模未満の家庭用
燃焼機器等、いわゆる“群小発生源”から排出される窒素酸化物に
ついては、環境庁が「小規模燃焼機器の窒素化物排出ガイドライン」
をまとめる等、窒素酸化物排出低減のための対策が求められてい
る。　このため、家庭用屋外式ガス瞬間湯沸器からの窒素酸化物排
出量の低減を図ることを目的として、窒素酸化物排出濃度（NOx濃
度）測定方法を規格化する。

未定。 社会基盤創成標準
化調査研究を既に
実施。

（社）日本ガス石
油機器工業会

家庭用ガス石油暖房機器
の実動モードにおける
Nox、CO2排出量の試験・
算出方法

・家庭用ガス石油暖房機器
の実動モードにおけるNox、
CO2排出量の試験・算出方
法⑤（平成16年度）

　家庭用暖房機器のうち、ガスや石油燃料を燃料源としているもの
について実動モードにおける窒素酸化物排出濃度（Nox濃度）、二酸
化炭素排出濃度（CO２濃度）の試験法並びに算出方法を規格化す
る。

未定。 社会基盤創成標準
化調査研究を既に
実施。

（社）日本ガス石
油機器工業会

地球温室効果ガスに係る
環境及び排ガス測定方法

・ 排ガス（大気）中の温室効
果ガス試験方法③（平成18
年度）

　2001年のISO/TC146/SC1の国際会議では、地球温暖化に関連す
る新規規格作成について意見が出され多くの国から指示が得られ
た。具体的にはN2O、CH4等についての測定に関する規格作成が提
案されている。　日本では、温室効果ガスの規格はないが、測定そ
のものは行われており、国際規格に提案するとともに、JIS化を検討
する。

JIS原案作成と同時に
国際提案する予定。

・小型装置による評
価方法については、
平成15年度より、産
総研エネルギー・環
境技術標準基盤研
究を実施。

（社）産業環境管
理協会
産業技術総合研
究所

用水・排水中の有機すず
試験方法

・用水・排水中の有機すず試
験方法⑤（未定）

　内分泌撹乱が疑われる有機すずの試験方法を確立する。 ISOとの整合をとりなが
ら規格を作成すること
が必要。

なし。 （社）日本工業用
水協会

排ガスサンプリング方法
改正

・排ガス試料採取方法⑤（平
成17年度）

本件は排ガス測定に係る採取方法を規定するもので、国際規格で
あるISO 10396と日本のJIS K 0095が異なるため両者の整合化を図
る必要がある。このため、JISとの整合化を目的とし日本はISO
10396の改正を提案することとした。ISO 10396の国際規格適正化作
業を行うと同時に、JIS K 0095の排ガス試料採取方法を改正する。
（検討状況）
　JISとの整合化を目的とし日本が提案したISO 10396の改正案を受
けて、平成13年に開催された国際会議ISO/TC146/SC1ではISO
10396を改正することとなり、新たにISO 10396改正のWG18が設置さ
れることとなった。本WGでは提案国である日本がコンビーナーと
Secretariatを務め、2005年10月のISO改正化に向けてこの責務をは
たすこととなる。

CD  2003-03
DIS  2004-03
FDIS  2005-03
ISO  2005-10

なし。 社団法人  産業
環境管理協会

用水・排水中の生物試験
方法

・用水・排水中の生物試験方
法⑤（平成15年度）

　JIS K 0101、0102に規定されている生物関係の試験方法を改正す
ると同時に、新たなJISとして制定する。

なし。 なし。 （社）日本工業用
水協会

環境測
定・廃棄
物等
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

用水・排水中のノニルフェ
ノール試験方法

・用水・排水中のノニルフェ
ノール試験方法⑤（平成17年
度）

　ノニルフェノール(NP)については多数の異性体の混合物であるた
め、現在の総量分析法では精度が不十分であるとの指摘がある。ま
たノニルフェノールについては環境生物に対する影響が確認されて
おり、化学物質排出把握管理促進法の第一種指定化学物質である
ため、PRTR制度に係わる届出のためのデータ取得が緊要とされて
いる。その際、事業者が報告する排出量を管理するための分析デー
タの信頼性に疑問が残るおそれがあるため、各成分の正確な定量
を可能にする、精度の高い標準分析法の必要性が高い。このため、
本研究開発では、ＮＰの高度分離測定手法開発、ＮＰの３０種以上の
異性体・不純物質の同定、環境残留量・組成解析手法の開発等を行
う。

TC147に国際規格原案
を提案する。

平成14年度から基
準認証研究開発事
業を実施。

未定

用語 ・環境関連用語①（平成16年
度）

　間伐材、小径材、溶融スラグ等の用語については、定義が曖昧と
なっており、JIS原案作成団体等から規格化を要望されている。　分
野横断的な環境・資源循環用語に加えて、各分野特有のものも含め
て規格化が必要であり、順次制定を検討する。

未定。 なし。 未定
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環境JIS策定中期計画（平成14年4月）策定後に提案された標準化テーマの概要

注：規格名称の後に付記した番号は以下の分類に従っている。
①　３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）製品の需要拡大に資する規格（３Ｒ対策）
②　設計・製造段階における環境配慮に資する規格（DfE）
③　地球温暖化対策に資する規格（温室効果防止）
④　製品における有害物質対策に資する規格（製品有害物質対策）
⑤　環境汚染対策に資する規格（環境汚染対策）

分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

建設廃棄物コンクリート塊
の再資源化物

・土木及び建築に用いるコン
クリート用再生骨材①（平成
17年度）

　現在、廃棄物コンクリート塊は、道路舗装用の路盤材等として再利
用されているが、今後の公共事業の抑制を考慮すると、単純計算で
は、約１億トン強が処理されずに、行き場が無くなってしまう可能性
が高い。建設リサイクル法においては、コンクリート塊のリサイクル
率の増大は重要な課題となる可能性が高い。
　従って、廃棄物コンクリート塊を、再生コンクリートの原料として高
品質・有効に再資源化することが大きな社会問題となっていくことが
予想されるため、コンクリート塊をコンクリート用骨材として活用する
ための生産技術・使用技術開発及び再生骨材の実用化のための標
準の整備が必要である。

未定。 平成14年度特別会
計調査研究にてFS
実施。

（社）日本コンク
リート工学協会

室内空気－ホルムアルデ
ヒド類及び揮発性有機化
合物(ＶＯＣ)簡易測定器の
評価方法

・室内空気－ホルムアルデヒ
ド類及び揮発性有機化合物
(ＶＯＣ)簡易測定器の評価方
法(検定方法)④（未定）

　住宅の品質確保の促進等に関する法律では、室内空気中のホル
ムアルデヒド類及びＶＯＣ濃度の実測値表示が新築住宅は勿論、中
古住宅も含め行われている。また、前期通常国会において建築基準
法の改正が行われ、その附帯決議には、ホルムアルデヒドだけでな
くトルエン等のＶＯＣについても、順次、規制対象に追加することが明
記されている。以上の背景を受け、実際の室内空気中のホルムアル
デヒド及びＶＯＣ濃度を測定が、安価な値段で入手可能となる簡易測
定器の開発が積極的に進められている。しかしながら、これら簡易
測定器の適正な評価方法(検定方法)がないのが実態である。従っ
て、使用者が安心して簡易測定器の使用・選択が可能となり、簡易
測定器の開発をより促進するためにも、簡易測定器の適正な評価方
法(検定方法)のＪＩＳ化を行う必要がある。

室内空気(TC146/SC6)
のカテゴリーで提案で
きる見込み。

なし。 未定

土木建
築
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境調和型建材 ・セラミックス系高性能建材
③（平成19年度）

日本の気候は高温・多湿であり、生活空間快適化と省エネルギーの
観点から、建材として自律型調質材料の利用が求められている。特
に、高気密型住宅の普及に伴い新たな自律型調湿材料が求められ
ている。セラミックス系調湿材料はメソポアの吸放湿機能を利用して
おり、多孔質であることから本質的に断熱機能を有している。また、
VOC分解機能の持つ調湿建材の研究も行われている。セラミックス
系調湿材料は建材として世界的に採用される可能性があり、技術的
には日本が世界をリードしている。そこで、世界に先駆けて断熱機能
とVOC分解機能を併せ持つセラミックス系調湿材料の研究を行い、
平成18年度を目標に、断熱機能とVOC分解機能を併せ持つセラミッ
クス系高性能建材の材料規格制定及びその評価・計測技術の規格
化に必要な技術的基盤を確立する。

ISO　TC206に平成18
年度に提案し、2年間で
国際規格にすることを
目標とする。

名古屋工業技術研
究所　官民連帯共
同研究　「インテリ
ジェント型調湿材料
の開発に関する基
礎研究」（平成8～
11年度）
平成１５年度より、
産総研において、
「エネルギー・環境
技術標準基盤研
究」を実施。

産業技術総合研
究所　中部セン
ター

保温材含有フロン測定 ・建築用発泡樹脂系断熱材
中のフロン含有率の測定方
法③（平成15年度）

　建築用発泡樹脂系断熱材（硬質ウレタンフォーム、押出法ポリスチ
レンフォーム、ポリエチレンフォーム、フェノールフォーム等）中のフロ
ン含有率を測定する方法をJIS化する。

未定。 なし。 （財）建材試験セ
ンター

断熱材におけるＬＣＣＯ2
算出方法の標準化及び
規格化

・断熱材におけるＬＣＣＯ2の
算出方法③（平成１７年度）
・断熱材のＬＣＣＯ2③（平成１
７年度）

　地球温暖化防止の京都議定書では、２００８年から２０１２年に温暖
化ガスを１９９０年比で６％削減するという厳しい目標がある。効果を
期待されるものに、住宅などの断熱強化による化石燃料使用量削減
による、ＣＯ2の排出量の削減がある。そのため、断熱基準のレベル
アップが図られてきた。しかし、断熱材のライフサイクルの各段階に
おける排出量と断熱材を使用することによる削減量をトータル的に
見た場合、省エネによる温室効果ガス削減の目的で使用する断熱
材が、温室効果ガスの発生を増加させる場合も想定される。地球環
境の改善努力が悪影響を及ぼすことも考えられる。そこで、断熱材
に関してＬＣＣＯ2を算出する方法を標準化し、これに基づいて断熱
材の規格化（ランク付け）することで、長期にわたる総合的な温暖化
ガス削減という国の施策の推進に寄与する。

未定。 なし。 硝子繊維協会

廃プラスチックのリサイク
ルに関するLCA手法

・廃プラスチックのリサイクル
に関するLCA手法①（平成17
年度）

　廃棄プラスチックのリサイクルにはマテリアルリサイクル、ケミカル
リサイクル、サーマルリサイクル等の様々な手法があるが、近年LCA
（Life Cycle Assesment）の観点を基本として、環境負荷低減・資源
有効利用を図ることが重要との認識が高まっており、リサイクル手法
の適正な選択が必要となっている。このため、LCAの観点からリサイ
クル手法を選択するためのLCA手法の標準化に関する調査研究を
実施する。

未定。 特別会計にて調査
研究を実施（平成14
年度）。

新日石テクノロ
ジー

材料
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

燃料電池・蓄電に使用さ
れるイオン伝導体の特性
試験方法

・イオン伝導体のイオン輸率
試験方法③（平成18年度）

　二酸化炭素などの地球温暖化効果ガスを発生しない固体酸化物
型燃料電池（ＳＯＦＣ）は高効率発電が可能なため、早期実用化が期
待されている。しかしながら普及のためには小型コンパクト化、低価
格化が必要であり、そのための有効な一手段として低温化があげら
れる。また、ナトリウム－硫黄電池（ＮＡＳ電池）は夜間電力の有効活
用が期待されている。一方、燃料電池やＮＡＳ電池の特性に大きく影
響するイオン伝導体については、ジルコニア系セラミックスの酸素イ
オンやβアルミナ中のナトリウムイオンの導電率の試験方法に関す
るＪＩＳ原案が平成１３年度に初めて作成されたが、ジルコニアやβア
ルミナではイオン輸率（全導電率に対するイオン導電率の寄与分）
が９９％以上であるので、全導電率をイオン導電率とみなしている。
しかし、通常のイオン伝導体ではイオン輸率は不明であり、ＳＯＦＣの
低温化にともなう新材料開発やＮＡＳ電池の高効率化のための新材
料開発に対応するためには、ジルコニアやβアルミナ以外の新材料
についてのイオン輸率の測定評価が不可欠である。

平成１８年度にＩＥＣ／Ｔ
Ｃ１０５またはＩＳＯ／ＴＣ
２０６に新業務項目を
提案することを目標と
する。

なし。 （社）日本ファイ
ンセラミックス協
会

生分解性プラスチック製
品の識別表示基準

・生分解性プラスチック識別
表示基準⑤（平成16年度）

　生分解性プラスチックは外観上、既存のプラスチックと区別がつか
ないため、識別表示を行うことにより、生分解性を保証すると共に、
既存のプラスチックとの差別化を図る必要がある。また、生分解性プ
ラスチックのコンポスト化処理を行う際、分別回収を容易にする観点
からも、識別表示が必要となる。本テーマでは生分解性プラスチック
の識別表示を行う際の基準を策定する。基準については生分解性
に関する基準以外にも、環境保全や製品の安全性に関する基準を
設定し、有害重金属類等を基本的に含まず、生分解性と安全性が一
定基準以上にある事が確認された材料だけから構成されるプラス
チック製品が認定される基準の策定を行う。

ＴＣ－６１（プラスチック分
野）、ＳＣ－５（物理化学的
性質）、ＷＧ－２２（生分解
性プラスチック）において識
別表示基準の標準化が議
論されているが、欧米間の
基準の違いについて統合
化の目途がたたず、議論が
停滞している状況。

・ （財）バイオインダ
ストリー協会「生分
解性プラスチックの
試験・評価方法の
開発」（平成元年～
平成８年）。
・ （財）ＲＩＴＥ　ＮＥＤ
Ｏ事業「低環境負荷
物質開発技術」（平
成２年～平成９
年）。

生分解性プラス
チック研究会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

生分解性高分子材料の
標準物質

・生分解性高分子材料の標
準物質⑤（平成18年度）

　現在、生分解性プラスチックについては、生分解の評価方法がＩＳ
Ｏ及びＪＩＳ化されているところである。しかし、これらの試験法で試験
有効性判定材料として指定されている物質は、主としてセルロース
であるため、多くの生分解性プラスチックとは、分解速度が大きく異
なり、また、相関性も低いといった問題がある。このため、試験有効
性試験材料として、分子構造や物理的性質が明らかになっている生
分解性プラスチックの標準物質が必要である。
　また、これらの試験法は、測定条件や方法により生分解速度が相
対的に変化する要素を含んでいるため、生分解性の有無について
は評価可能であるが、生分解速度については定量的な評価が困難
である。今後は、新たな生分解性プラスチックの開発や、様々な用途
への展開を図る上で、生分解速度を評価する方法が必要となる。こ
のため、測定条件や方法により変化しうる測定結果を一律に比較検
討することにより、生分解速度の評価を可能とするためにも生分解
性プラスチック材料の標準物質が求められている。
　本テーマにおいては、標準物質とする生分解性プラスチック材料の
選定、各種物理的、機械的、熱的性質の精製測定、成形加工条件、
形、大きさ等の項目について生分解性評価測定に対する最適化等
を検討していく。以上について、平成１５～１７年度に標準化のため
に必要な研究開発を行い、平成１８年度から標準原案作成を開始予
定。

未定。 産業技術総合研究
所物質プロセス研
究部門環境適合型
高分子材料グルー
プにおいて平成１５
年度～１７年度（３
年間）「生分解性高
分子材料の標準物
質供給に関する研
究」を実施予定。
平成１５年度より、
産総研において、
「エネルギー・環境
技術標準基盤研
究」を実施。

生分解性プラス
ティック研究会
産業技術総合研
究所物質プロセ
ス研究部門　環
境適合型高分子
材料グル

プラスチック分野における
環境配慮規格整備

・プラスチック規格への環境
側面の導入に関する指針②
平成１６年度改正

①この規格は，日本工業規格のプラスチック関係の規格に環境への
配慮を加えることでプラスチックが与える恐れのある環境への悪影
響を最小限にする事を目的としているが、昨年度このＪＩＳを基にした
日本提案をから審議を経てＩＳO１７４２２が制定された。
②平成１５年度にＩＳOの制定を受けて整合化を図りＪＩＳを改正する。

ISO/TC61/WG2に　ＪＩ
Ｓ　Z7001を基に提案し
２００２年にＩＳO１７４２２
として発行された。

社会基盤調査研究
「プラスチックのリサ
イクルシステムの標
準化」（平成１０年度
～１２年度）。

日本プラスチック
工業連盟

建築用高断熱型ガラス
（複層ガラス、熱線反射ガ
ラス）に関する標準化

・複層ガラス（Ｒ３２０９）の改
正③（平成17年度）
・熱線反射ガラス（Ｒ３２２１）
の改正③（平成17年度）

　建築物の省エネルギーにおいては、開口部である建築用ガラスの
断熱性能が大きなウェートを占める。断熱性能が高ければ高いほど
寒い時の暖房、暑い時の冷房を節約することができる。これを実現
できる高断熱型ガラスとして、近年、複層ガラス及び熱線反射ガラス
の需要が世界的に急速に伸びてきている。これに伴い、
ISO/TC160(建築用ガラス)においても、建築用高断熱型ガラスに関
するＩＳＯ規格作成活動が活発化している。ゆえに、複層ガラス及び
熱線反射ガラスの普及を一層促進し、建築物における省エネルギー
に一層貢献するために、ＩＳＯ規格作成活動に積極的に参画するとと
もに、関連するＪＩＳ規格を改正する。

ISO/TC160において国
際規格が制定された
後、Ｒ３２０９及びＲ３２
２１を国際規格へ整合
させる。

なし。 板硝子協会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境対応型６価クロムフ
リー化成処理皮膜

・電気亜鉛めっき及び電気カ
ドミウムめっき上のクロメート
皮膜（JIS H 8625）改正④（平
成16年度）

　現行ＪＩＳと対応国際規格（ISO4520)は、６価クロムを用いた溶液か
らクロメート皮膜について規定している。現在、クロメート皮膜は、そ
の優れた耐食性能から、世界的にも自動車、家電、精密機器、日用
雑貨品などに広く使用されている。しかし、クロメート皮膜は人体に
有害と言われる６価クロムを含有しているため、クロメート処理した
製品・部品が廃棄された際の環境への悪影響が指摘されている。
EUでの自動車の材料及び部品に有害物質（６価クロムを含む）の使
用禁止が決まったことから、我が国の自動車メーカでは６価クロムか
らのクロメート皮膜の早期廃止で動いている。このことから、現行JIS
の内容または表示方法について、平成15年度に改正原案を作成す
る予定である。

国際標準化への対応
は，現在，未定（６価ク
ロムフリー化は欧州か
ら提案されたもので，
早晩，国際標準化の動
きが出てくるものと考え
られる。JISの改正原案
の作成の中で，提案で
きるかどうかの可能性
を探る。）

平成14年度に(社)
表面技術協会で
は，６価クロメートフ
リー化成皮膜の評
価方法の検討Ｗ．
Ｇ．を設置し，規格
化が可能かどうか
の調査をおこなって
いる。

社団法人表面技
術協会

マグネシウム及びマグネ
シウム合金中の重金属
（鉛、錫）の分析法の確立

・マグネシウム及びマグネシ
ウム合金中の鉛定量方法④
（平成１７年度）
・マグネシウム及びマグネシ
ウム合金中のすず定量方法
④（平成１７年度）

マグネシウムは、構造用金属材料の中で最も軽量な材料であり、環
境対策・省エネルギーの上から軽量材料の利用が検討され、マグネ
シウムはリサイクルなどにより有効利用されるが、マグネシウム中の
重金属に対する分析方法が確立されていないことから、マグネシウ
ムを活用する上で分析方法の早急な検討が望まれている。　しか
し、分析法については幅広い企業において標準的に利用することが
必要であり、多数の企業において同等の評価ができることの確認が
必要なことから、複数の機関による試験法のトレースが必要となる。

今回検討する重金属の
定量方法は、国際規格
として標準化されてい
ないことから、ISO／TC
７９（SC5）に平成１８年
度に提案し、２年間で
国際規格にすることを
目標とする。

マグネシウム及び
マグネシウム合金
中の重金属の分析
法については、早期
な検討が必要と認
識されているもの
の、複数の機関に
よる定量技術の標
準化が必要なこと
から殆ど着手されて
おらず、研究開発プ
ロジェクトの課題と
しての採用が期待さ
れている。

日本マグネシウ
ム協会

鉛フリー銅合金鋳物 ・銅及び銅合金鋳物（JIS H
5120）改正④（平成１６年度）
・銅合金連続鋳造鋳物（JIS
H 5121）改正④（平成１６年
度）

銅合金鋳物のうち鉛を含有する青銅鋳物は耐食性、複雑形状器具
を容易に製造できるなど優れた特性により古くから給水器具に多用
されてきた。平成１５年４月より鉛の水質基準が改正されるのに合わ
せて、鉛溶出基準に対応した鉛フリー銅合金鋳物が各種開発され、
あるいは発展途上であるが、鋳物メーカー、材料メーカー及び製品
メーカー間の取引における混乱が始まりつつあり、規格化が急務と
なっている。そこで、これまでに蓄積された研究開発成果に加え、材
料特性の把握、鋳造上の問題点、鉛溶出量等の調査研究を行うこと
で商取引上の混乱を一元化し、鉛フリー銅合金鋳物に関連する規格
化をはかる。

未定。 (社)日本非鉄金属
鋳物協会の元で、
平成１３年度から下
記の研究テーマの
プロジェクトが有る．
「鉛レス銅合金鋳物
の開発に関する研
究」（平成１３年
度）。
「鉛レス銅合金鋳物
の実用上の問題点
解明に関する研究」
（平成１４年度）。

社団法人 日本
非鉄金属鋳物協
会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

リサイクル硬質塩化ビニ
ル管

・下水道用リサイクル三層硬
質塩化ビニル管①（平成16
年度）
・建物排水用リサイクル発泡
三層硬質塩化ビニル管①
（平成16年度）

塩化ビニル管・継手協会では、全国各県に合計53ヶ所の使用済み
塩ビ管・継手の受入拠点を設けて、持込まれた使用済み材を加工し
て再生管等に再生利用している。現在、排水用途、下水用途など、３
品種の再生管協会規格を制定して、協会会員会社が製造・販売して
いるが、今後、建設リサイクル法の本格施行、浸透等により、使用済
み材の排出量が増加することが想定されるため、JIS規格化による
再生管の普及促進を図る必要がある。

未定。 ・経済産業省委託
事業「平成12年度
廃棄物等処理再生
資源化推進(硬質塩
化ビニル管・継手の
モデルリサイクルシ
ステム調査)」実施。
・平成11年度国庫
補助事業　クリーン
ジャパンセンター塩
ビ樹脂再資源化実
証プラント建設(リサ
イクル三層塩ビ管プ
ラント) 。

日本プラスチック
工業連盟

耐熱コーティングの健全
性評価方法の標準化に
関する調査研究

・コーティングにおけるき裂発
生・進展挙動の定量的評価
方法（平成18年度③）
・き裂・はく離挙動の非破壊
モニタリング方法（平成18年
度③）
・ トップコート層／アンダー
コート層界面、及びコーティン
グ層／基材合金界面の密着
性評価方法（平成18年度③）

　地球温暖化対策として、電力供給の中心的な役割を果たす火力発
電の高効率化による省エネルギを推進するためには、発電用のガス
タービンを可能な限り高温度で運転する必要があり、そのためには
高温材料及びその遮熱コーティング手法の開発と共に、それを支援
する評価試験方法の開発、標準化が不可欠である。
　高温ガスタービン材料に要求される性能の中で、高温における耐
酸化・耐食性は最も重要で、1500℃に達する温度での燃焼器と動翼
及び静翼を燃焼ガスや溶融灰による酸化腐食から防護するために、
セラミックスをはじめとする遮熱及び耐熱コーティング層の役割が極
めて重要である。このコーティング層の健全性を確保し、そのき裂や
はく離の損傷状況を非破壊的に検出して、事故を未然に防止するた
めの試験評価方法の確立が強く望まれている。
　高温運転が可能になるので上記高効率発電での省エネ効果に加
え、廃棄物発電設備におけるボイラー管等の金属製高温部品に適
用される場合には、ダイオキシン発生防止にも資する。
　本プロジェクトでは、耐熱コーティング層の健全性に関する次の試
験評価方法の標準化を行い、平成１８年度にＪＩＳ規格化する。
（１） コーティングにおけるき裂発生・進展挙動の定量的評価方法
（応力との関係において）
（２） き裂・はく離挙動の非破壊モニタリング方法の確立
（３） トップコート層／アンダーコート層界面、及びコーティング／基材
合金界面の密着性評価方法の確立

ＩＳＯ／ＴＣ　１５６／ＳＣ
１２に平成１９年度に提
案し、２年間で国際規
格を目指す。

なし。 （財）大阪科学技
術センター

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

自動車の軽量化に資する
材料評価方法の標準化

・自動車用高強度アルミニウ
ム合金板材の引張曲げによ
るスプリングバック評価試験
方法③（平成15年度）
・自動車用高強度アルミニウ
ム合金板材のヘミング試験
方法③（平成15年度）
・複合曲面体のヘミング試験
方法③（平成18年度）
・ ヘミング部の限界の評価試
験方法③（平成18年度）

　自動車の大幅軽量化による省エネルギを実現する方策として、車
体へのアルミ合金の適用が最も期待され、材料開発が進められてい
る。しかし純アルミと異なり、必要な強度を持たせたアルミ合金は、鋼
板に比べて成形性が劣り、特に成形後の形状及び寸法精度（例：し
わ・面ひずみ、スプリングバック）に問題があり、これを解決する成形
技術の開発と成形性の評価法が未確立のため、実用化が遅れてい
る。従って、アルミ合金板の成形限界―複合曲面体のヘミング限界
―を評価するための標準的な試験方法を確立することは、成形性の
よいアルミ合金材料とその成形技術開発には必須である。
　アルミ合金板の成形性を評価する規格は世界的にも無く、今回先
ず国内標準化を行うことで軽量化材料の実用化を促進し、更に日本
主導のＩＳＯ規格を実現することは、環境負荷の小さい自動車の開発
に諸外国としのぎを削る国内自動車メーカーの産業競争力向上に資
する。

ＩＳＯ／ＴＣ１６４に平成
19年度に提案し、２年
間で国際規格にするこ
とを目指す。

省エネルギー対応
に資する先進材料
の特性評価の標準
化に関する調査研
究（平成10年度～
13年度）

（財）大阪科学技
術センター

アルミニウムドロスのリサ
イクル

・アルミニウムドロスのサンプ
リング，試料調製及び水分決
定方法①（平成15年度）
・鉄鋼用アルミニウムドロス
（JIS G 2402）改正①（平成16
年度）

　アルミニウム溶解作業時に発生するアルミニウムドロスは現在、そ
の約半数が廃棄処分され、残り半分が鉄鋼材料製造時の副素材な
どに再利用されている。今後は、再利用を更に促進するための規格
策定が必要である。

なし。 非鉄系金属素材基
盤整備対策調査の
うち「アルミニウムド
ロスの処理とリサイ
クルに関する調査
研究」（平成７年度
～９年度）

（社）日本アルミ
ニウム協会

微細結晶粒制御の軽量
金属材料の評価方法

・微細結晶粒制御の軽量金
属材料の評価方法③（平成
18年度）

　加工熱処理等による微細結晶粒組織制御を行うことで、強度特性
と成形性を大幅に改善した高性能マグネシウム合金展伸材は、自動
車等の輸送機器の車体軽量化にによる燃費向上、即ち省エネル
ギー・低環境負荷に資する材料として期待される。このため、それら
の材料の組織、塑性加工における成形性及び信頼性に関する評価
方法と、それらを利用した対象材料自体の規格原案を策定する。

我が国が優位に立つ
高度な結晶粒制御技
術を活用し、マグネシ
ウム合金等の微細組
織を制御した軽金属材
料の新機能性を評価す
るための国際標準化を
行う予定。

産業技術総合研究
所「エネルギー・環
境技術標準基盤研
究」のうち「微細結
晶粒制御の軽量金
属材料の評価方
法」（平成15年度
～）を実施。

独立行政法人産
業技術総合研究
所

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

紙・パルプの古紙パルプ
使用によるきょう雑物の
測定方法

・古紙パルプ－反射光計測
器によるきょう雑物測定方法
①（平成１６年度）
・古紙パルプ－粘着物及びプ
ラスチックの測定方法－第1
部：目視法①（平成16年度）
・古紙パルプ－粘着物及びプ
ラスチックの測定方法－第2
部：画像解析法①（平成16年
度）

回収した古紙から古紙パルプを再生し、紙・板紙の原料とするには、
回収した古紙の種類、紙・板紙製品の種類・グレードなどによって、
再生技術・パルプ品質が多岐にわたる。古紙パルプへの再生過程
で、古紙への混入異物の除去をおこなうが、その除去レベルによっ
て品質が決まる。その品質を評価する手段の一つとして「きょう雑
物」を測定している。
紙・板紙及びパルプの品質特性「きょう雑物」を測定するJISは、ある
が、原料の５８．０％を占める古紙パルプについては、きょう雑物だけ
ではなく、粘着性及びプラスチック性のきょう雑物量を評価すること
が有用である。
　　ISO規格には、下記の３規格が制定されている。
ISO 15319 （古紙パルプ－反射光計測器によるきょう雑物測定方法）
ISO 15360-1
（古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－第1部：目視
法）
ISO 15360-2 （古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－
第2部：画像解析法）
　これらの規格の内容を検討の上、対応するＪＩＳを制定していく。

国際規格の翻訳であるなし。 紙・パルプ技術
協会

カドミウムフリー銀ろう材
の標準化

・カドミウムフリー銀ろう④（平
成17年度）

　銀ろうに含有されているカドミウム（17～25%）は作業温度が低く、ろ
う付性が良いために、工業製品や装飾品に使用されている。一方、
ろう付作業中に発生するカドミウムヒュームは、人体・環境への影響
が問題となる。このため、カドミウムフリーの銀ろう材の規格化を行
う。

未定 なし。 （社）日本溶接協
会

非接触式リライトラベルと
ICチップ【無線タグ(RFID)
のタグに組み込まれたIC
チップ】）を一体化した新
規物流用タグの標準化

・非接触式リライトラベルとIC
チップを一体化した新規物流
用タグ③（平成16年度）

　RFID(無線タグ)はICﾁｯﾌﾟを使用しているため、記憶データの容量大
きいが、情報の目視ができないため、目視で情報の読み取りが可能
なリライトラベルとRFIDを一体化することで、物流効率の一層の向上
が期待できる。そこで、RFIDの国際標準化及びEDI(電子データ交換)
との連動も考慮し、ICﾁｯﾌﾟとリライトラベルとを一体化した物流用新
規ICタグについて標準化を行う。

JTC1/SC31/WG4(RFI
D)及びJTC1/SC17(識
別カード及び関連装置)
において国際標準を提
案していく。

なし。 理化学研究所運輸・物
流
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

３Ｒ製品・部品への二次
元シンボルのダイレクト
マーキング及び自動読取
技術の標準化

・２次元シンボルのダイレクト
マーキングの評価方法①（平
成１６年度）
・ダイレクトマーキングの品質
の試験方法①（平成１６年
度）

　製品の製造や販売の現場だけでなく、消費者に購入された製品が
再利用される現場まで物品情報が維持されるためには、物品に情報
が直接付与されていることが望ましく、これにより、必要な時に正確
な情報を物品から直接取り出すことができる。
　安価にかつ半永久的に物品に情報を直接付与する技術としては2
次元シンボルを用いたダイレクトマーキングが最適である。2次元シ
ンボルは、多くの情報を少ないスペースにマーキングできる技術とし
て、製造業を中心にその利用が広がっている。現在、製造業では、
物品に関する各種情報を2次元コードシンボルラベルや伝票に印字
記録し、それらを物品に付与することで、情物一体化を実現してい
る。しかし、ラベルの剥離による紛失、汚染・損耗による読取り不能、
故意によるラベル交換等により情物一致が万全ではない。このた
め、物品に直接記録するダイレクトマーキングの早期導入が望まれ
るが、2次元シンボルは、紙やアルミニウムのネームプレートに印刷
され、物品に直接マーキングされている事例は少ない。この理由は、
製品・部品が金属や樹脂など多種多様の素材でできているととも
に、マーキング方法もレーザーエッチングや打刻など様々であり、
マーキング及び読み取り技術が網羅された形で確立されておらず、
標準化されていないことに起因している。以上の状況から、多種多
様な工業材料に対して２次元シンボルのダイレクトマーキング技術と
対応する読み取り技術の研究開発を集中的に実施し、標準化原案
を作成し、ＪＩＳ化及びＩＳＯ標準化を推進する。

ＩＳＯ／ＩＥＣ　ＪＴＣ１　Ｓ
Ｃ３１（自動識別及び
データ取得技術)に平
成1６年度に提案し、２
年間で国際規格にする
ことを目標とする。

なし。 （社）日本自動認
識システム協会

舟艇の騒音評価方法 ・舟艇－動力付き舟艇から発
せられる空中伝搬騒音の音
圧レベル測定②（平成１６年
度）
・舟艇－動力付き舟艇から発
せられる空中伝搬騒音の音
圧レベル測定－第２部：基準
艇による騒音アセスメント②
（平成１６年度）

　船内機、スターンドライブ、パーソナルウォータークラフト(PWC)、お
よび船外機を含む、艇長24m以下の動力付き舟艇が走行時に発す
る空中伝播騒音の最大音圧レベルについて、再現性があり、かつ比
較可能である測定結果を得るための条件を規定した、ISO 14509シ
リーズを翻訳ＪＩＳ化するものである（ＪＩＳ規格化予定時期は平成１６
年度）。
　本規格は、低い騒音レベルを保証するものであり、ボートビル
ダー、機関製造業者は環境への配慮した設計が可能となる。また、
環境に配慮した内容であることから、欧州基準（ＥＵ指令）にも引用さ
れるなど、国際的にも有用な内容である。
　（財）日本船舶標準協会の「機関及び推進システム専門分科会」に
て、ISO14509シリーズ（現在、ISOにて規格作成中）の翻訳JIS検討
中である。特にISOに対しては専門家をエキスパート登録し、前記分
科会での検討結果（日本にとって不都合な点の改正案等）を国際会
議において提案するなど対応を行っており、ISO規格が正式制定さ
れるまで今後も継続していく予定である。
　JIS化時期については平成１６年度を目標としており、日本財団の
助成事業を利用して実施中である。

国際規格の翻訳JISを
作成する予定である。

なし。 （財）日本船舶標
準協会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

船舶に用いる代替フロン
の使用基準

・船舶に用いる代替フロンの
使用基準③（平成１６年度）

　船舶に装備する空調装置の冷媒として用いられている代替フロン
ガスの採用が近年増加している。そこで代替フロンの使用基準を統
一し、生産及び使用の合理化よる利用のより一層の促進を図り環境
負荷低減に寄与する。

なし。 なし。 （財）日本船舶標
準協会

船用アルミニウム合金押
出形材

・ＪＩＳ Ｆ ２００８  船用アルミニ
ウム合金押出形材　改正①
（平成15年度）

船舶の外板に用いるアルミニウム合金押出形材の対称形の追加及
び現状のニーズに合わせた種類等の改正を行うことによって、アルミ
ニウムのリサイクル、合金押出形材の設計、生産及び使用の合理
化、品質の向上に寄与する。
　（財）日本船舶標準協会 中小形船部会において、日本財団の助成
事業を利用して改正規格を作成中。平成15年度に策定予定。

なし。 なし。 （財）日本船舶標
準協会

包装廃棄物関係の欧州
規格対応

・包装―包装及び環境―用語①（未
定）
・包装―包装及び包装廃棄物の分野
における規格の使用につい ての要
求事項①（未定）
・包装―製造と成分に特有の要求事
項―発生源の削減による防止①（未
定）
・包装―再使用①（未定）
・包装―材料リサイクルにより回収し
得る包装体についての要求事項①
（未定）
・包装―エネルギー回収の形で回収
し得る包装に対する要求事項（純  発
熱量の最低仕様を含む。）①（未定）
・包装―コンポスト化及び生分解を通
じて回収可能な包装についての要求
事項―包装の最終受入れに対する
試験体系と評価基準①（未定）
・包装及び材料リサイクル―リサイク
ル手法についての基準―リサイクル
プロセス及びフローチャートについて
の記述①（未定）
・包装―エネルギー回収率―計算の
定義及び方法①（未定）
・包装―リサイクル率―計算の定義
及び方法①（未定）
・包装―用語―基本述語及び定義①
（未定）

　欧州では、包装廃棄物関係の欧州規格（EN規格）として、左に示す
ように既に７規格が　制定され、更に４規格が審議中である。これら
EN規格は94/62/EC指令により、強制力のある規格として欧州市場
で重要視されている。また、ＩＳＯ規格化が提案されると予測されてい
る。
　我が国としては、これらのEN規格をベースに日本の特徴を取り入
れた環境ＪＩＳ制定の検討を早急に進める必要がある。
　なお、これらEN規格の内容は、包装と環境の用語、３Ｒ対応をはじ
めとして、コンポスト　化と生分解による適正処理及びエネルギー回
収等の各要求事項等、包装廃棄物の環境対策全般の施策と技術を
包含しており、包装産業を中心とした日本の産業全般から見て、非
常に重要な規格である。

国際規格をベースに
JIS制定を検討する。

なし。 （社）日本包装技
術協会
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分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

排ガス中の地球温暖化ガ
スに関連する自動計測器

・排ガス中の二酸化炭素自
動計測器③（平成16年度）
・排ガス中のメタン自動計測
器③（平成16年度）
・排ガス中の一酸化二窒素
（亜酸化窒素）自動計測器③
（平成17年度）

　地球温暖化問題に対しては、温室効果ガスの排出状況を調査しこ
れを踏まえた排出抑制対策が重要である。温室効果ガスの排出抑
制対策としては、人為的に排出される、二酸化炭素、メタン、一酸化
二窒素等の排出源における排出状況の調査、また排出抑制対策の
管理のため、これらのガス濃度の自動測定が必要となるが、現場に
おける常時測定はまだ一般的ではない。現在、二酸化炭素、メタン、
一酸化二窒素等の排ガス中の専用の自動測定器はJIS規格が制定
されていないので、計測器の測定方式、機能、性能等についての標
準化が十分でなく、測定結果の信頼性の向上にはJIS規格の制定に
よる標準化が必要である。自動計測器としては、個々の二酸化炭
素、メタン、一酸化二窒素等の温室効果ガスについての排ガス中の
自動計測器のJIS規格の制定が必要である。

JIS原案作成後、国際
提案する予定。

なし。 （社）日本電気計
測器工業会

煙道に直接設置する試料
非吸引方式（パスモニ
ター）による排ガス中の自
動計測システム

・試料非吸引方式による排ガ
ス中の自動計測システム⑤
（平成17年度）
（測定対象物質：SO2, NO2,
NO, N2O, CO2, CO, CH4,
HCl）

　排ガス中のニ酸化硫黄自動計測器、排ガス中の窒素酸化物自動
計測器、排ガス中の塩化水素自動計測器等は何れも煙道から試料
の排ガスを採取する試料採取部を持ち、サンプル前処理装置によ
り、排ガスに含まれるダスト及び水分を除去した試料ガスを分析計
に導入してガス濃度を測定する。この方式では排ガスが導管及びサ
ンプル前処理装置を通過する際に測定対象ガスの損失する恐れが
あり、正確な排ガス中のガス濃度測定を行うため、この部分の管理
に多くの手数と費用を要している。試料非吸引方式による排ガス中
の自動計測器は、パスモニターとも言われ、煙道に直接計測器を設
置し、排ガス中に直接に光学的な測定光路を設け、直接排ガス中に
赤外線又は紫外線を通過させ光源から出た光が排ガス中を透過す
るときの光の吸収よりガス濃度を測定する自動計測器である。この
方式では、排ガスを導管及びサンプル前処理装置を通さないのでガ
ス濃度に損失がなく、正確で、また応答の速い自動測定が可能であ
る。光学系と光検出方式を選べば、多成分のガス濃度を同時に測定
することも可能である。試料非吸引方式による排ガス中の自動計測
器は非常に効果的な測定方法であるが、校正方法、温度対策、湿
分影響対策、等の課題が多いので、これらについて調査研究が必要
である。

JIS原案作成後、国際
提案する予定。

なし。 （社）日本電気計
測器工業会

機械

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

排ガス中のダイオキシン
類の発生抑制の運転管
理に関連する自動計測器

・排ガス中の一酸化炭素自
動計測器⑤（平成16年度）

　ごみ焼却施設の排ガスに含まれるダイオキシン類の発生削減につ
いては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に係わる通知があ
る、燃焼設備の管理のため直接に排ガス中のダイオキシン類の連
続自動計測は困難なので、焼却炉の運転の指標として、燃焼温度
800℃以上、排ガス中の一酸化炭素濃度50ppm以下で維持管理する
ことで発生削減対策としている。このため全国の多くのごみ焼却施
設に一酸化炭素自動計測器が設置されダイオキシン類の発生削減
の運転管理に使用されており、生産者における計測器の生産も盛ん
である。ここに使用されている排ガス中の一酸化炭素自動計測器に
はJIS規格が制定されておらず、ダイオキシン類の発生抑制の運転
管理のために、重要な計測器の信頼性、性能等の管理と向上のた
めに、日本工業規格の制定が必要である。

JIS原案作成後、国際
提案する予定。

なし。 （社）日本電気計
測器工業会

窒素、リンの総量規制に
関連する自動計測器

・排水中の全窒素自動計測
器　⑤（平成18年度）
・排水中の全リン自動計測器
⑤（平成18年度）

　第５次水質総量規制は従来のCODに新たに窒素、リンの総量規制
基準が加わり、本年10月1日から新・増設の特定事業所に、2004年4
月1日からは既設の特定事業所に適用される事になった。このため、
自動計測器による汚濁負荷量の計測が義務付けられ、全窒素自動
計測器及び全リン自動計測器が必要となり、多くの数量の自動計測
器が生産され使用されることが予測される。　現在生産されている全
窒素自動計測器及び全リン自動計測器は、試料水の分解方法、濃
度計測方法など、その構造が複雑であり、多くの製造業者の型式に
よって構造、方式等が様々の自動計測器が生産されており、水質総
量規制に必要な計測器として、測定結果の信頼性の向上にはJIS規
格の制定による標準化が必要である。

JIS原案作成後、国際
提案する予定。

なし。 （社）日本電気計
測器工業会

高性能工業炉の燃焼安
全標準化

・工業用燃焼炉の安全通則
改正（B8415）③（平成17年）

　我国の総エネルギー消費量の20％は工業炉で使われている。工
業炉の高性能化及びその導入を図ることは我が国産業部門の省エ
ネ化に大きく貢献することになる。平成10年に開発された高性能工
業炉技術は、30％の省エネとNOｘ発生量の半減等の達成が実炉で
検証され、国内において徐々に普及し始めており、世界的にも普及
させることにより、地球温暖化防止に大いに貢献することが期待され
ている。しかし、燃焼安全標準の点ではJISも実状に合わなくなり、高
性能工業炉技術も網羅されていない。欧米では従来から燃焼安全
標準（欧州EN764、米国NFPA86）が規定されている。高性能工業炉
の普及促進に関し、欧米の燃焼安全標準との整合性、ISOによる国
際化を図る。

国内標準化作成後国
際規格原案を提案する
この場合ISOとの整合
をとりながら規格を作
成する必要がある。但
し、ISOの当該分野の
規格は現状未制定（欧
米で制定の動きがあ
る）。

NEDOにおいて高性
能工業炉の研究開
発を実施。

（社）日本工業炉
協会、　（社）日
本機械工業連合
会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

簡易型水素センサ ・水素漏れの試験方法　③
（平成１９年度）

水素は、環境負荷となる排ガスを全く発生しない新エネルギーであ
る。現在は、応用例が少なく、開発段階のシステムが殆どであるが、
近い将来は燃料電池の普及と共に社会全体に幅広く使われると予
想される。水素エネルギー利用が普及するためには、水素ガスの爆
発性を考慮した安全対策が不可欠であり、まず最初に、水素ガスの
漏れを検知する小型センサ素子の標準化、規格化が必要である。

国際標準提案について
は、ＴＲ作成時に見極
めを行い、積極的に提
案する予定。水素エネ
ルギー利用に関して
は、アメリカ、ヨーロッパ
からの国際標準提案の
動きが活発であり、今
後のISO-TC-197、
IEC-TC-105会議で、主
導権を巡る争いが激し
くなると予想される。

平成１５年度より、
産総研において、
「エネルギー・環境
技術標準基盤研
究」を実施。

産業技術総合研
究所シナジーマ
テリアル研究セ
ンター

低環境負荷形蛍光ランプ ・低環境負荷形蛍光ランプー
第１部：製品規格④（平成18
年度）
・低環境負荷形蛍光ランプ―
第２部：測定方法④（平成18
年度）

・ 光の需要は文化の発達とともに増加している（日本では過去３０年
で３倍）。その大部分は蛍光ランプがになっており（我が国では約７
０％）、諸外国でも高効率の蛍光ランプの使用を推奨している。即
ち、蛍光ランプの環境負荷はほぼ１００％が使用時の電力であり、電
力を減らすことが発電による水銀放出や環境負荷物質の低減に結
びつく。
・ 従って、環境負荷の側面からは、ランプの高効率化（効率の低いラ
ンプの生産中止も含め）が世界的な動きである。
・ ランプの設計面からは、封入水銀量の削減が各国の課題となって
いる。
・ 我が国の戦略・方針１） ランプの高効率化：電力負荷の低減による
水銀等負荷物質の削減２） ランプの小型化３） 環境負荷物質（水銀）
の低減
〈具体的課題〉
・ランプの高効率化（電力負荷の低減による水銀等負荷物質の削
減）
・ランプの小形化
・環境負荷物質（水銀）の低減

未定。 なし。 （社）日本電球工
業会

情報・電
気

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境効率ポテンシャル評
価

・製品の環境効率ポテンシャ
ル評価②（平成16年度）

中小企業も利用可能な工場内の簡易版LCAの開発を目的とする。
現在、製品の環境負荷の定量的評価手法としてはLCAが注目され
ているが、評価実施者の主観が入る、製品開発者には収集困難な
データが必要等の理由から、利便性が高いとは言えない。環境効率
評価手法E2-PA（Eco-Efficiency Potential Assessment）は、製品等
が環境に与える負荷等の影響度を、企画・開発に活用する上で重要
性の高い標準性、利便性を追求した定量的評価手法として開発され
たものであり、必要データを整備し、ｿﾌﾄｳｪｱとして提供することで、よ
り簡便、かつ効率的に製品の環境負荷への影響の程度が評価でき
る。国内JIS化はH17年度が見込まれる。

国際標準化は国内で
のJIS化の後と考えら
れ、H19年（5年後）の提
案が考えられる。

・中小企業総合事
業団研究開発事業
「環境配慮設計のた
めの環境負荷評価
ソフトウエアに関す
る研究開発」（H14-
15年度）
・（社）日本機械工
業連合会委託事業
「製品環境評価手
法」（H12～H13年
度）

(財)製造科学技
術センター

工作機械の環境設計アセ
スメントガイドラインの標
準化

・工作機械の環境設計アセス
メントガイドライン②（平成17
年度）

　工作機械の環境保護の観点から省エネ、３Ｒ、処理容易性、環境
保全性、包装資材、情報提供等の各評価項目を総合的に例示し、設
計の際の自主評価ガイドラインを作成する。

未定。 (社)日本機械工業
連合会「環境適合
設計手法の標準化
に関する調査研究」
（H13～14年度）を
参照

(社)日本工作機
械工業会

工作機械の環境試験方
法－エネルギ効率の測定
方法－の標準化

・工作機械の環境試験方法
－エネルギ効率の測定方法
③（平成18年度）

　工作機械のエネルギー効率（主として電気エネルギー）について
は、一定の測定方法、評価方法等が未だ確立されていないのが現
状。本調査研究により工作機械のエネルギー効率の試験方法を確
立し、一定の基準で測定及び評価が可能となる。

未定。 なし。 (社)日本工作機
械工業会

3Rを考慮した環境パ
フォーマンス評価情報モ
デル

・3Rを考慮した環境パフォー
マンス評価情報モデル①（平
成16年度）

　TC184/SC4で開発が進められている製品ライフサイクル支援モデ
ル（ISO10303）に環境管理情報を組み込み運用から廃棄までの製品
構成情報、保守情報とともに環境管理情報も一元的に情報管理でき
る製品モデルの研究と標準化を行う。また、本モデルを使用した環
境パフォーマンス評価を実施して評価管理方法のガイドを作成す
る。

ISO/TC184/SC4での
提案を予定。

なし。 (財)日本情報処
理開発協会

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

ハロゲンフリー電源コー
ド、ハロゲンフリーキャブ
タイヤケーブル

・ハロゲンフリー電源コード⑤
（未定）
・ハロゲンフリーキャブタイヤ
ケーブル⑤（未定）

電線・ケーブルの環境影響のリスクを軽減させる観点から被覆材の
ハロゲンフリー化が一つの課題となっている。
ポリエチレンケーブル等、一部のJISについては、ハロゲンフリー化を
進めるためのJIS改正を行ってきているが、今後は、電源コードや
キャブタイヤケーブルについても、ハロゲンフリー化のためのJIS整
備を検討する必要がある。
また、非ハロゲン化１ｋVケーブルの規格化を我が国からIECに提案
しIEC60502‐1の改正として、これを取り入れる状況となっている。

未定 なし 未定

小形二次電池のリサイク
ル表示

・小形二次電池（ニッケル水
素蓄電池、リチウム二次電池
等）のリサイクル表示①（未
定）

　日本では、小形二次電池（ニッケル水素蓄電池、リチウムイオン電
池等）の回収・再資源化が行われているため、業界としての識別・表
示ガイドラインの整備や一部JISへの表示規定を行っている。今後、
小形二次電池のJIS全体へのリサイクル表示を検討するとともに、必
要に応じて、IECにもこれらの取り組みを、規格案として提案してい
く。

未定 なし 未定

白物家電消費電力 ・家電製品の実使用時消費
電力測定方法③（未定）

　平成１０～１４年度に季節変動を加味した期間エネルギー消費効
率の測定方法や待機時消費電力の測定方法について、「家電製品
等エネルギー消費効率測定方法の標準化に関する調査研究」を実
施済み。順次、IEC規格及びJISに反映させる。

未定 なし 未定

AV機器、IT機器消費電力 ・オーディオ・ビデオ機器及び
情報技術機器の消費電力測
定方法③（未定）

　IECでは、「AV機器の消費電力の測定方法」（IEC 62087）が昨年規
格として発行された。また、「IT機器の消費電力の測定方法」（IEC
62018）についても最終規格案が作成されようとしている。
　これらのIEC規格を基に国内法規や国際エネルギースタープログラ
ムとの調整を図りつつ、国際的に調和のとれたJISとして整備する必
要がある。

未定 なし 未定

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

水系洗濯製品の対応性
能試験方法の標準化

・洗濯時の物理作用力測定
方法⑤（平成15年度）
・標準汚染布⑤（平成15年
度）
（JIS C9606の付属書-4に基
づいて作成された汚染布が
上市されている。しかし、再
現性が不安定、測定に時間
がかかる等の欠点があり、ク
リーニング工場や家庭で簡
便に再現性よく汚染除去率を
判定できる試験法を新たに
開発する必要に迫られてい
る。実際には上記２つの機能
を併せ持つマルチ試験布の
開発を目指したい。）

クリーニング溶剤の地球環境への汚染問題、溶剤の人体への影
響、溶剤では水系汚れが取れないとの事実認識の普及等で、世界
的に環境負荷の低い水系洗濯が増加しつつある。この潮流に対し、
溶剤クリーニング対象製品を水系洗濯に耐えるように改良した製品
作りがアパレルで進められている。これら製品の水系洗濯への対応
性能を適正に評価するための試験方法の確立が、アパレル、クリー
ニング、消費者等から求められており、（社）繊維評価技術協議会を
中心に作成作業を進めてきた。今後はさらに、①洗濯時の物理作用
力を簡便に測定する試験方法、②汚染洗浄力を判定する試験方法
を開発し、水系洗濯への対応性能を適切に評価するＪＩＳ規格を早期
に制定し、脱溶剤・水系処理対象製品の普及を促進したい。

時期は未定であるが、
水系洗濯は世界の潮
流であり、これに対応
する製品評価システム
として提案をしていく予
定。

日本電機工業会（Ｊ
ＥＭＡ）、（財）毛製
品検査協会等の検
査機関、繊維製品
技術研究会（ＡＴＴ
Ｓ）、林化学研究所
及び洗濯に関心の
ある大学の先生方
と開発プロジェク結
成の前段階として、
試験、打合わせを
実施してきている。

社団法人繊維評
価技術協議会

繊維製品の皮膚一次刺
激性試験方法―培養ヒト
皮膚モデル法の標準化

・繊維製品の皮膚一次刺激
性試験方法―培養ヒト皮膚
モデル法④（平成15年度）

当方法は、生体（ヒト・動物）を用いることなく、繊維製品（特に、機能
加工製品及びこれ等のリサイクル製品等）の皮膚に対する刺激性を
客観的に評価するIN VITRO 試験方法である。　動物愛護の観点か
ら、また、パッチテストの如くヒトに負荷を掛けずに、繊維製品の安全
性を簡便に、低コストで確認できる。消費生活の安全性確保の観点
から、当法の繊維製品への幅広い適用が必要である。　当法は、平
成１４年度（財）日本規格協会公募によるＪＩＳ原案作成中であり、平
成１５年度に規格化予定である。

当法は、平成１２年に
ISO/TC38に提案した
が、検討するSC/WGが
無いとの理由により、
新業務項目に採用され
なかった。従って、まず
ＪＩＳ化を図り、その後に
再提案を検討する。

社団法人繊維評価
技術協議会 ＮＥＤＯ
プロジェクト「特殊機
能繊維製品の性能
評価方法の標準
化」（平成１１～１３
年度）

社団法人繊維評
価技術協議会

防汚加工製品の試験評
価方法の標準化

・繊維製品の防汚性試験方
法　⑤　（平成１５年度）

汚れが付きにくい、或いは汚れが付着しても容易に落とすことができ
る繊維製品、いわゆる防汚加工繊維製品が広く市場に供給されてい
る。防汚加工された繊維製品は、汚れ難くなるため、消費過程にお
いて洗濯回数を減らすことが期待され、環境へ排出される洗剤量を
低減できる。また、高齢者にとっては、洗濯という家事労働そのもの
の負担の減少が、生活の快適性の向上につながるものと考えられ
る。さらに、本格的な高齢化社会の到来に伴い、介護の場において
も汚れが付着し難い防汚加工製品は、衛生面の向上及び介護者の
負担軽減に役立つものである。これらの製品の防汚性を適切に評価
するＪＩＳ規格原案を１５年度に作成（（財）日本規格協会の平成１５年
ＪＩＳ原案作成公募に応募中。）し、速やかに規格化することにより、
当該加工製品の普及を促進する。

なし 平成１３～１４年度
に、（財）日本規格
協会の再委託調査
研究事業（防汚加
工製品の試験評価
方法の標準調査研
究）を実施中であ
り、その成果を基に
新規ＪＩＳ規格原案
を作成する。

社団法人繊維評
価技術協議会

消費生
活・安全

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

繊維製品の染色堅ろう度
試験の排気・排水の環境
負荷の低減

・Ｌ０８６０（ドライクリーニング
に対する染色堅ろう度試験
方法）⑤（平成１７年度）

Ｌ０８６０（ドライクリーニングに対する染色堅ろう度試験方法）などの
JISではドライクリーニングの試験で、洗浄剤であるパークロロエチレ
ンが、排気又は排水中に混じって排出されるので、これを活性炭フィ
ルタなどの濾過装置を通過させるかあるいは適当な処理剤を用いて
清浄化した後、排出するようにすることをJISに追加規定する。

JIS制定後国際規格提
案を検討

なし。 （財）スガウエザ
リング技術振興
財団

ノンクロム安全靴 ・安全靴(T8101)の改正④（平
成１６年度）

　現行JISでは革製の場合には３～５％のクロム含有量が規定され
ているが、最近の技術進歩によってクロムを含まない製品が普及し
つつある。製品に含まれる有害物質低減の観点から、クロム含有量
の規定を見直す必要がある。

未定。 なし。 （社）日本保安用
品協会

ホルムアルデヒドの放散
量を低減するための机・
いすに使用する合板等材
料規定改正

・JIS S 1031(オフィス用机・
テーブル)　改正④（平成16年
度）
・JIS S 1032(オフィス用いす)
改正④（平成16年度）
・JIS S 1033(オフィス用収納
家具)　改正④（平成16年度）
・JIS S 1061(家庭用学習机)
改正④（平成16年度）
・JIS S 1062(家庭用学習い
す)　改正④（平成16年度）

その他11規格

シックハウス症候群の対策として、平成１４年７月の建築基準法改正
により、今後、居室の内装仕上げとしての建築材料は、ホルムアル
デヒド放散量に応じて、面積制限なしに使用できるもの、制限された
面積の範囲内で使用できるもの、使用できないもの、の大枠３区分
の技術基準で運用されることとなった。机・いす等家具関連のＪＩＳ規
格について、建築基準法改正に合わせ、ホルムアルデヒドを放散す
る合板等の材料規定の改正を行い、シックハウス対策の推進を図
る。

なし。 なし。 (社)日本オフィス
家具協会

省エネ法の特定機器に関
するエネルギー基準達成
率の算出方法及び表示
方法のＪＩＳ規格制定

・電気便座：制定③（平成15
年度）
・ガス・石油機器：制定③（平
成15年度）

エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下、省エネ法）は、これ
まで省エネルギーの推進が特に必要な乗用自動車、エアコンディ
ショナー等を特定機器に指定する等により、燃料資源の有効な利用
の確保に貢献してきた。平成１２年１２月に、電気便座、ガス・石油機
器が特定機器に追加されたことに伴い、２機器それぞれについて、
省エネルギー基準達成率の算出方法及び表示方法についてのＪＩＳ
規格制定を行う。省エネルギーの推進は、大気中に放出される二酸
化炭素（ＣＯ２）を削減し地球温暖化防止に寄与する等、環境対策と
も密接に関連している。

なし。 なし。 (財)省エネル
ギーセンター

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

家庭用温水器の実動モー
ドにおけるエネルギー消
費効率測定方法

・給湯機器の実動モードにお
ける熱効率測定方法③（平
成18年度）

ガス・石油を燃料とする家庭用温水機器については、現行では定常
状態での機器の効率を測定したものであったが、機器の使用実態を
考慮した実動モードでの測定方法を検討することが必要である。な
お、ガス・石油機器については総合資源エネルギー調査会省エネル
ギー基準部会の最終とりまとめの中で、機器の実使用モードを加味
したエネルギー消費効率測定方法の検討を行うこととなっている。

なし なし 社団法人日本ガ
ス石油機器工業
会

土壌中の有害重金属の
簡易分析技術

・エネルギー分散型蛍光Ｘ線
分析装置を用いた土壌中の
有害重金属含有量の試験方
法⑤（平成16年度）

　土壌中に含まれる砒素やカドミウム、鉛などの特定有害元素含有
量を測定するためには、複雑な前処理を行いICPや原子吸光分析装
置を用いなくてはならない。この作業には多くの時間と経費が必要と
なる。しかし、エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装置（以下EDXRFと記
す）を用いて土壌中の有害元素含有量試験を行うことができれば、
浄化処理すべき汚染土壌容積量を迅速に把握できる。また非汚染
土壌をICPや原子吸光分析装置を用いて分析する手間、時間とコス
トを省くことができる。
　EDXRFは原油及び石油製品の硫黄試験方法（JIS K2541の放射線
式励起法）を用いた分析方法などに利用されているが、その性能は
近年著しく向上し、砒素やカドミウム、鉛など有害元素を土壌汚染対
策法に規定される基準値の１０分の１以下の濃度でも定量分析でき
る。またEDXRFは国内で2,500台以上が出荷され普及している。
EDXRFによる土壌の有害元素含有量試験方法（全量分析）を規格化
することは、土壌汚染に係る調査・分析コスト、浄化処理コストの軽
減を可能ならしめ、土壌汚染対策法（平成１５年２月１５日施行）の円
滑な施行に寄与するものである。

なし。 産業技術総合研究
所交付金によるプロ
ジェクト「精密土壌
汚染評価基本図の
作成」（平成13年度
から16年度）環境省
の低コスト・低負荷
型土壌汚染調査対
策技術検討評価調
査事業「現場型改
良分析装置による
搬出土壌の施工管
理」（平成１４年
度）、平成１５年度よ
り、産総研におい
て、「標準基盤研
究」を実施。

社団法人産業環
境管理協会

ダイオキシン類測定方法 ・排ガス中のダイオキシン類
及びコプラナーPCBの測定方
法（K0311）　改正⑤（平成16
年度）
・工業用水・工場排水中のダ
イオキシン類及びコプラナー
PCBの測定方法（K0312）　改
正⑤（平成16年度）

　ダイオキシン類測定方法のJISは、「ダイオキシン類対策特別措置
法」の施行直前の平成10年9月に制定され、ダイオキシン類の排出
規制等の測定方法として利用されている。また、平成14年度から計
量法の改正により特定計量証明事業者認定制度（MLAP）において
本JISに基づいたダイオキシン類測定の試験所認定が行われるよう
になった。そのような現状において、次のような点においてJISの内
容を再検討する必要がでてきた。
① 用語の定義において、ダイオキシン類対策特別措置法での定義
と若干異なっている。
② 試料採取、前処理方法にいくつか新しい手法が開発されており、
かなり普及しているものがある。
③ 使用する器具、操作方法等の記述に不明瞭な部分があり、その
解釈をめぐって若干混乱している部分がある。
　MLAPによる特定計量証明事業を推進し、ダイオキシン類測定にお
ける信頼性を向上させ、より円滑にダイオキシン類対策を進めるた
めには、本JISの改正が必要である。

国際規格適正化調査
研究においてJIS内容
を反映させた国際規格
の策定作業中（TC147）

なし。 （財）化学物質評
価研究機構

環境測
定・廃棄
物等

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



分野 標準化対象テーマ 想定される規格名称
（制定年度） テーマの概要・規格の具体的な必要性 国際標準化への対応 研究開発プロジェクト等の有無（年度）

標準化に関する
検討の場

環境測定技術／免疫化
学測定法

・免疫化学測定法⑤（平成16
年度）

　内分泌撹乱の疑いのある物質や残留農薬などの環境負荷物質や
食品等に含まれる抗生物質、微生物毒素を検出するための技術で
ある免疫化学測定法は化学分析法と比較して迅速、廉価、簡便であ
ることから、多くの企業が採用しているところ。各社毎で異なる本技
術を、環境負荷物質等に対する公的分析法として確立するために標
準化を検討する。
　平成８年度免疫化学測定法研究会結成。
　活動の一つとして、すでに実用化されている免疫化学測定法のリ
ストを作成している。平成１４年７月に同研究会において標準化検討
委員会が発足し、本格的取組みが開始されたところ。

未定。 ・基盤技術研究促
進センターの出資
事業として研究開発
を実施（平成６年～
１１年度）。
・（財）日本規格協
会ＮＥＤＯ事業「免
疫化学的な化学物
質計測の国際標準
化に関する試験研
究」（平成９年度）。

免疫化学測定法
研究会標準化検
討委員会

全リン、全窒素、全水銀
分析の前処理法

・工場排水試験方法（JIS K
0102）改正⑤（平成１８年度）

　閉鎖性水域の水質保全対策として検討されている第５次水質総量
規制では、従来のCODに加え、全リン・全窒素の規制が検討されて
いるが、従来の水質試験方法（JIS K0102）では前処理が複雑で時
間と労力を要し、必要とする有害試薬の量も多い。
　このため、光分解反応に基づく簡易でクリーンな前処理法を開発し
標準化する必要がある。
　光分解反応器の構造を最適化し、分解性の悪いポリリン酸化合物
の分解効率を向上させるための触媒を探索することにより、でき得る
限り多くのリン化合物を迅速にオルトリン酸に分解する方法を確立
するとともに、全ての窒素化合物を迅速に硝酸に分解する方法、及
び全ての水銀化合物を二価の水銀イオンに分解する方法を確立す
る。
　以上の結果を基に、小型で安価、常温・常圧で運転でき、かつ、保
守管理を殆ど必要としない前処理方法の規格原案を作成する。

未定。 平成１５年度より、
産総研において、
「標準基盤研究」を
実施。

産業技術総合研
究所　環境管理
研究部門

①３Ｒ対策、②DfE、③温室効果防止、④製品有害物質対策、⑤環境汚染対策



　　　



分野別環境配慮規格整備方針への取り組みの成果
策定の是非 対象とする範囲 平成１４年度の取り組みの成果

土木

策定する 土木と建築とは類似点が多いので、共通指針を作成する。
指針は、建築・土木の建設分野における規格への環境側面の導入に関
するものとし、構造物の設計に関する指針、建材の評価に関する指針等
を、設計、製造、供用、改修、解体までのライフサイクルを通じて環境配
慮事項の原則をまとめる。

土木技術専門委員会第1回企画WGを平成14年6月6日に開催し、建築・土
木共通の指針策定を決定。指針案については、平成14年11月15日に第2
回企画WGにて書面審議を行い、平成15年2月21日に土木技術専門委員会
を、平成14年12月24日に建築技術専門委員会をそれぞれ開催し、両委員
会からの指針案に対するコメントを踏まえて最終案をとりまとめたところ。

建築 策定する 土木分野と共通 同上

一般化
学

策定する 規格数の多い試薬分野を対象とした整備方針を策定する。 平成15年1月31日に一般化学技術専門委員会及び試薬WGにおいて、一般
化学分野における環境配慮の基本的な考え方をまとめることともに、試薬
分野を対象としたチェックリスト、廃止予定JISを決定し、環境配慮整備方針
として決定した。

化学製
品

策定する 化学製品分野に対応する産業界は、異なる業種、業界団体の集まり
であり、統一的な環境配慮の指針を作ることは必ずしも適切でない
と考えられる。このため、まず規格数の多い順にプラスチック製
品、ゴム製品、塗料製品、石油・石炭製品から指針作成に取り組ん
でいく。

平成14年12月26日に開催された化学製品技術専門委員会において、平
成14年度は、プラスチック、塗料及びゴムの製品規格への環境側面の
導入に関する指針を平成15年度以降作成していくとの方針を決定し
た。具体的には、JIS Z7001「プラスチック規格への環境側面の導入
に関する指針」の国際提案を基に制定された”ISO17422”に対応し
て、JIS Z7001を改正するとともに、このような取り組みを塗料分
野、ゴム分野に水平的に展開していく。

紙・パル
プ

策定する 紙・パルプ分野全体を網羅した環境配慮規格の整備方針と具体的な標
準化テーマを検討する。

平成15年1月16日に開催された紙・パルプ技術専門委員会において、左記
方針を審議するとともに、具体的な標準化テーマを明確化した。

窯業

策定する 窯業技術分野全体を網羅した「窯業技術分野における環境配慮規格整
備方針」を策定する。
また、必要に応じて、平成１５年度以降、個別製品分野毎の指針を策定
することを検討する。

「窯業技術分野における環境配慮規格整備方針」については、平成１５年４
月１０日の第７回窯業技術専門委員会において策定完了予定。個別製品
分野毎の指針については、策定する必要性、策定する分野等を検討中。

分野

土木建
築

材料



策定の是非 対象とする範囲 平成１４年度の取り組みの成果分野

非鉄
策定する 非鉄金属分野全般を網羅した低環境負荷材料の利用促進、製品（材料）

の長寿命化・高信頼性化のほか、新素材の研究開発成果の規格化の促
進策を盛り込んだ方針を検討する。

平成14年度は、平成14年12月20日に開催された非鉄金属技術専門委員
会において環境配慮規格整備方針骨子をまとめた。平成15年度以降、整
備方針を審議・策定する予定。

鉄鋼 策定する 標準化における環境対策については、概ね措置済み。平成１５年度以
降、整備方針の策定に取り組む予定。

平成15年2月21日に開催された鉄鋼技術専門委員会において、左記方針
を決定した。

溶接 策定する 日本溶接協会での検討結果を元にして、環境配慮規格整備方針を策定する。
平成15年3月18日に開催された溶接技術専門委員会において、基本方針、
環境配慮における一般原則及び分野別の整備方針を決定した。

自動車 策定する 業界内での対応内容、対応方針等に基づいた、規格作成に当たって重
点分野を数点選定し、共通的な考慮すべき事として内容をまとめる。

平成15年2月7日に開催された自動車技術専門委員会において、「環境配
慮規格整備」に関するガイドラインを審議し、その後2月27日に決定した。

航空・宇
宙機
策定する 現状、環境ＪＩＳを制定する課題はなく、航空宇宙分野の規格への環境側

面の導入に関する検討結果として、資料を纏める。
担当団体においてとりまとめた検討結果を、平成15年3月6日開催された航
空・宇宙機技術専門委員会において、報告書として審議・承認した。

鉄道 策定する 業界内での対応内容等に基づいた、規格作成に当たって重点分野を数
点選定し、共通的な考慮すべき事として内容をまとめる。

担当団体にて作成された環境配慮規格整備方針案を、平成15年3月6日開
催された鉄道専門委員会にて審議・承認した。

船舶

策定する リサイクル、省エネ及び海洋汚染の観点から、「建築分野の規格への環
境側面の導入に関する指針(案)」等を参考に策定する。

国土交通省、委員会長との協議の結果、（財）日本船舶標準協会におい
て、指針（案）を作成した。平成15年1月30日に開催された船舶技術専門委
員会にて審議し、承認された。

物流
策定する 業界での対応状況を調査し、規格策定に当たって配慮されるべき共通的

な環境側面をとりまとめた指針（案）を作成する。
物流の標準化に関係のある事業者団体、公益法人等をもって組織されて
いる「物流標準化懇話会」において、指針案を作成し、平成15年2月6日に
開催された物流技術専門委員会において審議し、承認された。

機械要
素 策定しない

当該分野においては、ISOガイド６４をそのまま活用することで何ら支障
は無いことから、新たな指針作成は当面不要である。

産業機
械
策定する 産業機械分野では、建設機械、工作機械等様々な分野が含まれるた

め、分野の区分の分け方も含め、整備方針を策定した。
横断的な環境配慮規格整備方針を策定し、平成15年３月３１日の専門委
員会において、審議し、承認された。

機械

運輸・物
流



策定の是非 対象とする範囲 平成１４年度の取り組みの成果分野

計測計
量
策定する 環境指標を測定する計測機器及び有害物質非使用の測定器などが含

まれるため、環境・資源循環規格整備方針として策定した。

  
環境・資源循環規格整備方針を策定し、平成15年３月３１日の専門委員会
で審議し、承認された。

基本 策定しない 各技術専門分野の共通規格を扱っているため、不要である。

電気

策定する 電気・電子技術全般にわたり、環境配慮規格の整備方針と具体的テー
マを検討する。電気・電子の共通課題については、電気技術専門委員会
の下部に「環境拡大ＷＧ」を設置し、電子技術専門委員会及び情報技術
専門委員会からも関係委員の参加を得て、整備方針を策定する。また、
電気分野固有の課題についても、この環境拡大ＷＧで検討する。

第１回環境拡大ＷＧを平成14年10月25日（書面審議）に開催し、主査の選
任と検討方針を決定した。
第２回環境拡大ＷＧを平成14年12月10日（会合形式）に開催し、中間報告
骨子案を事務局から提案した。
平成１４年４月１日開催（書面審議）された環境拡大ＷＧにおいて「電気・電
子・情報分野の環境配慮規格に関する報告書」（案）がとりまとめられ、電
気技術専門委員会（４月３日）、電子技術専門委員会及び情報技術専門委
員会において、審議・承認された。
　なお、整備方針・計画の検討に当たり、重視した点は以下の三点である。
① 国際規格とＪＩＳの両面を見据えた環境配慮規格の総合的な整備方針と
する。
② ３Ｒはもとより、省エネも含む環境側面全般を対象とした整備方針とす
る。
③ 国内外の環境規制や民間団体ガイドライン等の自主的活動の動向を十
分に考慮し、これらとの連携策を検討する。

電子

策定する 電子技術全般の環境配慮規格の整備方針と具体的テーマを検討する。
電気と共通の課題については、電気技術専門委員会と協調して検討を
進める。また、電子独自の課題については、電子技術専門委員会の下
部に「電子環境ＷＧ」を設置して検討する。

電気・電子・情報の共通課題については、「環境拡大ＷＧ」に代表委員が参
画している。
また、電子固有の課題を検討する電子環境ＷＧについては、第１回会議を
平成14年12月に開催し、ＷＧの検討方針、各ＩＥＣ国内委員会へのアンケー
ト調査などについて審議を行った。第２回会議を平成15年3月に開催し、電
子技術固有の環境配慮規格整備方針を審議した。電子環境ＷＧの検討結
果は、環境拡大WGの検討結果と統合されて、「電気・電子・情報分野の環
境配慮規格に関する報告書」（案）としてとりまとめられた。本報告書（案）
は平成15年4月4日開催の電子技術専門委員会において審議が行われ承
認された。

情報・電
気



策定の是非 対象とする範囲 平成１４年度の取り組みの成果分野

情報

　
策定する 情報技術について、環境配慮規格の整備方針と具体的テーマを検討す

る。電気・電子との共通課題が多いため、これについては、電気技術専
門委員会の下部に設置される「環境拡大ＷＧ」に情報技術専門委員会か
らも関係委員に参加願い、検討を進める。情報分野固有の課題について
は、情報技術専門委員会で継続検討する。

平成14年6月28日に開催された情報技術専門委員会において方針案を検
討し、年間の目標と進め方について承認した。電気・電子との共通の課題
については「環境拡大ＷＧ」に参画した。平成14年12月10日の「環境拡大
ＷＧ」に参加し、「(財)日本規格協会の調査事業において標準化の必要性
が指摘された課題」の再検討、「環境側面に関するIEC動向、JIS化課題及
び調査研究課題」のアンケート調査などについて検討を行った。それらの
結果として、情報技術固有の検討結果についても、「電気・電子・情報分野
の環境配慮規格に関する報告書」に盛り込み、平成15年3月17日の情報技
術専門委員会で審議・承認した。

産業
オート
メーショ
ン

策定する 機器・プロセス、工場（プロセス群）全体、工場（設備）のライフサイクル及
び製品ライフサイクルについて検討する。

産業オートメーション技術専門委員会の傘下に環境ＷＧを設置し、平成15
年1月7日に開催された産業オートメーション専門委員会で審議・承認され
た。

消費生
活

策定する 家具、住宅用設備機器、家庭用塗料などの分野について室内環境の改
善に向けてホルムアルデヒドの放散量の基準値の低減化の検討を行う。
自転車分野についてリサイクル配慮設計の評価方法に関する規格化等
の検討を行う。事務用品関連分野について再生原料使用規格の検討を
行う。

環境配慮規格の整備方針を作成し、平成15年3月19日に開催された消費
生活技術専門委員会で、審議・承認された。

労働安
全用具

策定する 労働安全用具全般にわたり、環境配慮規格の整備方針と具体的テーマ
を検討する。

平成15年12月13日に開催した専門委員会で規格制定・改正時における環
境配慮ガイドラインを策定する方向で決定。今後は専門委員会メンバーに
アンケート調査を実施し、労働安全用具環境配慮規格整備マニュアルを作
成し、平成15年4月7日に労働安全用具技術専門委員会（書面開催）におい
て審議・承認された。

医療用
具

策定する 医療用具は多岐に渡っているが 、安全面が最重視されることから、それ
を踏まえた上で環境配慮の視点を加えることになる。このため、整備方
針の作成については難しい側面があるが、最終的に医療廃棄物の多く
は焼却処分されていること、また、生物学的汚染というファクターとは離
れた包装材に着目して、 主として、プラスチック系の医療用具・輸液剤容
器について整備方針をとりまとめることとした。

平成15年3月17日開催された医療用具技術専門委員会において審議・承
認された。

福祉用
具

策定する 福祉用具分野では、製品規格の種類も少なく、規格が開発途上であるこ
とから、現下では必要な規格を整備することに主眼を置きつつ、製造業
者が環境配慮に留意していくことが望ましい項目として、整備方針をとり
まとめることとした。

平成15年3月17日開催された福祉用具技術専門委員会において審議・承
認された。

消費生
活・安全



分野別環境配慮規格整備方針

　各技術専門委員会において策定した環境配慮規格整備方針は以下の通り。次頁以降にそれ

ぞれの案の内容を示す。

(1) 建設分野の規格への環境側面の導入に関する指針
(2) 一般化学分野における環境配慮規格整備方針
(3) 化学製品分野における環境配慮規格整備方針
(4) 紙・パルプ技術分野における環境配慮規格整備方針
(5) 窯業分野の規格を環境配慮規格とするための指針
(6) 非鉄金属分野における環境配慮規格整備方針骨子
(7) 溶接技術分野における環境配慮規格整備方針
(8) 自動車分野における「環境配慮規格整備」に関するガイドライン
(9) 航空宇宙分野の規格への環境側面の導入方針
(10) 鉄道分野における「環境配慮規格整備」に関するガイドライン
(11) 船舶技術分野における環境配慮規格策定ガイド
(12) 物流技術分野における環境配慮規格策定の整備方針
(13) 産業機械技術分野における環境配慮規格整備方針
(14) 計測計量技術分野における環境・資源循環規格整備方針
(15) 電気・電子・情報分野の環境配慮規格に関する報告書
(16) 産業オートメーション技術分野の環境配慮規格整備方針
(17) 消費生活分野における環境配慮規格整備方針
(18) 労働安全用具環境配慮規格整備マニュアル
(19) 医療用具分野環境配慮規格整備方針
(20) 福祉用具分野環境配慮規格整備方針



　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年３月２８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木技術専門委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築技術専門委員会

(1)建設分野の規格への環境側面の導入に関する指針

序　文

　いかなる土木構造物及び建築物(以下、構造物という。)も、使用する建設材料の原

料採取から製造・施工・供用・補修・解体・廃棄、さらに各段階で発生する廃材の

再利用も含めた全ライフサイクルにおいて、環境に何らかの影響を与える。あらゆ

る分野の製品全般について、環境側面を配慮するために、JIS Q 0064:1998（製品規

格に環境側面を導入するための指針）が制定され、標準化における製品規格への一

般的な指針とされているが、建設工事に関連する種々の材料等の資材についても例

外ではない。さらに土木及び建築分野(以下、建設分野という。)においては、それら

の材料等の資材を使用して作られた構造物そのものを一つの製品と見なすことも可

能である。また、建設分野で使用される材料等の資材の中には、設備機械の一部で

ある電気製品やプラスチック等の材料のように、独自に指針が作られているものも

ある。

　建設分野で使用される材料等の資材は、種類及び品種の数が極めて多く、供用年

数も格段に長く、大地に固定されていて解体や維持管理が現場で行なわれること等

が、他の製品・材料とは異なる点である。

　建設分野においても、循環型社会が目標とされ、個々の材料等の資材に対する配

慮の他に、構造物そのものの耐久・耐用性を高めるなど環境への影響を最小限とす

る努力が払われている。こうした動きは継続して行われる必要があり、そのために

重要なものとして、環境への影響に配慮した新たな規格の制定があげられる。

　

　本指針は、建設分野の規格への環境側面の導入に関する指針として、構造物のラ

イフサイクルの観点に立って留意すべき事項を示すものであり、建設工事の企画・

計画、設計、施工、供用、維持管理・補修、解体、解体後の処理を行う場合の環境

への影響評価の改善に有用なものである。

１．適用範囲　この指針は、建設分野に関係する日本工業規格において、環境側面

を導入する際に配慮すべき事項について規定する。

《参考》この指針は、建設分野に関係する日本工業規格において環境に

配慮することにより、構造物及びその施工が与えるおそれのある悪影響

を最小限にすることを目的としている。JIS Q 0064 の建設版として、



建設材料に関する指針、構造物の設計に関する指針、建設資材の評価に

関する指針を、制定又は改正する場合に配慮すべきことについて規定す

る。製品規格の規定事項は、マイナス及びプラスの両面で環境に影響を

与える可能性があるため、これらの規格と環境との関係の要点を述べる

ことにより、環境への悪影響を回避することが重要である。

　

２．引用規格　次に掲げる規格は、この指針に引用されることによって、この指針

の規定の一部を構成する。これらの引用規格は、その最新版（追補を含む。）を適用

する。

　　JIS Q 0064　　製品規格に環境側面を導入するための指針

３．定義　この指針で用いる主な用語の定義は、次による。

《参考》この指針で用いる環境関係の用語は、基本的に上位規定である

JIS Q 0064 や関連法規で定義又は使用されているものによった。特にこ

の指針で独自に定義する用語はないが、一般に使われていて概念があいま

いな用語を以下に示す。

３．１ 材料　製品を造るための素材となるもの。

《参考》コンクリート用材料及びコンクリート、鋼材やアルミニウム合金

の種類などが該当する。

３．２ 部材　材料が加工されて製品や構造物の一部を構成できる状態になったもの。

《参考》鋼材を加工してできたＨ型鋼などが該当する。

３．３ 部品　部材が、構造物に取り付ける寸前にまで加工されたもの。

《参考》Ｈ型鋼を加工してできたはり（梁）などが相当する。材料によっ

てはこの３段階の区別ができないものもある。例えば、場所打ちコンクリ

ートは三つのすべてに該当する。

３．４ 建設資材　構造物の建設に用いられる材料、部材及び部品等の資材の総称。

４．環境配慮における一般原則

《参考》環境問題は、資源の採取から最終処分に至るまでの様々な段階

で発生する。環境問題の原因となる段階の各々の行為の対策も必要であ

るが、それらの各段階の行為を計画する設計段階における対策も重要で

ある。設計段階でこれらの環境問題を配慮する場合には、一つの生産行

為だけに着目するのではなく、資源の採取から最終処分にいたるまでの

すべての段階における行為を視野に入れ、総合的に環境負荷が低減する

ように配慮することが必要である。建設分野における環境問題への配慮



の内容には、積極的に環境改善を図ることを目的とする建設工事及び一

般の社会基盤施設の整備を目的とする工事における環境問題とがある。

後者における環境側面は、大きく分けて二つ、すなわち環境負荷の低減

と資源の循環利用の促進が挙げられる。

４．１　設計の時点において、建設資材及び構造物のライフサイクルの各段階にお

いて環境への影響を考慮する。

《参考》建設された構造物は、いずれは役割を終えて解体される。解体

されることによって発生する材料は可能な限り再利用することが必要で

あるが、リサイクルを実行しやすくするためには分別解体が必要である。

また、再利用ができない場合の最終処分を考えた場合にも、解体材料に

は環境汚染物質を含有していてはならない。このためには、現在ある構

造物の解体とは別に、これから造られる構造物に対する環境側面の検討

が必要であり、これは構造物及び建設資材の設計段階で環境に対する影

響を考慮する事柄である。すなわち、建設資材の選定及び構造物の設

計・施工の段階において、建設資材及び構造物の全ライフサイクル過程

における省資源・省エネルギー・環境保全やリサイクルに配慮し、長寿

命を目指し、構造物の陳腐化がハード面でもソフト面でもできるだけ生

じないような設計、また必要に応じて改修や増築・改築等で対処できる

ような設計・施工計画を考えておく必要がある。

４．２　ライフサイクルの各段階において総合的な環境負荷の低減に配慮する。

《参考》有限な資源を短期間に取りつくしてしまうことなく持続的に使

い、それらを使った結果として地球環境・室内環境への汚染をもたらす

ことがないような使い方をしなければならない。

　環境負荷を低減するためには、個々の過程において環境負荷を減じる

努力は無論必要であるが、あくまで総合的な視点での環境負荷低減を目

標とすべきである。個々の過程における最良の方法を単純に積み重ねた

だけでは全体としては最良の選択になっているとは限らないことに留意

すべきである。

４．３　資源は持続的に利用するよう配慮する。

４．３．１　高耐久・長期供用による資源保護を原則とする。

《参考》構造物の環境側面を考える上で、ライフサイクルの各過程につ

いて検討することは重要であるが、構造物の耐久性を高め長寿命化する

ことも忘れてはならない。構造物の長寿命化は、材料の使用量と廃棄物



の排出量の削減効果をもたらす。構造物の耐久性を高めるためには、材

料等の資材自体の耐久性の他、その組合せについても留意する必要があ

る。一般に構造物の耐用年数は他の耐久消費財に比べて長い。しかしな

がら、設備機械のようにある程度交換を念頭において造られているもの

を別にしても、構造物を構成している建設資材によって耐用年数は異な

り、修理や取り替えを行わない限り最短の部分で構造物の耐用・供用に

何らかの影響が生じる。構造物にとって重要な部材・部品の場合、その

部分で構造物の耐用年数が決定される場合がある。このため、構造物の

耐用年数を長くするには、必要に応じて各部材・部品について維持管理、

補修、交換等を積極的に行うことが肝要である。さらに、構造物の機能

が陳腐化しにくいように、また陳腐化した場合に改修等を行いやすい仕

組みを予め考えておく必要がある。

４．３．２　再資源化に際しては環境負荷の少ない方法を優先する。

《参考》構造物の施工過程で発生する余剰材や廃材、あるいは解体によ

る発生材は、再資源化を考慮する必要がある。再資源化の方法には、一

般的にリユース（再使用）、リサイクル（素材レベルから製品に近いレ

ベルまでの各種のリサイクル）、さらに熱回収まで、いくつかの種類が

ある。どの方法を選択するかについては、上記の順に優先順位を設定す

べきであるとする考え方もあるが、循環利用における省エネルギー・流

通等の観点から、対象物の特性や再資源化技術の水準などを考慮したう

えで、環境負荷が少ないものを選択する必要がある。

４．３．３　循環利用が困難な解体発生材は、適正な最終処分を行う。

《参考》一般に微量の成分を分離するにはコストとエネルギーが必要で

あり、分離のプロセスで新たな環境負荷を発生する。過度の分別を徹底

することは、不経済であるだけでなく、環境負荷低減の目的には必ずし

も合致しない場合がある。その時点での技術や流通システム等を考慮し

た総合的な判断により、処理方法を選択しなければならない。リサイク

ル等が実行不可能な場合や、可能であっても総合的な環境側面を考えた

場合に有利にならないなど、いずれの方法によっても再資源化が適切で

ないと判断される場合には、最終処分を行うことになるが、その際には

環境に与える負荷ができるだけ少なくなるよう考慮する必要がある。

４．４　建設資材には、有害物質の使用を抑制するとともに、環境への影響を最小

限にするための配慮を行う。



《参考》新規に製造・施工される建設資材及び構造物には、環境及び人

体に悪影響を及ぼすおそれのある物質の使用を抑制する。性能の確保の

ためにやむを得ず有害物質を使用する場合には、その影響を最小限にす

る対策を行うことが必要であるとともに、ライフサイクルにわたる管理

方法を明確にするなど、環境への拡散を防止するための対策を施さなけ

ればならない。この場合、供用中の環境に影響を与える物質だけではな

く、将来の再資源化の際に支障となる物質も有害物質として考える必要

がある。

４．５　環境側面に関する情報は、適切に記録し、管理する。

《参考》構造物やそれに用いる建設資材は、一般に耐用年数が長いため、

生産段階における環境側面に関連する情報が、解体時まで伝達すること

が困難な場合がある。したがって、使用している材料の組成や、適切な

解体方法・最終処分方法など、循環利用あるいは最終処分の段階で必要

な情報は、設計段階で明確に記録し、解体・処分の時点まで持続的に管

理しておく必要がある。そのためには、こうした情報の持続的な管理方

法を整備するとともに、それを部品等の資材自体に容易に消滅しない方

法で表示することが望ましい。

４．６　規格の作成においては、以下の事項に留意する。

４．６．１　資源循環型の環境配慮製品の使用を妨げない規格とする。

《参考》一般に、再資源化された原料を使用した製品（リサイクル製

品）は、通常の製品に比べて品質が劣る場合が多いと考えられる。これ

は本来は技術的に解決されるべき問題ではあるが、このことが資源循環

の妨げとなっているという指摘もある。実際のリサイクル製品の性能の

水準に合わせた、通常の製品とは別の規格を制定して、普及を促進する

ことも考えられてよい。その一方で、リサイクル製品といえども通常製

品と同じ性能の水準を保つべきであるという考え方もあるが、通常の製

品規格が過度に高い性能水準を要求していると判断される場合には、要

求性能を適切な水準に設定してリサイクル製品の導入を促進することが

必要である。また、オゾン層の破壊防止や地球温暖化対策に資する規格、

人体への悪影響を防止する有害物質対策を推進する環境測定規格、ＶＯ

Ｃ等の放散量基準や測定方法の規格整備が必要である。

［環境側面を導入するＪＩＳ化のテーマ例］



（１）リサイクル材料の品質基準等のＪＩＳ制定

・ 電気炉酸化スラグ骨材

・ コンクリート用砕石粉

・ 一般廃棄物、下水汚泥等の溶融固化物を用いたコンクリート用細骨材（コンクリ

ート用溶融スラグ細骨材）

・ 一般廃棄物、下水汚泥等の溶融固化物を用いた道路用骨材（道路用溶融スラグ骨

材）

・ 建設廃棄物のコンクリート塊の資源化（再生骨材）

・ 鋳物廃砂のセメント原料利用

・ エコせっこうボード

・ リサイクル押出発泡ポリスチレン板

（２）リサイクル材料の使用・受入れのためのＪＩＳ改正

・ ＪＩＳ Ａ５３０８（レディーミクストコンクリート）

・ ＪＩＳ Ａ５３６４（プレキャストコンクリート製品－材料及び製造方法の通則）

・ ＪＩＳ Ｒ５２１０（ポルトランドセメント）

（３）有害化学物質対策のＪＩＳ制定

・ 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の放散量測定方法

・ 建築材料からのホルムアルデヒド及びＶＯＣの放散量基準

・ 室内空気－サンプリング計画の一般的方法

・ 室内空気－ホルムアルデヒドのサンプリング方法

・ 室内空気－ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物の定量アクティブサンプ

リング方法

・ 室内、大気及び作業場の空気－吸着管／加熱脱着／キャピラリーガスクロマトグ

ラフ法による揮発性有機化合物の試料採取及び分析方法

（４）地球温暖化対策のＪＩＳ制定

・ ノンフロン型発泡プラスチック保温材

４．６．２　他の環境関連規格についても配慮する。

《参考》関連した法律・規格等の規定が存在する場合は、法律の規定が

優先する。ただし法律が求める水準以上の規定を設定することは可能で

ある。また、各規格間の首尾一貫性を維持する必要があることは言うま

でもない。

５．構造物のライフサイクル各段階での環境側面の導入指針

《参考》構造物は、その機能性、安全性、経済性、社会性、芸術性など

多方面から総合的に評価されるべきであるが、構造物あるいはその施工



が地球環境に及ぼす影響は非常に大きく、環境側面については十分な検

討が必要である。環境に対する影響の評価に当たっては、構造物の価値

は時系列的に変化するので、構造物あるいはそれに使用される建設資材

のライフサイクル全体を考慮しなければならない。その場合、構造物の

物理的寿命、機能的寿命、社会的寿命は重要な要因になる。

なお、ライフサイクルには建設資材の物質・材料のフローから見たラ

イフサイクルと、それらが集合し組込まれる場としての構造物のライフ

サイクルという視点がある。多くの規格が建設資材を対象としているが、

建設資材の規格を考える際、それが使われる場である構造物のライフサ

イクルへの配慮が必要である。

本指針は、構造物の建設による環境影響を、施工、供用、維持管理、

改修、解体・最終処分の各ライフサイクル段階を通じて評価するための

ものであり、それによって地球環境への影響を最小限にとどめることを

目的としている。また、構造物の建設に当たって必要となる資源・エネ

ルギー、建設材料等の資材の製造、さらに解体後の発生材の扱いを考え

る上で、本指針は有用なものとなる。

５．１　建設資材の製造段階においては、ライフサイクルを通じて環境に配慮した

企画開発・設計・製造を行う必要がある。

《参考》構造物は、建設資材を人力、機械力等のエネルギーを投入し組

み立てることで構築される。建設資材の製造に関しては、資源の採取に

始まる建設資材のライフサイクルを通じて、環境に配慮した企画開発・

設計・製造を行う必要がある。

　資源の採取においては、資源の持続性、埋蔵量、可採鉱量、代替資源

の有無などを検討する。建設資材の製造においては、省資源・省エネル

ギーに配慮するとともに、製造効率、エネルギー投入量を検討する。建

設資材の企画・設計時においては、解体時に廃棄される際の再資源化も

考慮する。また最終処分が不可避なものについては、処分量を最小化し、

有害物質の放出がないように配慮する。

５．２　施工段階においては、建設資材の加工・組み立ての際の環境負荷を小さく

し、再資源化を念頭に置き、改修時、解体時を考慮した施工を行う。

《参考》構造物を造る段階は、大量の建設資材やエネルギーが集中して

投入されるため、環境影響も大きなものとなる。建設資材の加工、組み

立てにおいては、環境負荷を小さくするように配慮し、再資源化を念頭

に置き、解体時を考慮した施工を行う必要がある。これらは建設段階以



前に考えるべき内容を多く含んでおり、計画・設計行為における十分な

検討が重要となる。

　具体的には、施工に要するエネルギーと建設廃棄物の削減を配慮し、

建設資材および仮設材料の使用量を適正化し、周辺環境に配慮した施工

計画を立て、造り易さ、壊し易さを検討するなどの配慮が必要である。

５．３　供用時・維持管理においては、省エネルギー・省資源に配慮する。

《参考》構造物は、建設資材をエネルギーの投入により集積したもので

あり、それ自体を一種の資源として捉えることができる。その資源を有

効に利用するためには、適切な維持管理計画を立案し、長期間の使用に

耐え得るようにする必要がある。また、供用時のエネルギー使用量の削

減に配慮することが重要である。これらは設計行為において予め検討で

きる内容を多く含んでいる。

　具体的な検討事項としては、構造物の計画・設計における長寿命化お

よび供用時の省エネルギー・維持管理の容易性等の検討、建設資材と構

造体との耐用年数の同調、ライフサイクルを通じての評価にもとづく維

持管理方法、建設資材の交換容易性、補修に必要な材料の再資源化への

配慮、有害物質の使用回避、供用・維持管理に必要な情報の整備、など

が挙げられる。

５．４　改修段階においては、必要な資源・エネルギーと、改修後の機能的・社会

的寿命との適切なバランスを考慮する。

《参考》改修に際しては、一般に施工段階と同様の事項が挙げられるが、

資源としての構造物をより長く使用するための、環境側面に配慮した改

修計画が必要である。特に、改修に必要な資源・エネルギーと改修後の

機能的・社会的寿命とのバランスが適正なものとなるよう計画する必要

がある。そのためには、設計において改修時の環境側面を予め考慮する

ことが重要となる。

　具体的には、設計段階における機能・用途の変更に対する適応性の検

討、改修時に発生する廃材の再資源化、資源循環の流れを遅くし量も少

なくするような改修計画、構造物の使用状況に応じた改修方法の検討、

などが挙げられる。

５．５　解体及び最終処理段階においては、環境への影響を最小限にとどめる解体

方法と、解体発生材の適正な資源循環を考慮する。

《参考》解体・最終処理段階での環境への配慮を怠ると、資源としての



構造物のサイクルが完結できなくなる。資源・エネルギーの利用効率向

上と循環型社会実現のためには、構造物の解体発生材を環境負荷をかけ

ずに如何に処理するかを考慮する必要がある。解体時の環境影響を最小

限にとどめる解体計画・解体方法、さらに解体発生材の適正な処理を行

うことが重要である。

　具体的には、解体発生材の分別容易性、選別容易性、回収容易性、解

体エネルギー及び建設廃棄物の削減、再資源化が可能な解体方法と最終

処分量を削減する解体方法の検討、さらに再利用が困難なものに関して

は汚染が少なく安全な最終処分方法の検討、などが挙げられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上（了）



　　　



(2)一般化学分野における環境配慮規格整備方針

平成１５年１月３１日

一般化学技術専門委員会

WG同試薬

平成１４年４月１６日に開催された第６回環境・資源循環専門委員会で議決された報告書

「環境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラム－規格のグリーン化に向けて－」を受け

て、同専門委員会から平成１４年５月１日付けで当委員会へ取り組むべき課題が勧告され

た。

勧告の主な内容は、以下のとおり

( )中期的な計画に基づく規格の策定及び調査研究の実施1

( )分野別環境配慮規格整備方針の策定2

この勧告を受けて、試薬WG及び一般化学技術委員会において、当委員会の取り組むべき方

向をまとめたものである。

【一般化学技術分野における環境整備方針】

一般化学分野におけるＪＩＳ規格は、製品の材料から製造、消費に至るまで、経済的合

理性を勘案しつつ、可能な限り環境に与える負荷が少なくなるよう配慮する。

また、試薬に関しては別添のとおり、環境側面についてのチェックリストを定めるとと

もに、試験廃液の処理等において、環境負荷が大きいと考えられている以下の試薬につい

ては、段階的に廃止の方向で検討する。

規格番号 名称 指定商品 引用( )JIS

(工場数)

亜セレン酸 － －K8035

ホスホン酸 ○( ) －K8063 0

塩化クロム（Ⅲ）酸六水和物 － －K8128

塩化すず（Ⅳ）五水和物 ○( ) －K8140 1

K8151 0 K2255塩化鉛（Ⅱ） ○( )

K8362 0 K0081,K8362酢酸カドミウム二水和物 ○( )

K8369 K0092酢酸水銀（Ⅱ） －

四塩化炭素 ○( ) 等 規格K8459 2 B8224 9

臭化水銀（Ⅱ） －K8513

二クロム酸アンモニウム ○( ) －K8516 1

二クロム酸ナトリウム二水和物 ○( ) 等 規格K8518 1 K2249 3

K8557 B8224硝酸水銀（Ⅰ）一水和物 －

硫酸カドミウム－水（３／８） ○( ) 等 規格K8961 1 K0400 3

硫酸水銀（Ⅱ） ○( ) 等 規格K8980 1 K0101 3

チオシアン酸水銀（Ⅱ） － 等 規格K9519 B8224 5



試薬 に環境側面を導入するためのチェックリストJIS
確認項目 確認内容 備考
１． 製品規格を作成する際に、製品本体の機能と環境への影響とがバランスのとれた製品規格とするために、考慮すべき事項

［ の４．一般的な考慮事項］JIS Q0064
□ ①製品規格を作成するに当たって、当該製品の環 を活用することMSDS
境影響を考慮している
□ ②製品規格の規定事項は、汚染の予防、資源の節 水銀・四塩化炭素を使用する試験方法は採用しな試験方法においては、試験廃液
約などの環境改善方法を考慮している い。の環境負荷についても考慮する

クロロホルムの使用量は出来る限り削減する。事
□ ③意図された使用及び当然予知できる誤用につい
て考慮している

、 、 、□ ④製品の環境影響は 製品機能 パフォーマンス
安全性及び健康、コスト、市場性、品質など、そ
の他の要因と均衡がとれている
□ ⑤法規の要求事項に一致している【要求事項】
□ ⑥進捗した技術革新により、新しい知識を適用す
ることによって、悪い環境側面が明らかに良くな
ると考えられる場合、これをとり入れた見直しを
行っている【推奨】
□ ⑦規格の規定事項の規制が、技術革新及び環境改
善が取り入れにくくならない程度である。
２． 製品規格の規定項目が、製品のライフサイクルの各段階を通じて、どのように環境に影響するか考慮すべき大筋
［ ． ． ］JIS Q0064 の５ 環境に対する製品規格の規定事項の影響及び６ 製品規格の作成時において考慮すべきインプットとアウトプット
□ ①製品がそのライフサイクルの種々の段階で環境
に対して影響するか認識し、製品規格を作成して
いる
□ ②製品の特徴を記述した要求事項又はパフォーマ
ンスに関する要求事項によって影響を受ける設計
から生産までの間の諸選択によって、更に影響を
受ける以下の可能性について考慮している。
製造工程におけるインプットとアウトプットa)
包装 輸送 流通及び使用に関連するインプッb) 、 、

トとアウトプット
製品の分解、修理及び復元の容易さのほか、c)

製品の再利用、リサイクル、エネルギー回収など
の再利用や回収方法の選択
製品及び関連廃棄物の処分方法の選択d)

□ ③製品の様々な影響について考慮しており、単一
の環境影響をし（恣）意的に強調していない。



３．製品規格の規定要求が、どのように環境に影響するかを見極め、評価すべき事項
□ ①製品の環境影響について、使用されるインプッ 考慮すべきインプットとアウトプットについては
トと、製品のライフサイクルにおけるすべてのア の 以下を参照Q0064 6.2
ウトプットに対して考慮しており、 図１にQ0064
基づいて影響を考慮している
□ ②製品規格の規定事項が、どのように製品の環境
影響に関連するかについて出来る限り評価してい
る。
４．製品規格の規定事項に起因する環境への悪影響を減少させるために考慮すべき事項
□ ①特に理由がない限り、規格は製品に使用される
材料の指定を出来るだけ避けている
□ ②エネルギーを含めて、資源の節約（出来る限り
再生可能な資源を使用することを含めて）ついて
考慮している。
□ ③汚染の予防について、配慮している。 化学分野の知見として、 を活用することMSDS

。□ ④環境適合設計が可能であるように留意している
【推奨事項】
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(3)化学製品分野における環境配慮規格整備方針

化学製品技術専門委員会

委員長 宮入 裕夫

平成１４年４月１６日に開催された第６回環境・資源循環専門委員会で議決された報告

書「環境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラム－規格のグリーン化に向けて－」を

受けて、同専門委員会から平成１４年５月１日付けで当委員会へ取り組むべき課題が勧

告された。

勧告の主な内容は、以下のとおり

中期的な計画に基づく規格の策定及び調査研究の実施(1)

分野別環境配慮規格整備方針の策定(2)

。この勧告を受けて当委員会にて討議を行い今後取り組むべき方針を以下のとおり纏めた

Ⅰ．基本方針

化学製品分野におけるＪＩＳ規格は、製品の材料から製造、消費に至るまで、経済的

合理性を勘案しつつ、可能な限り環境に与える負荷が少なくなるよう配慮する。また、

使用済品の再生のため必要な試験方法、品質等についてはＴＲも含め、迅速に標準化を

図る。

Ⅱ．製品別方針

当委員会で扱う化学製品は内容が大きく異なることから統一的な指針を作ることは適切

でない。このため規格数の多い上位三種のプラスチック製品、ゴム製品及び塗料製品か

ら順次指針作成にむけて個別に検討を行う。これ以外の分野についても、各業界で検討

する （参考）上記３製品で化学製品分野全体の規格数の約８割をカバーしている。。

１．プラスチック製品

１．１「プラスチック規格への環境側面の導入に関する指針」の作成（改正）

First edition Plastics-２００２年９月１５日付でＩＳＯ１７４２２：２００２（ （）

）が発行された。Environmental aspects-Generalguidelinesfor their inclusionin standards

この国際規格は、日本工業規格Ｚ７００１（プラスチック規格への環境側面の導入に関

する指針）を基に日本（ＪＩＳＣ）からＩＳＯ／ＴＣ６１（プラスチック）／ＷＧ２へ

新規提案（ ）しＩＳＯでの数回の審議を経て新たに制定されたものである。NWIP
今回のＩＳＯの制定を受けて既存ＪＩＳの整合化を図り平成１５年度改正案の作成を予

定している。今後も日本で制定した環境関連のＪＩＳ，ＴＲをＩＳＯに新規提案（ＮＷ

ＩＰ）していく予定。



１．２ 尚、環境側面を導入する代表的な標準化テーマは下記の通り。

①ＰＥＴボトルのリサイクル

・ 再生ポリエチレンテレフタレート成形材料試験方法 」の新規制定「 (K7390)

（ 公示済み）2003.3.20
②リサイクル品の自己認証

・ プラスチック－プラスチック製品へのメビウスループ適用指針」新規制定「

ＪＩＳ 環境ラベル及び宣言－自己宣言による環境主張Q14021

を基にプラスチック版として制定 （ 公示予定）。 2003.5.20
③強化プラスチックのリサイクル

・ ＣＦＲＰ（炭素繊維強化プラスチック）粉砕品の試験評価方法」「

新規制定 平成１６年度制定予定。

④プラスチックパイプのリサイクル

・リサイクル硬質塩化ビニル管 新規制定 平成１５年度原案作成予定。

⑤プラスチック用難燃剤のリサイクル性を示す規格

・易リサイクル性難燃剤 新規制定 平成１６年度制定予定。

⑥ＰＥＴ樹脂の新規流動性試験方法の標準化

・ペットボトルリサイクル工場で使用する新規試験法の調査研究を平成１５年度から

開始予定。

⑦生分解性プラスチックの標準物質

・標準物質の開発及び供給体制の整備を行う。平成１５年度より調査研究予定。

⑧生分解性プラスチック製品の識別表示基準

・グリーンプラ識別表示基準 新規制定 平成１６年度より調査研究予定。

２．ゴム製品

２．１「ゴム製品規格への環境側面の導入に関する指針」作成

① （ ， （製品規格に環境側面を導入するための指針）ISO17422:2002 JIS Z7001) JIS Q0064

等を参考としてゴム業界として独自の「ガイドライン」作成を検討する。

②ゴム産業界各社が公表している「環境に関する白書 、ゴム工業会として纏めた「環」

境に関する活動」からより実効的な標準化テーマを抽出する。

③平成１４年１０月に京都で行われたＩＳＯ／ＴＣ４５年次大会でゴム製品のリサイク

ルに関する検討を行う 環境アドホックグループ が発足し、カナダがリーダーとな” ”

りまず日本はじめ６ヶ国あまりが参加を表明した。日本は日本ゴム工業会を中心に具

体案の詰めを行なう予定。

３．塗料製品

３．１シックハウス対策

①建材から放散されるホルムアルデヒドが室内空気汚染を起こし、居住者の健康上に悪

影響を及ぼすシックハウス問題への対策として、平成１４年７月に建築基準法が改正

され、平成１５年７月から施行される。このため、塗料に関して、平成１４年度に、

ホルムアルデヒドの放散量を測定する試験方法及び建物の床に使用される塗料につい

て日本工業規格を制定し、ホルムアルデヒドを放散するおそれがあるものとされてい



る塗料７規格についてホルムアルデヒド放散等級分類を規定する改正を行った （そ。

の他の居室内で塗装される塗料（１５規格）についても改正を行った ）。

②シックハウス対応としては、ホルムアルデヒド以外の化学物質の放散についても対応

が求められている事から これら物質に対する規定についても 調査研究の結果を待っ、 、

て速やかに対応する。

３．２「塗料製品規格への環境側面の導入に関する指針」作成

①今後作成を検討する。

３．３ 環境側面を導入する代表的な標準化テーマ

①鉛や有害クロムを含有しない「さび止めペイント」規格の制定。

以上



　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　(4)紙・パルプ技術分野における環境配慮規格整備方針

      　　　　　　　　　  　　　　　　　　               平成１５年１月１６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紙・パルプ技術専門委員会

平成１４年４月１６日に開催された第６回環境・資源循環専門委員会で議決された報告書「環
境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラム－規格のグリーン化に向けて－」を受けて、日
本工業標準調査会標準部会から平成１４年５月１日付けで当委員会へ取り組むべき課題が勧
告された。
　勧告の主な内容は、以下のとおり
(1)中期的な計画に基づく規格の策定及び調査研究の実施
(2)分野別環境配慮規格整備方針の策定
この勧告を受けて、当委員会の取り組むべき方向をまとめたものである。

Ⅰ．紙・パルプ技術分野における現状
　
　日本における紙・板紙の生産量は 2001年で 30,731千トンであり、世界第 3位となってい
る。紙製品は市民生活においても、産業活動においてもなくてはならないものであり、一方、
製紙産業は大量の紙製品生産に伴う環境負荷に対してその低減、資源循環の促進により、持
続可能な環境負荷の低い循環型産業を目指している。
　製紙業界の環境・資源循環への取り組みは、①省エネルギー及び植林による温暖化対策、
②古紙利用率向上及び産業廃棄物の有効利用による資源循環の促進について力点を置いてい
る。
  省エネルギーの推進については、オイルショック以降のエネルギーコストの高騰に対して、
業界あげて省エネに取り組み、温暖化をもたらす化石エネルギーの原単位（紙１トンを作る
のに必要なエネルギー）については 2001年実績で 1981年に対して 70％を下回っている（図
１）。

図１．紙・板紙生産時エネルギー原単位　の推移
（1981年=100とする）

　　 資料：「石油等消費動態統計」（平成 13年）
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　植林については 2010年までに国内外の管理する植林地を 55万ヘクタールに拡大する目標
をもっているが、順調に推進されており、海外 27プロジェクト実績は 2001年末で 30万ヘ
クタール、2010年時点では計画を含む 29プロジェクトが 44万ヘクタールとなる。これに国
内の 13万ヘクタールを加えると 55万ヘクタールの計画は達成可能である。

　　表１．海外植林の状況（年末面積）　　　　　暦年ベース　　　単位：千ヘクタール

　古紙の利用率については 2005 年度までに 60％に高める計画をもっているが、表１に示さ
れるように順調に推移している。

表２．古紙利用率の推移
　暦　年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001

生産量（千ｔ） 28,086 29,068 28,310 27,766 28,518 29,659 30,012 31,014 29,886 30,631 31,828 30,731

回収率（％） 49.7 50.8 51.0 51.1 51.7 51.6 51.3 53.1 55.3 56.3 58.0 62.0

利用率（％） 51.5 52.2 52.5 53.0 53.3 53.4 53.6 54.0 54.9 56.1 57.0 58.0

　製造段階での産業廃棄物にいついては、石炭灰やペーパースラッジ焼却灰などのセメント
原料化を中心に、有効利用が進んでおり、産業廃棄物の最終処分量（埋め立て量）は 1990
年の 2,537千トンから 2001年は 554千トンに大幅に削減された。2010年の目標は 450千ト
ンであり、順調に推移している。
　表３．産業廃棄物最終処分量の推移

　

Ⅱ．環境ＪＩＳの策定への取り組み

　　前述の様に環境・資源循環関連の取り組みが製造段階から消費そして回収と順調に進む
中で、環境対策を更に推進する必要がある。さらなる環境対策を進めるために標準化によっ
てサポートを行うものである。

　紙・パルプ技術分野で環境ＪＩＳを策定する際は、以下の事項を尊重して進める。
あらゆる産業は環境に何らかの影響を与えているとの認識に立ち、局地的な影響もあれば、
地域的影響若しくは地球規模的影響又はそれらを組み合わせた影響もあり、規格を制定・改
正する際には、汚染の予防と資源の節約などの環境改善方法を考慮していく必要がある。環
境影響は、使用されるインプットと、製品のライフサイクルの全ての段階で発生するアウト
プットによってほぼ決定される。どれか一つのインプットを、すなわち使用される材料やエ
ネルギーを変えようとしたり、１ヵ所のアウトプットを変えようとしたりすると、他のイン
プットやアウトプットも影響を受けることもある。紙の生涯は原材料の採取、製造、輸送（包

 1990 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2010 

植林面積 128.6 192.4 212.2 235.4 253.2 278.6 301.9 436.4 

事業数 6 14 17 18 21 24 27 29 
 

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2005 2010 2005 2010
28,538 30,104 29,972 30,715 31,916 30,813 34,000 36,900 34,000 36,900
48 21 19 14 11 10 9 6.5 10 10
1,370 632 569 418 353 312 306 240 340 369
46 44 46 44 42 44 45 47 44 44
2,537 1,129 1,054 746 612 554 560 450 607 659

実 績 目 標 Ｂ  Ａ  Ｕ

最終処分量［有姿］（千ｔ）

生産量               （千ｔ）
最終処分原単位  （ＢＤｋｇ／ｔ）
最終処分量         （千ＢＤｔ）
含水率                 （％）



装・貯蔵を含む）、使用、リサイクル、廃棄の多くのステージを持っており、互いに影響を及
ぼし合う。製造者は、製造ステージでの環境負荷はもちろんのこと、リサイクルや廃棄ステ
ージでの影響にも十分な配慮を払う必要がある。
　今後とも環境・資源循環問題を重要項目のひとつに位置づけ、製造、使用、回収、廃棄の
全ての段階で、可能な限り環境・資源循環に留意してＪＩＳ規格の制定・改正を実施するこ
ととし、その際はＪＩＳ　Ｑ００６４（製品規格に環境側面を導入するための指針＝ＩＳＯ
ガイド６４）の活用を図る。更に必要に応じＪＩＳ化又はＩＳＯ提案に向けた調査研究を実
施する。
　

Ⅲ．標準化項目
　　平成１５年度からは以下について標準化に取り組む。

(1) 古紙配合率に関する用語の定義

日本の製紙産業の原料は北米、豪州など先進国を中心に、管理された森林から調達されて
おり、いわゆる森林破壊とは無縁であるものの、今後とも伸びてゆく消費量をカバーしてい
くためには植林の推進と古紙利用の強化が必要である。
　古紙利用は自治体の負担になっている紙ごみ対策にも大きく寄与するものであり、この目
的から古紙回収に補助金などによる助成を行うところもある。
　また、エコマーク認定、グリーン購入法の制定などにより古紙の使用を奨励していること、
社会的認識の高まりなどもあり、古紙の利用率は年を追って高まっている。
一方、経済発展の著しい中国をはじめ、近隣諸国からの古紙需要が急激に高まっており、古
紙需給が逼迫している。それが古紙価格の上昇をもたらし、採算性の悪い板紙メーカーの中
には生産調整を行うところも出てきている。そのような背景のもとに古紙回収率は今後とも
高まっていくことが予想される。
　ところで、古紙の使用について２つの用語（古紙パルプ配合率、古紙利用率）があり、製
紙業界の関係者は分かっていても、一般の人には紛らわしく、誤解を招きやすい。そこでこ
れらの用語
の意味を計算式で定義し、JIS P 0001（紙・パルプ用語）に追加すべきものと考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古紙パルプ
　　　　①　古紙パルプ配合率 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　 バージンパルプ＋古紙パルプ

　　　　　　　　　　　　　　　　古紙 (有姿) ＋ 購入古紙パルプ
　　　　②　古紙利用率　＝
　　　　　　　　　　　　　　バージンパルプ ＋ 古紙 (有姿) ＋ 購入古紙パルプ

紙は一般にパルプの他に填料を加え、塗工紙ではさらに塗工材料でお化粧を施す。したが
って紙重量は使用したパルプ重量より重くなる。
ところが古紙の再生工程では、古紙はパルパーで離解され、異物や填料・塗工材料が除去
されて、必要により脱墨、漂白が行われて古紙パルプとなる。したがって古紙再生工程の歩
減りによって、同じ量の古紙を使用しても①式は②式より小さくなる（歩留 80%の場合、②
式で 70%ならば①式では 65%）。
①式は、個々の紙製品の古紙の使用率を表す際に使用している。一般に、紙の製造工程で古
紙を配合する場合は、古紙パルプとして配合するので、①式が用いられる。
②式は、国内の紙パルプ業界全体の古紙の使用率を表す際に使用している。業界全体で消費
した古紙の量を把握する時は古紙（有姿）で計量されており、国の統計として把握されてい
る。紙は品種ごとに配合率が異なっているので、製造された品種別に、①式で集計して古紙
の使用状況を計算することは実用上困難であり、「利用率」と言う言葉で②式を定義し、業界

×100

×100



の古紙の使用状況を公表している。
このように２つの言葉はそれぞれに意味をもち、これらの統合はできないことから、これ
らの定義をＪＩＳに規定することにより、誤解を防ぐ。

(2) 粘着異物に関する測定法の JIS制定

　回収した古紙から古紙パルプを再生し、紙・板紙の原料とするには、回収した古紙の種類、
紙・板紙製品の種類・グレードなどによって、再生技術・パルプ品質が多岐にわたる。
古紙パルプへの再生過程で、古紙への混入異物の除去をおこなうが、その除去レベルによっ
て品質が決まる。その品質を評価する手段の一つとして「きょう雑物」を測定している。
紙・板紙及びパルプの品質特性「きょう雑物」を測定する JISとしては、

JIS P 8145紙及び板紙のきょう雑物試験方法
JIS P 8208 パルプ－きょう雑物測定方法
があるが、原料の５８．０％を占める古紙パルプについては、きょう雑物だけではなく、粘
着性及びプラスチック性のきょう雑物量を評価することが有用である。
　粘着性異物は雑誌類の背のりとして使われるホットメルトが主な原因であり、異物除去設
備をかいくぐって製品中に混入する。混入した粘着異物は紙と紙を接着し印刷時のトラブル
をもたらす。したがって、その混入レベルを評価することは大切である。
　ISO規格には、下記の３規格が制定されている。
ISO 15319　Recycled Pulps - Estimation of visible contraries by instrumental means　using
　　　reflected light
（古紙パルプ－反射光計測器によるきょう雑物測定方法）
ISO 15360-1　Recycled pulps - Estimation of stickies and plastics - Part 1: Visual method
（古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－第 1部：目視法）
ISO 15360-2　Recycled pulps - Estimation of stickies and plastics - Part 2: Image analysis
method
（古紙パルプ－粘着物及びプラスチックの測定方法－第 2部：画像解析法）
　これらの規格の内容を検討の上、対応するＪＩＳを制定していく。



(5)窯業技術分野における環境配慮規格整備方針

平成 年 月 日14 12 24

窯業技術専門委員会

[序文]

・窯業分野の製品は、原料採取から製造・使用・再利用・廃棄に至る全ライフサイクルに

おいて、環境に何らかの影響を及ぼす。

・製品規格に環境側面を導入するために、 (製品規格に環境側面を導入すJIS Q0064:1998

るための指針)が制定されている。 は、製品規格を環境配慮規格とするためJIS Q0064

の一般的な指針である。 においては、分野別の補足指針の必要性も述べられJIS Q0064

ている。

・本方針は、窯業分野の製品規格、試験方法規格等を環境配慮規格とするために、方針と

して定めたものである。

[１．適用範囲]

・本方針は、窯業分野の規格を環境配慮規格とするために、配慮すべき事項について規定

する。

[２．目的]

・本方針の目的は、窯業分野の規格が、環境負荷低減に配慮した規格となることである。

・さらに、環境保護に貢献する規格の策定を促進することも目指す。

[３．定義]

・ 環境と相互に影響し得る、組織の活動、製品又はサービスの要素。環境側面

・ 有害か有益かを問わず、組織の活動、製品又はサービスから生じる、環境に環境影響

対するあらゆる変化。

・ 原材料の採取又は天然資源の産出から最終処分に至るまでの、連続しライフサイクル

互いに関連する諸段階。

・ 汚染を回避し、低減し又は管理する工程、操作、材料又は製品を採用する汚染の予防

こと。リサイクル、適切な処理、工程変更、制御機構、資源の有効利用及び代替材料を

含めてもよい。

・ 製品又は製品グループの目的への適合性を確立するために、合致すべき要求製品規格

事項を特定した規格。

[４．環境配慮規格を策定するために考慮すべき事柄]

( )窯業分野の規格を制定・改正する場合には、環境側面の導入を考慮する。1

( )規格における環境配慮事項と、その他の要求事項（機能、安全性、システムとしての2

効果等）とは、バランスを取ることが望ましい。



( )環境影響を良くする技術革新は、常に規格に取り入れることが望ましい。3

( )製品規格の規定内容が一面からの視点に偏ると、技術革新・環境改善を取り入れにく4

くなることがある。

、 。( )製品のライフサイクル全体を総合的に見渡して 環境負荷が低減するように配慮する5

、 、( )規格を策定する場合には 材料・製品そのものによる環境負荷という側面だけでなく6

その材料・製品が組み込まれたシステムによる環境負荷、その材料・製品によって得ら

れる環境負荷低減効果等も総合的に見渡して、全体として環境負荷が低減するように配

慮する。

( )環境配慮事項としては、以下のような事項がある。7

・資源の節約（ 製品の長寿命化 「使用原料の最小限化」等）「 」

・製造・使用時に必要なエネルギーの節約

・排出物・廃棄物の低減

・材料、製品等の再利用・リサイクル

・汚染の予防

・地球温暖化効果ガスの排出抑制

・梱包・包装材の節約、再資源化

・材料・製品の運搬及び保管時における省エネルギー

・環境保護に貢献する材料・製品の開発・普及

等

( )製品のライフサイクル各段階における環境影響としては、以下のような事項がある。8

①製品を構成する物による影響

②製造段階における影響

③輸送・保管段階における影響

④製品の使用時における影響

⑤廃棄及びリサイクル方法による影響

[５．環境配慮規格を策定するための方法]

( )窯業分野における環境負荷の低い製品の普及を促進する規格を策定する。1

①窯業製品における資源・エネルギーの節約、環境負荷の低い原料の使用、排出物・廃

棄物の低減など、環境負荷低減の度合いを評価し表示する方法、基準等を規定した規

格を策定する。

( )窯業分野におけるリサイクル材料・製品の普及を促進する規格を策定する。2

①リサイクル材料・製品の性能・安全性等に関する試験評価方法、基準等を規定した規

格を策定する （目的：リサイクル材料・製品を使用者が信頼して使用できるように。

するため ）。

②リサイクル材利用率（再生材料、中古部品等の利用率）等の環境配慮事項を製品に表

示するように規格で規定する （目的：高度にリサイクルされた製品が市場において。

高く評価されるようにするため ）。

③上記②を実効性のあるものとするために、リサイクル材利用率の算定根拠となる試験

評価方法、計算方法等も規格で規定する。



④リサイクル材料・中古部品等の履歴情報を表示するように規格で規定する （目的：。

消費者が安心して購入できるようにするため ）。

( )窯業分野におけるリサイクル材料・製品の普及を妨げない規格とする。3

①製品規格の要求水準を必要以上に高くしない。

②リサイクル材料・製品の性能水準に合わせた規格を、通常の規格とは別に制定する。

( )環境保護に貢献する材料・製品の開発・普及を促進する規格を策定する。4

①環境保護に貢献する材料・製品（光触媒、環境浄化フィルタ用材料、建築用高断熱型

ガラス、燃料電池用イオン伝導材料など）の性能評価試験方法、性能基準等を規定し

た規格を策定する。

( )製品規格における材料の指定については、代替材料が存在しない場合等を除いては、5

できるだけ避けることが望ましい （理由：環境改善のための技術革新を妨げる可能性。

があるため ）。

( )規格における試験評価方法は、環境に悪影響を及ぼさない方法とする。6

①規格の中の試験評価方法において用いる試薬、手法等は、環境に悪影響を及ぼさない

ものとする。

②環境に悪影響を及ぼす試薬、手法等は、環境に悪影響を及ぼさない試薬、手法等に切

り替える （具体例：オゾンホールの発生、人体への悪影響等を生じる恐れのある塩。

素系有機溶剤を使用する溶媒抽出方法に替えて、塩素系有機溶剤を使用しないイオン

交換分離を採用する ）。

③試薬の使用は最小限とする。

④使用した試薬の処理方法を規格の中で明示する。

⑤規格における試験評価方法において、環境に悪影響を及ぼす物質の発生が避けられな

い場合は、その処理方法も規格に明記する。

⑥実物での試験をコンピュータ計算（コンピュータシミュレーション）で置き換える。

⑦大型試験を小型モデル試験で代替する。

( )規格策定においては、環境保護に関する消費者等の幅広い意見を反映できるようにす7

る （具体例：環境保護に関心のある消費者、環境ＮＰＯ等を原案作成委員会メンバー。

に加える ）。

( )環境関連強制法規の技術基準の解釈基準例としての規格の引用を促進するため、環境8

関連法規・基準の動向を注視しつつ、規格の策定に取り組む。

、 。( )規格策定に際しては 他分野の環境配慮規格整備方針及び環境関連規格にも配慮する9



参考

環境配慮の一般的方法（規格だけに限定せず、もっと広い視野から見た場合）

( )設計の段階から環境配慮を考慮する。設計段階で考慮すべき環境配慮の具体例は以下1

のとおり。

①製品の長寿命化を目指す。

・機能等の陳腐化が生じ難い設計

・陳腐化しても、修理等で対応できる設計 等

②メンテナンスし易くかつ、メンテナンス時の環境影響も少ない設計とする。

（目的）

・メンテナンスによる製品寿命の延長

・メンテナンス時に生じる環境影響の低減（メンテナンス時の廃棄物の低減、メンテ

ナンスで取り外された部品の再利用など）

③メンテナンス時及び製品寿命時において、分解・分別がより容易であるような設計と

する。具体的には、構成部品が容易に特定・分離できること等を考えた設計とする。

（理由：製品寿命を長期化するためのメンテナンスが行い易くなる。再利用が行い易

くなる ）。

。（ 。④使用材料の種類・量はできるだけ少なくする 理由：分別・再利用が行い易くなる

資源が節約される ）。

、 。⑤再利用できない場合のことも考慮し 材料・部品等には環境汚染物質の使用は避ける

( )資源は持続的に利用するように配慮する。2

①製品の長寿命化による資源保護を原則とする。

・各部品の耐久性を高める。

・各部品の修理・取り替えを行い易くする （メンテナンスによる製品寿命の延長を。

行い易くするため ）。

・製品の機能が陳腐化し難いようにする。

②再資源化を常に考慮する。再資源化の方法は、対象物ごとに最適な方法を選択する。

③再資源化が困難なものは、適切に最終処分する。

( )製品寿命の最終段階における「リサイクル性 「適切な廃棄」を常に考慮に入れる。3 」

( )環境側面に関する情報は、製品のライフサイクルの最終段階まで適切に管理・表示す4

る。

( )各種の表示ラベルは、ベース部品と同一材料とすることが望ましい （理由：リサイ5 。

クル時にベース部品から取り外す手間が省ける ）。



(6)非鉄金属分野における環境配慮規格整備方針骨子

平 成 １４年 １２月 ２０日                    

日本工業標準調査会標準部会

非鉄金属技術専門委員会                     

はじめに

　非鉄金属業界においてはこれまで環境規制法制度の制定及び規制基準強化

並びに循環社会形成のための法制度の制定等にあわせて様々な対策を実施し

てきた。このような動きは継続して行われる必要があり、そのための規格整備は

有効な手段の一つである。さらに、今後は、環境に配慮した規格整備に積極的に

取り組む姿勢が重要である。

　平成１４年４月１６日に開催された第６回環境・資源循環専門委員会で議決さ

れた「環境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラムについて」を受けて、平成１４年

５月１日付で当委員会に対して取り組むべき課題が勧告された。その主な内容は、

以下のとおりである。

(1) 分野別環境配慮規格整備方針の策定

(2) 中期的な計画に基づく規格の策定及び調査研究の実施

　この勧告を受けて当委員会が取り組むべき方向をまとめたものがこの整備方針

である。

１．基本方針

　この整備方針は、非鉄金属技術専門委員会で審議される規格について適用さ

れる。非鉄金属に関連する規格の制定又は改正時には、この整備方針を考慮し

て進めるものとし、また、必要に応じて調査研究等を行うこととする。

２．環境配慮における一般原則

(1) 環境負荷の低減

① 有害物質等による環境汚染及び人への健康被害の防止。

② 利用の拡大が、社会の省エネルギー化に貢献することで、地球環境負荷の

低減に貢献できる材料の普及促進。

(2) 循環型社会の形成促進

① 長寿命化及び再利用化に資する高信頼性・長寿命材料の普及促進。

② ライフサイクルの全般にわたり環境負荷の小さい新材料の普及促進。



３．具体的取り組み

　非鉄金属技術専門委員会として環境配慮規格整備に必要となる具体的な取り

組みは以下のとおり。

(1)環境負荷の低減への取り組み

① 有害物質を含む材料について、水質規制基準等に対応した鉛フリー材料等

の有害物質を含まない材料の規格整備を行う。同様に、金属処理加工技

術の処理方法についても必要に応じた規格整備を行う。

② 自動車等の輸送機器の車体軽量化による二酸化炭素排出量の削減及び

地球温暖化防止に資する軽量金属材料の利用拡大に役立つ規格整備を

行う。

 (2)循環型社会の形成促進への取り組み

① リサイクル過程で分別に要するエネルギーの増加を避けるとともに、リサイ

クル推進のためのスクラップ価値引き上げに有効となるくず等の分類基準に

ついて規格整備を行う。

② リサイクル材料含有率における自己宣言による環境主張（環境ラベル）の

採用について規格整備を行う。



(7)溶接技術分野における環境配慮規格整備方針

平成１５年３月１８日

日本工業標準調査会標準部会

溶接技術専門委員会

はじめに

　平成１４年４月１６日に開催された第６回環境・資源循環専門委員会で議決された「環境Ｊ

ＩＳの策定促進のアクションプログラムについて」を受けて、日本工業標準調査会標準部会か

ら平成１４年５月１日付で当委員会に対して取り組むべき課題が勧告された。その主な内容は、

以下のとおりである。

(1) 分野別環境配慮規格整備方針の策定

(2) 中期的な計画に基づく規格の策定及び調査研究の実施

　この勧告を受けて当委員会が取り組むべき方向をまとめたものがこの整備方針である。

１．基本方針

　この整備方針は、溶接技術専門委員会で審議される規格について適用する。溶接に関連する

規格の制定又は改正時には、この整備方針を可能な限り考慮して進めることとし、また、必要

に応じて調査研究等を行う。

２．環境配慮における一般原則

　(1)環境境負荷を低減させるため、鉛、カドミウム等の有害物資を使用しない溶接材料及びろ

う材並びにその試験方法を規格化する。

　(2)溶接作業者の作業環境を向上させる。

３．分野別の整備方針

(1)鉛フリーはんだ関連

電気・電子機器などの実装をはじめ銅・銅合金、鉄鋼関係などの接合材料には環境汚染

の原因となる鉛含有はんだが用いられているが、これらの製品の廃棄による土壌・水質汚

染などを含めて問題とされ、世界的に鉛フリー化の実用化研究が進められ、一部の製品に

使用されてきている。こうした環境問題の対策として、平成 14 年度に、７件の鉛フリーは

んだ試験方法の JIS原案の作成を行う。

　さらに、平成 15 年度以降、これまでの成果を整理し、鉛フリーはんだの製品規格化を推

進する。なお、国際的には IEC、ISO においても鉛フリー化の標準化計画もあり、国際規

格の進捗状況を注視しつつ規格化を推進する。

　(2)カドミウムフリー銀ろう

　現在、JIS Z 3261（銀ろう）には、BAg – 1、BAg – 1A、BAg – 2、BAg – 3 の 4 種類の

カドミウム含有（15～25 mass %）の銀ろうが規格化されている。これらのろう材は、接



合性が良好なため工業分野はもとより、装飾・工芸分野にまで広く使用されている。その

結果、使用者の健康はもとより、ろう付けの際に発生するヒューム、廃棄による土壌・水

質汚染などを含めて、早急に対策を行う必要があり、代替えとなるカドミウムフリー銀ろ

う材製品化のための標準化に向けて調査検討を行う。

　なお、標準化に際して、国内外のカドミウムを含むろう材によるカドミウムのばく露の

実態調査及び文献調査を行う。

　(3)溶接関連規格の環境側面の導入に関する指針の作成

　溶接作業における環境側面導入規格の基本的な考え方を示したり、環境側面として同定

するためのチェック項目を提供したりするため、溶接作業及び関連製品の規格のうち、環

境側面導入規格策定の指針として役立つような指針の作成を行う。

　なお、標準化に際して、ISO TC44（溶接）／SC 9（溶接作業者の保護）、IIW（国際溶

接学会）環境特別委員会、CEN TC／121 等と交流、情報交換して、可能な限り整合した

ものを作成する。



(8)自動車分野における「環境配慮規格整備」に関するガイドライン

平成 15年 2月 27日
自動車技術専門委員会

＜はじめに＞

日本工業標準調査会標準部会では、平成１４年４月１６日開催の第６回環境・資源循環専

門委員会において、各技術専門委員会に対する環境ＪＩＳ策定促進のアクションプログラム

（以下、「アクションプログラム」という。）に関する勧告案が決議された。

自動車技術専門委員会は、上記に関して、日本工業標準調査会標準部会長から、平成１４

年５月１日付けで「環境・資源循環専門委員会による環境ＪＩＳの策定促進のアクションプロ

グラムに関する勧告について」を受け取った。

本ガイドラインは、環境を配慮した開発・生産・販売等、事業活動全般に関する我が国自動

車産業界の取組みの現状を総括し、環境問題に関して国家及び団体規格レベルで我が国

が今後の規格制定等の計画立案時及び規格作成時に考慮すべき事項をまとめたものであ

る。

自動車分野においては、従来から環境を配慮した事業活動、社会対応等を実施してきてお

り、主として開発・生産分野を規定する標準であるＪＩＳ／ＪＡＳＯ等の規格制定時には、既に

環境を考慮した規格作りを行ってきているため、今回の勧告に対して特別の対応は必要な

いと考えるが、規格の立案・作成時に考慮すべき事柄を包括的に整理した文書・指針がな

いため、勧告対応として、これらの内容を整理しガイドラインとして文書化した。

このガイドラインは、

① 自動車業界の環境に対する取組み状況

② 規格制定等の際に考慮すべき事柄

から成る。

このガイドラインは、自動車分野の多様な環境パーフォーマンスをすべて対象とするもので

はなく、将来的にはこのガイドラインに示された指針と原則に基づき個々の要求事項、個々

の製品を想定して環境面の影響を更に考える必要がある。

また、自動車分野においては、国家規格（ＪＩＳ）と団体規格（ＪＡＳＯ等）が並立しており、業

界の取組みは国家規格と団体規格を合わせた対応（方針及び計画の検討、立案）を実施し

ているが、団体規格については＜参考＞として末尾の添付資料にて捕捉説明する。

【上記のように環境配慮の対応内容は、各社公表している、「環境報告書」にて確認できる。

よって、今回のガイドライン作成においては、各社の環境報告書を参考にまとめたものであ

る。】



１． 自動車業界の環境に対する取組み状況

（１） 環境マネジメント

自動車メーカ各社は、それぞれ環境理念、環境方針を定め、これら理念・方針に基づ

き、ISO 環境マネジメントシステムに準拠した、社内環境管理体制と取組みプランを

策定して、全社的に環境を管理している。これら環境管理の仕組みが適切に機能して

いるかを社内監査や第三者監査により定期的にチェックし、システム定着推進及び更

なる改善を実施している。また、マネジメントの成果として、各社独自に「環境コスト」を

定め、「環境会計」として公表している。

（２） 開発

燃費向上、排出ガス低減、騒音低減、有害物質・環境負荷物質の低減、リサイクル性

の向上等を目指した最先端技術の研究・開発を推進している。

各社は、リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル（Recycle）の３Ｒ等の考

え方に沿ったリサイクル技術の開発とシステムの整備を掲げている。また、リサイクル

評価システムとして、リサイクル設計のために、ＩＳＯ１４０００に基づき商品・開発プロ

セスの中で評価・管理を行っている。

また、鉛等環境負荷物質の削減や、代替フロンの回収・破壊システムの構築、エア

バックインフレータの回収・処理システムの開発及び運用も推進している。

（３） 製造

生産工場における資源の投入量（インプット）と環境に悪影響を与える物質（副次的生

産物）の排出量（アウトプット）を総量的に管理し、使用資源の削減、有害物質・残滓・

騒音排出量の低減、再利用の促進等による効率改善を目指して計画的に取組んで

いる。 生産工場における対応領域の規格化については、現時点で特に自動車に特
化したものはなく、環境・資源循環専門委員会にて横断的に対応が必要である。

（環境・資源循環専門委員会による横断的な対応が必要な規格化については、ここで

は対象としない。）

（４） 流通・販売

販売会社で発生する廃棄物の適正処理やリサイクル活動、使用済み自動車の適正

処理等を通して地域環境の保全に取組んでいる。　更に、使用済み自動車のマニフェ

ストの見直し・改訂を行い、運用している。

（５）その他

一部の新型車からＬＣＡ (Life Cycle Assessment) の導入を行い、クルマが環境に

及ぼす影響を定量的に分析・評価している。また、ＬＣＡ手法の研究と普及のための

活動を行っている。



２． 規格制定等の際に考慮すべき事柄

上記、「各自動車メーカの環境に対する取組み状況」に記したように、各社とも、環境を

配慮した取組みを実施している。この状況を考慮した上で、規格化すべき、又は規格化

した方が望ましい領域について、環境対応の推進を行っていく。

従来の規格策定の進め方においても、既に環境を考慮した規格化が進められきた事実

から、ここでは、今後の規格化を進める際に、考慮すべき事柄をまとめて、ガイドライン

としての位置付けとする。

2-1規格の分類
   考慮すべき事柄をより判り易くするために、規格を５つの種類に大別する。

（１） 用語規格

（２） 材料規格

（３） 製品規格

（４） 試験方法規格

（５） アカウンタビリティ（説明責任）規格等

2-2種類別に考慮すべき事柄

（１） 用語規格

官公庁、各種団体や企業が公開、公表している環境関連資料・データを利用者に誤

解を及ぼすことなく理解させ、またデータ等の横並び比較を容易にするために、用語、

名称、定義、計算方法などを国際的な整合性を前提に規定した規格。

　 （２）材料規格
共通的に使用できる、用語・定義の規格や標準情報、更に環境負荷、あるいはリサ

イクルを考慮した、材質の推奨・規定あるいは標準情報など。

材質情報の表示については、表示項目や表示方法などに関する規定。

環境への寄与率に基づいた、性能レベルの格付けや定義。

有害物質、環境負荷物質を含む部品の回収、処理方法に関する規定など。

（３）製品規格

分解・組み立て、あるいはリサイクルしやすく、環境負荷の小さな材料・部品・コン

ポーネントの優先的採用の推奨。

適用される環境基準やガイドライン等への適合性確保の必要性を明確化。

企業内・企業間における部品・コンポーネントの設計面・機能面における共有化・互

換性確保の推進。

（４）試験方法規格

　　　　環境負荷を考慮した省資源・効率的な評価・耐久性試験方法の規定。

再利用部品の使用可能性に関する試験・評価方法の規定。

リサイクル容易性の定量評価方法等、環境を考慮する際に重要かつ、ポイントとなる、



項目を定量的に評価する方法で作業方法に係る部分（例えば、部品の取り外しや分

解のしやすさなど）の規格化。

（５）アカウンタビリティ規格等

製品の環境適合設計に関する基本指針、

環境情報に関する説明書作成のガイド、

製品の補修に関する、説明書作成ガイド、

LCA指針、

製品評価チェックリスト、

カタログ、環境報告書などに記載する、製品としての環境配慮性能項目の統一項目、

定義、表現方法など。



自動車分野における「環境配慮規格整備」に関する今後の進め方について

１．分野横断的に検討すべき事項

（環境・資源循環専門委員会にて横断的に対応すべき項目）

自動車に限定しない（製品に特化しない一般的なものとして）、次ぎのような規格を

策定すべきではないか。

＊ ＬＣＡで用いるべき、統一した用語、定義、規定項目、計算方法など。

＊ ＧＲＩガイドラインや環境レポート記載ガイドライン等に関する規定。

＊工場の環境管理に関する、用語、定義、規定項目、計算方法など。

２．環境配慮規格整備

２-1. 環境配慮規格整備の現状

   表１に、制定済みの環境関係のＪＩＳ規格一覧表を示す。

２-2. 今後、制定・改正等を実施すべき規格

   環境関係規格として今後改正等の対応を予定している規格または、新技術と関係し
て新たに検討すべき規格テーマを、表１を考慮した上で、表２に列挙する。

◎ 今後、表２を基に見直しを継続して行く必要があるのではないか。

３．環境配慮規格整備に対する優先順位

現在、自動車分野の環境配慮規格においては、自動車を巡る状況から、リサイクルや

排出ガス試験方法に関する規格整備が優先的に実施すべきテーマだと考えられる。

優先順位に関する基本的な考え方は次のとおりである。

優先順位の高いものから順に、A、B、C の３ランクに区分し、その優先度の選択はおお

むね以下の基準となる。

A：①国際標準化活動が既にスタートしており、日本としての国際貢献が求められるテー

マ。

  ②国内関係者から早急な規格化が求められているテーマ。
B：設計の基本的な考え方、表示方法、取扱説明書など、比較的短期間で合意が得ら

れると想定されるテーマ。

C：長期間のデータ収集や技術的な検討が必要になると想定されるテーマ。

４．今後の進め方

これらは自動車技術会規格委員会にて策定されている長期計画の立案時に、考慮して

いる事柄であり、毎年度、次年度の短期計画作成時に反映させていることから、今後も

本資料内容を考慮しながら、規格化計画を策定して行くものとする。



 　また、既定の規格については所定の定期見直しに際して、全てその有効性・妥当性を評
価し、改訂もしくは廃止の処置を行うものとする。

自動車分野において、上記のような環境配慮の対応を考えた場合に、新たな規格の必

要性及び、その新たな規格作りのための調査・研究の必要性を検討し、必要に応じ規格制

定の計画への織込みまたは、調査・研究の申出を検討する。

特にリサイクルに関しては、本ガイドライン及び、中長期計画検討に関して、経済産業省

から２００２年に公布された、「使用済自動車の再資源化等に関する法律」の第１章第３条

～７条　各関係者の責務を遂行するために必要あるいは重要な標準化テーマがないか十

分に検討する必要がある。

参考までに、次の資料を添付する。

＊ 表１ ； 環境に係る既存規格 （ＪＩＳ規格）

＊ 表２ ； 今後予定している、あるいは検討すべき環境に係る規格 （ＪＩＳ規格）

参考文献

＊ 1998 年１月自工会作成の、「使用済み自動車リサイクル・イニシアティブ  自主行動計

画」

＊ 2002 年 4 月 18 日のＪＡＭＡＧＡＺＩＮＥのトピックス、「使用済自動車の再資源化等に関

する法律」案について

＊ 2002年７月ＪＡＭＡ Ｒｅｐｏｒｔ Ｎｏ．９０の、「地球温暖化対策推進への自工会の取組み」



＜参考＞

団体規格（ＪＡＳＯ等）に関する捕捉説明

  環境配慮規格の対応については本文のように、ＪＩＳ／団体規格合わせて推進しており、
その中における、「JIS規格と団体規格の役割分担」は次のように考えられる。

  JIS と団体規格である JASO 等は相補完し合って日本の自動車規格体系を構成してい
るが、その役割分担については必ずしも明確に規定されているわけではない。　今後その

役割分担についてより明確に規定することが望まれるが、　一般的に JIS 及び JASO 等
の役割としては下記の分類が妥当であると考える。

  JISの役割分担：
① 広く開発、製造に係わる汎用性、一般性を持つ用語・記号・表示など基礎事項や基

盤となる事項を規定する規格

   ② 完成車やアッセンブリーされた製品、部品の試験・検査・測定方法などの規格

   ③ 汎用性が高く、市場性の高い構成部品・コンポーネントの規格

  団体規格（ＪＡＳＯ等）の役割分担：
 　① JISを補完する役割として、ある特定技術分野の事項

② 限られた範囲の取引関係に用いる規格

③ JIS を制定するには今後の技術的発展の可能性が高く、試行期間としての用途が

求められる分野、あるいは近い将来改訂を余儀なくされる分野

④ 短時間で規格を制定する必要のある分野

  今後の国際標準化活動を見通した場合、国際規格制定期間の時間短縮傾向、国際基

  準調和活動に資する素案の提供、また国際規格制定プロセスにおいて我が国の要望を
  タイムリーに織り込む際の素案として、比較的短時間にコンセンサスを図り、制定が可能

  な団体規格の役割は、自動車分野においては一層大きくなるものと考える。

＜添付資料＞

＊表３ ； 環境に係る既存規格 （団体規格）

＊表４ ； 今後予定している、あるいは検討すべき環境に係る規格 （団体規格）



表１   環境に係る既存規格  （JIS規格）

JIS №      名         称
D 0012 自動車－変速機のシフトパターン
D 0108 自動車排出物質の公害防止関連用語
D 0112 電気自動車用語（車両）
D 0113 電気自動車用語（電動機・制御装置）
D 0114 電気自動車用語（電池）
D 0115 電気自動車用語（充電器）
D 1012 自動車-燃料消費率試験方法
D 1023 自動車分解検査方法
D 1024 自動車の加速時車外騒音試験方法
D 1026 停車中の自動車の車外騒音試験方法
D 1028 自動車排気ガス中の一酸化炭素測定方法（アイドリング時）
D 1030 自動車-排気ガス中の一酸化炭素、二酸化炭素、全炭化水素および窒素酸化物の測定方法
D 1033 二輪自動車－燃費消費試験方法－実走定地試験
D 1044 二輪自動車－ガソリン機関排出ガス測定方法
D 1101 自動車用ディーゼルエンジン排気煙濃度測定方法
D 1301 電機自動車－一充電走行距離及び交流充電電力量消費試験方法
D 1616 自動車-排気系の騒音試験方法
D 5405-1 自動車－故障診断システムのデータリンク層及び応用層－第１部：排気ガス関連データリンク

D 5405-2
自動車－故障診断システムのデータリンク層及び応用層－第２部：排気ガス関連故障診断
サービス

D 5405-3 自動車－故障診断システムのデータリンク層及び応用層－第３部：排気ガス関連故障コード
D 8004 自動車用ディーゼルエンジン排気煙濃度測定用反射式スモークメータ
D 8005 ディーゼル自動車排気煙濃度測定用光透過式スモークメータ
D 8006 自動車整備用一酸化炭素測定器
D 8301 自動車の車外騒音測定のための試験用路面



表２
今後予定している、あるいは検討すべき環境に係る規格 （ＪＩＳ規格） 2003年２月現在

平成15年度に制定・改正計画規格 平成16年度制定・改正計画として検討すべき規格 平成17年度以降制定・改正計画として検討すべき規格
（含む平成15年度原案作成予定規格） 含む平成16年度以降に対応検討予定規格

規格Ｎｏ．規格名称 年度 規格Ｎ 規格名称 年度 規格Ｎ 規格名称 年度

JIS
D1012 自動車－燃料消費率試験方法

平成15年
改正

ディーゼル機関－燃料噴射装置の清浄
度要件－試験方法

平成15年度
原案作成
制定

ハイブリッド自動車の燃費試験方法（ス
テップ１＆２）

平成16年度以
降？ISOの進
展次第

JIS
電気自動車－電動機－最高出力試
験方法

平成15年
制定

自動車周囲騒音測定方法及び圧縮エア
排出単体騒音測定方法

平成15年度
原案作成
制定 自動車電気システムの高電圧化

平成16年度以
降検討

JIS
電気自動車－電池－充電効率試験
方法

平成15年
制定

JIS
D1023 自動車分解検査方法

平成17年度以
降見直し

JIS
電気自動車－充電器－効率試験方
法

平成15年
制定

JIS
D1028

自動車排気ガス中の一酸化炭素測定方
法（アイドリング時）

平成16年度以
降見直し

JIS
D1044

二輪自動車－ガソリン機関排出ガス測定
方法

平成16年度以
降見直し

JIS
D1101

自動車用ディーゼルエンジン排気煙濃度
測定方法

平成16年度以
降見直し

JIS
D1301

電気自動車－一充電走行距離及び交流
充電電力量消費率試験方法

平成16年度以
降見直し

JIS
D1616 自動車－排気系の騒音試験方法

平成16年度以
降見直し

JIS
D5405-1

自動車－故障診断システムのデータリン
ク層及び応用層－第１部：排気ガス関連
データリンク層

平成17年度見
直し

JIS
D5405-2

自動車－故障診断システムのデータリン
ク層及び応用層－第２部：排気ガス関連
故障診断サービス

平成17年度見
直し

JIS
D5405-3

自動車－故障診断システムのデータリン
ク層及び応用層－第３部：排気ガス関連
故障コード

平成17年度見
直し

JIS
D8005

ディーゼル自動車排気煙濃度測定用光
透過式スモークメータ

平成16年度以
降見直し

JIS
D8006 自動車整備用一酸化炭素測定器

平成16年度以
降見直し



表３． 環境に係る既存規格  （団体規格）

既存の環境JASO
規格 №      名        称
JASO C 606 タイヤ騒音試験方法
JASO D 002 自動車から放射する電波雑音の測定方法
JASO D 004 内燃機関点火装置用電波雑音防止器の特性測定方法
JASO D 012 自動車－狭帯域放射電磁エネルギーからの電気妨害の試験
JASO D 903 自動車－廃車時のエアバッグ一括作動処理システム
JASO E 004 自動車排気ガス定容量試料採取方法
JASO E 005 ガソリン自動車の蒸気ガス測定方法
JASO E 204 天然ガス自動車－容器安全弁－性能要件
JASO E 501 自動車蒸発ガス発散防止装置用キャニスタの単体性能試験方法
JASO M 101 自動車配管用金属管
JASO M 303 非金属ガスケット材
JASO M 304 自動車用発泡体
JASO M 342 ２サイクルガソリン機関潤滑油の排気煙試験方法
JASO M 356 ポリプロピレン樹脂製バンパー回収リサイクル材料
JASO M 801 プラスチック製品の材質識別表示方法
JASO T 008 二輪自動車の加速走行騒音試験方法
JASO T 902 二輪自動車－２サイクルガソリン機関排気煙濃度測定方法
JASO Z 101 車外騒音試験方法
JASO Z 214 振動騒音用語

JEVS D 701 電気自動車用鉛電池の容量試験方法
JEVS D 702 電気自動車用鉛電池のエネルギ密度試験方法
JEVS D 703 電気自動車用鉛電池の出力密度試験方法
JEVS D 704 電気自動車用シール形鉛電池の寿命試験方法
JEVS D 705 電気自動車用密閉形ニッケル・水素電池の容量試験方法
JEVS D 706 電気自動車用密閉形ニッケル・水素電池のエネルギ密度試験方法
JEVS D 707 電気自動車用密閉形ニッケル・水素電池の出力密度及びピーク出力試験

方法
JEVS D 708 電気自動車用密閉形ニッケル・水素電池の寿命試験方法
JEVS D 709 電気自動車用密閉形ニッケル・水素電池の動的放電容量試験方法
JEVS E 701 電気自動車用電動機・制御装置組合せ出力試験方法
JEVS E 702 電気自動車用電動機車載出力試験方法
JEVS G 901 充電器の製品銘板
JEVS Z 101 電気自動車走行試験方法通則
JEVS Z 102 電気自動車最高速度試験方法
JEVS Z 103 電気自動車一充電走行距離試験方法
JEVS Z 104 電気自動車登坂試験方法
JEVS Z 105 電気自動車走行電力消費率試験方法
JEVS Z 106 電気自動車電力消費率試験方法
JEVS Z 107 電気自動車電動機・制御装置組合せ試験方法
JEVS Z 108 電気自動車一充電走行距離及び交流充電電力量消費率試験方法
JEVS Z 109 電気自動車加速試験方法
JEVS Z 110 電気自動車実用最高速度試験方法
JEVS Z 111 電気自動車走行時電力量消費試験方法
JEVS Z 112 電気自動車登坂性能試験方法
JEVS Z 805 電気自動車用語（車両）
JEVS Z 806 電気自動車用語（電動機・制御装置）
JEVS Z 807 電気自動車用語（電池）
JEVS Z 808 電気自動車用語（充電器）
JEVS Z 901 電気自動車の仕様書（主要諸元表）



表４
今後予定している、あるいは検討すべき環境に係る規格  （団体規格） 2003年２月現在

平成15年度に制定・改正計画規格 平成16年度制定・改正計画として検討すべき規格 平成17年度以降制定・改正計画として検討すべき規格
（含む平成15年度原案作成予定規格） 含む平成16年度以降に対応検討予定規格

規格Ｎｏ．規格名称 年度 規格Ｎ 規格名称 年度 規格Ｎｏ．規格名称 年度

JASO

重量車用エンジン－過渡運転における分流希釈シ
ステムを用いた粒子状物質及び直接排出ガス計測
法

平成15年
制定

JASO
D012

自動車－狭帯域放射電磁エネルギーか
らの電気妨害の試験方法

平成14年度
度
JASO制定

JASO
M356

ポリプロピレン樹脂製バンパー回収リサイ
クル材料

平成17年度以
降JASO改正

JASO 天然ガス自動車の減圧弁等
平成15年
制定

JASO
E501

自動車蒸発ガス発散防止装置用キャニ
スタの単体性能試験方法

平成13年度
JASO確認 JASO 二輪車蒸発ガス試験方法

平成16年度以
降JASO検討

JASO
D903

自動車－廃車時のエアバッグ一括作動
処理システム

平成15年度
調査 JASO

自動車用脱フロン用空調部品の規格作
成

平成16年度以
降JASO制定

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池の容量試験方法

平成15年
制定

JASO
M101 自動車配管用金属管

平成16年度以
降見直し

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池のエネルギー密度試験方法

平成15年
制定 自動車電気システムの高電圧化

平成16年度以
降検討

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池の出力密度および入力密度試験方法

平成15年
制定

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池の直流内部抵抗試験方法

平成15年
制定

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池の容量保存特性試験方法

平成15年
制定

JEVS
ハイブリッド電気自動車用密閉形ニッケル・水素電
池の寿命試験方法

平成15年
制定
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1 背景

1.1 航空機関係

1.1.1 日本の航空機産業の状況

日本の航空機産業は未だ欧米大企業の協力会社としての活動の域を出ず、日本製の

航空機が世界で確固たる地位を確立していない現状では、日本が率先して環境基準

を導入して環境問題に貢献できるほどの実力は備えていない。従って日本独自に環

境配慮規格を導入することは極めて難しいと考えられ、世界の動きに足並みを揃え

ていく必要がある。このためには国際的規格の中に環境配慮の考え方を盛り込む活

動をして行くことが重要である。

1.1.2 航空機の環境問題の特徴

航空機は非常に安全が重視される乗り物である上に世界中を移動するため、当然運

用基準の類は世界的に統一されている必要がある。従って採用が任意の規格のよう

なもので規定するだけでは不十分であり、各国の航空局が参加する国際民間航空機

関（ICAO）で規定し、加盟国間で国際条約を結んで強制力を持たせている。加盟各

国は協定を国内法に展開して法律で規制している。また各国航空局間で互いの国内

法に差が生じないよう、定期的に Harmonization のための会議も開いている。環境

関連の騒音、排気ガス等についても、ICAOの中に数十年前より環境委員会が作られ、

規制値が設けられて、国際協定ができている。ICAOの活動は地球環境を世界的視野

で検討している “気象変動に関する政府間パネル”（IPCC）や“国連気候変動枠組

み条約”（UN FCCC）の委員会と連絡を密にして、航空業界以外も含んだ国際的な

コンセンサスを得つつ活動を展開しているため、ICAOの環境基準は必然的に相当厳

しいものにならざるを得ず、航空機メーカー/エンジンメーカはこの基準を守ってか

つ、安く安全な航空機を作るかを技術の粋を集めて研究しているのが実状である。

ISOでは TC20（航空機宇宙機専門委員会）で国際標準化を行っているが、ICAO で

以上のように標準化が進んでいるので、ISO の中で航空機に関して環境についての

国際標準を作る動きは現状では見られない。

1.1.3 航空機における３R

航空機に関する廃棄物の削減（リデュース）、再使用（リユース）、リサイクル（３R）

については、以下の通りである。

・ 航空機の部品はできるだけ軽く作る必要性から、それぞれの機体が独自設計とな

り、部品の共通化が進まず、再使用は極めて難しい。但し、自動車やその他の耐

久消費財に比べて、整備を行うことによって約 30 年の長期にわたって使い続け

ることが可能なので、リユースの対象になりにくい。

・ 使用する材料が特殊な合金や複合材であり、材料そのものがリサイクルしにくい。



ただし、合金の場合は同じ組成の合金にリサイクルすることは可能であり、純粋

な金属から合金を作る工程が省けるので歓迎されており既に行われている。

1.2 宇宙機関係

宇宙機に関する環境問題については ISO/TC20の中のSC14に専門の委員会が設けら

れ国際標準化活動が進められており、日本もこの委員会に参加をしている。現在は

宇宙空間の状況の国際標準モデルを作ることに注力している。

宇宙機が外部に及ぼす影響として打上時の騒音、排気ガスが考えられる。騒音は各

国とも十分対策を講じており、また短時間であること、排気ガス等は全体に与える

影響が僅かであることから、対策を講じる動きは出ていない。

2 目的

この方針は、航空宇宙関係の規格において環境側面を導入する際に配慮すべき事項に

ついて述べる。

この方針は、製品規格に環境側面を導入するための一般的な指針とされる JIS Q 0064

に航空宇宙産業に特有の部分を補足し、航空宇宙関係の規格に、環境への配慮を行う

ことで、航空宇宙産業が与えるおそれのある環境への影響を最小限にすることを目的

としている。

3 参考文書

JIS Q 0064 製品規格に環境側面を導入するための指針

ISO Guide 64 Guide for the inclusion of environmental aspects in product standards

ICAO国際民間航空条約　第１６付属書　第１巻　航空機騒音

ICAO国際民間航空条約　第１６付属書　第２巻　航空機のエンジン排気ガス

4 環境配慮に於ける一般原則

環境との関わりは、資源の採取から最終処分に至るまでの様々な段階で発生する。し

かしそれ等環境問題の原因となる各段階に対する対策も必要であるが、それらの各段

階の行為を計画する設計段階に於ける対策も重要である。

設計段階でこれらの環境問題を配慮する場合には、資源の採取から最終処分に至るま

での全ての段階における、行為を視野に入れて、総合的に環境負荷が低減するように

配慮することが必要である。環境問題への配慮の内容には、大きく分けて２つの側面、

すなわち、環境負荷の低減と、資源循環利用の促進が挙げられる。

表１に設計・製造・運用にわたる製品のライフサイクルの各段階で遭遇する環境との

関わりを示す。



第１表

航空宇宙工業会製品のライフサイクル
計画 製造 運用
基
本
計
画

基
本
設
計

詳
細
計
画

素
材
調
達

加
工
熱
処
理

化
学
処
理

組
立
運
転
・
試
験

梱
包
輸
送

受
領
検
査

運
航
整
備
・
修
理

廃
棄

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃棄物　削減 ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃棄物　再利用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃棄物　リサイクル ○ ○ ○ ○ ○

　　　　ライフサイクル

環境側面

３
Ｒ

排気

排水

騒音

省資源（省エネ）





4.1 製品設計に於ける環境配慮項目

4.1.1 全般

・ 製品として見た航空機の環境影響は騒音、排気、排出燃料、燃料の消費（資源の

消費）、最終廃棄物が考えられる。この中で騒音と排気が環境に与える影響が大き

い。航空機を計画する時に全体としてどのように環境対応をしていくのかについ

ては技術レベルと環境規制に配慮しながら具体化する必要がある。また将来の規

制の強化に対する対応も考慮しておく必要がある。

・ それぞれの環境側面に対する基準は国際民間航空機関（ICAO）の航空環境保全

委員会（CAEP）において設定している。CAEP の中には以下の５つのワーキン

ググループ（WG）があり、分野別に専門家と政府機関が参加して具体的内容を

審議している。

  WG1：航空機騒音

  WG2：空港及びオペレーション

  WG3：エンジン排出物関連技術

  WG4：排出ガス・オペレーション

  WG5：市場ベース・オプション

・ ICAO での決定事項は加盟国間で国際民間航空条約となり、国内法に展開されて

強制力を持つ。具体的条文は以下の文書に示されている。

環境全般：国際民間航空条約　第１６付属書　「環境保護」

騒音：上記付属書　第１巻　航空機騒音

排気：上記付属書　第２巻　航空機のエンジン排気ガス

排出燃料： 同上

これらの条約は日本国内では航空法で規定している。

環境配慮規格を作る場合にはこの規制に合致するものでなければならない。

・ 燃料消費については航空会社が直接運航費の低減に注力しているため、エンジン

の燃料消費量は改善されており、特に環境面からの指針の必要性は少ないと

CAEPで認識している。但し最近温室効果ガスの観点から更なる CO2の削減が求

められている。

・ 航空機に使っている部品は複雑な合金で作られている場合が多いため、純粋な金

属として取り出すことは難しいが、同じ合金にリサイクルすることは可能である。

性能と効率を追求する航空機において、それらを維持したままリサイクルを容易

にするための設計上の配慮は将来取り組むべき問題であるが現状では難しい。

4.1.2 騒音

・ ICAO第１６付属書 第１巻 第２部 第２～１２章に規制されている。

・ 国内では航空法第３章 第１０条 第４項 第２号及び航空法施行規則附属書第２



で規制している。

・ ICAO 第１６附属書 第１巻 第２部と航空法施行規則附属書第２の対応は以下の

とおり。

  第２章：亜音速ジェット飛行機－原型機の耐空証明の申請が1977年10月6日前に受理

された飛行機　　　　　　　　　　　　　　 　→航空法　則14条附属書第２第１章

  第３章：亜音速ジェット飛行機－原型機の耐空証明の申請が1977年10月6日以降2006

年1月1日前に受理された飛行機

5,700kgを超えるプロペラ駆動飛行機－原型機の耐空証明の申請が1985年1月1日以

降1988年11月17日前に受理された飛行機

8,618kgを超えるプロペラ駆動飛行機―原型機の耐空証明の申請が1988年11月17日

以降2006年1月1日前に受理された飛行機     →航空法　則14条附属書第２第２章

  第４章：亜音速ジェット飛行機－原型機の耐空証明の申請が2006年1月1日以降に受理

された飛行機

8,618kgを超えるプロペラ駆動飛行機－原型機の耐空証明の申請が2006年1月1日以

降に受理された飛行機 →航空法　則14条附属書第２第２章の２

  第５章：5,700kgを超えるプロペラ駆動の飛行機―原型機に対する耐空証明の申請が1985

年1月1日前に受理された飛行機　           　→航空法　則14条附属書第２第３章

  第６章：8,618kg 以下のプロペラ駆動の飛行機－原型機に対する耐空証明申請が 1988

年11月17日前に受理された飛行機 　　→航空法　則14条附属書第２第４章

  第７章：プロペラ駆動の STOL機

  第８章：回転翼航空機（ヘリコプター）　　→航空法　則14条附属書第２第５章

  第９章：機体装備の補助動力装置（APU）及び地上運転中の関連航空機システム

  第10章：8,618kg以下のプロペラ駆動の飛行機－原型機または派生型機に対する耐空証明

の申請が1988年11月17日以降に受理された飛行機

→航空法　則14条附属書第２第６章

  第11章：3,175kg以下の回転翼航空機（ヘリコプター）

　　 →航空法　則14条附属書第２第7章

  第12章：超音速飛行機

  第 13章：ティルト・ロータ航空機

・ 規定を満足する航空機には日本の場合は航空法により耐空証明が発行される。

・ 最近の ICAOにおける騒音関係の審議の傾向は

‐ 第４章は 2006年 1 月 1日より適用されるが第３章の亜音速機の基準よりも累

積値で 10db低減させることになっている。

‐ 現在第３章に適合している航空機でも将来運航制限が科せられる可能性が出

てきている。

‐ 2001 年 ICAO の総会で地域騒音に対して空港毎にローカルルールを設定する



ことが認められた。これにより ICAO騒音基準に適合していても、空港によっ

ては運航制限を科すことが正式に認められた。

現状のローカルルールについては第２表参照



第２表　　内外主要空港における航空環境保全対策(ローカルルール)の実施状況

　 　
騒音
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
・ｼｽﾃﾑ

騒音ﾚﾍﾞﾙ
規制

滑走路
使用制限

運航時間
制限

(Curfews)

騒音低減
飛行方式

ｴﾝｼﾞﾝ
試運転
制限

補助動力
装置の
運用制限

第３章
不適合機
種
の使用禁
止

空港周辺
騒
音制限緩
和
地帯配置

英国 ﾛﾝﾄﾞﾝ･ﾋｰｽﾛｰ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

　 ﾛﾝﾄﾞﾝ･ｶﾞﾄｳｨｯｸ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　

フランス パリ（ｼｬﾙﾙﾄﾞｺﾞｰﾙ） ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 　 　

　 パリ（ｵﾙﾘｰ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

ドイツ フランクフルト ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 ミュンヘン ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 デュッセルドルフ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

スイス ﾁｭｰﾘｯﾋ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

　 ｼﾞｪﾈｰﾌﾞ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　

オランダ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ･ｽｷﾎﾟｰﾙ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

イタリア ﾛｰﾏ･ﾌｨﾐﾁｰﾉ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　

　 ﾐﾗﾉ･ﾏﾙﾍﾟﾝｻ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

スペイン ﾏﾄﾞﾘｯﾄﾞ･ﾊﾞﾗｼﾞｬ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

ギリシャ ｱﾃﾈ ○ ○ 　 　 ○ ○ 　 　 　

ベルギー ﾌﾞﾗｯｾﾙ･ﾅｼｮﾅﾙ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

ｵｰｽﾄﾘｱ ｳｨｰﾝ国際 ○ ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○ 　

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ ○ 　 ○ 　 　 ○ ○ 　 　

ﾃﾞﾝﾏｰｸ ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

ﾉﾙｳｪｲ オスロ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ﾍﾙｼｷﾝ･ﾊﾞﾝﾀ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

ロシア連邦 ﾓｽｸﾜ･ｼｭﾚﾒﾁｭﾎﾞ 　 ○ ○ 　 ○ ○ 　 　 　

米国 ﾛｻﾝｽﾞﾙｽ ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 ｼｱﾄﾙ･ｼｰﾀｯｸ ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 ○ ○

　 ﾃﾞﾄﾛｲﾄ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 ○

　 ﾐﾈｱﾎﾟﾘｽ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ･ﾏｯｶﾗﾝ 　 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 ○

　 ﾆｭｰｱｰｸ ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　 　

　
ﾆｭｰﾖｰｸ･ｼﾞｮﾝ･F・ｹﾈﾃﾞ
ｨ

○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 ﾜｼﾝﾄﾝ･ﾀﾞﾚｽ国際 ○ 　 ○ 　 　 　 　 　 ○

　 ｼｶｺﾞ･ｵﾍｱ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 ○

　 ﾀﾞﾗｽ･ﾌｫｰﾄﾜｰｽ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 　

　 ﾋｭｰｽﾄﾝ･ｼﾞｮｰｼﾞﾌﾞｯｼｭ 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 ○

　 ﾊﾜｲ･ﾎﾉﾙﾙ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 ○

カナダ ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 ﾊﾞﾝｸｰﾊﾞ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 トロント ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ 　

　 ｻﾝﾊﾟｳﾛ 　 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　

メキシコ ﾒｷｼｺｼﾃｨ 　 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　

台湾 台北・中正国際 　 　 ○ 　 　 ○ 　 　 　

韓国 ｿｳﾙ・ｷﾝﾎﾟ 　 　 ○ ○ 　 ○ 　 　 　

タイ ﾊﾞﾝｺｸ･ﾄﾞﾝﾑｱﾝ 　 　 ○ 　 ○ ○ ○ 　 　

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ 　 　 ○ 　 ○ ○ 　 ○ 　

ﾏﾚｰｼｱ ﾍﾟﾅﾝ国際 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾏﾆﾗ･ﾆﾉｲｱｷﾉ 　 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　

中国 北京首都 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 　 　

　 深せん国際 　 　 　 　 　 ○ ○ 　 　

　 香港ﾁｪﾌﾟﾗｯﾌﾟｺｯｸ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　

インド ﾑﾝﾊﾞｲ(ﾎﾞﾝﾍﾞｲ) 　 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 　

ﾊﾟｷｽﾀﾝ ｶﾗﾁ･ｸｱﾄﾞ･ｴ･ｱｻﾞﾑ 　 　 　 　 ○ ○ 　 　 　

トルコ ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ｼﾄﾞﾆｰ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　

　 ﾒﾙﾎﾞﾙﾝ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 ｹｱﾝｽﾞ ○ 　 ○ 　 ○ ○ ○ 　 　

　 ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 　

　 ﾊﾟｰｽ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 　



ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ｵｰｸﾗﾝﾄﾞ 　 　 ○ 　 ○ ○ 　 　 ○

　 ｸﾗｲｽﾄﾁｬｰﾁ ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 　 　

　 ｳｪﾘﾝﾄﾝ ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　

日本 東京国際（羽田） ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 新東京国際（成田） ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ 　 　

　 名古屋 ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 大阪国際（伊丹） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 札幌千歳 　 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 　

　 福岡 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

　 那覇 ○ 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 鹿児島 ○ 　 　 　 ○ ○ ○ 　 　

　 長崎 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 大分 ○ 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 熊本 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　

　 宮崎 ○ 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 北九州 　 　 　 　 　 ○ ○ 　 　

　 高知 ○ 　 　 　 ○ ○ 　 　 　

　 高松 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　

　 広島 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　

　 松山 ○ 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　

　 仙台 ○ 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　

　 稚内 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 函館 ○ 　 ○ 　 　 　 　 　 　



・ 騒音発生に影響が大きい要素は以下のものがあり、研究開発が進められている。

成果の国際標準化が望まれる。

‐ エンジン関係

ファン動翼、ファン静翼、パイロン

LPタービン動翼、静翼

ナセル

ファンノズル、ジェットノズル、エグゾーストコーン

‐ 機体関係

翼（主翼、尾翼、）

補助翼、スラット、ウイングレット

降着装置

総合的騒音

‐ プロペラ

尾部ロータ位置構造

‐ 運航関係

‐ 飛行プロファイル

4.1.3 排気、排出燃料

・ 航空機から排出される排出ガスの低減対策はエンジンの燃焼機に対して行われ

る。対策は対象とするガスにより異なる。つまり、HC、CO、CO2は燃料が不完

全燃焼する時や反応速度が遅い時に出やすく、エンジンの低負荷時（アイドル付

近）に発生率が高い。一方 NOx は火炎の温度に指数的に比例して増えるため、

エンジンの高負荷時に出やすくトレードオフの関係にあり、NOx低減の対策が今

後の課題となっている。

・ 排出燃料は ICAO第１６付属書 第２巻 第２部 第２章

排気は ICAO第１６付属書 第２巻 第３部 第２～３章に規制されている。

・ 国内法では航空法 第３章 第１０条  第４項 第３号及び航空法施行規則附属書

第 3 第１章第２章に規定されている。規定を満足する航空機には日本の場合は航

空法により耐空証明が発行される。

・ ICAOにおける排出ガス関係の審議の経過は以下の通りである。

‐ 1970 年代に超音速旅客機（SST）の開発が進められた際に、排出ガスの問題

が注目されるようになり、1973 年に米国大気保全局（EPA）が「航空機と航

空機用エンジンによる大気汚染物質の排出量規制」に関する法律を制定。CO，

HC，NOx、スモークなどについての規制基準値を定めている。

‐ 1977 年に EPAの基準をもとに ICAOで検討を加え、ガス状物質、排煙、放出



燃料に関する「航空機エンジン排出物の管理」のサーキュラーを発行した。

1982 年に発効し、‘86 から新造される機体に適用された。

‐ 1991 年に NOx排出基準を 20%強化する案が ICAO/CAEP に提出され、1996

年に発効した。これは’70～’80 に二度の石油ショックを経験し、航空機のエン

ジンの燃費の向上に技術の焦点が当てられ、エンジンの大型化、エンジンの効

率向上が図られてきたために、CO2等は減少したが、NOx については未対策

であったために、取られた処置である。

この規制は 1996年 1 月 1 日以降に製造開始されたエンジン、及び 1996年 1

月 1 日前に製造開始されたエンジンであってかつ2000年 1月 1日以降に製造

される全エンジンに適用された。

‐ 1998 年 ICAO/CAEPで NOxの更なる 16%強化策が決定。適用は 2004 年 1 月

1 日以降に新たに生産されるエンジンで、現エンジンの派生型にも適用される。

‐ 1998 年以降気象変動に関する政府間パネル（IPCC）で温室効果ガスに関する

調査が行われ、2004 年 4 月に特別報告がなされており温室効果に関しては航

空機の場合 NOxよりも CO2の方が全体に対する影響が大きいとされ、NOxと

並んで CO2の削減も復活してきた。

‐ 温室効果ガスに関連して ICAO は IPCC 及び国連気候変動枠組み条約（UN-

FCCC）と連繋することを決議した。UN-FCCC との間では、航空機から発生

する排出ガスを様々な形態でトレードするエミッション・トレーディングの検

討が始まっている。

‐ その他、他国の国際線の航空機が自国の上を通過する時の排出ガスを如何に扱

うか、規制を満足しない航空機に対する課金等が検討課題に挙がっている。

・ 先にも述べたように排気ガスの成分のうち、HC,CO と NOx、スモークはトレー

ド関係にある、つまり出力が下がると未燃燃料から炭化水素（HC）や一酸化炭素

（CO）が増加するが、出力が上がると NOxやスモークが増加する。かねてより

燃料消費を改善するための研究開発が先行しており、結果として HC,CO は減っ

てきた。しかし NOxの削減、更なる CO2の削減が求められており、両方同時に

下げる対策が必要で様々な研究が進んでいる。

・ 最近開発が進んでいる対策を以下に示す。研究開発成果として得られた対策は、

標準化により広く普及することが求められる。

‐ 多段燃焼方式

低出力時と高出力時で燃焼機を使い分けるもの。多段化の仕方として周方向、

径方向、軸方向の３つの方式があるが、現在では軸方向多段化が主流である。

２段式、３段式があり、３段式のものでは NOxを 40～50%下げることができ

ると報告されている。

‐ リーンバーン燃焼方式



燃焼前に燃料を蒸発させ、燃料と空気を完全に混合させるものである。このた

め液滴燃焼が無くすことにより、CO、HCの発生を押さえ、希薄燃焼（リーン

バーン）状態にして反応温度を下げ、NOｘも押さえることを狙った方式であ

る。但しふき消え、バックファイアなどの問題を抱えている。

‐ リッチバーン燃焼方式

空気に対し燃料が過剰な状態で燃焼させ反応時間を短くして NOx の発生を押

さえ、その後空気を大量に取り込んで CO,HC の発生を押さえるもの。

‐ 可変形状燃焼方式

燃焼機に空気の混合比を変更できる可変構造を採り入れるもので、主に燃焼機

上流から燃焼機の一次燃焼領域に流入する空気の量を可変式の弁で制御しよ

うとするもの。

‐ これらのどの方式を採っても燃料制御装置が高度に発達した電子制御型でな

いと実現でないので、制御機器の開発も同時に重要である。

4.2 製造段階に於ける環境配慮項目

4.2.1 全般

航空機宇宙機の製造過程は他の機械産業に比べて環境負荷を考える時に特別異質な

ものではない。但し航空機・宇宙機は材料に特殊なものが使われたり高度な製造技

術が導入されるため、化学物質、高温、高圧の気体、強力な X線やレーザー、等設

備や運用を間違うと環境に影響を与える可能性のある製造工程が含まれている。ま

たできあがった製品である航空機やエンジンの運転試験には騒音、排気の問題が生

ずるので大がかりな運転設備が必要になる。

航空宇宙関係は製品の性能や効率性を追求するために製造にも最先端な技術が要求

されることが多く、今後も同じ状況が続くと考えられるので、新しく製造技術を開

発する際には環境に対する影響も十分留意して行うべきである。

4.2.2 製造段階

・ 一般：製造する段階で必要なのは省エネルギー、有害廃棄物（排出ガス、廃液、

粉塵等）の完全回収、製造中に出る加工屑等のリサイクル、騒音の防止等、航空

宇宙に限らず一般的な製品と類似している。航空宇宙製品製造時に発生する環境

影響項目を以下に列挙する。

・ 加工：機械加工で出る加工屑は材質、成分を明確にして不純物が入らないように

管理し、リサイクルしやすく、再生材料の品質が保てるようにする。また切削油、

潤滑油はリサイクルして再利用またはセメント工場等の助燃剤として利用する。

板金加工や金属溶射等から出る騒音の遮蔽、ブラストや金属溶射等から出る粉塵

の回収を確実に行う。工場外へはもとより、工場内の作業者に対しても十分配慮



が必要である。

・ 熱処理：炉の効率の向上（加熱設備のエネルギー効率の向上及び炉の運用方法改

善によるエネルギーの節約）、特殊雰囲気の完全回収、炉の空調室外設置による

省エネルギー対策等を行う。

・ 化学処理：部品の洗浄、メッキ等の処理液の完全な廃液処理、回収。同排気の処

理、作業ミス等による緊急時への防護処置等を講ずる。

・ 運転試験：エンジンや機体の試運転用の消音設備を備えた適正な運転試験場の設

置。運転試験場から出る低サイクル騒音の測定・対策。給油、廃油処理設備の設

置等を行う。

4.3 運用・整備に於ける環境配慮項目

4.3.1 全般

・ 航空機の製造メーカが用意し、航空局によって承認された飛行規程・運航規程と

ICAO で決めた運航経路及び時刻表の制限の中で運航各社の専門家が安全でかつ

最も効率よく運航できる計画を立案し、これに基づいて飛んでいる。燃料の消費

は運航会社の直接経費に関わる問題なので、自然に省資源が行われている。

・ 騒音に関しても ICAO の規定と各空港のローカルルール（第２表）で縛られてお

り、運航時の環境対応処置の自由度は少ない。

・ 航空宇宙部品は特殊な合金でできている部品があり、素材が高価なので、材料の

リサイクルの仕組みができ、量がまとまればビジネスとして成り立つ。しかし、

合金をリサイクルする時には、合金を成分毎に分別するのではなく、合金をその

まま合金の素材としてリサイクルするので、組成が同じ廃品を集める必要があり、

量がまとまりにくい。同業他社との連繋等も考慮に入れて行く。

4.3.2 運航

・ 航空機の運用時の環境負荷を軽くする方策としては、空港内で使用される地上支

援設備等の改良により実施できる方法がある。最近の例としては以下のものがあ

る。

‐ 最近空港が大型化され、航空機が離発着する際のタクシングの距離が非常に伸

びている。この間を航空機が自身のエンジンで進むことは効率が悪い。地上支

援設備のトーバーレス牽引車を使うことにより排気ガス、省資源、騒音の改善

につながる。海外ではトーバーレス牽引車がかなり普及してきたが、国内では

まだ利用率が低い。

‐ 寒冷地の空港では航空機や滑走路の防氷に化学薬品の散布を行うが、これが周

辺の環境に悪影響を与える例がある。防氷薬品の開発、散布方法の改良、効率

の良い回収設備の開発が望まれている。防氷薬品については ISO化されており、

今後環境影響の少ない防氷材の開発等に注力する必要がある。



‐ その他航空機に積む輸送用のコンテナやパレットの軽量化や３Ｒ対策も必要

である。

4.3.3 整備・修理

・ 航空機メーカーは年々厳しくなっていく環境保護規制に対し、現有機が対応でき

るように運航会社からの要請を受けて改修キットの開発を行っている。運航会社

はメーカーの提供する環境対応の改造は積極的に採り入れる必要がある。

・ 運航会社は整備の不良により環境負荷が増すことのないように航空機メーカー

の作った整備マニュアルに従って航空機を常に最良の状態に保っておくことが

重要である。

4.3.4 廃棄

・ 合金の廃材をまた合金の素材によみがえらせるためには、その中に少しでも別の

種類の合金が混ざっていると再生できないか、分離に手間がかかる。従って廃却

品の厳密な分別と、保管管理が極めて重要である。

・ ジェットエンジンの動翼や翼車等に使用する高張力のチタン合金は合金を作る手

順も厳しく規定されており、できあがったチタン合金を溶解すると、元に戻らな

い。従ってリサイクルはグレードを下げて低応力部分に再利用することになる。

特に重金属との混合は著しく特性を劣化させるので厳重に管理しなければならな

い

・ 複合材部品は修理が難しい上にリサイクルが進んでおらず、今後の研究課題であ

る。

4.4 航空機の環境に関する国際規格

航空機に関する環境関連国際規格は ISO/TC20 にはない。機内騒音に関する規格が

TC43（音響）に１件ある。詳細を第３表に示す。

5 宇宙機の環境標準

5.1 ISO/TC20/SC14/WG４の標準化活動

ISO/TC20/SC14（スペースシステム運用分科委員会）/WG4（宇宙環境ワーキンググル

ープ）において宇宙機関系の環境問題を取り扱っているが、地球環境や宇宙における

人間への環境影響を考える上での基本となる宇宙モデルを、米、欧、ロシア、日など

世界の宇宙開発に参加している国家から代表が集まって精力的に標準化を進めている。

次に示すような項目を取り扱っている

・ 宇宙線：銀河、太陽、異常宇宙線、アルベド宇宙線、放射線輸送計算

・ 太陽活動：陽子イベント、活動周期、地磁気指標、太陽風

・ ジオイド・重力モデル



・ 放射線帯モデル

・ 磁気圏（地磁気）

・ 電離圏（電離層）

・ メテオロイド

・ 宇宙ゴミ（Space Debris）

・ 中性ガス・高層大気

・ 大気の発光

・ 有人への影響

・ 宇宙機への相互作用

・ 宇宙環境の地上シミュレーション試験

・ 人工的環境（コンタミナント）

・ 用語（定義）

日本は今後ともこの活動を支持していくとともに、日本からも新たな環境側面があ

れば積極的に提案していくことが重要である。

5.2 宇宙機からの環境影響

宇宙機の打上時の騒音や排気の周りの環境への影響は短時間であり、射場は周囲から孤

立した立地にあることから環境影響は少ない。

なお、宇宙空間における廃棄物（スペースデブリ）については前出の SC14で標準化活

動が行われている。

5.3 宇宙機の環境に関する国際規格

SC14/WG４で審議を行っている国際標準は DIS１件、CD２件、審議中のものは５件で

ある。詳細を第３表に示す。



第３表

航空機 宇宙機 環境関係規格

TC SC 規格番号 名称

43 1 ISO 5129:2001
Acoustics -- Measurement of sound pressure levels in the interior of
aircraft during flight

JIS W 0851 (IDT) 音響・航空機内騒音の測定

20 14 ISO DIS 15390 Space systems-Models of galactic cosmic rays

20 14 ISO WD 15391
Space systems-Probabilistic model of particle fluences and peak fluxes in
solar cosmic rays

20 14 ISO WD 15392 Space systems-Density of the Upper Atmosphere for Altitudes below
2000km

20 14 ISO CD 15856 Space systems-Space environment-Simulation of radiation tests of non-
metallic materials

20 14 ISO WD 15857 Space systems-Method for estimation of future solar and geomagnetic
activity used in determining earth orbital altitude density

20 14 ISO WD 16457 Space systems-Earth's ionosphere and plasmasphere

20 14 ISO CD 21348 Space systems-Space environment-Solar irradiance determinations

20 14 ISO WD 22009 Space systems-Model of earth's magnetospheric magnetic field

宇
宙

航
空



6 環境配慮規格導入のポイント

環境配慮規格の作成の重点についてまとめると以下の通りとなる。

• 航空機本体やエンジンに関しては ICAO の基準を前提としつつ、これを満足するため

に必要な技術の国際標準化ができれば良いが、このような技術は最先端の技術で日本

にこれを独自に開発して国際標準にできるだけの条件は揃っていない。この分野の国

際標準化活動の中で日本のできる取組は、標準化案件の原案が審議にかけられた時に、

環境側面から配慮すべきことがないか現在持っている技術の範囲で判断して、要すれ

ば修正を提案していくことである。

• 装備品や部品については JIS W規格や ISO/TC20から発行されている ISO規格の改正

時に環境側面に対する対応に不十分なものがあれば修正を提案していく。特に３R の

観点から見直しをするのがよい。

• 航空宇宙部品は特殊な合金でできているものがあり、廃却になった部品を同じ素材の

他の部品に使用することができれば、利用価値が高い。但し、他の種類の合金と混合

しないように廃却品の保管管理を確実に行うことが重要である。

• 我が国では、先進複合材料が国際市場において高いシェアを獲得していること、我が

国発の複合材強度試験等の国際標準化を目指していること（材料特性値基準の統一化

により新材料適用が容易になり適用分野が拡大するため）などを考えると、国家予算

等の国のバックアップを得て、複合材における３Ｒを国際的に主導していくことが考

えられる。

• 航空機宇宙機の製造過程は他の機械産業に比べて環境負荷を考える時に特別異質なも

のではない。但し、航空宇宙関係の部品の中には性能を厳しく追求するものもあるた

め、常に高度な製造技術が求められている。そのため新製造技術が率先して導入され

るので、製造技術そのものの確立と共に新技術の環境への影響を十分に配慮して工程

を立案すべきである。
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(10)鉄道分野における「環境配慮規格整備」に関するガイドライ

平成 15年 3月 18日
鉄道技術専門委員会

＜はじめに＞

日本工業標準調査会標準部会では、平成１４年４月１６日開催の第６回環境・資

源循環専門委員会において、各技術専門委員会に対する環境ＪＩＳ策定促進のアク

ションプログラム（以下、「アクションプログラム」という。）に関する勧告案が決

議された。鉄道技術専門委員会は、上記に関して、日本工業標準調査会標準部会長

より、平成１４年５月１日付けで「環境・資源循環専門委員会による環境ＪＩＳの

策定促進のアクションプログラムに関する勧告について」を受け取った。

我が国の環境適合設計に関わる国家規格は、ＩＥＣ　Ｇｕｉｄｅ１０９の附属書

の該当箇所を付録として採録したＪＩＳ　Ｑ００６４「製品規格へ環境側面を導入

するためにガイド」と、ＪＩＳ　Ｚ７００１「プラスチック規格への環境側面の導

入に関する指針」だけである。

一方、鉄道は公共輸送であるために、社会に対する基本方針として安全と環境対

応が柱となっている。そういった状況の中で、各社とも従来から環境を配慮した、

物作り、社会対応等を実施してきており、これらの対応内容は、各社公表している

「環境報告書」や「環境保全の取組み」等にて確認できる。本ガイドラインは、こ

ういった従来の鉄道産業界の取組みをまとめるとともに、環境問題に関する国家及

び団体規格レベルで我が国がどのように取組むことが適切であるかについて方向性

を探ったものであり、今後の規格検討・作成時に考慮すべきものとして整理したも

のである。なお、本ガイドラインは、鉄道分野の多様な範囲をすべて対象とするも

のではなく、本ガイドラインに示された原則と個々の段階、個々の製品を結びつけ

てそれらの環境面への効果を更に考える必要がある。

鉄道分野で環境に配慮したＪＩＳを制定する目的と期待する効果としては、低環

境負荷部品の使用が拡大し、鉄道に起因する環境負荷低減を実現することである。

鉄道が関与する環境負荷低減は

・輸送全体としての環境負荷低減

・鉄道システムとしての環境負荷低減

・各鉄道構成要素、部品の環境負荷低減（エコデザインの推進）

に分類できるが、本ガイドラインでは主に最後の項目を対象とする。そのために必

要とされる環境負荷評価方法についても検討を行い、比較が可能な状況を整備する。
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Ⅰ．鉄道分野の環境への取組みの現状と環境ＪＩＳ化の一般的要求

１．各鉄道事業者及び鉄道製造事業者の環境に対する取組み

（１）環境マネジメント

一部の鉄道事業者は、それぞれ環境理念、環境方針を定め、これら理念・方針

に基づき、ＩＳＯ環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）に準拠した、

社内環境管理体制と取組みプランを策定して、全社的に環境を管理している。

そして、これら環境管理の仕組みが適切に機能しているかを社内監査あるいは

第三者審査により定期的にチェックし、システムの定着の推進及び、更なる改

善を目指している。また、マネジメントの成果として、独自に「環境コスト」

を定め、公表している。

（２）開発

騒音低減、エネルギー消費量低減、振動低減、電波障害低減、排出ガス低減

（気動車）、有害物質・環境負荷物質の低減、リサイクル性の向上等を目指した

最先端技術の研究・開発を推進している。更に、一部の鉄道事業者は、ＬＣＣ

（ライフ・サイクル・コスト）の評価を始めた。

（３）製造

一部の車両生産工場では環境活動を、ＩＳＯ１４００１をベースとして実施し

ている。資源については使用資源の削減（リデュース）、資源使用効率改善、排

出量の削減、再使用・利用（リユース・リサイクル）の促進を目指し計画的に

取組んでいる。

（４）適性処理

鉄道事業所及び製造事業所で発生する廃棄物の削減・適性処理等を通して地域

環境の保全に取組んでいる。

（５）リサイクル

各社は、リデュース、リユース、リサイクルの３Ｒ等の考え方に沿った資源循

環型技術の開発とシステムの整備を掲げている。

車両については、リサイクルしやすい素材の選択の推進、高リサイクル率を目

指した次世代車両の開発を検討している。また、アスベスト等環境負荷物質の

削減や、代替フロンの回収・処理システムの開発及び運用も推進している。更

に、使用済み鉄道車両、部品のマニフェスト制度に則った運用をしている。

更に、事業所としては、切符・定期券のリサイクル、ゴミの分別処理等のリサ

イクルシステムをサポートする活動を推進している。

（６）その他

公共輸送機関の一つとして、交通体系全体での消費エネルギーの改善、利用者

自身の移動効率の改善を目指し、鉄道利用の前後に自動車を組み合わせたり、
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自転車の車内持込み等、インターモダルの推進を図っている。貨物輸送では、

産業廃棄物の輸送などにも積極的に取り組み都市部でのトラック輸送抑制に貢

献している。

２．ＪＩＳ制定、見直しに際して考慮すべきこと

上記、「各鉄道事業者及び鉄道製造事業者の環境に対する取組み」の状況のように、

各社共、環境を配慮した取組みを実施している。この状況を考慮した上で、ＪＩＳ

として規格化すべき、あるいは規格化した方が望ましい領域について、環境ＪＩＳ

の推進を行っていく。

従来のＪＩＳ策定の進め方の延長上でも、既に環境を考慮した規格化が進められ

ているので、ここでは、今後の規格化を進める際に、考慮すべきことをまとめて、

ガイドラインとして位置付ける。

２－１　ＪＩＳ種類分類

考慮すべきことをより判り易くするために、ＪＩＳを５つの種類に大別した。

（１）用語・名称規格

（２）部品規格

（３）製品規格

（４）試験方法規格

（５）その他

尚、今後の対応を検討するために、既存のＪＩＳを上記分類に従って添付資料に

整理した。

２－２　種類別の考慮すべき事項

（１）用語・名称規格

各社が独自で公開、公表している資料・データ等の比較を可能（客観性を確

保）とするために、用語、名称、計算方法などの定義を整備する。

（２）部品規格

・ 環境負荷の小さい、あるいはリサイクルを考慮した、材質の推奨（規格でな

くても標準情報としても）

・ 単体性能において、環境への寄与率に基づいた、性能レベルの格付けや定義

・ 有害物質、環境負荷物質の回収、処理方法に関する規定など

（３）製品規格

・ 製品の環境適合設計（DFE）に関する基本指針など（エコデザインの推進）

・ 環境情報に関する説明書作成のガイドなど

・ 製品の補修に関する説明書作成ガイドなど
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・ ライフサイクルアセスメント（LCA）指針など

・ 製品評価チェックリストなど

・ 小冊子、環境報告書などに、記載する、製品としての、環境配慮性能項目の統一

項目、定義、表現方法

（４）試験方法規格

・ 耐久性試験方法

・ 環境に配慮した性能を評価する手法など
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【参考】ガイド６４概要

●一般的な考慮事項（Ｑ００６４：４章　２ページ）

・ライフサイクルの視点

・製品の環境影響を考慮

・製品機能、パフォーマンス、安全性等との均衡。法規遵守。

・技術革新への柔軟な対応

・製品規格の規定事項は適度な規制に。

●環境に対する製品規格の規定事項の影響（Ｑ００６４：５章　３ページ）

ａ）製造工程に伴うインプットとアウトプット。

ｂ）包装、輸送、流通及び使用に関連するインプットとアウトプット。

ｃ）製品の分解、修理及び復元の容易さのほか、製品の再利用、リサイクル、エネ

ルギー回収などの再利用や回収方法の選択。

ｄ）製品及び関連廃棄物の処分方法の選択。

● 考慮すべきインプットとアウトプット（Ｑ００６４：６章　３～５ページ）

・インプットは材料とエネルギー

・アウトプット（大気中、水中、廃棄物、その他）

●環境影響を特定し評価するための方法（Ｑ００６４：７章　５ページ）

・ＬＣＡ

●環境改善の戦略及び方法と製品規格との関係（Ｑ００６４：８章　６ページ）

・資源の節約

・汚染の予防

・環境適合設計（ＤＦＥ）
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Ⅱ．鉄道における環境ＪＩＳ化の具体的検討

１．検討すべき具体的事項

上記Ⅰの２．を基に検討すべき具体的事項を案として列挙する。

１） 鉄道分野のリサイクル実効率の定義、算出方法など

２） 鉄道分野の環境負荷に関する、定義、算出方法など

３） 環境報告書等、公表資料へ記載する用語の定義、算出方法など

４） その他

なお、各規格の見直し時点で、上記検討事項に加えて下記の観点からの検討を行

うことが望まれる。

　１）環境への影響が直接的か間接的か、またその影響が大きいか小さいか

　　 例：省エネルギーに関連するものは影響大

　　　　 製品に使用される材料の量だけに依存する場合、影響は小
　　　   どのような環境負荷に関係するＪＩＳか

　２）鉄道固有項目か、他の分野との共通項目かの見極め、分類

　　 固有であれば独自に規格化、共通であれば共通化を検討

　３）見直しの際の共通チェックポイント

　　 有害物質、難リサイクル物質、高環境負荷物質の使用抑制について関係が認め

られる場合には、関連する項目を追加する。

　４）新たに整備すべき規格はあるか

　　 候補例

内燃機関（車載燃料）車両の排出物質量測定方法

走行パターン、対象物質、測定方法

ディーゼル車、ハイブリッド車、燃料電池車

２．個別規格検討時の別の視点

上記ガイド６４的な視点に加えて、次のような別の視点からも考慮することが望

まれる。

１）材料規定

＊ リサイクル材料の使用又はリサイクル材として活用しやすいような規定が織込

めるか。この際、以下のような点に考慮する。

・ 有害物質の含有など、リサイクル材自体の品質を十分考慮する。

・ 製品の機能、品質、安全性等、製品の特質への影響を考慮する。

・ 製品のコスト、市場性等、社会的影響を考慮する。

・ リサイクル材の製品自体の環境影響を考慮する。

＊ 廃棄時を考慮し、材料の種類を減少させるような規定が織込めるか。
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＊ 有害物質に対する規定を織込む必要がないか。

＊ 材料規定と性能規定との関係で、材料規定の必要性を検討する。

２）構造

＊ 解体時の分離・分別の容易性に係る規定が織込めるか。その他、製品のリサイ

クル化に係る規定については、以下の点に考慮する。

・ ライフサイクルの長寿命化を考慮する。

・ 材料含有量の減量化を考慮する。

・ リサイクル化可能な材料の使用を考慮する。

・ リサイクル性を考慮した構造とする（分解、結合方法等）。ただし、製品の

標準では、詳細な構造規定は避けることが望ましい。

３）性能

＊ 省エネに係る規定が織込めないか。

＊ 軽量化、小型化、省資源化、長寿命化等に係る規定は織込めるか。

＊ 消耗品等の消費削減に係る規定が織込めるか。

４）製造

＊製造時のエネルギー削減、有害物質の削減を考慮した、製造方法、製造工程に

係る規定、標準が織込めないか。

５）メンテナンス（保守、点検）

鉄道車両、システムにおいては、日常のメンテナンスが不可欠であり、また重

要な作業であるため、メンテナンスにおける環境配慮の事項が織込めないか。製

品・部品の製造履歴、使用履歴、点検履歴を活用した、部品・ユニットのリユー

スに係る標準化テーマがないのか。
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３．鉄道分野における環境配慮規格整備に対する優先順位

鉄道分野の環境配慮規格においては、鉄道を巡る状況を考慮し、標準を巡る状況

及び環境への影響の大きさにより、規格整備の優先順位を検討して進めることが

望まれる。

標準化の進展状況からは、優先順位に関する基本的な考え方を次のように定める。

優先順位の高いものから順に、Ａ、Ｂ、Ｃの３ランクに区分し、おおむね以下の

基準により、優先度の選択を行う。

Ａ：①　国際標準化活動が既にスタートしており、日本としての国際貢献が求め

られるテーマ。

②　国内関係者から早急な規格化が求められているテーマ。

Ｂ：設計の基本的な考え方、表示方法、取扱説明書など、比較的短期間で合意が

得られると想定されるテーマ。

Ｃ：長期間のデータ収集や技術的な検討が必要になると想定されるテーマ。

環境への影響の大きさの観点からは、これまでの鉄道の LCA 等の検討結果から
以下のような３ランクに区分する。

ａ：省エネルギー、有害物質削減に関するテーマ

ｂ：易リサイクル化、省資源、長寿命化に関するテーマ

ｃ：その他

これらについて、１影響大、２影響あり、３影響なしの３段階に分類し、重要性、

緊急性を評価する。

４．今後の取組み

上記１．、２．及び３．を念頭において検討を始めることが望まれる。また、現在

各研究所等にて進められている、新技術の研究開発テーマを調査し、それらのテー

マと関係する標準化案件の洗出しも望まれる。
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III. 環境・資源循環専門委員会にて対応すべき項目

鉄道に限定しない（製品に特化しない一般的なものとして）、次のような規格を

環境・資源循環専門委員会にて策定するのが相応しいと考える。そのような規格

が制定されることで、各分野における「環境配慮規格」の整備が推進されること

が期待できる。

＊ＬＣＡ、ＬＣＣで用いるべき、統一した用語、定義、規定項目、計算方法など。

＊ 工場の環境管理に関する、用語、定義、規定項目、計算方法など。

＊ ＧＲＩガイドライン等のＪＩＳ化



既存ＪＩＳの整理

1 E 1001:2001 鉄道－線路用語(解)
3 E 1１01:2001 普通レール及び分岐器類用特殊レール(解)
2 E 1１02:2001 レール用継目板(解)
2 E 1１03:1993 軽レール(解)
2 E 1104:1993 軽レール用継目板(解)
2 E 1107:1998 継目板用及びレール締結用ボルト・ナット(解)
2 E 1108:1990 犬くぎ(解)
2 E 1109:1992 レール用ねじくぎ(解)
2 E 1110:1998 炭素鋼製タイプレート(解)
2 E 1111:1993 アンチクリーパ(解)
2 E 1115:1978 継目板用ばね座金
2 E 1116:1994 レール用異形継目板(解)
2 E 1117:1990 緩衝用軌道パット(解)
2 E 1118:1997 ＰＣまくらぎ用レール締結装置(解)
3 E 1120:1994 熱処理レール(解)
3 E 1122:1994 中継レール(解)
3 E 1123:1989 端部熱処理レール(解)
3 E 1125:1995 接着絶縁レール(解)
2 E 1126:1998 伸縮継目(解)
2 E 1201:1997 プレテンション式ＰＣまくらぎ(解)
2 E 1202:1997 ポストテンション式ＰＣまくらぎ(解)
1 E 1301:1966 鉄道用分岐器類の番数
1 E 1303:2001 鉄道用分機器類(解)
1 E 1304:2001 鉄道用分機器類の線形(解)
2 E 1305:1998 鉄道用分岐器のポイント－形状及び寸法(解)
2 E 1306:1995 鉄道用分機器類のクロッシング－形状及び寸法(解)
2 E 1307:1999 鉄道用分機器類のガード－形状及び寸法(解)
1 E 1311:1994 鉄道－分機器類用語(解)
2 E 1501:1995 犬くぎハンマ(解)
2 E 1505:1993 線路用片口スパナ(解)
1 E 1507:1995 軌道用ゲージ(解)

1 E 2001:2002 電車線路用語(解)
4 E 2002:2001 電車線路用金具試験方法(解)
2 E 2101:1990 みぞ付き硬銅トロリ線(解)
2 E 2102:1990 円形硬銅トロリ線(解)
2 E 2201:2002 電車線路用架線金具(解)
2 E 2219:2001 電車線路用セクションインシュレータ(解)
2 E 2220:2001 電車線路用より線スリーブ(解)
2 E 2301:1992 電車線路用がいし(解)

4 E 3001:1999 電気転てつ機の性能試験方法(解)
4 E 3003:1977 鉄道信号用リレーの性能試験方法(解)
4 E 3004:1972 継電連動機検査方法
4 E 3005:1973 変周式自動列車停止装置の試験方法(解)
4 E 3006:1973 商用周波数軌道回路式自動列車停止装置の試験方法
4 E 3007:1973 連動誘導式自動列車制御装置の試験方法
1 E 3011:1988 鉄道信号用文字記号(解)
1 E 3012:1988 鉄道信号用図記号(解)

分類 JIS.№ 規格名称

線路一般

電車線路

信号・保安機器
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既存ＪＩＳの整理

分類 JIS.№ 規格名称

1 E 3013:2001 鉄道信号保安用語(解)
4 E 3014:1999 鉄道信号保安部品－振動試験方法(解)
4 E 3015:1992 鉄道信号保安部品－衝撃試験方法(解)
4 E 3016:2001 電気踏切遮断機－性能試験方法(解)
4 E 3017:1992 鉄道信号保安部品－防水試験方法(解)
4 E 3018:2001 インピーダンスボンド－性能試験方法(解)
4 E 3019:1979 鉄道信号保安部品の高温及び低温試験方法(解)
4 E 3020:1981 鉄道信号保安部品の温度サイクル試験方法(解)
4 E 3021:1999 鉄道信号保安部品の絶縁抵抗及び耐電圧試験方法(解)
4 E 3022:1984 軌道回路装置の耐妨害試験方法(解)
4 E 3023:1992 レール絶縁材料－性能試験方法(解)
1 E 3031:1999 鉄道信号用リレーの色別及び種標通則(解)
2 E 3303:1977 鉄道信号保安用燈器のレンズ、フィルタ、反射鏡及びセミシールドユニット
2 E 3601:1992 レールボンド(解)
1 E 3701:1995 踏切諸施設－安全色彩(解)

1 E 4001:1999 鉄道車両用語(解)
1 E 4010:1985 鉄道車両及び鉄道車両部品の記号(解)
4 E 4011:1989 鉄道車両の質量測定方法(解)
4 E 4014:1989 鉄道車両の絶縁抵抗及び耐電圧試験方法(解)
4 E 4015:1989 鉄道車両の冷房及び暖房の温度測定方法(解)
4 E 4016:1992 鉄道車両の照度－基準及び測定方法(解)
1 E 4017:2000 鉄道車両－電気用図記号(解)
4 E 4018:1995 鉄道車両－漏れ磁界測定方法(解)
1 E 4019:1999 特殊鉄道車両用語(解)
4 E 4021:1994 鉄道車両－車内騒音試験方法(解)
4 E 4022:1999 鉄道車両の防水試験方法(解)
4 E 4023:1990 鉄道車両の振動特性－測定方法(解)
4 E 4024:1994 鉄道車両－換気性能試験(解)
4 E 4025:2001 鉄道車両の車外騒音－試験方法(解)
4 E 4031:1994 鉄道車両部品－振動試験方法(解)
4 E 4032:1994 鉄道車両部品－衝撃試験方法(解)
4 E 4034:1994 鉄道車両部品－耐湿及び耐水試験方法(解)
4 E 4035:1995 鉄道車両部品－高温及び低温試験方法(解)
4 E 4036:1998 鉄道車両部品－ダスト試験通則(解)
4 E 4037:2001 鉄道車両－構成部品－耐候性試験方法(解)
4 E 4041:1999 電車の組立後の試験通則(解)
4 E 4042:1999 電気機関車の組立後の試験通則(解)
4 E 4043:1999 ディーゼル動車の組立後の試験方法通則(解)
4 E 4044:1999 ディーゼル機関車の組立後の試験通則(解)
4 E 4045:1994 貨車－完成検査通則(解)
4 E 4046:1985 客車の完成検査通則(解)
5 E 4047:1988 鉄道車両用鋼材アーク溶接継手設計方法(解)
5 E 4048:1994 鉄道車両－軟鋼用スポット溶接継手－設計方法(解)
5 E 4049:1990 鉄道車両用ステンレス鋼材溶接継手－設計方法(解)
5 E 4050:1992 鉄道車両用アルミニウム合金溶接継手－設計方法(解)
5 E 4051:2001 鉄道車両－車体及び台車－寸法測定方法(解)
2 E 4111:1984 鉄道車両用平頭ピン(解)
2 E 4113:1994 鉄道車両－割コッタ(解)
2 E 4115:1988 鉄道車両用電磁弁(解)

鉄道車両一般
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既存ＪＩＳの整理

分類 JIS.№ 規格名称

2 E 4118:1993 鉄道車両用ブルドン管圧力計(解)
2 E 4204:1998 鉄道車両－ゴム緩衝器(解)
2 E 4205:2001 鉄道車両用オイルダンパー性能通則(解)
2 E 4206:1989 鉄道車両用ばね装置(解)
5 E 4207:1992 鉄道車両用台車枠－設計通則(解)
4 E 4208:1988 鉄道車両用台車の荷重試験方法(解)
2 E 4303:1997 ホース連結器詰めゴム(解)
2,4 E 4309:2001 鉄道車両用合成制輪子－品質要求(解)
4 E 4311:1999 鉄道車両－ブレーキ部品－試験通則(解)
5 E 4501:1995 鉄道車両－車軸強度設計方法(解)
2 E 4502-1:2001鉄道車両用車軸－品質要求(解)
2 E 4502-2:2001鉄道車両用車軸－寸法要求(解)
2 E 4504:2000 鉄道車両用輪軸－品質要求(解)
2 E 4603:1991 鉄道車両用電気式速度計装置(解)
2 E 4704:1992 鉄道車両グリースシール(解)
2 E 4710:1995 鉄道車両－防振ゴム通則(解)

4 E 5001:1988 鉄道車両用断流器の試験方法(解)
4 E 5002:1991 鉄道車両用空気圧縮機－試験方法(解)
4 E 5003:1989 鉄道車両用直流避雷器の試験方法(解)
4 E 5004:2000 電気車－制御機器－試験方法(解)
4 E 5005:1994 鉄道車両－高速度遮断機－試験方法(解)
4 E 5006:2000 鉄道車両－電子機器－試験通則(解)
4 E 5007:1998 鉄道車両－主変圧器－試験方法(解)
2,4 E 5008:1999 鉄道車両用電力変換装置－特性及び試験方法(解)
4 E 5009:1999 鉄道車両用リアクトル－試験方法(解)
4 E 5301:1994 鉄道車両－放熱器素－検査方法(解)
2 E 5302:1988 鉄道車両用推進軸(解)
4 E 5303:1989 鉄道車両用ディーゼル機関試験方法(解)
2 E 5401-1:1998鉄道車両用炭素鋼タイヤ－品質要求(解)

2 E 5401-2:1998鉄道車両用炭素鋼タイヤ－輪心及びタイヤ付車輪－寸法，釣合い及び組
立の要求事項

2 E 5402-1:1998鉄道車両用－一体車輪－品質要求(解)
2 E 5402-2:1998鉄道車両用－一体車輪－寸法要求(解)
1 E 6001:1994 直流電車－線番記号(解)
3 E 6002:1989 通勤用電車の性能通則(解)
5 E 6003:1985 通勤電車運転室の設計通則(解)
4 E 6004:1992 電気車－性能試験通則(解)

4 E 6005:1995 鉄道車両－自動列車制御装置及び自動列車停止装置の車上制御装置－
試験方法(解)

4 E 6006:2001 鉄道車両の自動列車運転装置－試験方法(解)
4 E 6101:2000 鉄道車両－直流主電動機－試験方法(解)
4 E 6102:1999 鉄道車両－交流主電動機－試験方法(解)
2 E 6201:1991 電気車用チョッパの通則(解)
2 E 6202:1993 鉄道車両用電磁継電気通則(解)
4 E 6302:2000 鉄道車両－パンタグラフ－検査方法(解)
2 E 6401:1999 鉄道車両－抵抗器(解)
4 E 6402:1999 鉄道車両－静止形補助電源装置－試験方法(解)
4 E 6601:1999 鉄道車両－補助回転機－試験方法(解)
2 E 6602:1989 電車用ユニットクーラー(解)

動力車
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既存ＪＩＳの整理

分類 JIS.№ 規格名称

3 E 7101:1989 タンク車(解)
5 E 7102:1989 タンク車用タンクの設計方法(解)
5 E 7103:1994 通勤用電車－車体設計通則(解)
2 E 7104:1989 鉄道車両旅客用腰掛(解)
4 E 7105:1989 鉄道車両構体の荷重試験方法(解)
4 E 7501:2001 鉄道車両用鋳鉄制輪子の性能試験及び検査方法(解)
2 E 7701:1992 高圧ガスタンク車タンク用安全弁(解)

　 以上の出展：ＪＩＳハンドブック　鉄道　2001年版

2 C 7503:1990 鉄道用電球
5 E 9210:2001 鋼索鉄道用ワイヤーロープ及びロープソケットの定着方法
4 E 9310:2002 特殊索道の制動試験方法
2 R 3213:1998 鉄道車両用安全ガラス

分類      1用語・名称 （記号）
2 部品
3 製品
4 試験方法 （測定方法）
5 その他 （設計方法）

客貨車
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(11)船舶技術分野における環境配慮規格策定ガイド

平成１５年１月３０日

船舶技術専門委員会

序文

今日、地球環境の保全のため、あらゆる分野において資源循環型社会を構築し、また産業

活動に伴う環境汚染などの環境負荷を軽減することが求められている。

このため、工業標準化の推進によって鉱工業品の品質の改善、生産能率の増進、生産・取

引・使用・消費の合理化等を図る場合においても環境保全、資源循環の観点に立った規格

の整備が喫緊の課題となっている。

資源循環、環境負荷低減に配慮し、直接又は間接的に環境への悪影響を最小限にとどめ地

球環境保全に寄与する努力は、継続してこそ成果が現れるものであり、リサイクル、リデ

ュース、リユース、更には省エネルギー化など地球環境保全のための新たなガイド作りや

規格の制定・改正が重要である。

現在すでに、JIS Q 0064:1998(製品規格に環境側面を導入するための指針)が制定されてお

り、あらゆる分野の製品規格に環境側面を導入する際の一般的な指針として活用されてい

る。

しかるに、船舶の場合、鉄鋼や非鉄金属さらには設備機器の一部である電気製品のように

独自に指針の作られている分野と違い、使用される材料、搭載機器の種類、数量が極めて

多く、他の多くの産業をすそ野にもっている。また、耐久年数が他の製品と比較して長い

ことや供用が海洋で行われること、解撤や点検・整備が国内外、船内外など様々な場所で

行われることなどが他の技術分野とは異なっている。

そのため、他の技術分野あるいは JIS Q 0064の規定による指針を基に船舶特有の課題を加

味し、建造・供用・解撤・廃棄、さらには各過程で発生する廃材の再利用をも含めた全過

程での船舶分野独自の環境配慮規格策定ガイドを策定する必要がある。

本ガイドは、船舶技術分野において、環境側面に配慮した規格を作成する際の指針又は製

品開発に役立つだけでなく、多産業に渡った製品のライフサイクルを考えるうえでも有用

である。



１．適用範囲　このガイドは、船舶技術分野において環境配慮規格を作成する際に配慮

すべき事項について規定する。

２．引用規格　次に掲げる規格は、このガイドに引用されることによって、このガイド

の規定の一部を構成する。これらの引用規格は、その最新版(追補を含む。)を適用する。

JIS Q 0064　　製品規格に環境側面を導入するための指針

３．定義　このガイドで用いる主な用語の定義は、次による。このガイドで用いる定義

のうち、環境関係については、基本的には上位規定である JIS Q 0064や関連法規で定義又

は使用されているものによる。

3.1 環境配慮規格 　環境側面（資源循環を含む。）を導入した製品の規格及びそれらの

製品の試験・評価方法、環境配慮設計、表示方法などを規定した規格。

3.2　材料 　製品を作るための素材。　鋼材やアルミニウム合金などのこと。

3.3　部材　 材料が加工されて製品の一部を構成できる状態になったもの。鋼材を加工

してできた外板、フレームなどのこと。

3.4　搭載機器　船舶に搭載する機器類。 船体ぎ装品、主機、補機、電気機器、航海計

器などのこと。

3.5 船舶に使用される材料　船舶の建造に用いられる資材の総称。3.2～3.4 の全てを

包含する。

４．環境配慮規格作成ための基本的事項

4.1　一般　環境問題は、資源の採取から最終処分に至るまでの様々な段階で発生する。

これらを配慮する際には、環境問題の原因となる可能性がある各段階での対策を取る必

要がある。それらの各段階を計画する際、設計段階における対策が最も重要である。

設計段階でこれらの環境問題を配慮する場合には、一つの段階だけに着目して配慮する

のではなく、資源の採取から最終処分に至るまでのすべての段階を視野に入れ、総合的

に環境負荷が低減するように配慮する。

環境問題への配慮の内容には、大きく分けて 2つの側面、すなわち、環境負荷の低減及

び資源循環利用の促進とがある。

なお、環境配慮規格作成に当たっては、製品などに関する規格の規定事項は、プラス

及びマイナスの両面で環境に影響を与える可能性があるので、これらの規格と環境との

係わりを考慮することによって、環境に悪影響を与えるような規定を回避することが必

要である。

4.2　船舶のライフサイクルの各段階における総合的な環境負荷低減への配慮　船舶が

環境に与える影響についてライフサイクルを通して評価する必要がある。この場合、船

舶に装備する個々の搭載機器だけでなく船舶全体を考え評価しなければならない。環境

配慮規格作成に当たってこのような評価は、必要な条件であり、規格の制定・改正作業



の一環として配慮する必要がある。

船舶はいずれ役目を終えて解撤される。解撤された廃材は可能な限り再利用すること

が必要であり、リサイクルを確実に実行するためには分別解撤することが重要である。

また、再利用ができない廃材の最終処分を考慮し、使用材料には環境汚染物質を含有し

てはならない。このため現存する船舶の解撤とは別にこれから造られる新造船への環境

側面の検討が必要であり、使用材料の選定及び搭載機器の設計段階において、省資源、

省エネルギー、リサイクル、耐久・耐用性、低環境負荷等を配慮した総合的ライフサイ

クルを構築し、環境保全に配慮しなければならい。

　船舶技術分野における環境負荷の低減には、資源の循環利用と環境負荷低減の 2つの

側面がある。すなわち、有限の資源は短期間に取り尽くしてしまうことなく持続的に利

用・再利用し、更に廃棄物が地球環境への汚染をもたらすことがないようにする必要が

ある。これら２つの側面はそれぞれ関連があり、どちらか一方をおろそかにしてはなら

ない。

環境負荷を低減するためには、それぞれの過程において環境負荷を減じる努力が必要で

あるが、あくまで総合的な視点での環境負荷低減を目標とすべきである。

個々の過程における最良の方法を単純に積み重ねただけでは全体で見た場合の最良

の選択になるとは限らないことに留意する。ただし、個々の過程における環境に対す

る配慮を怠ってはならない。

4.3  資源の持続的利用への配慮

4.3.1 高耐久、高耐用性による資源保護　船舶の環境側面を考える上で、船舶自体の耐

久性を高める必要がある。船舶の耐久性向上は、材料の使用量の削減（省資源化）と廃

棄物の発生抑制（リデュース）効果をもたらす。船舶自体の耐久性を高めるためには、

部材・搭載機器そのものの耐久性の他、その組み合わせについても留意する。

しかし、船舶を構成している各部材・搭載機器によって耐用年数は異なり、修理や取

替を行わない限り最短耐久部分において、耐用年数に何らかの影響が生じる。このため、

船舶の耐用年数を長くするには、必要に応じて各部材・搭載機器の維持管理、補修、交

換などを積極的に行わなければならない。

4.3.2  環境負荷の少ない再資源化方法の優先　船舶の建造で発生する余剰材や廃材、

又は解撤時の発生物は、再資源化を考慮する。再資源化の方法には、一般的にリユース

（搭載機器の再使用）、リサイクル（使用済製品等の原材料として再利用）などいくつ

かの方法がある。環境配慮規格作成においてどの方法を選択するかについては、一般的

には、環境保全効果の大きい、上記の順に優先順位を設定すべきである。また、循環利

用における省エネルギー・流通などの観点から対象物の特性や再資源化技術の水準など

を考慮した上で、地球環境に与える影響が少ない方法を選択する。

4.3.3  循環的利用が困難な廃棄物に対する適正な最終処分の実施　一般に廃棄物から

微量の成分を分離するには、コストとエネルギーが必要であり、分離のプロセスで新た

な環境負荷が発生する。過度の分別を徹底することは、コスト高であるだけでなく、環



境負荷低減の目的には必ずしも合致しない場合がある。その時点での技術や流通システ

ムなどを考慮した総合的な判断で、処理方法を決定する。

リサイクルなどが実行不可能な場合や可能であっても総合的な環境側面を考えた場合

に有利にならないなど、いずれの方法によっても再資源化に適さないと判断された場合

には、最終処分を行うことになる。その場合、環境負荷低減に配慮する。

4.3.4　資源循環型製品の使用促進　資源循環型製品の使用促進に貢献し得る事項について

は、積極的に規格化に取り組むものとする。

なお、環境配慮規格を作成する場合は、資源循環型製品の使用を妨げる内容であってはな

らない。

4.4 船舶に使用される材料、搭載機器などにおける有害物質使用の回避　新しく建造さ

れる船舶、船舶に使用される搭載機器などにおいては、設計段階から環境及び人体に悪

影響を及ぼすおそれのある有害物質の採用を極力避け、環境負荷低減に配慮しなければ

ならない。

技術的又は他の性能確保のために有害物質の使用の回避が困難な場合には、環境影響を

最小限にするとともにライフサイクルにわたる管理方法を明確にするなど環境への拡

散を防止するための対策を施す。この場合、現在の使用環境に影響を与える物質だけで

なく、将来の再資源化の際に支障となる物質も有害物質として考えるべきである。

4.5 環境側面に関する情報の適切な管理及び表示　船舶又は船舶に用いる材料・搭載機

器は、一部の消耗品を除き耐用年数が長く、経年によって使用者の変遷が起こるため有害

物質の採用状況、使用材料の成分など環境負荷に関する情報の伝達ができず解撤時など環

境に影響を与えるおそれがある。これを回避し環境負荷低減又は資源循環に寄与するため

に適切な情報管理及び製品などにおける情報表示をしなければならない。

4.6　プレジャーボートに関する環境配慮規格の作成　プレジャーボートは一般の船舶

と違い使用者が消費者であり、日用品などのように消費者の意識・ニーズの把握が重要

となることが想定される。（社）日本舟艇工業会が積極的に環境対策に取り組んでいる

ことを考慮のうえ、環境配慮規格として必要な技術要件については、（社）日本舟艇工

業会と連携しつつ規格化を推進するものとする。また、ISO/TC188（国際標準化機構 ス

モールクラフト専門委員会）での環境関連規格作成の状況について留意する必要がある。

５．環境配慮規格作成のための一般的留意事項　環境配慮規格作成に当たっては、船舶

技術分野における標準化戦略を基本にするとともに JIS Q 0064 の規定及び４．の基本

的事項を配慮するほか、次による。

5.1　国際条約の勘案　従来から、船舶においては、海洋汚染防止に関する議定書

（MARPOL）、海洋投棄防止条約に関する議定書など環境汚染防止に関する条約の発効

に伴い、これに対応した強制法規の整備が行われ環境負荷低減のための対策が進められ

ている。また、これらの技術基準に係る解釈基準として、国際規格が制定され、併せて

国内規格が制定されている。このような状況及び船舶技術分野における標準化戦略にあ



るＩＭＯとの連携強化を踏まえ環境配慮規格作成時には、これらの条約について配慮し

なければならない。

5.2　国際規格の勘案　国際標準化機関（ISO、IEC 等）では、既に環境配慮規格が一

部制定されている。また、船舶の解撤に関する問題などＩＳＯ／ＴＣ８を中心に新たに

標準化に取り組む動きがある。これらの動向を踏まえ既に制定されている環境関連の国

際規格については、国内規格に取り入れなければならない。更に規格作成に当たっては、

国際規格との整合化に留意し、国際的な観点から標準化を推進しなければならない。

5.3　他の環境関連地域規格及び国家規格の勘案　船舶技術分野の一部の業種では、Ｅ

Ｕを例とした特定の地域における環境規制に対応した環境対策を検討している。これら

の環境対策に係る技術基準のうち、環境配慮規格として整備した方が地球環境保全に有

益であると認められる場合には、国内規格として整備する必要がある。

5.4船舶技術分野以外の環境関連ＪＩＳ規格の勘案　船舶技術分野で取り扱う搭載機器

などについては、電子・電気機器、鉄鋼、機械など他の技術分野に密接に関わるものが

ある。環境配慮規格作成に当たっては、これらの技術分野での環境配慮規格と相違又は

重複が生じないよう積極的に情報を入手し、活用しなければならない。

5.5 強制法規の勘案　鉱・工業製品に用いる物質又は材料のうち、有害なものは、強制

法規によって、その使用が一部禁止されている。これに対応し、船舶技術分野において

も従来から、規格制定・改正において使用禁止物質の排除を行ってきた。今後の環境配

慮規格の制定・改正に当たっては、関連する強制法規を参照しなければならない。更に

今後の強制法規による有害物質使用禁止の強化を想定し、有害物質の使用は極力避ける

など引き続き配慮しなければならない。

5.6 新技術に対応した環境配慮規格の作成　地球環境保全に関連した対策などについ

ては、各所において調査・研究又は開発が行われているとともに産学官共同による取り

組みも進行中である。これらの取り組みに積極的に関与し、標準化が必要な新技術につ

いては、積極的に規格化しなければならない。

なお、このような環境配慮規格に関連した新技術や標準化テーマの発掘は、（財）日

本船舶標準協会を中心に行うものとする。

６．今後の取り組み　船舶技術分野における環境保全対策は、従来から船舶及び海洋技

術に関連した国際条約、強制法規などに基づき関係各所において適宜実施されるととも

に船舶部門日本工業規格においても一部行われてきた。本ガイドでは、このような状

況を考慮のうえ、更に発展的に環境負荷低減及び資源循環利用の促進といった二つの側

面などを中心に環境配慮規格策定ガイドとして環境保全に資する標準化の方向性に

ついて規定している。地球環境保全に関連した技術は、通常の技術と同様に常に進歩

するものである。また、地球温暖化やダイオキシンなどのように新たな問題として地

球環境に影響を与えているものもある。船舶技術分野における環境配慮規格作成に当

たっては、今後生じる新たな環境問題、新技術などを考慮のうえ、本ガイドにおいて



その方向性を見直していくことが求められる。また、従来から行ってきた地球環境保

全のための対策だけでなく、長期的視野に立った地球環境浄化の技術や環境負荷を生

じない船舶又は舶用製品の開発など新たな指向を目指した標準化が望まれる。



(12)物流技術分野における環境配慮規格策定整備方

平成１５年２月６日

物流技術専門委員会

１． 目　　的

　環境・資源循環の観点に立った規格への整備は、我が国が主体的に取り組むべき標準化課題で

あり、地球環境問題や有害化学物質問題の対策として、必要な規格を整備していくことは喫緊の

課題となっている。このようなことから、物流技術分野における環境側面を配慮した規格（３Ｒ

の推進、地球温暖化対策、有害物質対策、環境配慮設計などに資する規格であり、以下「環境配

慮規格」という。）の取り組みを促進するためには、国際的整合性を確保しつつ、科学的、体系

的に行うことが必要である。そのためには、まず、物流技術分野の規格策定において環境側面を

導入するための方針（以下「整備方針」という。）を策定し、その方針に基づいて物流技術分野

の個別の規格を作成することが適切かつ効果的である。

　以上から、物流技術分野においては、まず、環境配慮規格を策定するに当たっての基本的な考

え方を整理した上で、環境配慮規格の現状及び中期的な策定計画を調査・整理するとともに、環

境配慮規格を整備していく上での今後の課題・問題点を明らかにし、それらを踏まえた今後の取

組み姿勢・考え方を「整備方針」としてとりまとめ、今後の環境配慮規格の推進に資することと

する。

２． 基本的な考え方

　環境配慮規格の策定を推進することは、近代的な産業国家を持続的に発展させるために不可欠

な基盤である。それ故、これまでも多くの分野で標準化活動が促進されてきた。物流技術分野に

おいても長い間人々の関心を集めてきた。しかし、それが圧倒的な成果を収めてきたかと言えば

必ずしもそうとは言えない。今日、環境配慮規格を推進しようとすれば、次のような視点が必要

となる。

(1)  環境、資源・エネルギー問題といった地球環境への配慮を十分行うこと。

(2)　波及的な影響も含めてコアとなるべき対象について標準を定め、その維持・普及について

企業や人々の自発的努力を誘発するような仕掛けを準備すること。

(3)　国際標準との整合を図ること。

(4)　標準化のグローバル戦略を策定すること。

　このような視点を踏まえ、環境配慮規格を策定していくに当たっての考え方と仕掛けを、まず、

一般的なマテリアルフローのプロセスモデルを記述し、全体像のマップを描くことから始める。

２．１． 一般的なマテリアルフローのプロセスモデル（GMFM：Generic Material

Flow Model）と環境配慮事項

  物流機器を念頭において、物の流れのプロセスを一般化して示すと、図１のようになる。

　フォークリフトもパレットもこのGMFM をベースに考えることができる。



　　

２．２ 環境に配慮した物流機器製品設計及び供給プロセスでの努力の方向

　図１をベースに、環境を配慮した物流機器製品設計及び供給プロセスでの努力の方向を整理す

ると表１のとおりとなる。

　このモデルから、標準化対象を読みとることができる。標準化対象の選定及び関連する活動は

それによって技術の進歩を押さえてはならない。逆に標準化しないことで生じる社会的浪費を回

避し、広く社会に貢献することを考えなければならない。

　　　表１　環境を配慮した物流機器製品設計及び供給プロセスでの努力の方向

 プロセス

 供　　給
 使　　用
 解体分別
 廃棄処理
(全体として)

①各プロセスで排出される環境汚染物質を少なくすること。
②騒音、交通傷害等、各プロセスが環境条件を悪化させる発生源とならないこと。
（むしろ積極的にその過程が環境浄化に貢献できることが望ましい。）
③原材料から使用に至るプロセス全体が短いこと。
④プロセス全体がトレース可能なこと。
⑤プロセス全体でなるべくエネルギーを消費しないこと。

 使　　用 ① 寿命が長いこと。
② 広い範囲で使用できること。
③条件の変化にフレキシブルに対応できること。
④メンテナンスに、純正でなく汎用的な部品を使える様、標準化しておくこと。メ
ンテナンスが簡単になり、いつまでも使用できる。

 解体分別 ① 廃棄物を少なくする。
② 容易にする。

 リユース
 リサイクル

①なるべく小さなサイクルで回収できること。
②使用チャンスを増やすため、広い領域でリユース、リサイクルできるようにす
る。何度も繰り返し使えるようにする。どこでも使えるようにする。
③ 原料が部品や材料の外から分かるようにしておくこと。
④ 再生のコストを安くすること。
⑤ 再生品を人々が喜んで使えるようにする。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　環境汚染物質　　　　　　　　　　　　　　環境汚染物質　　　　　　環境汚染物質

　　原料採取供給　　材料製造供給　　　部品製造供給　　製品製造供給　　使用　　　 解体分別　　廃棄処理

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備(リユース)

                                                           部品再生(リサイクル)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                 

                                     エネルギー、原料再生(リサイクル)

                             図１　一般的なマテリアルフローのプロセスモデル

材料再生(リサイクル)



２．３　標準化の対象とその促進に必要な事項

(1)  用語を定めることは、情報共有の基本的なインフラ整備に不可欠である。

(2) 安全基準を定めることは、その分野での機器導入のためのメーカとユーザーの最低限の合

意である。

(3) 標準化された部品、パレット、通い箱、容器などの採用による効果の試算、開示、利用拡

大の予測とその効果。

(4) 再生プロセスにおいて、卸売業のような量や価格の変動のばらつきを吸収する組織が必要。

(5) 再生品の方が新品を使うより有利な条件を作り出す。

(6) 再生マークを規格化して、再生品を有効に使う社会通念を生み出す。企業だけでなく一般

の人々に再生品の積極的使用を動機づけること。

３． 環境配慮規格の現状

　物流技術分野では、包装材料、容器（段ボール箱、ドラム缶等）、パレット、コンテナ、産業

車両（フォークリフト、無人搬送車等）、クレーン、運搬機械、自動認識手法（バーコードや無

線タグを使った梱包用ラベル等）を標準化対象としているが、これらの中で環境配慮規格とされ

る JISをリユース（部品、製品の再使用）、リサイクル（廃棄物の再利用）、リデュース（減量、

廃棄物の発生抑制）の環境側面から整理すると次のとおりとなる。

(1) リユース（再使用）

　　　　　　　　　　　　表２　リユース関連の JIS規格
　　規格番号及び名称 　　　規 定 内 容 　　　　備　　考
Z 1655
プラスチック製通い容器

繰り返し使用を目的としたプラ
スチック製通い容器について規
定している。

Z 0606
プラスチック製平パレット

同上 リユースを目的とはしていない
が、結果的にリユースされてい
る。

(2) リサイクル（再利用）

　　　　　　　　　　　　表３　リサイクル関連の JIS規格
　規格番号及び名称 　　　　　　　　　規 　定 　内  容 備考
Z 1655
プラスチック製通い
容器

材料に、以下の記述を規定している。
「容器に使用するプラスチックの素材は、資源として再利用で
きるもので、ポリエチレン、ポリプロピレン、ABS 樹脂、ポ
リカーボネート、AS 樹脂、メタクリル樹脂及びポリアミド樹
脂か又はこれらと同様以上の品質をもつものとする。」

Z 0606
プラスチック製平パ
レット

材料に、以下の記述を規定している。
「パレットに使用するプラスチックの素材は、再生資源として
利用できるもので、ポリエチレン、ポリプロピレン、ABS 樹
脂及び不飽和ポリエステルか又はこれらと同様以上の品質をも
つものとする。」

Z 1506   Z 1516
外装用段ボール
外装用段ボール箱

特に規定はない 再資源化
率 90%以
上



４．環境配慮規格の中期策定計画

　環境配慮規格の１４年度から向こう３ヶ年程度の中期策定計画を環境側面から分類・整理し、

それらの規格を策定していくうえでの共通的な環境配慮事項をとりまとめた。

４．１．リデュース（廃棄物の発生抑制）

（１） 過剰包装の排除

　包装技術分野においては、商品の過剰包装を無くし、ごみの発生を抑制することを配慮する必

要がある。

　事例１．包装貨物の試験評価方法

　　包装貨物の実振動は不規則振動であるが、正弦波一定振動試験及び正弦波掃引試験を優先的

に実施し、過剰包装になる傾向が見られてきた。近年のデジタル技術の進歩により不規則振動

試験が可能となり、実態に即した不規則振動試験を JIS とし、包装貨物を適正に評価し、過

剰包装を無くす。

　事例２．紙系素材からなる構造体緩衝材料の評価試験方法

　　紙系素材からなる構造体緩衝材料の評価試験方法を JIS にすることにより、それら紙系構

造体緩衝材の適正使用量を決定し、過剰使用を無くす。



　事例３．包装廃棄物関係の欧州規格（EN規格）に対応した JIS規格制定の検討

　　欧州では、包装廃棄物関係の欧州規格（EN 規格）として、表６に示すように既に７規格が

制定され、更に４規格が審議中である。これら EN規格は 94/62/EC指令により、強制力のある

規格として欧州市場で重要視されている。また、ＩＳＯ規格化が提案されると予測されている。

　　我が国としては、これらの EN 規格をベースに日本の特徴を取り入れた環境ＪＩＳ制定の検

討を早急に進める必要がある。

　　なお、これら EN 規格の内容は、包装と環境の用語、３Ｒ対応をはじめとして、コンポスト

化と生分解による適正処理及びエネルギー回収等の各要求事項等、包装廃棄物の環境対策全般

の施策と技術を包含しており、包装産業を中心とした日本の産業全般から見て、非常に重要な

規格である。

                      表４　包装廃棄物関係の欧州規格（EN規格）

　規格番号 　　             規   格   名   称 （仮訳）
EN 13193:2000 包装―包装及び環境―用語
EN 13427:2000 包装―包装及び包装廃棄物の分野における欧州規格の使用につい

ての要求事項
EN 13428:2000 包装―製造と成分に特有の要求事項―発生源の削減による防止
EN 13429:2000 包装―再使用
EN 13430:2000 包装―材料リサイクルにより回収し得る包装体についての要求事項
EN 13431:2000  包装―エネルギー回収の形で回収し得る包装に対する要求事項（純

発熱量の最低仕様を含む。）

制定
規格

EN 13432:2000 包装―コンポスト化及び生分解を通じて回収可能な包装についての
要求事項―包装の最終受入れに対する試験体系と評価基準

PrEN 13437  包装及び材料リサイクル―リサイクル手法についての基準―リサイ
クルプロセス及びフローチャートについての記述

PrEN 13439 包装―エネルギー回収率―計算の定義及び方法
PrEN 13440 包装―リサイクル率―計算の定義及び方法

審議中
規格案

PrEN 14182 包装―用語―基本述語及び定義

４．２ 　リサイクル（再利用）

　リサイクル製品を積極的に利用するグリーン購入が増えている一方で、リサイクル製品の品質

等に不安を感じる消費者・使用者も多い。このため、リサイクル製品の用途に応じた品質のグ

レード化を図るなどにより消費者・使用者の信頼を確保することが重要である。

　また、一度使用された廃棄・回収された廃棄物を原材料に用いたリサイクル製品では、有害と

して規制されている物質等の含有量・放出量が不明確な場合がある。このため、再生材料を用い

た製品の利用拡大を図るため、それらに適用できるよう確認すべき微量成分の特定及びそれら微

量物質の測定方法の標準化も必要である。

　

（１）材料表示

　製品規格の表示の項において材料表示を行えば、種類別の分類が可能となり、材料リサイクル

が容易となる。グレード分類等を行うことによって、産業分野横断的にリサイクル材料の需要が

活性化することも考えられる。



　事例１．再生紙利用の紙ガムテープの JIS化

　　紙ガムテープ JIS の材料規定にグリーン購入調達法の特定調達品目の判断基準である「本

体古紙配合率４０％以上」を盛り込むことにより、再生紙利用の紙ガムテープの普及促進を図

る。

　事例２．プラスチック平パレットの JISに材料表示

　　廃棄プラスチックパレットを再資源として利用するには、その材料が判別出来なければなら

ない。このため、規格に材料表示を規定することを検討する。

（２）用途に応じた品質のグレード化

　事例１．無延伸ポリエチレンテレフタレートシート及びフィルム

　　食品の容器・包装に多量に使用されている当該シート及びフィルムは使用済み PET ボトル

の再生原料使用品が混在しているため、JIS 化により、シートの種類を主な用途によって下表

のとおり区分し、Ａ種については食品衛生法の食品・添加物規格基準に適合するものとする。

　　　　　　表５　用途による種類

 種 類 　　主　な　用　途
 Ａ種 食品用容器包装及び器具
 Ｂ種 非食品用容器包装及び器具
 Ｃ種 その他（容器包装でないもの）

（３）　リサイクルマニュアル及びシンボルの標準化

　容器包装リサイクル法では、消費者による使用済みの容器包装の分離排出を促すため、家庭か

ら排出される使用済み容器包装について消費者には分別排出への協力が、地方公共団体には分別

収集の実施が要請され、容器包装を製造及び利用する事業者には再商品化を行う義務が定められ

ている。また、資源有効利用促進法では飲料用スチール缶、飲料用アルミ缶、飲料・酒類・醤油

用の PET ボトル、紙製容器包装及びプラスチック製の容器包装に識別表示を義務づけている。

しかし、段ボール製容器包装や１８リットル缶など識別表示が義務づけられていないものについ

ても、業界団体が自主的に表示ガイドラインを作成し、識別マークを表示している。これら自主

的な業界表示識別マークや表示ガイドラインについての JIS化又はTR化の必要性について検討

する。

　なお、容器包装リサイクル法では、複合素材の一方が紙で他の素材より重ければ紙に分類され

るが、これがリサイクルの阻害要因になることがある。例えば、板紙の表面にプラスチックフィ

ルムやアルミ箔がラミネートされていても、分類上は紙であり、資源有効利用促進法では紙マー

クが付けられることになるが、製紙工場で紙にリサイクルされるときの阻害要因になることがあ

ることと、廃棄物の増加原因にもなる。リサイクルのし易さの基準や試験方法の標準化の検討も

必要となる。

　事例１． 段ボールのリサイクル推進ガイドライン

　容器包装リサイクル法（平成１２年４月施行）及び資源有効利用促進法（平成１３年４月施

行）の実施を踏まえ、段ボールリサイクル協議会は、業界において自主的に国際段ボール協会



により作成された国際共通リサイクルシンボルを段ボールのリサイクル推進シンボルとして運

用する基準をガイドラインとして作成した。このガイドラインの JIS 化、TR 化の必要性につ

いて検討する。

　事例２．使用済み１８リットル缶のリサイクルマニュアル

　１８リットル缶を含むスチール缶のリサイクル率（平成１２年度 84.2%）を向上させ、１８

リットル缶＝スチールの資源の有効活用のために、平成１１年３月に全国１８リットル缶工業

組合連合会と（社）日本鉄リサイクル工業会は共同で、使用済み１８リットル缶のリサイクル

体制を確立し、回収受入れ基準、取引又は納入に関する手続きなどをとりまとめたリサイクル

マニュアルを作成した。本マニュアルには、法では義務づけられてはいないが、業界での自主

的なリサイクル推進マークの表示方法等も記載している。このリサイクルマニュアルの JIS

化又はTR化の必要性について検討する。

４．３ 　リユース（再使用）

　リユースでは、リユース製品の品質、強度などを保証するための検査方法、安全性表示方法等

の標準化を検討する必要がある。また、製品・部品の長期使用及びリユースを推進するため、部

品の公開や製品の機能向上における互換性を確保するような規格を作成することが望ましい。

　事例１．更生ドラム缶

　　鋼製ドラム缶のリユース率は５０％を越えているが、更に安全で安定的なドラム缶のリユー

スを促進するために、更生ドラム缶の JIS化の検討を行う。

　事例２．物品へのバーコードシンボルのダイレクトマーキング及び自動読取技術

　　金属、非金属、高分子等の物品にバーコードシンボルを直接マーキングする技術及びバー

コードシンボルの情報の自動読取技術の標準化を行う。部品等にダイレクトマーキングされた

バーコードシンボルには多くの情報入力が可能なため、例えば、家電製品、自動車等の部品の

リユース率の向上に繋がる。

光源

ダイレクトマーキング技術

各種マーカー

２次元シンボル

リーダー

自動読取り技術

図２　　ダイレクトマーキング及び自動読取り技術の標準化



４．４　環境汚染対策

（１）特定化学物質の取扱量・環境への排出量等の削減

　特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR 法：

Pollutant Release and Transfer Register法）は、事業者による化学物質の自主的な管理の改善

を促進し、環境の汚染を未然に防止することを目的とし、表４に示す PRTR 制度及びMSDS制

度を導入している。

　この法の趣旨を踏まえ、事業者においては特定化学物質の取扱量・環境への排出量等を把握す

るとともに、削減努力をする必要がある。

　　　　　　　　　　表６　PRTR法によるPRTR 制度及びMSDS制度の概要
　　制　度　名 　　　　　　　　　　内　　　容
PRTR制度 有害性のある化学物質として定められた第一種指定化学物質

を製造又は取り扱う事業者  が環境への排出量や排気物質に
含まれて移動する量を把握して国に届け出ることを主な内容
とする制度

MSDS制度
（Material Safety Data
Sheet）

指定化学物質を他の事業者に譲渡又は提供する際には、その
化学物質の性状及び取り扱いに関する情報（化学物質安全
データシート MSDS）を事前に提供することを義務づけるも
の

　日本段ボール工業会は、平成１４年４月、段ボール産業界における PRTR 制度の啓発と対象

化学物質の環境への排出量等の算出を容易にするため、段ボール産業の環境汚染物質排出・移動

量算出マニュアルを作成した。このマニュアルの JIS化又はTR化の必要性について検討する。

（２）危険物輸送ドラム缶の性能向上の推進に資する試験法

　ドラム缶は一部ではあるが、有害物質を運搬する容器であり、輸送中の漏れを発生させないド

ラム缶の製造が求められており、そのためには、落下試験方法や振動試験方法などのレベルアッ

プにより危険物輸送ドラム缶の性能向上を図る必要がある。

３．５．環境調和型ロジスティクスマネジメントシステム

　物流は、全産業にわたる機能であり、かつ、長距離・他頻度の輸送を伴うなど、エネルギーを

多量に消費し、環境負荷の大きな業務であることから、省エネ型ロジスティクスの仕組みを検討

して、環境調和型物流を早急に構築する必要があり、その体系化、標準化、パフォーマンス指標

の確立、導入ガイドラインの策定などの対策が必要となっている。

　

　事例１．環境調和型ロジスティクスマネジメントシステム導入マニュアル及び企業における

環境調和型ロジスティクスの水準評価基準

　　経済産業省流通政策課は、企業におけるロジスティクス分野の環境マネジメントの取組を促

進するため、企業が環境調和型ロジスティクスマネジメントシステムを導入するためのマニュ

アルを平成１４年３月に作成し、公表した。マニュアルは「チェックリスト」、「定量データの

算出方法」、及び「とりまとめシート」で構成されている。



  このマニュアルにより実施された各社のチェック結果の回収・分析を行い、各社の環境調和

型ロジスティクスの水準を測る基準の策定検討とともに、環境調和型ロジスティクスマネジメ

ントシステム国際標準化への提案可能性を探るとしている。

　　　　表７　環境調和型ロジスティクスマネジメントシステム導入マニュアル

　　　　　　　内　　　　　　　　　容
チェックリスト チェック項目をチェックすることにより、各企業は自社の環境負荷低減

を意識したロジスティクスの取り組み状況を把握することが可能となっ
ている。

定量データの算
出方法

企業で直接的に把握できるロジスティクス活動に使用するもの及び排出
されるもの（段ボールの使用量・排出量等）に関する定量データ、直接
的に把握可能又は何らかの手段で推計可能な、ＣＯ２排出量等環境負荷に
関する定量データの算出方法についてまとめたもの。

とりまとめシー
ト

チェック結果及び取り組んでいる環境調和型ロジスティクスの定量デー
タを記入するためのフォーマットであり、第三者が企業間での比較を容
易にできるようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　公表例 ○ 段ボールの 20.0%は再生資源を利用しています。
○ 包装材の再資源化率は 60.0%です。
○ 輸配送を共同化することにより、CO2を 1,000kg削減しました。

４．４ 　一貫輸送の実現による輸送効率の飛躍的向上

　物流の一層の効率化・省力化を図り、省資源、省エネに資するためには、物流の高度化を指向

した一貫物流システムを構築する必要がある。

　事例１．一貫パレチゼーション(1)のためのパレット寸法の国際標準化

　我が国では一貫パレチゼーション用の JIS 寸法である T11(1100×1100) の平型パレットを

中心にパレットの標準化を進めてきた。しかし、世界のパレットは日本、アメリカ(1219×

1016)及び欧州(1200×800)の標準パレットが普及しており、ISO は欧州の標準パレットを規

定していた。このため、我が国は ISO 規格に T11 寸法が採用されるよう、アジア太平洋諸国

と連携しつつ改正提案を行ってきている。

　注(1)　発地から着地まで一貫して同一のパレツトに貨物を積載したまま輸送を行うこと。

　事例２．国際複合一貫輸送のためのデータエレメント・メッセージ

　　米国は、1997 年より物品輸送システムの国際標準化を ISO の場を使って進めてきたが、昨

年９月の同時多発テロにより、セキュリティ強化の視点を追加し、国際標準化を早めている。

　　このため、米国は TC204 で、国内に持ち込まれる荷物にタグを取り付け、仕出人から荷受

人までの船舶、航空、鉄道、道路運送の全過程を無線 ICタグにより一貫追跡し、情報の改変、

コンテナの不正開閉及び不審荷物の米国内への持込を監視できるシステムのための国際標準化

を提案し、2,000 年 10 月のシカゴ会議で新業務項目提案（NP）投票に進むことが承認され、

新設のWG7.2で標準化作業をスタートさせている。



　　このような国際標準化が実現すれば、物流の効率化につながるものの、産業界への影響につ

いて十分検討する必要がある。我が国はこの提案に対応するため、TC204/WG7国内委員会と

は別個のWG7.2国内委員会を設置し対応を検討している。

　図３　国際複合輸送におけるデータ交換インタフェイス

　事例３．出荷・輸送・荷受け一貫ラベル

　　物流分野においては、各社ごとの独自ラベルが使われ、共同化、事業連携などによる物流効

率向上の実現が困難となっている。そこで、出荷場所で一度貼付した輸送ラベルを納品場所

に届けるまでに関係する複数の事業者が業種横断的に利用できる出荷・輸送・荷受け一貫ラ

ベルの JIS化を行い物流効率の大幅な向上を図る。
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　事例４．ＩＣチップを用いた新規物流用ＩＣタグ

　　新しいデータキャリアである RFID は非接触式の自動認識システムであり、複数のタグと

の同時アクセスが可能であること、汚れ、ほこり等の影響を受けにくいこと、記憶データの容

量が大きいことなどの特性から、物流効率化に大きく寄与すると期待されており、国としても

産業界への導入に向けて、次年度以降、実用化のための技術評価試験を行うこととしている。

　物流分野で使用される物流管理用の RFIDについては、現在 ISO（SC31　WG4）で国際標準

化　の審議が行われている他、Auto-ID センターにおいても研究開発が進められていることか

ら、関係者と連携を取りながら、動向を注視していく必要がある。

　更に、RFID は IC チップを使っているため、記憶データの容量は大きいが、情報の視認が

できないため、目視で情報の読み取りが可能なリライトラベルと RFID とを一体化すること

で、物流効率の一層の向上が期待できる。そこで、国際標準及び EDI との連動も考慮し、IC

チップとリライトラベルとを一体化した物流用新規 ICタグについても標準化を行う。

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　図４　RFID／リライトラベルとの一体型

５．　今後環境配慮規格を整備していく上での課題・問題点及び今後の取り組み姿勢・考え方

　以上、環境配慮規格を策定するに当たっての基本的な考え方として、まず、全体像を把握する

ため、一般的なマテリアルフローのプロセスモデルを示し、その中で使用に至る供給プロセスで

の努力の方向及び具体的な標準化の対象並びにその促進に必要な事項を整理した。次に、現状に

おける環境配慮規格の制定状況及び現時点での中期策定計画を環境側面から分類・整理したが、

これらは上述のマテリアルフローのプロセスモデルに基づく全体像から見ると、必ずしも体系的

かつ網羅的なものとはなっていない。

　ところで、（社）日本ロジスティクスシステム協会は、下記に示すとおり、２１世紀の循環型

経済における、ロジスティクス活動のあるべき姿（コンセプト）を「環境と調和した循環型ロジ

スティクスのグランドデザイン」として提唱しており、今後、環境と調和した循環型ロジスティ

クス実現に向けた課題を、行政、企業、生活者等の観点から明らかにしていくとしている。

　したがって、今後、体系的かつ網羅的な環境配慮規格の整備を図って行くには、上述のマテリ

アルフローのプロセスモデルに基づく全体像と「環境と調和した循環型ロジスティクスのグラン

ドデザイン」との連携を図ることにより、必要な標準化課題を明らかにすることが必要である。

ＩＣチップ
リライト

ラベル
・情報の視認が可能

・情報の大容量化



環境と調和した循環型ロジスティクスの実現に向けた課題抽出と標準化

　

循環型ロジスティクス　グランドデザイン

生活者企業

リバースチェーン

循環型ロジスティクスの目標
lリデュース： ロジスティクス活動における省資源化を行い、廃棄物を減らします
lリユース： ロジスティクス活動における資源の再使用を促進します
lリサイクル： ロジスティクス活動における資源の再生利用を促進します

循環型ロジスティクスの目標
lリデュース： ロジスティクス活動における省資源化を行い、廃棄物を減らします
lリユース： ロジスティクス活動における資源の再使用を促進します

lリサイクル： ロジスティクス活動における資源の再生利用を促進します

源流管理源流管理

設計・
生産 流通

再生・
再利用

購買 消費

分別
処理

環境パフォーマンス環境パフォーマンス

行政

省資源ロジスティクス省資源ロジスティクス

コラボレーションコラボレーション

サプライチェーン

還流ロジスティクス還流ロジスティクス

環境と調和した

リバースチェーン

図５　環境と調和した循環型ロジスティクスグランドデザイン

【環境と調和した循環型ロジスティクス】

　「環境と調和した循環型ロジスティクス」では新たな 2 つの概念を提案している。一つは、

企業の連鎖として、廃棄・回収プロセスが産業界の中に確立することを目指した『リバース・

チェーン（還流連鎖）』である。『リバース・チェーン（還流連鎖）』とは、製品の回収・廃棄の

プロセスにおいて、企業間のコラボレーションを成立させ、機能連鎖を切らすことなく使用済み

の製品や部品を還流させる仕組みを意味する概念である。製品とサービスの供給プロセスに焦点

を置いたサプライ・チェーン(供給連鎖)を、循環型のプロセスへ革新するための概念として、

『リバース・チェーン』が有効であり、サプライ・チェーンとリバース・チェーンとが一体と

なって、産業界に定着することで、真の循環型経済が確立されるものと考えている。

　もう一つは、『生活者起点の発想』である。製品の生産・流通・消費・回収・廃棄という一連

のライフサイクルの中では、生活者がその主役であり、サプライ・チェーンがリバース・チェー

ンへと転換するポイントに位置するのが、『生活者』である。リバース・チェーンが効果的に機

能するためには、最終消費者に向かったサプライ･チェーンを、リバース・チェーンの起点とし

ての生活者を循環プロセスの中に巻き込んでいくことが必要と考えている。このため、さまざま

な情報発信を通じて、生活者との対話を進めなくてはならないと考えている。



(13)産業機械技術分野における環境配慮規格整備方針

平成 15年 3月 31日

日本工業標準調査会標準部会

産業機械技術専門委員会

はじめに

　国際標準化機構（ＩＳＯ）では、環境適合設計に関する国際指針 ISO TR 14062をとりま

とめたところである。また、ISO/IECガイド６４として、製品規格における環境側面を導入

するための指針が整備されているところである。

　このような状況から、機械工業界においても、一般的な環境適合設計の国際標準化に呼応

して、それぞれの業界における環境問題への取り組みがなされ、独自に、環境に配慮した団

体規格やＪＩＳの検討、また、環境に係る様々なガイドラインの作成などが検討されてきて

いる。

　設計技術者に対し、環境配慮の製品設計技術として、どのような環境配慮視点が必要であ

るかは、各産業技術分野によって様々であると想定される。しかし、機械工業界全般として、

それぞれの業界の独自性や技術の多様性を踏まえて、環境配慮の製品設計技術を標準化する

ことは有益なものであると考える。

　また、製品設計段階で考慮されるべき環境配慮事項のうち、製品規格の品質特性へも反映

されるべきものもあり、併せて環境に配慮した製品の標準化の推進も有益なものとなると考

える。しかし、「環境に配慮した製品の標準化」には、様々な標準化側面からの取り組みが

想定されることから、産業機械技術分野では、どのような標準化側面からの取り組みに重点

を置き、それらの推進を合理的かつ適切に行うために必要な、ガイドライン等の整備を検討

すべきと考える。

１． 産業機械分野における環境配慮の標準化課題調査

　産業機械技術分野では、環境・資源循環専門委員会長から出された「環境ＪＩＳ策定促進

のアクションプログラムについて」を受けて、「環境配慮規格整備方針」を検討するための

資料とすべく、関連産業界に対して、現状調査を実施した。

　調査結果の詳細は、別紙のとおりであるが、概要は以下のとおりであった。

ａ）調査対象

　調査を実施した団体数は、１６団体で、１４団体から回答があった。

ｂ）回答結果

　①環境に係る調査研究や、ガイドライン、団体規格等の作成実績は、３～５団体で実施さ

れていた。

　　　調査研究の実績では、環境管理・監査の標準化に関する調査研究や、機械工業におけ

るＬＣＡに関する調査研究、また環境適合設計手法の標準化に関する調査研究など産業



機械全般に係るテーマが取り上げられているほか、建設機械の環境負荷低減技術の調査、

往復動内燃機関及びガスタービンの排気排出物測定、さらに個別製品の環境に係る調査

研究が実施されている。

　　　ガイドラインの作成実績では、環境マネジメントシステムガイド、環境パフォーマン

ス評価ガイド、（建設機械）リサイクル促進のための製品設計段階における事前評価の

ガイドラインなどのほか、往復動内燃機関の排気排出物の測定方法のガイドラインの作

成実績がある。

　　　さらに、団体規格やＪＩＳ規格の作成実績としては、

・ ＮＯｘの規制規定の導入

・ 環境保護のための代替材料への切替

・ 環境汚染対策に係る測定法の確立

・ 環境負荷低減の技術指針

といった課題が実施されている。

　②環境に係る標準化の今後の課題として、団体規格やＪＩＳとして規格化すべき課題があ

ると回答があったのは、制定・改正合わせて５団体であった。今後、環境配慮規格の推

進をするに当たって、ガイド６４をベースとした分野別ガイドラインが必要であると回

答したのは３団体で、７団体はガイド６４があれば特に分野別のガイドは不要であると

の回答であった。

　　　また、今後団体規格又はＪＩＳとして環境規格の標準化のために調査研究が必要な課

題があるとしたのは５団体であった。

　　　今後の課題として、団体規格やＪＩＳとして規格化すべきと回答のあった課題は、

・ 製品規格の環境配慮要求の抽出と設計への適用の手法の開発

・ 省エネルギーと環境保護対策に係るもの

・ 個別機器へのＬＣＡの導入

・ 環境汚染対策に係る測定法

・ 環境負荷レベルの算出、測定、試験方法の標準化

などであった。

　　　分野別に製品規格へ環境配慮規定を導入するためのガイドラインの必要性については、

機種別各工業会ごとに対象とする製品のガイドラインが必要であるとの回答や、具体的

な分野として、機械、電気といった分野で必要であるとの回答があった。

　　　また、調査研究が必要であるとした回答の具体的な課題としては、

・ 各工業会の製品規格に「環境規定」を導入するに当たっての共通事項・課題を取りま

とめるため、機械工業のためのＩＳＯガイド６４への取り組みに対する調査研究

・ 環境汚染対策の推進によって、より精緻な測定方法の確立のための調査研究

・ 環境汚染対策に係る性能評価方法の確立のための調査研究

・ 個別製品に対するＬＣＡ方法を確立するための調査研究

などであった。

ｃ）まとめ



　　現状で、環境に係る取り組みを実施している業界は、主にそれぞれの分野の機器に係る

環境配慮設計基準に関する調査研究等を実施しているところが多く見られる。

　　今後の課題としては、横断的な環境配慮要求の設計基準を始め、省エネや環境汚染物質

の低減に係る機器の標準化、ＬＣＡ方法の機器への導入に係る標準化、地球温暖化対策に

係る代替材料関係の標準化、環境汚染防止対策に係る試験・評価方法の標準化、リユース、

リサイクル率の算定方法・燃料消費量の測定評価方法による環境負荷レベルの標準化など

多岐に渡る課題が見られる。

　　産業機械技術分野におけるこれらの環境配慮規格の課題の標準化を推進するためには、

具体的な課題を整理して、合理的に推進する整備方針を検討する必要がある。

２． 産業機械技術分野の環境に係る分野の区分

産業機械技術分野において、環境配慮規格の整備を推進するに当たっては、工場内など

で固定して使用される装置的な機械と作業現場を移動する機械では、使用する現場条件が

異なるなどのために環境配慮のための対処方策にも差異が生じることが予想されることか

ら、当面、大きく装置的な産業機械分野（ボイラー、原動機、化学機械、製鉄機械、風水

力機械、環境装置など）と、移動式産業機械分野（建設機械など）に大別して検討するこ

ととする。

３． 産業機械技術分野の環境配慮規格の課題

今回のアンケート調査の結果では、十分な調査結果が得られたとは言えない状況である

が、すでに取り組みを進めている状況等を勘案すると、産業機械技術分野の環境配慮規格

の課題は、以下のとおり分類される。

a) 環境側面を製品の設計・開発に組み入れるためのガイドライン

b) 地球温暖化対策に係る各種評価基準・性能基準

c) 環境汚染防止対策に係る各種評価基準・性能基準

d) リユース、リサイクル率の算定方法、燃料消費量の測定方法及び産業廃棄物のリサイ

クル率の評価方法等の環境負荷レベル

e) 製品規格に環境側面を導入するためのガイドライン

４． 産業機械技術分野の環境配慮規格整備方針

a) 環境側面を製品の設計・開発に組み入れるためのガイドライン及び評価・性能基準

前項で記載した「環境側面を製品の設計・開発に組み入れるためのガイドライン」と

「地球温暖化対策等に係る各種評価基準・性能基準」とは、裏表の関係にあると言える。

これらのガイドライン及び評価・性能基準については、すでにいくつかの団体で先行

して取り組みが進められているところである。具体的には、「機械工業分野における環

境適合設計に対する評価基準」（社）日本機械工業連合会、「建設機械の環境負荷低減技

術指針」（社）日本建設機械化協会などであるが、今後、他の産業界でも ISO TR 14062

「環境側面を製品の設計・開発に組み入れるための指針」を基礎として、それぞれの分



野で同様のガイドラインが作成されることも考慮し、ＩＳＯの指針を基礎とし、機械工

業分野として包括的なガイドラインを検討する。この主旨に沿った検討は、すでに

（社）日本機械工業連合会が主体となって推進されているため、これらの成果がまと

まった時点でＪＩＳ化等への対応を検討することとしたい。

また、建設機械類については、すでに（社）日本建設機械化協会が主体となって技術

指針をとりまとめており、今後必要に応じてＪＩＳ化の検討をすることとする。

b) 製品規格に環境側面を導入するためのガイドライン

製品規格の中に、環境側面からどのような規定が盛り込めるかを検討する際のガイド

ラインは、ISO/IEC ガイド６４を基礎として各分野別のガイドラインを検討することが

考えられる。前記の調査結果では、これらのガイドラインの検討が必要だと回答があっ

たのは３団体で、７団体からはガイド６４があれば分野別ガイドラインは特段必要ない

との回答であった。

現状では、分野別ガイドラインは特段必要ないとの回答数が多かったが、今後環境Ｊ

ＩＳを効率的に推進していくためには、できるだけ分野別に考え方を整理したガイドラ

インがあることが望ましいと考えられる。

製品規格に環境側面を導入するためのガイドラインは、環境配慮設計指針との関わり

も深いと考えられるため、前記ａ）のガイドラインの内容も勘案しつつ検討することが

適当であり、当面、装置的な産業機械類及び移動式産業機械類といった分野で「製品規

格に環境側面を導入するためのガイドライン」を検討することが望ましい。

なお、ＪＩＳ又は団体の製品規格に環境側面を導入するに際しては、先ず、機械工業

界としての共通事項・課題を摘出し、導入のための基本的な考え方・指針を取りまとめ、

これに沿って個別製品規格に展開することが望ましい。更にガイド６４では抽象的すぎ

る基準をどのような分野に細分化すれば、それぞれの分野の個別製品規格の検討に際し、

適切なガイドラインとなるかを検討し、必要があれば更に細分化した分野別ガイドライ

ンの検討も進めることが望ましい。

また、一言に「環境」といっても、様々な環境側面が想定されるが、それぞれの分野

でどのような環境側面に配慮する必要があるかについて、総論としてまず検討すること

が必要である。リサイクル、リユース、リデュースの３Ｒの側面を始め、製品に係る有

害化学物質対策、地球温暖化に係る対策、大気、水質、土壌等の環境汚染に係る対策等、

一つの製品は様々な側面で環境に影響を及ぼすもので、それぞれの側面から検討するこ

とが望ましい。

　ｃ）中期計画としての具体的な課題

　　　前記の調査の結果、中期的な課題として掲げられた案件は、以下の方向で環境配慮規

格として整備する。

① 高性能工業炉　これまで研究開発されてきたテーマで、３０％以上の省エネルギーと

排出 NOx の半減が実証されたものであるが、最終確認のための調査研究を予定して

おり、これらの研究が完了し、標準化の目途が立ってから中期計画に盛り込む。

② 冷媒許容濃度設定



オゾン層保護のための新冷媒の許容濃度を設定するものであるが、当面団体規格とし

ての標準化を検討する。

③ 冷凍空調機器システムのＬＣＡ方法

冷凍空調機器のＬＣＡを規格化していくことで環境への影響を評価するものであるが、

当面団体規格として標準化を検討する。

④ 往復動内燃機関の排気排出物測定方法の規格の充実

JISB8008-1～8 としてすでに往復動内燃機関の定常運転状態における排気排出物の

測定方法の標準化を図っているところであり、現在ＩＳＯで審議されているエンジン

の非定常状態での測定方法の標準化や新しい測定方法を取り入れるためのＪＩＳの制

定・改正を図るもので、すでに中期計画にも盛り込まれており、標準化の推進を図る

ものとする。

⑤ コンバインドサイクル（コージェネレーションを含む）に関する規格の整備

地球温暖化対策として、高効率化によるＣＯ2　削減対策に有効てあるコンバインドサ

イクルに関する規格を整備するもので、現在、ISO で廃熱回収装置又は排ガスボイ

ラーへ供給する熱入力の算定方法、最新の技術を取り入れたコンバインドサイクルの

運転方法などの標準化の動きに対応してＪＩＳ化の検討を進める必要があるが、国際

標準化も動き始めたところであり、標準化の目途が立った段階でＪＩＳ化の中期計画

を盛り込むこととする。

⑥ 機械群ごとの環境負荷レベルの算出、測定、試験方法の標準化

　リユース、リサイクル率の算定方法、燃料消費量の測定方法及び産業廃棄物のリサ

イクル率の評価方法等の環境負荷レベルを数値で評価する方法の標準化については、

今後必要な調査研究等を進め、標準化の目途が立った段階でＪＩＳ化の中期計画に盛

り込むこととする。



　　　



(14)計測計量技術分野における環境・資源循環規格整備方針

平成 15年 3月 31日
日本工業標準調査会標準部会
計測計量技術専門委員会

はじめに
　国際標準化機構（ＩＳＯ）では、環境適合設計に関する国際指針 ISO TR 14062をとりま
とめ、また、ISO/IECガイド６４として、製品規格における環境側面を導入するための指針
が整備されているところである。
　一方、国内においては、環境・資源循環の視点に立った規格の整備は、国が主体的に取り
組むべき標準化課題であるとして、政府としても地球温暖化問題や有害化学物質問題への対
策として、必要な規格、基準を検討する方針が示されている。
　このような状況から、日本工業標準調査会の環境・資源循環専門委員会では、各技術専門
委員会に対して、それぞれの技術分野において分野別環境配慮規格整備方針を策定するよう
勧告が出されたところである。これを受けて、計測計量分野（計測計量機器、各種試験装置、
時計、光学機器、写真機、その他精密機器）においても、環境に係る規格の整備方針につい
て検討を行い、以下のとおりとりまとめたものである。

１． 計測計量分野におけるこれまでの環境・資源循環規格の取り組み
　環境・資源循環規格として成り立つと考えられる、計測計量分野で所管している現行ＪＩ
Ｓを公害の分類ごとにリストアップ（表１）を行った。
　これを基に、今後、計測計量分野で制定すべき環境・資源循環規格の方向性を確認した。

表１　計測計量分野で所管する環境・資源循環規格
規格番号 規格名称

騒音 C1502 普通騒音計
C1505 精密騒音計
C1508 騒音計のランダム入射及び拡散音場校正方法
C1512 騒音レベル，振動レベル記録用レベルレコーダ
C1513 オクターブ及び１／３オクターブバンド分析器
C1514 オクターブ及び１／Ｎオクターブバンドフィルタ
C1515 音響校正器

振動 C1510 振動レベル計
C1511 手持工具用振動レベル計

大気汚染 B7951 大気中の一酸化炭素自動計測器
B7952 大気中の二酸化硫黄自動計測器
B7953 大気中の窒素酸化物自動計測器
B7954 大気中の浮遊粒子状物質自動計測器
B7956 大気中の炭化水素自動計測器
B7957 大気中のオキシダント自動計測器
B7958 大気中のふっ素化合物自動計測器
B7981 排ガス中の二酸化硫黄自動計測器
B7982 排ガス中の窒素酸化物自動計測器
B7983 排ガス中の酸素自動計測器



B7984 排ガス中の塩化水素自動計測器
B7991 試料非吸引採取方式による排ガス中の二酸化硫黄自動計測システム
B7992 試料非吸引採取方式による排ガス中の窒素酸化物自動計測システム

水質汚濁 K0801 濁度自動計測器
K0802 ｐＨ自動計測器
K0803 溶存酸素自動計測器
K0805 有機体炭素 (TOC) 自動計測器
K0806 化学的酸素消費量 (COD) 自動計測器
K0807 水質監視用紫外線吸光度自動計測器

放射能汚染 Z4202 ガイガー・ミュラー計数管
Z4312 Ｘ線及びγ線用個人警報線量計
Z4314 蛍光ガラス線量計測装置
Z4315 ハンドフットモニタ
Z4316 放射性ダストモニタ
Z4317 放射性希ガスモニタ
Z4321 放射線測定用タリウム活性化よう化ナトリウムシンチレータ
Z4324 Ｘ線及びγ線用エリアモニタ
Z4325 環境γ線連続モニタ
Z4329 放射性表面汚染サーベイメータ
Z4330 γ線検出形水モニタ
Z4334 放射性表面汚染計校正用線源
Z4336 放射性よう素サンプラ
Z4337 据置形β線用物品表面汚染モニタ
Z4338 β線用体表面汚染モニタ
Z4401 放射線測定用試料皿
Z4504 放射性表面汚染の測定方法
Z4507 放射性物質で汚染された表面の除染－

除染の容易性の試験及び評価の方法
Z4601 放射性ダストサンプラ
Z4614 放射線応用計測器用線源容器

２． 計測計量分野における環境・資源循環規格の標準化課題調査
　計測計量技術分野では、環境・資源循環専門委員会長から出された「環境ＪＩＳ策定促進
のアクションプログラムについて」を受けて、「環境配慮規格整備方針」を検討するための
資料とすべく、各ＪＩＳ原案作成団体に対して、リサイクル・リユース・リデュースの３Ｒ
の推進、地球温暖化対策、製品に係る有害化学物質対策、環境配慮設計、環境汚染対策等の
政策的観点に配慮された、計測計量分野におけるＪＩＳの制定・改正の必要性について現状
調査を実施した。
　回答を頂いた１８団体中、計測計量技術分野に係る環境ＪＩＳの具体的課題について課題
があると回答のあった団体は表２のとおり２団体であった。

表２　計測計量分野での環境ＪＩＳ現状調査結果

原案作成団体 回答

（社）日本電気計測器工業会 大気中の微小浮遊粒子状物質（ＰＭ２．５）自動計測
器
排ガス中の二酸化炭素自動計測器



排ガス中のメタン自動計測器
排ガス中の二酸化二窒素自動計測器
試料非吸引による排ガス中の環境汚染物質の自動
計測システム
排水中の全窒素自動計測器
排水中の全リン自動計測器
排ガス中の一酸化炭素自動計測器

日本圧力計温度計工業会 水銀未使用の温度計
　
３． 計測計量技術分野の環境・資源循環規格の課題
　計測計量技術分野の環境関連の標準化課題を検討するに当たっては、大きく二つに区分し
て考える必要がある。
　環境・資源循環専門委員会でまとめられた「環境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラ
ムについて」の定義によれば、環境・資源循環全般に関する規格を「環境・資源循環規格」
と定義し、これをさらに「環境配慮規格」と「環境測定規格」に分類している。「環境配慮
規格」は、環境側面を導入した製品の規格及び製品の試験方法等の規格、「環境測定規格」
は、大気、水質などの環境を汚染する物質等の環境中の濃度又は排出濃度の測定方法等の規
格としているが、この定義から考えると、計測計量技術分野における製品規格、方法規格、
基本規格は、環境配慮規格及び環境測定規格の両方の側面を有するものと考えられる。
今回の調査の結果では、十分な調査結果が得られたとは言えない状況であるが、すでに取
り組みを進めている状況等を勘案すると、計測計量技術分野の環境・資源循環規格の課題は、
以下のとおり分類される。
・「環境測定規格」として環境汚染対策に資する規格類の整備
・「環境配慮規格」として製品における有害物質対策に資する規格類の整備

４． 計測計量技術分野の環境・資源循環規格整備方針
　4.1 基本的考え方
　　前述のとおり、計測計量技術分野の環境・資源循環規格としては、環境配慮規格及び環
境測定規格の両方に該当する規格が存在するため、当分野では「環境・資源循環規格整備
方針」としてとりまとめることとする。
　　前記の調査結果等から判断すると、計測計量技術分野としては、時代のニーズに即応し
た環境測定規格の整備が急がれるところである。
　　また、当分野の製品規格、方法規格、基本規格を作成するに当たっては、基本的に JIS

Q 0064-1998（≡ISO Guide 64-1997）（概要を別添１として添付）に則して個別規格の内
容をチェックすべきである。特に、当分野においては、計測機器など一部の製品の特殊性
から、その製品等のライフサイクルを通じたアウトプットとして、毒性、腐食性、可燃性
等環境に悪影響を与える化学物質等がでる可能性もあるため、そのような製品などの標準
化に当たっては使用材料・化学物質などにおいて代替物質の可能性などを十分考慮してい
くことが必要である。

　4.2 中期計画としての具体的課題
　　計測計量技術分野の具体的な整備方針としては、環境測定規格を中心に、今後の標準化
の中期計画に掲げるべき課題を抽出し、社会的ニーズを勘案したうえで標準化計画を策定
することとする。
(1)環境測定規格として、調査研究等を踏まえて中期的に標準化すべき課題の例
①　排ガス中の地球温暖化ガスに関連する自動計測器
【想定される規格名称】
・排ガス中の二酸化炭素自動計測器



・排ガス中のメタン自動計測器
・排ガス中の一酸化二窒素自動計測器

【テーマの概要と具体的必要性】
　地球温暖化問題は最大の環境問題で、温室効果ガスの排出状況を調査しこれを踏まえ
た排出抑制対策が重要である。このため、施設から排出される、二酸化炭素、メタン、
一酸化二窒素等の排出源における排出状況の調査、また排出抑制対策の管理のため、こ
れらのガス濃度の現場における常時測定をするための自動計測器が必要となっている。
　　現在、二酸化炭素、メタン及び一酸化二窒素のガスの、排ガス中の専用の自動測定器
は JIS 規格が制定されていないので、計測器の測定方式、機能、性能等についての標準
化が十分でなく、測定結果の信頼性の向上には JIS 規格の制定による標準化が必要であ
る。二酸化炭素、メタンについては平成 15年度より、一酸化二窒素については平成 16
年度より調査研究を開始予定。

②　煙道に直接設置する試料非吸引方式の排ガス中の環境汚染物質成分の自動計測シス
テム
【想定される規格名称】
・試料非吸引による排ガス中の環境汚染物質の自動計測システム
【テーマの概要と具体的必要性】
　試料非吸引方式による排ガス中の自動計測器は、パスモニターとも言われ、煙道に直
接計測器を設置し、排ガス中に直接に光学的な測定光路を設け、直接排ガス中に赤外線
又は紫外線を通過させ光源から出た光が排ガス中を透過するときの光の吸収よりガス濃
度を測定する多成分同時測定を特長とする自動計測器である。この方式では、排ガスを
導管及びサンプル前処理装置を通さないのでガス濃度に損失がなく、正確で、また応答
の速い自動測定が可能である。光学系と光検出方式を選べば、二酸化硫黄、一酸化窒素、
ニ酸化窒素、一酸化二窒素、一酸化炭素、二酸化炭素、メタン、塩化水素等の、多種類
のガスの多成分ガス濃度を同時に測定すること可能とする自動計測器である。この方式
の自動計測器は非常に効果的な測定方法であるが、校正方法、温度対策、湿分影響対策、
等の課題が多いので、これらについて調査研究が必要である。多成分の地球温暖化ガス
濃度を同時に自動測定する地球温暖化ガス自動計測システムにについても併せて検討す
る。平成 16年度より調査研究を開始予定。

③　水中の環境汚染物質自動計測器
【想定される規格名称】
・排水中の全窒素自動計測器
・排水中の全リン自動計測器
【テーマの概要と具体的必要性】
　第 5 次水質総量規制は従来の化学的酸素消費量（COD）に新たに窒素、リンの総量
規制基準が加わり、平成 14年 10月 1日から新・増設の特定事業所に、平成 16年 4 月
1日からは既設の特定事業所に適用される事になった。
このため、自動計測器による汚濁負荷量の計測が義務付けられ、全窒素自動計測器及び
全リン自動計測器が必要となり、多くの数量の自動計測器が生産され使用されることが
予測される。
　現在生産されている全窒素自動計測器及び全リン自動計測器は、試料水の分解方法、
濃度計測方法など、その構造が複雑であり、多くの製造業者の型式によって構造、方式
等が様々の自動計測器が生産されており、水質総量規制に必要な計測器として、測定結
果の信頼性の向上には JIS規格の制定による標準化が必要である。
平成 17年度より調査研究を開始予定

④排ガス中のダイオキシン類発生抑制の運転管理に関連する自動計測器



【想定される規格名称】
・排ガス中の一酸化炭素自動計測器
【テーマの概要と具体的必要性】
ごみ焼却施設の排ガスに含まれるダイオキシン類の発生削減については、「廃棄物の処
理及び清掃に関する法律」に係わる通知がある、燃焼設備の管理のため直接に排ガス中
のダイオキシン類の連続自動計測は困難なので、焼却炉の運転の指標として、燃焼温度
800℃以上、排ガス中の一酸化炭素濃度 50ppm 以下で維持管理することで発生削減対
策としている。このため全国の多くのごみ焼却施設に一酸化炭素自動計測器が設置され
ダイオキシン類の発生削減の運転管理に使用されており、生産者における計測器の生産
も盛んである。ここに使用されている排ガス中の一酸化炭素自動計測器には JIS 規格が
制定されておらず、ダイオキシン類の発生抑制の運転管理のために、重要な計測器の信
頼性、性能等の管理と向上のために、日本工業規格の制定が必要である。
平成 15年度ＪＩＳ原案作成予定

(2)環境配慮規格として、有害物質対策に資する課題の例
【想定される規格名称】
・圧力式指示温度計
【テーマの概要と具体的必要性】
　現行の規格（JIS B 7528水銀充満圧力式指示温度計）が有害物質を使用している規格
　であるので、有害物質を使用しない規格に置き換える。
（注：現在、JIS B 7528 を廃止し、新規格を制定するか、団体規格として制定するか
を原案作成委員会で協議中）



別添１
JIS Q 0064-1998の概要

序文
　＊あらゆる製品：製造、流通、使用又は処分において環境に何らかの影響を与える。
　＊製品規格の規定事項の決め方：製品の環境影響の程度に大きく関係。

１．適用範囲
　＊規格作成者対象：製品規格の中で環境側面について考慮しなければならない事項

①目的
　・規定事項は、＋－両面で環境に影響を与える可能性があるという意識を高める。
　・製品規格と環境との関係の要点を述べる。
　・環境に悪影響を与えるような規定事項を回避。
　・規格開発の際に、環境側面も配慮し、競合する優先事項とのバランスを取る。
　・環境側面を配慮した規格作成：ライフサイクルの考察、科学的方法の利用

②目的達成のため、本規格が行うこと
　・製品本来の機能と環境への影響とのバランスがとれた規格作成の考え方を示す。
・規定事項が、ライフサイクルの各段階を通じて、どのように環境に影響するか示
す。
　・規定事項が、どのように環境に影響するか見極め、評価する技術を考える。
　・規定事項に起因する環境への悪影響を減少するための方法を示す。

＊製品が環境に与える影響の多様性を反映するため、部門別の規格によって補足され
ることがある。

２．引用規格

３．定義
＊規格作成者　　＊環境側面　　＊環境影響　　＊ライフサイクル
＊汚染の予防
　・汚染を回避・低減・管理する工程、操作、材料・製品を採用。
　・リサイクル、処理、工程変更、制御機構、資源有効利用、材料代替も含む。
＊製品規格
・用語、サンプリング、試験、包装、ラベリング、プロセスの要求事項を含めてよ
い。
　・寸法規格、材料規格、技術を示す規格とに区別してもよい。

４．一般的な考慮事項
①製品は環境に何らかの影響を与える。
・ライフサイクルの一段階／全段階
・地的、地域的、地球規模的な影響/組み合わせた影響

②環境影響の予測・見極めプロセスは複雑。因果関係は、専門家の意見も一致しない
ことがある。
　ある環境配慮→ライフサイクルのある段階／全段階に影響することがあり得る。



③困難はあるものの、規格作成の際に、環境影響を考慮することが望ましい。
　規定事項は、汚染予防、資源節約など環境改善方法を考慮することが望ましい。

④環境影響は、機能、パフォーマンス、安全性・健康、コスト、市場性、品質などと
の均衡をとることが望ましい。

⑤技術革新、新しい知識の適用によって、環境影響が良くなるときは、規格の見直し
を考えることが望ましい。

⑥規定が厳しすぎると、技術革新、環境改善を取り入れにくくなるなどの影響が起こ
りうる。

５．環境に対する製品規格の規定事項の影響
　①ライフサイクルの種々の段階での環境影響を認識することが重要。
　　規定は、製品に関連する環境側面をある程度まで決める。
　　材料・エネルギーの使い過ぎ・効率の悪い使用を避けるには、廃品までの間、目的
を達成していれば、規定はあまり厳しくないほうがよい。逆に、規定が緩過ぎると、
　　製品を頻繁に取り替えなければならなくなることも生じる。

②製品の特徴・パフォーマンスに関する要求事項は、新製品・改良品の設計~生産の
諸選択に影響を与える。ライフサイクルにおいて、次のような影響を及ぼす可能性
がある。
・製造工程に伴うインプット(原材料、エネルギー)・アウトプット(製品自体、廃棄
物、環境への放出物),
・包装、輸送、流通、使用に関連するインプット・アウトプット
.製品の分解.修理・復元の容易さ、製品の再利用、リサイクル、エネルギー回収や、
回収方法の選択
・製品、関連廃棄物の処分方法の選択

③これらの選択が環境に及ぼす影響は、製品によって異なる。

④一つの製品は環境に様々な影響を与え、相互に関係している。単一の環境影響を恣
意的に強調すると、ライフサイクルのほかの段階の環境影響/局地的・地域的・地
球規模的なほかの側面の環境影響を変化させることもある。

６．製品規格の作成において考慮すべきインプットとアウトプット
　①製品の環境影響は、使用されるインプットと、ライフサイクルで発生するアウト
プットによってほぼ決定される。一つのインプットを変えたり、1 か所のアウトプッ
トを変えたりすると、ほかのインプットやアウトプットも影響を受けることもある。

②インプット：材料とエネルギーに分類
　・ライフサイクルの各段階の材料インプットは、種々の環境影響を生じる。
　　製品開発で用いられる材料インプットも考慮することが望ましい。
　　環境影響には、資源枯渇、土地の汚染、環境・人体への有害物質暴露が含まれる。
　　材料インプットは、廃棄物発生、大気・水などへの放出の原因となる。
　・エネルギーインプットは、ライフサイクルのほとんどの段階で必要。
　　化石燃料、原子力、回収廃棄物、水力、地熱、太陽、風力などがあり、それぞれ
　　特有の環境影響がある。



③ライフサイクルを通じたアウトプットには、製品自体、中間製品・副産物、大気・
水・その他への放出、廃棄物がある。
　・大気中への放出物:気体、蒸気、微粒子。
　　毒性、腐食性、可燃性、爆発性、酸性、悪臭性の物質の放出は、植物・動物・
人間・建造物などへの悪影響、オゾン層破壊、スモッグ発生などの環境影響を引
き起こす。
　　　放出は、点源・拡散源からのもの、処理後のもの、未処理のもの、通常操業時、
　　偶発的な事故などが考えられる。
・水中への流出物:河川水、地下水への放出物。.
　富栄養化性、毒性、腐食性、放射性、難分解性、蓄積性、酸素消費性の物質の
排出は、水生態系の汚染・富栄養化などの環境影響を引き起こす。
　流出は、点源・拡散源から、処理後のもの、未処理のもの、通常操業時、偶発
的な流出などが考えられる。
・廃棄物:廃棄された固体・液体の材料・製品
　ライフサイクルのすべての段階で発生。リサイクル、処理、回収、処分の方法
の対象となり、それらが更にインプット・アウトプットに関連して、環境に悪影
響を与える。
・その他の放出:土壌汚染、騒音・振動、放射線、廃熱

７．環境影響を特定し評価するための方法
①規定事項が、どのように環境影響に関連するか正確に見極め、評価することは、複
雑であり、慎重な検討と専門家との協議が必要。見極め・評価の指針として、数種
の方法が進展中。これらを完全に理解するには、広範な経験と環境科学の検討が必
要。これらに留意すれば、規定事項がどのように環境影響に関連するか全般的に理
解できる。

②方法の一例：LCA(ライフサイクルアセスメント)
　ISO/TC207/SC5 で規格化が進められている。製品に関する環境側面と因果関係
とがわからない影響とを評価する方法として、次を行う。
　　・システムに関するインプットとアウトプットのインベントリ収集
　　・インプットとアウトプットに伴って生じる環境影響の評価
　　・インベントリの、環境評価での結果を検討目的に沿って行う解釈

　環境影響を、ライフサイクルを通じて検討。環境影響には、資源の使用、人の健
康、生態系への影響が含まれる。
　LCAは、次のようなものに有効。
　　・ライフサイクルの種々の点で、製品の環境側面改善の機会を決める。
　　・.産業界、政府などでの意志決定(戦略計画＼優先権設定、製品・プロセス設計)。
　　・.測定方法を含む関連する環境パフォーマンス指標の選択。
　　・.マーケティング(例えば、環境主張、エコラベルスキーム)

　　｢JIS Q14040(ISO 14040)環境マネジメント-LCA-原則及び枠組み｣の中で、LCA
は初期段階にあることが、認識されている。例えば、影響評価は未熟。実践レベル
に発展するためには、多くの重要な仕事が残されており、実経験の蓄積も求められ
ている。LCAの適用には、その結果を適切に理解することが重要。

③方法の一例:製品の環境影響評価手法(EIA)
　｢IEC Guide109 附属書B:電気・電子機器産業向けの EIAの原則のガイド｣
　(JIS QO064 付属書 A)製品規格の環境問題の検討に使用できる。環境と両立する



使用、再使用、処分など環境適合製品への要求を満たすためにも有用。製品となる
材料・物質は、リサイクル可能性と適切な処分に関して、製品寿命時に特に重要。

④環境影響を評価する方法の妥当性や意義は、対象の製品・製品分野による。
　　方法の運用が不適切であったり、一部を省略して適用すると、環境影響やトレイ
ドオフの把握が、不完全になったり、歪んだものになったりする。

８．環境改善の戦略及び方法と製品規格との関係
①一般的な考慮事項
　　規定事項は、環境改善の助けにもなり、妨害にもなる。
　　健康・安全・製品パフォーマンスなど特に理由がない限り、使用材料の指定をで
きるだけ避ける。材料指定は、技術革新を妨げ、代替材料利用による新しい環境改
善方法の開発を妨げることもある。規定によって、二次的又は再使用材料の使用が
妨げられるのは良くない。材料を指定する場合、ライフサイクルのすべての段階で、
指定材料の使用による環境影響に配慮することが望ましい。
　　規格作成に関連する環境改善戦略・方法としては、資源節約、汚染予防、環境適
合設計が主なもの。

②資源の節約
　　枯渇化していく特定の資源は、使用を控える。再生可能資源(生物集団、木材資
源、土壌肥沃性など)は、大幅な速度で回復できる。再生不可能な資源(鉱床、化石
燃料、生物多様性など)は、回復の可能性は低い。
　　エネルギー節約に関連して、エネルギー源の環境影響・変換効率、エネルギーの
効率的使用などが考慮すべき事項。環境とエネルギー源との間には、トレイドオフ
が起こることがある。

③汚染の予防
　放出物低減手段として、発生源削減、材料代替、プロセス内リサイクル、再使用、
　リサイクル、有害物質、減容処理などがある。
　　ある種の放出物質は、その特徴付け・評価について国際的意見統一がないので、
気候変動、オゾン層破壊、生態系変化、生物的多様性変化、その他長期的影響など
の環境影響をもたらす可能性がある。これらの問題に配慮するとき、分野ごとの専
門的知識、予防手段に配慮する。

④環境適合設計(DFE)
　　資源節約、汚染予防の要素を含む技術として進展中であり、種々の製品分野で適
用されつつある。規格作成のとき、これらの手法に留意する。DFE には、製品の
概念、ニーズ、設計の一部となるアプローチが組み込まれている。考慮事項には、
材料選択、材料・エネルギー効率、再使用、メンテナンス容易性、分解・リサイク
ル性を考えた設計が含まれる。
　　｢IEC Guide109：附属書 C：電気・電子機器産業向けの DFE 原則の指針｣(JIS

Q0064付属書B)を参照。
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第１部　　電気・電子・情報分野の共通的環境配慮規格

１．　環境配慮規格整備方針の検討

１．１　これまでに策定されている方針

(1) 電気技術専門委員会の方針

平成１３年８月に電気技術専門委員会が策定した「電気技術分野の標準化戦略」では、環

境側面の標準化の進め方についても言及している。その概要は、以下のとおりである。

○ 電気技術分野の標準化戦略（抜粋、電気技術専門委員会作成）

＜参考２＞　３．電気・電子分野の環境配慮ＪＩＳの方向

　電気・電子分野の環境配慮ＪＩＳ整備を進めるに当たっては、まず規格の役割や規格体系について

基本的な合意を形成する必要があるが、この点については既に民間レベルでの調査検討が進めら

れてきており、平成１３年３月には、「電気・電子機器の環境配慮規格の整備に関する調査報告書

（（財）日本規格協会）」が発表されている。この報告書において、今後のＪＩＳ整備のあり方に関する提

言がなされているため、次にその骨子を紹介する。

＜電気・電子機器の環境配慮規格の整備に関する報告書（（財）日本規格協会発行）＞の骨子

　(1) 環境基準体系におけるＪＩＳの位置づけ

  国内の環境保護関連基準は、家電リサイクル法のような強制基準から、各業界団体の自主

行動計画やガイドラインのように、その性格が自主的で強制力をもたないものまでさまざまであ

る。また、ＥＵにおける電気・電子分野の環境規制やＩＥＣ/ＩＳＯによる国際規格づくりも進展しつ

つある。

　環境配慮ＪＩＳは、このような環境関係基準体系の一部として、相互の連携や国際性に配慮し

つつ整備されなければならない。その観点からＪＩＳの位置づけを整理すると次のようになる。

①環境対策のレベルアップを図るための推奨基準

②法規に基づく強制的な技術基準に関連する試験方法等の基準

③国際標準化へ参画するための国内統一基準

④社会全体としての合意がなされた基準

　(2) 電気・電子分野の環境配慮規格の体系

　効率的な規格作りを進めるために、次のような階層化された規格体系を採用することを提案

する。また、これらの環境規格は、既存のＪＩＳ体系の中に円滑に取り込まれ、ＪＩＳ全体として環

境配慮型の製品開発や製品設計がより一層加速されるように配慮すべきである。

①基本規格

電気・電子機器の環境側面に関する基本的事項（用語、定義、分類など）及び環境配慮規格

の作成を行う際の原則的事項を定めた規格。

例：　電気・電子機器の環境配慮規格作成のためのガイド（ＩＥＣガイド１０９準拠）

　　　電気・電子機器の環境適合設計－基本指針（新ＩＥＣガイド準拠）

②共通規格

電気・電子機器全体に共通して配慮されるべき特定の環境側面に関する規格。

例：　電気・電子機器の使用材料開示質問表－基本指針（ＩＥＣガイド１１３準拠）



　　　電気・電子機器の分解性評価方法－一般基準

③個別製品（群）規格

環境配慮の観点からに類似性をもつ製品グループごとに、特別に配慮されるべき環境側面

を定めた規格。基本・共通規格で定められた内容を更に具体化して定める必要がある場合

に整備するものとし、可能な限り基本・共通規格を引用・参照する。

○製品群規格

　　例：　３Ｒ配慮規格に関する製品群の分類

　　a) 家庭用電気・電子機器

　　b) オフィス・産業用電気・電子製品

○個別製品規格

３Ｒの視点から見ると、電気・電子機器の主要材料や機器構造は比較的類似性が高く、

また同一の企業が各種の機器を生産し、さらにはその使用者もさまざまな機器を幅広く取

り扱うことになる。そのため、環境配慮設計の考え方ができるだけ統一され、補修・解体

方法などの製品仕様が不必要に多様化しないことが望ましい。したがって、個別の製品ご

との環境配慮に関する独自規格の制定は必要最小限にとどめ、できるだけ製品群として

類型化された規格作りが進められるべきである。

　今後は、このような提言を参考に、また国際標準化動向を踏まえながら、電気技術専門委員会とし

ての環境配慮規格整備方針を確立する必要がある。



(2) 環境・資源循環専門委員会の方針

　今回の「勧告」の基礎となっている環境・資源循環専門委員会が策定した「環境ＪＩＳの策定促

進のアクションプログラムについて（平成１４年４月１６日）」の中で、今後の環境 JIS の意義と

役割について、次のような考え方が示されている。

○環境ＪＩＳの策定促進のアクションプログラムについて（抜粋、環境・資源循環専門委員会作成）

１．環境ＪＩＳの意義と役割

　　環境ＪＩＳとは、環境・資源循環に資する日本工業規格の総称であり、以下の３つの役割が期待さ

れている。

(1)循環型経済システムの高度化への貢献

①３Ｒ（リディース、リユース及びリサイクル）製品の需要拡大

公共事業をはじめとした需要者に対する品質保証のため、機械的性能、化学的組成、安全性

等の基準やその試験・評価方法の規格化が望まれている。（例：リサイクル材としての強度、耐

久性、含有化学物質等の基準の設定等による需要者に対する品質保証）

②環境配慮製品の適正評価・情報提供

３Ｒに配慮した製品＋高度にリサイクルされた再生品の適正評価を行い、より環境配慮された

製品・再生品が市場において高く評価される事業環境の整備

(a) いわゆる上流（環境配慮設計の手順、３Ｒ配慮性など製品・素材の性能基準や試験・評価

方法、基準適合性の表示等）に属する規格

(b) 及び再生（再生材／部品混入／使用率基準や試験方法）に属する規格

（参考）内閣府総合規制改革会議の「規制改革の推進に関する第１次答申」を受けて、平成１４

年３月２９日に閣議決定された「規制改革推進３か年計画（改定）」では、「・・・３Ｒの促進

に関する規格や基準（環境 JIS、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（平成 12年法律第 100 号）の情報提供措置等）の早急な拡大についても検討する。」と

の方針が示されている。

(2)環境保全ニーズへの対応に資する基盤

①新たな環境側面も含めた環境保全ニーズへの対応の際、強制法規及び産業界の自主的な取

組の双方において、環境測定の方法や製品の試験・評価方法の規格は基盤（インフラ）的な役

割を果たす。

②環境保全等の新たな社会ニーズについては、任意のルールの構築と産業界の自主的取組等に

よる対応を指向するケースが予想されるルールの基盤として任意規格である JIS の果たしうる

役割は大。

(3)環境保全に係る全てのステークホルダーの意見の反映

①環境保全は、事業者のみならず、国・地方公共団体・国民の全てのステークホルダー（利害関係

者）の意見を十分に反映させることが重要。

②JIS の策定は、生産者・使用者・中立者の三者構成を必須としており、コンセンサス形成の仕組

みを既にビルトイン。

③環境 JIS の作成に当たっては、事業者のみならず、製品の使用者であり、かつ、排出者でもあ

る消費者の意識・ニーズの把握に注力することが重要。



(3) IECの方針

　電気・電子分野の国際標準化機関であるＩＥＣ（国際電気標準会議）では、環境分野の標準化

活動全般について提言する役割を担っているACEA（環境諮問委員会）が、次に示す環境方

針を2000年 10月に打ち出している。

○ＩＥＣ環境方針（抄訳）

　ＩＥＣは、環境保全の重要性が高まっていること、さらには電気・電子分野の標準化活動が

持続可能な開発を促進する役割を担うべきことを認識している。したがって、ＩＥＣのスタッフ

や技術委員会のメンバー及び専門家は、環境のためになる規格の枠組みを積極的に発展

させることに貢献する責任がある。（中略）製品に関連する規格については、ＩＥＣの技術委

員会は製品のすべてのライフサイクルにおける負の環境影響を減少させる観点から新規又

は既存の規格を評価するとともに継続的に改善しなければならない。

（出所）IEC Home Page

１．２　方針に反映すべき重要な視点

　１．１に示したこれまでの規格整備方針を基礎としつつ、その後の内外の環境政策や民間に

おける環境活動の進展を踏まえ、現時点でより適切で充実した方針を策定するため、次の点

を重視して検討を進めることとした。

① 電気・電子分野の製品・技術の国際性を考慮し、国際規格とＪＩＳの両面を見据えた環境

配慮規格の総合的な整備方針とする。

② ３Ｒはもとより、省エネも含む環境側面全般を対象とした規格整備方針とする。

③ 国内外の環境規制や民間団体ガイドライン等の自主的活動の動向を十分に考慮し、これ

らとの連携を図る。



１．３　「電気・電子・情報分野の環境配慮規格整備方針」の提言

　これまでの各種方針を総合し、１．２の視点を重視しつつ作成した電気・電子・情報分野の環

境配慮規格整備方針を次に示す。

電気・電子・情報分野の環境配慮規格整備方針

１．環境基本方針

(1) 電気・電子・情報の各技術専門委員会は、環境保全の重要性を認識し、環境のため

になる規格（国際規格及びＪＩＳ）を積極的に整備することに貢献する。

(2) この規格整備に当たっては、次の点に留意して、新たな規格を検討するとともに、既
存規格の見直しを行う。

①製品のすべてのライフサイクルにおける負の環境影響を減少させることをめざす。

②規格の実効性を確保するため、技術的課題及び経済的課題を総合的に考慮する。

③国内外の環境規制や民間団体ガイドライン等の自主的活動との連携を図る。

２．環境配慮規格の役割

２．１　国際規格及びＪＩＳの共通的役割

　(1)　循環型経済システムの高度化への貢献

①環境配慮製品の品質保証による需要拡大

新しい材料や機能を採用した環境配慮製品について、使用・消費者に対する品質保

証が適切になされるよう、性能、材料、安全性等の基準（試験・評価方法を含む。）の

規格化が望まれている。（例：　耐久性、消費電力、含有化学物質等の基準の設定等

による需要者に対する品質保証）

　ただし、数値基準の設定が、企業の先進的な取り組みを阻害したり、短期間で時代

遅れの内容になってしまうおそれもあるため、規格化に当たっては十分な吟味が必要

である。

②環境配慮製品の適正評価・情報提供

環境配慮製品の適正評価を行い、より環境配慮された製品・再生品が市場において

高く評価されるように、分かりやすく情報提供を行うための環境整備に貢献する。

(a)　適正評価規格

例：　消費電力の測定・評価方法

鉛フリーはんだ対応部品の信頼性評価方法

電気・電子機器の有害物質含有量（率）の算出方法

(b) 情報提供規格
例：　家庭用電気・電子機器の省エネルギー基準達成率の算出方法及び表示方

法（JIS C 9901）

　(2)　環境規制や産業界の自主的活動の支援
新たな環境側面も含めた環境保全ニーズへの対応の際、強制法規及び産業界の自

主的な取組の双方において、製品の設計・試験・評価方法等の規格は、それらを支援

する基盤的役割を果たす。



(a) 環境規制の支援規格

例：　家電製品の消費電力測定方法（省エネ法の支援）

(b) 産業界の活動支援規格
例：　電気・電子機器の環境配慮設計ガイド（団体ガイドの統一）

グリーン調達調査方法の国際ガイド（各国ルールの国際統一）

　(3)　環境保全に係る関係者の幅広い意見の反映
①環境保全は、生産者のみならず、国、地方公共団体、使用・消費者等、広範な関係者

の意見を十分に反映させることが重要である。

②国際規格及び JIS の策定は、生産者・使用者・中立者の参加が前提となっており、コ
ンセンサス形成の仕組みが既にビルトインされている。

③環境配慮規格の作成に当たっては、生産者のみならず、製品の使用者であり、かつ、

排出者でもある消費者の意識・ニーズの把握に注力することが重要である。

２．２ ＪＩＳ固有の役割

(1) 国際標準化活動を戦略的に進めるための国内統一基準

　我が国の先進的な環境技術・製品の仕様を、戦略的にＩＥＣ等の国際規格に反映させ

ることが、国際競争力を確保するためにも期待されている。しかし、各企業が開発した

技術・製品を社内基準のまま国際規格に盛り込むことは困難であるため、関係企業や

使用・消費者との調整・協議を進めながらＪＩＳという国内統一基準に発展させ、国内へ

の定着を図ると同時に、国際規格提案文書として活用する。

(2) 国際規格を国内に普及・定着させるためのツール

　諸外国からの提案に基づいて発行された国際規格であっても、その規格が環境保全

のために有効である場合には、積極的にＪＩＳ化を進め、優れた環境技術・製品の国内

への普及促進を図るツールとして活用する。

３．環境配慮規格体系の考え方

　規格相互の矛盾がなく、より効率的な規格づくりを進めるために、次のような階層化され

た規格体系を採用することが望ましい。

①基本規格

電気・電子機器の環境側面に関する基本的事項（用語、定義、分類、設計指針など）及

び環境配慮規格の作成を行う際の原則的事項を定めた規格。

例：　電気・電子機器の環境側面に関する用語及び定義

電気・電子機器の環境配慮設計ガイド（新ＩＥＣガイド準拠）

　②共通規格

電気・電子機器全体に共通して配慮されるべき特定の環境側面に関する規格。

例：　電気・電子機器の使用材料開示質問表－基本指針（ＩＥＣガイド１１３準拠）

電気・電子機器の有害物質含有量（率）の算出方法

　③個別製品（群）規格

環境配慮の観点から類似性をもつ製品グループごとに、特別に配慮されるべき環境側

面を定めた規格。基本・共通規格で定められた内容を更に具体化して定める必要があ



る場合に整備するものとし、可能な限り基本・共通規格を引用・参照する。

○製品群規格

例：　家庭用電気・電子機器の省エネルギー基準達成率の算出方法及び表示方法

（JIS C 9901）

○個別製品規格

例：　可燃性冷媒使用冷蔵庫の安全性

なお、これらの環境規格は、既存の規格体系の中に円滑に取り込まれ、規格全体として

環境配慮型の製品開発や製品設計がより一層加速されるように配慮すべきである。さらに、

電気・電子機器の国際性を考慮し、国際規格体系とJIS 体系は可能な限り一致しているこ

とが望ましい。そのためにも JIS 整備を世界に先駆けて推進し、その成果を国際規格に発

展させることが重要である。

　　備考  環境配慮の視点から見ると、電気・電子機器の主要材料や機器構造は比較的類

似性が高く、また同一の企業が各種の機器を生産し、さらにはその使用者もさま

ざまな機器を幅広く取り扱うことになる。そのため、環境配慮設計の考え方ができ

るだけ統一され、補修・解体方法などの製品仕様が不必要に多様化しないことが

望ましい。したがって、個別の製品ごとの環境配慮に関する独自規格の制定は

必要最小限にとどめ、できるだけ製品群として類型化された規格作りが進められ

るべきである。

＜解説＞

　「１．環境基本方針」では、環境配慮規格を整備するに当たっての基本的な姿勢を IEC の方

針に準じて述べている。独自の追加事項としては、国際規格とJIS の両面からの整備が必要

であること、また技術的・経済的課題を総合的に考慮すべきことや環境規制及び民間の自主

的活動との連携の重要性についても指摘した。

「２．環境配慮規格の役割」は、環境保全に対して規格が果たすべき役割を述べており、国

際規格とJISに共通している役割（２．１）とJIS固有の役割（２．２）に分けて整理している。２．

１の内容は、環境・資源循環専門委員会が作成した「アクションプログラム」を基本としており、

より分かりやすくするため電気・電子・情報分野の具体例を追記することとし、３Ｒだけでなく省

エネの視点にも配慮して例示した。また、数値基準を規格化することについては、技術進歩が

早いこの分野では、短期間で規格が陳腐化してしまうことが懸念されるため、その点を十分吟

味すべきことを付記した。２．２の JIS固有の課題については、「電気技術分野の標準化戦略」

の考え方を基本とし、現在の緊急課題となっている国際競争力強化の考え方を強調している。

「３．環境配慮規格体系の考え方」では、規格整備に当たって階層構造をもった体系をめざ

すことを述べている。この考え方は「電気技術分野の標準化戦略」を踏襲したものであり、可能

な限り共通性を高めることによって、矛盾の排除と規格作成の効率化を図ることを基本理念と

するものである。今回のＷＧの検討で国際規格とJIS との体制上の整合性についても留意す



べきことを追加した。なお、具体的規格の例示については、「３．規格整備計画」との整合を

図った。



２．　環境・資源循環専門委員会に照会すべき分野横断的課題

　規格整備方針及び規格整備計画を検討する過程で、電気・電子分野だけでなく業種横断的に

検討すべきであると指摘された課題を次に示す。

○部品・材料に含まれる有害化学物質調査方法の国際標準化

部品、材料のグリーン調達調査が幅広く実施されているが、どのような化学物質を調査対象

とするかについて、企業の判断がまちまちであり、また最終製品によっても有害物質の考え

方が異なっている。また、各種製品が全世界へ供給され、各地で再生・再製品化が進んでい

るため、この化学物質調査は国際的に調和した形で進めなければならない。これらのことか

ら、調査と回答の効率化を図るための国際的に統一された有害化学物質の規格が必要であ

る。

　なお、環境影響データ＝有害性については、そのほとんどが研究の段階であり、標準化の

対象となり得ないと考える。むしろどのような化学物質を規制等すべきかを示した方が実際

的である。ただし、この規制の検討に当たっては、まず有害化学物質の拡散の防止について

の規制を優先し、環境への拡散の危険性が見過ごせない程度に大きい場合のみ、物質自体

の使用規制を考慮すべきである。

３．　規格整備計画

　電気・電子分野に共通する環境配慮規格の課題については、平成１２年度に実施された「電

気・電子機器の環境配慮規格の整備に関する調査（（財）日本規格協会）や平成１３年８月に策

定した「電気技術分野の標準化戦略（日本工業標準調査会 標準部会 電気技術専門委員会）」

の中でも検討がなされ、多数の課題が抽出されている。これらのうち、IEC活動との関連で、緊

急に対応する必要がある課題については、既に調査研究活動を経済産業省の委託事業として進

めている。

　また、これまでに指摘された課題の中には、その必要性・実現性が高いものと、今後詳細な調

査・検討が必要になるものまで、さまざまなものが含まれている。今回の検討では、これらの課題

を産業実態や法規制、国際標準化動向等を調査しつつ、今後３年程度を視野に入れて総点検し、

次のような優先順位で整理した。各課題の必要性、内外の動向及び規格整備計画を、表１－１

～４に示す。

(1)  規格化が進行中の課題（表１－１）

(2)  早急に規格化を開始すべき課題（表１－２）

(3)  当面、産業界の自主的活動を期待する課題（表１－３）

(4)  その他共通課題（表１－４）



表１－１　共通的環境配慮規格整備計画　(1) 規格化が進行中の課題

標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ａ．電気・電子機器
の環境配慮設計手
法
（IEC/新 ECD*ガイ
ドの作成）

*IEC/ACEAでは、こ
れまで一般に使われ
てきたDfE(Design
for Environment)で
はなく、
ECD(Environmenta
lly Conscious
Design)という用語を
用いることが決定され
た。ECDの訳語とし
て、ここでは「環境配
慮設計」を用いる。

製品の環境影響をライフサイクル全体
で減少させるためには、使用時や廃棄時
の対策を事後的に工夫するだけでは限
界があり、製品の設計段階において環境
影響が少なくなるように多面的な配慮が
なされなければならない。配慮すべき環
境側面は、減量化、省エネ化、耐久性向
上、分解性、有害物質排除など多岐にわ
たっており、また性能や安全性とトレード
オフの関係が生ずることも多いため、環
境配慮設計を進めるに当たっては、総合
的かつ慎重な検討が必要になる。
　また、一般に環境配慮の水準を引き上
げると、材料コスト、製造コスト、品質、利
便性などの面で不利になることが多いた
め、規制対象とされていない環境側面に
ついては、市場メカニズムが働きにくい
のが実状である。
　しかし、社会的関心の高まりや資源有
効利用促進法、グリーン購入法など新た
な法規制によって、環境配慮設計への取
り組みは、電気・電子業界でも急速に浸
透しつつあり、環境配慮を販売戦略の一
環として積極的にとらえ、「商品性を高め
るためのコスト負担」とする見方も徐々に
定着しつつある。
　環境配慮設計の必要性は誰しも認める

【国際規格動向】
① ISO
　すべての産業分野に共通する環境
配慮設計の基本的考え方を示したテ
クニカルレポートとして、ISO/TR
14062（環境管理－製品設計及び開
発への環境側面の統合）が2002年
10月に発行されている。
② IEC
電気・電子分野では、ISOの

TR14062を基本としつつ、実際の設
計に役立つような、より具体性のある
環境配慮設計（ECD）ガイドの作成を
めざして、2002年6月にIEC/ACEA
（環境諮問委員会）/WG3（環境配慮
設計）を設置し、ガイドの位置づけの
検討や各国の文献調査等を進めてき
た。2003年3月のACEA会議で正式
にECDガイドづくりを開始することが
決定され、WG3の活動はこれから本
格化することになる。
　この WG3 には、日本からも代表メ
ンバーが参加しており、国内の業界
ガイドライン等を踏まえた日本提案を
適時適切に行う予定である。

【国内動向】

１．規格整備計画
　IECにおけるECDガイドづくりへの対応
を最優先課題とし、以下に示す調査研究に
国内関係者の幅広い協力を求めながら、
日本主導で IEC ガイドが作成されるように
努力する。また、同時並行的にJIS化の準
備を進め、IEC ガイドが発行された段階で
JIS制定を行う。

２．調査研究計画
【テーマ名】
電気・電子機器の環境分野に関する国際
規格適正化調査研究

【概要】
　内外の環境配慮に関する技術動向や規
格・基準の整備動向を調査しつつ、今後整
備すべき３Ｒ（Reduce, Reuse, Recycle）な
どに関する環境配慮国際規格のテーマと
内容に関する合意づくりを進め、IEC にお
ける国際標準化活動（ACEA など）に積極
的に貢献するとともに、適正な国際規格（ガ
イド）作りが行われることをめざす。

【調査期間】
平成１３～１６年度



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

ところであり、現下の重要課題は、市場
で評価される環境配慮製品を最小限の
コストで設計できるようにすることであ
る。アセスメント項目、有害物質の選定、
総合評価の方法など、各企業が環境配
慮設計を進める際に「社会的に認知され
た権威あるガイド」を参照することができ
れば、アセスメントの効率化や市場への
アピール度の向上に大きく貢献すると考
えられる。
　電気・電子機器は、分解性や有害物質
排除など、多くの環境側面について共通
性をもっている。機器相互の矛盾を排除
し、設計の効率化を図るため、できるだ
け分野横断的な環境配慮設計ガイドが
作成されるべきである。
　また、部品調達や製品市場の国際化を
考慮すると、このガイドは国際的にも通
用するものでなければならない。国内で
の検討を進めると同時に、国際標準化活
動を同時並行的に進める必要がある。

①資源有効利用促進法に基づく判断
基準省令
冷蔵庫、テレビ、パソコンなど指定
された機器ごとに取り組むべき基準
が省令で定められている。その中に
は、原材料の使用合理化、長期使用
の促進など環境配慮設計に該当する
事項が数多く含まれている。

②業界ガイドライン
各民間団体が環境配慮設計に関す
るガイドラインを発行してきている。こ
れらのガイドラインは、通常製品群別
に作成され、参加企業の設計指針と
して活用されている。（巻末参考資料
３参照）

【１４年度までの成果】
ISO/IEC や CENELEC など欧州にお
ける環境配慮規格・基準の動向を的確に
把握してきている。
また、ECD ガイドづくりの検討が開始さ
れた IEC/ACEA/WG3 における主導権を
確保するため、日本からガイド案を提出す
ることを含めて、国内関係者の意見を調整
しつつ、本格的な準備を進めている。

【１５年度の予定】
IEC/ACEA/WG3 への日本からの提案活
動を適時適切に進めるため、欧州標準化
機関（CENELEC、ECMA 等）の動向を十
分に把握するとともに、日本からの提案活
動の充実を図る。

【規格名称及び制定時期】
IEC GUIDE *** Environmentally
Conscious Design
（時期未定）

JIS C ****　電気・電子機器の環境配慮設
計ガイド（時期未定）



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ｂ．電気・電子機器
のグリーン調達調査
方法
（IEC/ガイド 113使
用材料開示質問表
ガイドの改正）

製品・部品に含まれる使用材料の情
報開示は、グリーン調達を進めようとす
る購入者にとって不可欠であり、これま
でその調査は各社独自の判断で進めら
れていた。そのため、多くの材料・部品製
造業者は、納入先ごとにさまざまな調査
票を作成する必要があり、グリーン調達
の広範な普及に伴って、その負担はます
ます増大する傾向にある。
こうした中、国内では有志企業による
グリーン調達調査方法の統一を図ろうと
する動きがあり、既に調査項目や調査様
式などを定めた共通化ガイドラインを作
成して、試行を開始しつつある。このよう
な自主的活動との連携を図りながら、調
査される側の負荷の低減，調査の迅速
化・精度向上をめざして、産業界全体、
社会全体としての合意をめざしたグリー
ン調達調査の標準化が必要である。
また、IEC においても既にグリーン調
達を念頭に置いた「使用材料開示質問
票」に関するガイドが不十分ながらも発
行されており、材料・部品調達の国際化
を背景に、グリーン調達に関する国際標
準化的活動はますます活発化するものと
予想される。我が国の先進的な活動を国
際的に展開し、日本の競争力を高めるた
めにも IEC 活動を戦略的に進めること
が重要である。

【国際規格動向】
　IEC/ACEAは、グリーン調達に関
連するガイドラインとして、GUIDE
113 (Materials declaration
questionnaires ? Basic
guidelines)を2000年 10月に発行
している。このガイドは、グリーン調達
に必要となる材料開示質問表の作成
手順、原則、制限物質の事例、重要
部品の事例などを含んでいるが、タイ
トルに示されているとおり原則的記述
のみであるため、実際の調達に活か
すためには、より詳細な取決めが必
要になっている。
　ドイツは Materials Declaration
Standard のプロジェクトを 2002 年
から開始しており、将来的には IEC
レベルでの検討を要望しているが、
現段階では合意されていない。

【国内動向】
　国内では、グリーン調達のための
調査フォーマットや項目を共通化する
協議が、2001 年１月に設置されたグ
リーン調達調査共通化協議会（有志
企業約 30 社が参加、（社）電子情報
技術産業協会事務局）で進められて
おり、調査される側の負荷の低減、
調査の迅速化・精度向上をめざして

１．規格整備計画
以下に示す調査研究において、グリーン
調達に関する国際標準化の進め方とガイド
の内容について、「グリーン調達調査共通
化協議会」との連携を図りながら、国内関
係者の合意づくりを進める。当該協議会が
進めている欧米関係業界との協議が進展
し、IEC のガイド改正又は新規ガイドの提
案の実現性が見通せる段階に至った後
に、IEC/ACEA への日本提案を行う。ま
た、同時並行的に JIS 化の準備を進め、
IECガイドが発行された段階でJIS制定を
行う。

２．調査研究計画

【テーマ名】
上欄に同じ

【概要】
上欄に同じ

【調査期間】
上欄に同じ

【１４年度までの成果】
　「グリーン調達調査共通化協議会」が作
成したガイドラインの内容や欧米関係団体
との国際的な協議の進展状況を、詳細に



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

いる。同協議会では，これまでに「グ
リーン調達調査共通化ガイドライン」
を完成させ、2002年 4月よりトライア
ル運用を開始している。

調査して、国内関係者の幅広い理解を得
た。また、その成果を国際標準化に結びつ
けるための方策についても検討がなされ、
現段階では IEC GUIDE 113の改正提案
を日本主導で進めることが最有力案となっ
ている。

【１５年度の予定】
国内の協議会の活動と連携しつつ、グリー
ン調達ガイド案をIEC に提案することを予
定している。GUIDE 113の改正とするか、
新たな GUIDE を提案するか、さらにはそ
の提案時期等の詳細について、慎重に検
討を進める。

【規格名称及び制定時期】
IEC GUIDE 113の改正又は新GUIDE
*** の制定（時期未定）

JIS C ****　電気・電子機器のグリーン調
達調査ガイド（時期未定）



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ｃ．電気・電子機器
の部品リユースのた
めの評価方法・表示
方法

　資源循環型社会に向けた対策を３Ｒ（リ
デュース、リユース、リサイクル）の視点
から総合的に進めることの重要性が認
識されつつあり、電気製品についても３Ｒ
全体のレベルアップが求められている。
　その中で、部品のリユースについて
は、解体しやすい製品設計の採用はもと
より、再生部品を製品に組み込む際の品
質保証や使用者への情報提供など、こ
れまでにほとんど経験したことのない新
たな技術的課題への対応が必要となる。
　既に産業界は、複写機、プリンタ、パソ
コンなど一部の機器で自主的な取り組み
を開始しているが、このような動きを更に
発展させ、幅広く電気製品のリユースを
実現するためには、生産者・使用者双方
のリユースへの不安を払拭することが不
可欠である。この観点から、再生部品使
用製品の品質評価方法や使用者への情
報提供方法などの共通課題について、
社会的な合意を形成しつつ標準化（規格
整備）を進めることはリユース促進のた
めの有効な対策の一つである。
　また、国際的には、ISO/IEC において
リユースを念頭においた規格作成の検
討が徐々に進められつつある。それらの
活動に対しても国内の経験を活かしつ
つ、国際標準化活動を主導的に展開す
ることが重要である。

【国際規格動向】
①IEC/TC56（ディペンダビリティ）
　2001 年 7 月、独よりリユースに関
する新規格作成の提案がなされた。
この提案は可決され、新たに設置さ
れたプロジェクトチーム（PT 2.13:
IEC 62309）が規格案の検討を進め
ている。2003年 3月現在、委員会原
案（CD）文書（IEC 62309 案：　リ
ユース部品を含む製品のディペンダ
ビリティ－機能及び試験）が作成され
ている段階にある。
　この規格の趣旨は、使用済み製品
又は使用済み部品を含む製品のう
ち、新品と同様の品質及び信頼性を
もつように適切な解析・試験・調整を
施したものを、非保証製品や単なる
中古品と区別しようというものであ
る。
　規格作成には、独のほか、日本・中
国・オーストリア・デンマークが参加し
ている。国際規格としての発行は
2003年末をめざしている。
(参考）　IEC/TC56 は、個別の製品を対象と
するのではなく、共通的な技術を扱う横断的
TC とされ、ディペンダビリティ（信頼性、保全
性及び保守支援全体を表す用語）規格の維
持・作成を行っている。

②ISO/IEC ＪＴＣ１/SC28（オフィス機

１．規格整備計画
　以下に示す、調査研究を中軸に据え、国
内のリユースに関する各分野の経験を持ち
寄るとともに、国際標準化活動に対して日
本が主導的立場をとれるように提案活動を
実施する。また、同時並行的にJIS化の準
備を進め、国際規格が発行された段階で
JIS制定を行う。

２．調査研究計画
【テーマ名】
電気製品のリユースに関する標準化調査
研究

【概要】
　リユースに関する国内企業の取り組み状
況や各種研究プロジェクト等の成果を集約
するとともに、海外の動向についても幅広く
調査し、ISO/IEC における国際標準化活
動を主導的に進めるための基礎的な検討
を行う。複写機、プリンタ、パソコン、自販機
などを主な検討対象としている。

【調査期間】
平成１３～１５年度

【１４年度までの成果】
IEC/TC56 及び JTC1/SC28 における国
際標準化動向の現状分析、内外のリユー



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

器）
2000年 8 月、「再使用部品を使用し
ているオフィス機器の品質及び性能」
に関する新規国際規格化の提案が
アメリカから提出された。
　この規格の目的は，製造業者及び
第三者機関が再使用部品を使用した
製品の品質や性能を立証するための
モデルを提供することである。性能，
アップグレード，品質，安全性，電磁
放射，環境上の責任などの規格化を
予定している。
　その後2001年 11月に JTC1レベ
ルで手続きが済みNew Work Item
として発効された。ただし，SC28 事
務局が CD 投票の手続きを開始して
いないため，現在は WD（Working
Draft）の状態である。

ス取り組み状況、海外の検討状況につい
て、総合的な情報収集を行った。また、ＩＥＣ
/TC56 に対して、JTC1/SC28 との十分な
連携が必要であることを認識させるための
比較資料を作成した。

【１５年度の予定】
内外の動向調査を継続するとともに、ＩＥＣ
/TC56 における国際規格づくりが、
JTC1/SC28 の動きと内容的に調和し、か
つ日本にとって適切な内容となるように検
討を深める。
　また、IEC 62309 案については、JIS 化
のための検討を開始する。

【規格名称及び制定時期】
IEC 62309 Dependability of products
containing reused parts –
requirements for functionality and test
（2003年末・制定予定）

JIS C ****　リユース部品を含む製品の
ディペンダビリティ－機能及び試験（ＩＥＣ発
行後・制定予定）



表１－２　共通的環境配慮規格整備計画　(2) 早急に規格化を開始すべき課題

標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ａ．電気・電子機器
の環境側面に関す
る用語及び定義

リサイクル可能率、ｘフリー（鉛フリー、ハ
ロゲンフリー）など、環境側面に関する用
語とその定義が各国のまちまちであるた
め、今後国際的な製品流通や技術交流
の障害とならないよう、国際統一が求め
られている。

・ IEC/ACEA で、ｘフリーの定義を国
際標準化するための検討方法等に
ついて、協議が進められている。
・ 国内では（社）電子情報技術産業協
会等が鉛フリー及びハロゲンフリー
の定義の検討を進めている。

・用語及び定義の国際標準化に関する検
討を平成１５年度から２年計画で開始す
る。（「電気・電子機器の環境分野に関する
国際規格適正化調査研究(H13-16」）
・法規及び業界団体の基準整備状況を調
査しつつ、IEC における国際標準化活動
の主導的役割を果たす。

Ｂ．電気・電子機器
の有害物質含有量
（率）の算出方法

各国の有害物質規制の拡大に伴い、鉛・
ハロゲンなどの物質含有量を適切かつ
容易に算出する方法が必要になってい
る。世界主要国で規制されている化学物
質を対象とし、それらの含有量算出方法
の国際標準化をめざす。

・各社各様の対応が行われている。 ・ｘフリーに関する用語及び定義の検討と併
せて、国際標準化の調査研究を平成１５年
度から２年計画で開始する。（「電気・電子
機器の環境分野に関する国際規格適正化
調査研究(H13-16」）



表１－３　共通的環境配慮規格整備計画　(3) 当面、産業界の自主的活動を期待する課題

標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ａ．電気・電子機器
のリサイクル情報の
表示及び説明書作
成ガイド

ユーザ（特に最終消費者）への情報提供
は、リサイクルを促進するための重要課
題であり、できるだけ統一した製品表示
や説明書の記述方法を採用する必要が
ある。メビウスループを電気・電子機器に
適用する際の例示や再生材含有率の表
示方法などを統一する。

・（社）ビジネス機械・情報システム産
業協会では、資源循環指標調査検討
委員会「資源循環指標策定ガイドライ
ン」に基づき検討中。

・当面は、産業界の自主的な活動を見守るこ
ととし、必要に応じ、JIS 及び国際規格の検
討を行う。

Ｂ．電気・電子機器
のリサイクル可能率
の評価方法

リサイクル可能率が環境配慮の一つの
指標になっている。リサイクル可能率の
算出方法はリサイクルに対する考え方、
前提条件により数値がまちまちになる。
電気・電子機器のリサイクル可能率につ
いての基本的な考え方等についての整
理・検討を進める。

・（社）ビジネス機械・情報システム産
業協会では、資源循環指標調査検討
委員会「資源循環指標策定ガイドライ
ン」に基づき活動中。

・（社）電子情報技術産業協会では、
情報処理機器のリサイクル可能率評
価方法を策定済み。

・当面は、産業界の自主的な活動を見守るこ
ととし、将来必要に応じ、JIS 及び国際規格
の検討を行う。

Ｃ．電気・電子機器
の分解性評価方法
－一般基準

リサイクル推進の観点から、各種製品の
分解方法ができるだけ統一されているこ
とは、補修・解体作業の効率を高めるこ
とに貢献する。そのため、電気・電子機
器の分解性について、共通的な評価方
法を規格化し、製品の分解性が適切に
評価される環境整備を行う。

・（社）電子情報技術産業協会では、
情報処理機器の分解性評価方法を
検討中である。

・各社では、独自の評価方法やツー
ル開発を進めている。

・当面は、各社・各団体の活動を見守ること
とし、将来必要に応じて JIS 及び国際規格
の検討を行う。



標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

Ｄ．適用している電
子部品の余寿命診
断技術

電力システムなどの設備・機器保全の効
率化が求められており、すべての設備・
機器を一律に点検・更新するのではな
く、個々の状態に応じて点検・更新を行う
状態監視保全の手法が定着しつつあ
る。設備・機器を構成する電子部品につ
いても、余寿命診断技術や劣化診断技
術の重要性が高まってきている。

・送変電の技術的問題を検討する
CIGRE（国際大電力システム会議）
では、例えば保護リレー装置の最適
な更新時期を判断するための余寿命
診断方法に関する論文発表などが行
われている。

・電子部品の余寿命診断を必要とする設備・
機器はさまざまであるため、当面は各産業
分野の自主的な活動を見守ることとし、時期
をみて産業横断的な規格化の検討を開始す
る。

＜参考＞
○電気・電子機器の
環境配慮規格作成
のためのガイド

IECガイド109（環境側面－電気製品規
格への導入）の改訂版に準拠した JIS
制定

・２００２年１１月、IEC でガイド 109
の改正が承認された。近日中に発行
予定。
・改正 IECガイドの内容は、ほとんど
ISO ガイド 64（製品規格に環境側面
を導入するための指針）と同一であ
る。この ISO ガイドは既に JIS
Q0064:1998 として JIS 化されてい
る。

・現状では、IECガイド109 に対応した JIS
を整備する必要性は希薄である。この「環境
配慮規格整備方針」を、より実践的なガイド
として尊重する。



表１－４　共通的環境配慮規格整備計画　(4) その他

標準化課題 必要性 内外の動向
規格整備計画
（調査研究等）

○IEC における電気・電子環境
製品標準化のための TC新設

　現状の IEC における電
気電子の横断的な環境製
品標準化活動は、ACEA
のガイドづくり（IEC Guide
109, Guide 113）に留まっ
ているが、欧州の一部から
は規格作成を求める声も出
されている。今後内外の
ニーズを考慮しながら、国
際規格化作業を進めるに
は  ISO/TC207 のように
IECでも TCレベルでの活
動が必要であるとの指摘も
なされている。

　ACEA の欧州代表の一部委員は、
環境横断的な検討を行うためのＴＣ
が必要であると指摘している。
　また、2003 年 3 月に開催される
ACEA 会合において、ＴＣを設置する
必要があるかどうかの論議がなされ
る予定である。

　ACEA会合の結果を踏まえ、国内関係者
の意見を十分に聴取しながら、日本の対応
方針を決定する。



第２部　　電気固有の環境配慮規格

　電気固有の環境側面については、第１部に示した電気・電子・情報分野の環境配慮規格整備方

針に従い、基本・共通規格で対応することが困難であり、個々の製品・技術（群）に特有の環境側面

に関する規格整備が必要となる課題について、具体的な方針と今後の計画を検討した。

　電気機器は一般に国際商品である場合が多く、環境側面の規格化に際しても、国内規格（JIS

等）と国際規格（IEC 等）を同時並行的に作成することを念頭に置く必要がある。そのため、検討に

当たっては、IECのTC分類を採用することとし、各製品TCの国際標準化方針、日本の対応方針、

JIS 化の課題・今後の計画等について、それぞれの国内委員会に対するアンケート調査を行って

現状を把握した。その結果、とりまとめられた主な電気製品分野の環境配慮規格整備計画を、表２

に示す。

　ここにまとめられた各国内委員会の前向きな方針や環境配慮規格のテーマが、今後本格的な取

り組みを進めようとする他分野の関係者から、有益な情報として活用されることをねらいとしている。



表２　電気製品分野の環境配慮規格整備計画
　　　　　（規格整備の方針及び具体的テーマの検討が進んでいる分野）

IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

１５ 絶縁材料

<（社）電気学
会>

○次の二つのプロジェクトが進行中。
① PT PWI-15-1：　高分子材料のリサイクルに
関する典型的な電気絶縁材料の適性（テクニ
カルレポート）
② PT PWI-15-3：　電気絶縁材料の環境面での
特性評価（ガイドライン）

○リサイクルについては国内でも重要課題と
なっており、日本からもメンバー参加を準備中で
ある。国内的には、ＩＳＯを中心にプラスチック工
業分野で活動が行われており、この分野と連携
を取りながら、国内の状況に沿った意見を提案
して行く。

○課題検討中

○関連分野における目標・方針・実績な
どを総合調査し、実状・要求事項・問題点
を明確に把握した上で、絶縁材料に共通
の絞り込みを行う必要がある。

＜関連規格＞
JIS Z 7001(2000)
「プラスチック規格への環境側面の導
入に関する指針」

１７ 開閉装置及
び制御装置

TC17,SC17
A,C
＜（社）電気
学会＞

○SC17C： IEC60517（ガス絶縁開閉装置）の
改正案として SF6ガスの許容漏洩量を低減する
ための規定を審議中。

○リサイクルについては国内でも重要課題と
なっており、そのための業界設計ガイドラインな
どが整備されつつある。環境影響低減に配慮し
た規格化や改訂に対しては基本的に賛成の立
場である。

○課題検討中 （社）電気協同研究会が「『電気協同研
究』電力用 SF6ガス取扱基準」を1999
年に発行している。



IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

SC17B,D
＜（社）日本
電機工業会
＞

○IEC 60947-1（低圧開閉装置及び制御装置
－第１部：通則）の中に、IECガイド109 に基づ
く環境面の配慮事項を記述した「附属書Ｏ（参
考）環境側面」を追加。現在、この附属書Ｏを見
直し、「使用材料開示(materials declaration)｣
の項を追加することを検討中｡

○環境問題については，現在の社会情勢の変
化から，避けられない課題であり，今後も IEC
の動向も注視し，引続き検討する。

○JIS C 8201-1（低圧開閉装置及び制
御装置－第１部：通則）の改正

○ＩＥＣに準じて「附属書 O（参考）環境側
面」の規定を入れた改正案を作成中。
H16年度公示予定。

－

２０ 電気ケーブ
ル

＜（社）日本
電線工業会
＞

①ケーブル設計パラメータに関し、WG19（許容
電流）では負荷変動電流に対するケーブルの温
度上昇について報告している。
②燃焼特性に関し、IEC6095‐6‐31（発煙濃
度）、IEC60745‐2（発生ガスの酸性度及び導電
率）が規格として発行されている。

○負荷変動を考慮した、ケーブルの効率的運用
については、すでに民間団体規格（JCS0168）
でパラメータ設計基準が提供されている。　ま
た、電力会社を中心にケーブル損失を低減する
ための効率運用が図られており、①の問題は我
が国では課題とはなっていない。
　非ハロゲン化１ｋVケーブルの規格化を我が国
からIECに提案しIEC60502‐1の改正として、
これを取り入れる状況となっている。

①ハロゲンフリー電源コード
②ハロゲンフリーキャブタイヤケーブル
（今後の検討課題）

○詳細計画未定。

○既存 JIS
①ハロゲンフリー化
・C3612:2002（600V 耐燃性ポリエチ
レン絶縁電線）＜制定＞
・C3401:2002（制御用ケーブル）＜改
正＞
・C3605:2002（600V ポリエチレンケー
ブル）＜改正＞
②燃焼特性試験
JIS C0081 及び JIS　C3666‐2 とし
て、燃焼特性関係の IEC 規格が JIS
化されている。

○団体規格
ハロゲンフリー電源コード規格（日本電
線工業会）



IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

２１ 蓄電池

＜（社）電池
工業会＞

○電気自動車用の規格を検討中

○ＩＥＣ規格に使用済み蓄電池の廃棄方法が明
記されていないものには、記載を提案していく。

○使用済み電池の適正処理に関する記
載を検討。

○既存 JIS
・C 8702（1998）
 (小形シール鉛蓄電池)
・C 8706（1998）
 （据置ニッケル・カドミウムアルカリ蓄
電池）
上記 JISには使用済み電池の適正処
理に関する事項を記載。

○団体活動
電池工業会がTC21電池の表示事項
を示した「蓄電池の安全確保のための
表示ガイドライン」（第 3版、2001年 3
月発行）に使用済み電池の廃棄方法
について記載。さらに電池工業会発行
の指針にも使用済み電池の廃棄方法
を記載している。



IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

SC21A（アル
カリ蓄電池、
リチウム二次
電池等）

○IEC の具体的な検討課題はないが、現在審
議中の規格（組電池推奨設計技術資料）の中に
電池廃棄時に関する記載をいれている。

○日本では、小形二次電池（ニカド電池、ニッケ
ル水素蓄電池、リチウムイオン電池、小形シー
ル鉛蓄電池）の回収・再資源化が行われている
ため、業界としての識別・表示ガイドラインの整
備や JIS への先行記載を行っている。必要に応
じて、IEC にもこれらの取り組みを、規格案とし
て提案していく。

○既存 JIS への国内法に準拠したﾘｻｲｸ
ﾙ表示項目の追加規定。

○逐次実施予定

○既存 JIS
JIS C 8705：（1998）
（円筒密閉形ニッケル・カドミウム蓄電
池）
JIS C 8708：（1997）
（円筒密閉形ニッケル・水素蓄電池）
JIS C 8711：（2000）
（ポーダブル機器用リチウム二次電
池）

○団体活動
 ①「小形充電式電池の識別表示ガイド
ライン」（第 3版）を2002 年 5 月に発
行している。
②「二次電池および小形二次電池の
製品アセスメントガイドブック」を 2001
年 3月に発行している。

２３ 電気用品

＜（社）日本
配線器具工
業会＞

○PT 62139（製品規格に環境側面を追加する
ためのガイド）進行中。作業遅れ気味。

○IEC ガイドに従って環境側面の要求を追加す
ることについては総論賛成である。具体的提案
を見て、国内委員会としての方向性を検討する。

○プラスチックの難燃材、塩ビ、鉛フリー
はんだ、鉛フリーコードに関するガイド
（検討中）

○詳細計画未定（当面、実態調査）

○工業会として環境側面の検討を行っ
ているが、現在のところ規格、ガイドラ
インには至っていない。



IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

３３ 電力用コンデ
ンサ

＜（社）電気
学会＞

○IEC 60871 においてコンデンサの内容物が
環境汚染をもたらさないように注意喚起してい
る。

○IEC はすべて各国の法律あるいは規制に従
うことになっており、日本として IEC にコンデン
サ固有の問題として提案することはない。

○コンデンサの難燃化、ガス化等環境対
策の追加（検討中）

○電気学会で、コンデンサの難燃化、ガ
ス化等の環境対策を検討中。今後、法
律、規制等で明示されれば、それに従っ
てコンデンサのＪＩＳ規格にも取り入れると
よい。

－

３４ 電球類及び
関連機器

電球分野
(SC34A～C)

＜（社）日本
電球工業会
＞

○ＩＥＣの具体的動きなし

○環境負荷の側面からは、ランプの高効率化
（効率の低いランプの生産中止も含め）が世界
的な動きである。ランプの設計面からは、封入水
銀量の削減が各国の課題となっている。

○低環境負荷形蛍光ランプ
（高効率化、小形化、低水銀化等につい
て最新の開発成果を反映）

○上記 JIS を作成するための調査研究
が必要である。（既存 JIS の改正とする
か新たに JIS を作成するかは今後の検
討課題）

○既存 JIS＜例＞
JIS　C7601蛍光ランプ（一般照明用）
　ランプ電力の低減、３波長形や高周
波点灯専用形を追加するなど、従来か
ら環境側面も念頭に置きつつ、改正を
進めてきている。

○日本電球工業会規格
・JEL303　蛍光ランプ封入水銀量の
測定方法
・電球工業会ガイド-005　ランプ及び安
定器・製品アセスメントマニュアル



IEC
／TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

照明器具分
野(SC34D)

＜（社）日本
照明器具工
業会＞

○IECの具体的動きなし

○EC指令には、照明器具も含まれており、いず
れはＩＥＣも取り上げるものと思われる。その際に
わが国からも提案し、積極的に審議に参画す
る。

○照明器具の効率測定法（エネルギー
消費効率指数の算出方法）

○上記 TR を JIS にするための再確認
が必要である。また、JIS の公示時期に
ついては、省エネ法に基づく技術基準と
の調整が必要である。

○既存ＪＩＳ
TR C 0022:2001(照明の質を考慮し
た蛍光灯器具のエネルギー消費効率
指数の算出方法)

○団体規格
① 日 本 照 明 器 具 工 業 会 標 準
(JLA5018：照明器具製品アセスメント
マニュアル第 3 版)（会員限定配付）
2001年 9月発行
②同工業会標準(JLA5020：照明器具
におけるLCA算出結果報告)（会員限
定配付）2002年 5月発行

３５ 一次電池

＜（社）電池
工業会＞

○IECの具体的動きなし

○日本でも、マンガン乾電池(1991年)、アルカリ
乾電池(1992 年)の水銀ゼロ使用化が進められ
てきた。またボタン形電池については水銀含有
量の低減が進められると同時に、業界独自の回
収・リサイクルが行われている。継続的に関心を
払い続ける研究課題と考える。

○ボタン形電池について、回収率向上を
目的とした、リサイクル表示項目の追記
規定が、今後の検討課題。

○既存ＪＩＳ＜例＞
JIS C 8511:(1998)
（アルカリ一次電池）
JIS C 8512:(2000)
（二酸化マンガンリチウム一次電池）

○団体活動
電池工業会「一次電池の製品アセスメ
ントガイドライン」1995年 7月発行
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４６ 電気通信機
器用ケーブ
ル、配線類、
導波管

＜（社）さ日
本電線工業
会＞

①通信ケーブルの火災時の要件（46C/WG７で
TR発行予定）
②省資源のための材料設計・構造（NP 提案あ
り（46/114/NP～46/124/NP））
③省エネのための電送特性向上（LAN ケーブ
ル用カテゴリー７の規格（IEC61156-5、７））

○各プロジェクトの動向を見ながら国内委員会
で対応を審議する。

○課題検討中 －

５５ 巻線用電線

＜（社）日本
電線工業会
＞

○試験用フロンなどを環境中に放出しないなど
のWarningを追加（IEC 60851-4を改正中）

○規格改正・作成時に、特に環境負荷物質の使
用に関する Warning の記載などに留意し、提
案していく。また、JIS化と並行して IEC に規格
改正を提案していく。

①洗浄溶剤・フロンなど、試験に使用す
る物質の取り扱い規定の明確化。
②無害物質への代替化（はんだ付け試
験への無鉛はんだ採用など）。

○詳細計画未定

○既存 JIS＜例＞
JIS C 3003：1999
（エナメル線試験方法）
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５９
（ＩＳＯ
／ＴＣ
８６）

家庭用電気
機器の性能
（冷凍技術）

＜（社）日本
電機工業会
＞

○ＴＣ５９の規格は、可能な限り、環境パラメータ
に関する測定方法を規定する。
－エネルギー及び水消費
－洗剤の消費
－騒音
注）ＴＣ　５９の内部ガイド、５９／１８２／ＩＮＦ：１９
９７の４，　５及び７．を参照。

＜今後の課題＞
－待機時消費電力の測定方法を検討中
－各機器の消費電力量測定方法を個別規格毎
に検討を進めているところ。

○日本としても、待機時消費電力測定方法と各
機器の消費電力測定方法、騒音測定について
今後検討予定である。

○家電製品の期間エネルギー消費効率
及び待機時消費電力の測定方法

○平成１０～１４年度に「家電製品等エネ
ルギー消費効率測定方法の標準化に関
する調査研究」を実施済み。順次、IEC
規格及び JISに反映させる。

○ 既存 JIS
エアコン、冷蔵庫等の家電製品 JISに
おいて、定格運転時の消費電力及び
騒音等の環境側面については、既に
規定されている。

○民間基準
家電製品協会「家電製品 製品アセス
メントマニュアル(第 3 版、2001 年 3
月発行)」

６１ 家庭用電気
機器の安全
性

＜（社）日本
電機工業会
＞

環境面へ及ぼす機器の影響に関する要求事項
は、ＴＣ６１のスコープに含まれていない。しか
し、安全要求事項は、環境にやさしい材料を使
用したいという産業界のニーズを考慮して規定さ
れる。

○具体例として、冷蔵庫の安全規格について
は、可燃性冷媒（ノンフロン）を使用した製品に
対する安全規定を盛り込むための改正が行わ
れた。また、エアコンについても同様の検討が行
われている。
　しかし、TC61 では安全面に対する検討を行う

○JIS化課題
可燃性冷媒使用冷蔵庫の安全性の規格
化（JIS C 9335-2-24の改正）

○上記 JIS の改正原案の作成を、平成
15年度に実施する。

○冷蔵庫、電子レンジなどの家電製品
JIS には、従来から扉開閉試験、コー
ドの屈曲試験などの耐久性の観点を
盛り込んできている。これらは、性能・
安全性の確保をねらいとしたもので
あったが、結果として環境側面（リ
デュース）の役割も同時に担っているこ
とを、再認識する必要がある。
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だけであり、環境面全般を対象とした検討は
行っていない。

８２ 太陽光発電
システム

＜（社）日本
電機工業会
＞

○リサイクル・リユースが主要な課題（環境関連
WGが 2002年 4月発足）

○日本もリサイクル・リユースへの対応等を中心
に環境問題への取り組みを推進していきたい。
現状は、TC82/WG3 で対応しているが、将来的
な欧州等のリサイクル規制への対応を考えると
新規環境WGを検討する必要がある。

○モジュール・機器のリユース及びリサイ
クル（モジュールを一部交換する時の性
能／安全性の指標等）

○作業計画検討中。

－

８８ 風力発電シ
ステム

＜（社）日本
電機工業会
＞

○IECの具体的動きなし

○翼材料として用いられているガラス繊維強化
プラスチック(GFRP)は，毒性はないものの現段
階ではリサイクル環境が確立しているとは言い
難く，産業廃棄物として廃棄されているのが現状
である。GFRP 翼は強度部材であるため，材料
内部の疲労が進行しており，「リユース」は不可
能である。現在運転されている大形風車の廃棄
が始まるであろう10数年後に備えて，GFRP材
料の「リサイクル」に関するガイドライン等を整備
する必要がある。

○風車用ガラス繊維強化プラスチック
(GFRP)材料のリサイクル

○今後，船舶，航空機など他分野での対
応状況を調査しつつ検討を進める。詳細
計画未定。

－
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８９ 耐火性

＜（社）日本
電子部品信
頼性センター
＞

○IEC/TC89 は、直接に「環境」を扱う規格を作
成してはいない。しかしながら、電気･電子製品
及びその材料が燃焼する際に発生する生成物
の環境への影響（腐食、毒性、煙など）は考慮し
ており、これらの燃焼生成物を評価するための
規格を作成している。

○日本も積極的に参画して貢献している。また、
これらIEC規格の JIS化を進めている。

①燃焼毒性試験方法
・IEC60695-7-2の JIS化
・IEC60695-7-3の JIS化
②燃焼腐食性試験方法
・IEC60695-5-3の JIS化

○逐次実施予定

○既存 JIS
＜燃焼毒性＞
・ IEC60695-7-1→JIS C0076
＜燃焼腐食性＞
・IEC60695-5-1→JIS C0070と
・IEC60695-5-2→JISC0077

１０５ 燃料電池

＜（社）日本
電機工業会
＞

○IECの具体的動きなし

○定置用燃料電池はオーバーホールが前提で
寿命に到達すると主機を入れ替える設計で検討
されている。その際各種材料のリユースも重要
な課題であり、標準化できる仕組みをまとめあげ
ていくことが重要である。

①固体高分子形環境試験方法（リサイク
ル・リユースを含む）
②固体高分子形システム通則（リサイク
ル・リユースを含む）

○１５年度以降、調査研究を開始予定。
詳細計画未定。

－



第３部　　電子固有の環境配慮規格

　電子固有分野（事務機械を含む。）において、個々の製品・技術（群）に特有な環境規格整備が必

要とされる課題について、具体的な方針と今後の計画を検討した。課題の整理方法は第２部と同様

の方法で行った。その結果、とりまとめられた主な電子製品分野の環境配慮規格整備計画を、表３

に示す。

　電子固有分野の特徴として、はんだの鉛フリー化技術が一つの基盤技術となっていること、団体

規格の整備など業界の自主活動が活発であること、３R（リデュース、リユース、リサイクル）以外に

省エネを推進する取り組みが行われていること等が挙げられる。また、電子分野の製品・部品は国

際商品の色彩が極めて強く、環境側面の規格化に際しては国際標準に結びつけることが特に重要

である。



表３　電子製品分野の環境配慮規格整備計画
　　　　　（規格整備の方針及び具体的テーマの検討が進んでいる分野）

IEC
/TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

４０ 電子機器用
コンデンサ及
び抵抗器

＜（社）電子
情報技術産
業協会＞

　自動実装用部品の包装に関して、包装のリ
ユースと材料のリサイクルにより使用材料等の
最小化する課題がある。我が国としては包装材
のリユース化を進めたいが、各国からはリユー
スよりリサイクルが優先する旨のコメントがある。

　国内委員会としてはリユース包装及びリサイク
ル材の採用の両方に通用する構造及び寸法の
提案するための準備を行っている。特に、
IEC60286-3 表面実装用テーピング に注力し
ている。

　IEC60286-6 に相当するリユースバル
クケース規格のＪＩＳ化を検討している。
　包装材のリユースを進める際、使用後
の包装材が有価物として扱われるのか、
産業廃棄物として扱われるのか、地方行
政区画によりその位置付けが異なる可能
性があり、調査を行う必要がある。産業
廃棄物と解釈される場合、許認可が必要
となる。また、自区内処理の原則から生
じる行政区画をまたいだ輸送規制の問題
についても調査・検討する必要がある。

＜団体規格＞
（社）電子情報技術産業協会に下記の
規格、レポートがある。
① 規格「電子部品及び半導体デバイス
のテーピングに用いるリユースリー
ル」
リユース及びリサイクルを目的とし
た、テーピングに用いるリールの規
定
② レポート「電子部品実装容器包装の
リユース／リサイクル表示ガイド」
容器包装のリユース、リサイクルの
促進を目的に、部品メーカから機器
メーカへ納入する際の識別を容易に
するための、包装に表示する識別表
示方法を規定。
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４８ 電子機器用
機構部品

＜（社）電子
情報技術産
業協会＞

　現在、環境を配慮した内容の文書の審議は行
われていないが、コネクタははんだ付けを行うの
で、鉛フリーはんだ関係のIEC規格の動向を注
視している。必要に応じてコネクタの鉛フリーは
んだ付け試験方法の規格化を行う予定。

　国内委員会としては、TC91 の鉛フリーはんだ
実装技術の規格化状況を見極めた上で、既存
規格の鉛フリーはんだ化を目指して、次のコネク
タ試験方法の改正作業を行う予定。
・ はんだ付け性、ぬれ（ウェッティング）、はんだ
槽法
・ はんだ付け性、ぬれ（ウェッティング）、はんだ
ごて法
・ はんだ付け性、はんだはじき（ディウェッティン
グ）
・ はんだ耐熱性、はんだ槽法
・ はんだ耐熱性、はんだごて法

　JIS 化課題として、左欄記載の鉛フリー
はんだ対応のコネクタのはんだ付け性試
験方法がある。国際規格化状況を勘案し
て順次制定または改正する予定。



IEC
/TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

８６ 光ファイバ

＜（社）電子
情報通信学
会＞

　Advisory　WG9（光ファイバ関連産業におけ
る環境影響）として環境に関するAWG を設立し
ているが、具体的な規格化テーマは決定してい
ない。

　産業界で光ファイバケーブルのリサイク
ルが検討されている。
　（社）電線総合技術センターで「光ファイ
バケーブルのリサイクル調査研究」が現
在行われているので、この調査研究の成
果を見定めて、光ファイバ製品規格に環
境配慮側面の規定を適宜盛り込むことと
する。
　光ファイバの重量構成比の約半分は外
皮材が占めている。この部分については
既にメタルケーブルで先行して行われて
いる脱ハロゲン化技術（ポリエチレン化あ
るいは難燃性ポリエチレン化）を共有でき
るため、メタルケーブルで行われている
環境配慮方法を適用する方向で検討す
る。
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９１ 電子実装技
術

＜（社）電子
情報技術産
業協会＞

　我が国がイニシアティブをとって電子実装の鉛
フリーはんだ化に関する規格開発を行っている。
部品／デバイス接合に用いる鉛フリーはんだの
仕様に関する要求事項と部品試験方法で、現在
３件の CD 文書が審議過程にある。2003 年度
には新規作業項目１件を提案予定。
　また、プリント配線板に使用する難燃剤のハロ
ゲンフリー化に関する文書が FDIS とCDV 段
階（各１件）にある。
　プリント配線板のハロゲンフリー化に関して、
JPCA規格の IEC規格化を進めており、現在７
件の CD文書が審議過程にある。

下記の JIS 化課題がある。国際規格化
状況を勘案して順次制定または改正す
る。
① 鉛フリーはんだ対応電子部品試験方
法開発（制定）
・ ウィスカ試験方法
・ マイグレーション試験方法
・ 接合耐久性試験方法
・ 新はんだ付け性試験方法
② 既存 JISの鉛フリーはんだ対応試験
方法（改正）
・ JIS C 0050の改正
（規格名称：環境試験方法－電気・電子
－はんだ付け試験方法）
・ JIS C 0053の改正
（規格名称：環境試験方法－電気・電子
－はんだ付け試験方法（平衡法））
・ JIS C 0054の改正
（規格名称：環境試験方法－電気・電子
－表面実装部品（ＳＭＤ）のはんだ付け
性，電極の耐はんだ食われ性及びはん
だ耐熱性試験方法）
③ （製品としての）鉛フリーはんだ
鉛フリーはんだの試験方法（５制定
案）及び既存はんだ規格の改正案を
日本溶接協会から提出済みまたは
提出予定（溶接技術専門委員会所管
案件）。

＜団体規格＞
　JPCA では、プリント配線板のハロゲ
ンフリー化に関する規格整備が行われ
ている。
① 「ハロゲンフリー銅張積層板試験方
法」
ハロゲンフリーの定義（塩素と臭素
が対象）とハロゲン含有量の測定方
法を規定
② 「ハロゲンフリープリント配線板用銅
張積層板（５規格）」
用途別５種類のプリント配線板のハ
ロゲンフリー対応製品規格
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１００ オーディオ、
ビデオ、マル
チメディアシ
ステム及び機
器

＜（社）電子
情報技術産
業協会＞

　産業界の関心事は、安全性、EMC、環境保
護、省エネの諸問題について法規制がなされる
のではないかということである。TC100 は、社会
の要請を適切に規格に反映させることを常に保
証している。TC100 は、IEC の他のメンバーに
より策定されたポリシーに従う。
　国内委員会としては、基本的に IEC TC100
のポリシーに従うと共に、日本から提案できる
テーマがあれば提案していく。

　CENELEC から迅速法で提案された
「AV 機器の消費電力の測定方法」（IEC
62087）が昨年規格として発行された。
JIS化課題として、本規格の JIS 化があ
る。
TC108（オーディオ、ビデオ、情報技術機
器の安全性）では「IT機器の消費電力の
測定方法」（IEC 62018）が CDV から
FDIS への移行段階にある。これらの国
際規格及び案を JIS 化するにあたって、
法規（省エネ法）との整合性、国内現行
機器の業界標準との整合性を検討し、修
正が必要であるのか、あるいは、無修正
で JIS化できるかについての調査研究を
行う予定である。
主な調査項目は以下の通り。
・ AV 機器の規格（TC100）と IT 機器の
規格案（TC108）の整合性検討
・ 国内現行機器との整合性検討（実機に
よる検証）
・ 現行法の技術基準、国際エネルギース
タープログラム制度との整合性検討
・ 国際規格不整合が生じた場合の国際
規格改正提案



IEC
/TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

１０８ オーディオ、
ビデオ、情報
技術機器の
安全性

＜（社）ビジネ
ス機械・情報
システム産業
協会＞

　TC108 の活動には、情報技術機器のエネル
ギー効率が含まれており、「IT 機器の消費電力
の測定方法」（IEC 62018）の CDV から FDIS
への移行段階にある。CDV 投票の際、国内状
況を反映させるためにいくつかのコメントを付し
た。FDIS では我が国の意見が反映される予定
である。

　JIS 化課題として、「IT 機器の消費電
力の測定方法」の JIS化がある。
TC100（オーディオ、ビデオ、マルチメ
ディアシステム及び機器）では、「AV 機
器の消費電力の測定方法」（IEC
62087）が規格として発行されている。こ
れらの国際規格及び案を JIS 化するに
あたって、法規（省エネ法）との整合性、
国内現行機器の業界標準との整合性を
検討し、修正が必要であるのか、あるい
は、無修正で JIS化できるかについての
調査研究を行う予定である。
主な調査項目は以下の通り。
・ AV 機器の規格（TC100）と IT 機器の
規格案（TC108）の整合性検討
・ 国内現行機器との整合性検討（実機に
よる検証）
・ 現行法の技術基準、国際エネルギース
タープログラム制度との整合性検討
・ 国際規格不整合が生じた場合の国際
規格改正提案



IEC
/TC
番号

技術分野
＜国内審議
団体＞

IECの国際規格化課題と日本の対応方針 JIS化課題及び今後の計画
（参考）

既存の環境関連 JIS・民間規格等

ISO/I
EC
JTC1
/SC2
8

事務機械

＜（社）ビジネ
ス機械・情報
システム産業
協会＞

① リユース
　「再使用部品を使用しているオフィス機器の
品質及び性能」に関する新規規格化提案が
アメリカから提出され、現在 WD（Working
Draft）ステージで規格化作業中である。
（参考）
　IEC/TC56（ディペンダビリティ）では、独より
リユースに関する新規規格化提案「新品同様
製品のディペンダビリティ及び機能性－要求
事項及び試験」が行われ、現在 WD
（Working Draft）ステージで規格化作業が
進められている。本規格案は横断的内容であ
り、個別分野としての考慮事項と調和したも
のとするため、国内での連携、TC56 国際会
議会議への参加等の活動を行っている。

② 事務機器から排出される化学物質の測定方
法
　国際の場では現在検討されていないが、
JIS 化が終了した段階で、新規規格化提案を
行う予定である。提案時期は 2005 年度を想
定している。

① リユース
　国際規格化が最終段階を迎えた時
期に（想定は平成 16年度）、JIS化を
検討する予定。

② 事務機器から排出される化学物質の
測定方法
　事務機器（複写機・複合機、プリン
タ、FAX）から排出されるオゾン、粉塵
や揮発性有機化合物等の量を環境ラ
ベル適合基準として要求されるケース
が増加しつつある。その測定方法は
国内に規格がなく、ドイツの環境ラベ
ル（ブルーエンジェル）記載の方法を
各社独自に実施している状況である
ため JIS 化を行い、国内基準を統一
する。15年度に JIS 原案の作成を予
定している。



39

おわりに

　この報告書では、これまでに民間団体や日本工業標準調査会の各組織で検討が進められてきた

環境配慮規格に関する各種の報告・提言を集大成し、現時点で最適と思われる電気・電子分野の

環境配慮規格整備方針案を提言した。また、電気・電子分野に共通する具体的な規格整備計画に

ついても、今後３年程度を念頭に置き、規格化の優先順位を付けながら、テーマの抽出を行った。

これらの方針案やテーマ案が、確実に実施され、電気・電子製品の環境影響を低減することにつな

がることを期待したい。

　環境保全に対する世界的な関心の高まりに伴い、先進国・発展途上国を問わず、環境規制強化

の動きが活発化している。特に欧州では電気・電子機器を対象とした新たな指令（リサイクル指令、

有害物質使用規制指令、エコデザイン指令）が整備されつつある。欧州では、こうした法規への適

合を判断する例示基準として欧州規格を採用する手法が定着しているため、今後法規に関連した

規格整備の活動が活発化するとの見方が一般的である。

　各国の環境配慮規格が非関税障壁として自由貿易を阻害することがないよう、可能な限り独自規

格の制定を避ける必要があり、そのためにもＩＥＣ等における国際標準化活動が重要になっている。

我が国にとって不都合な欧州規格が整備されないようにする最も有効な手段は、国際規格づくりを

日本主導で展開することであろう。日本の電気・電子産業が国際市場に幅広く浸透するためにも、

国際規格を有効に活用することが不可欠である。

　このような観点から、ＩＥＣの技術分類に従って各製品 TC 分野の国際規格動向と国内委員会の

方針・戦略を調査し、各分野でどのような環境配慮規格が検討されているかを全体として俯瞰でき

るようにした。全体的には、規格化の検討が緒についたばかりという分野が多いが、電線、電池、家

電、照明器具、電子機器用の電子部品・機構部品、電子実装技術、AV 機器、IT 機器、事務機器

などの分野では、積極的な規格整備が進められつつあり、こうした動きは他分野の標準化関係者

にとっても今後の計画を検討する上で有益であろう。

　この報告書が環境配慮規格の整備を促進し、環境保全の一助となれば幸いである。

----------------------------
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（参考資料）

（参考資料１）　「電気・電子・情報分野の環境ＪＩＳアクションプログラムへの対応方針
及びＷＧの設置について」（平成１４年９月１２日、電気、電子及び情報の各技術専門委員会合
同）＜抜粋＞

　　-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
平成１４年９月１２日

電気・電子・情報分野の環境 JIS アクションプログラムへの
対応方針及びＷＧの設置について

　　　日本工業標準調査会 標準部会
第６回電気技術専門委員会（平成１４年８月２６日）議決
第５回電子技術専門委員会（平成１４年９月１２日）議決
第６回情報技術専門委員会（平成１４年６月２８日）議決

１． 経緯
(1) 平成１４年５月１日付で、JISC 標準部会環境・資源循環専門委員会より、各技術専門委員会
に対して、「環境 JIS の作成促進のアクションプログラムに関する勧告」（以下、勧告という。）
が出された。
(2) この勧告は、平成１３年１２月の「規制改革の推進に関する第一次答申（総合規制改革会
議）」によって、３Ｒの促進に関する規格整備の促進が求められたことを契機としている。
(3) 環境・資源循環専門委員会では、「戦略ＷＧ」を設置して具体的な対応策の検討を進め、本
年４月１６日に報告書（「環境 JIS の策定促進のアクションプログラムについて－規格のグ
リーン化に向けて－」）を公表した。
(4) 今回の勧告は、上記報告書に基づくものであり、各技術専門委員会において環境 JIS の検
討を勧告している。

２． 勧告の骨子
勧告には、次の３項目が盛り込まれている。
(1) 中期計画に基づく規格策定及び調査研究の実施
①戦略ＷＧの「環境 JIS 策定中期計画」を参考とした規格策定
②データ収集等を目的とした調査研究の実施
③技術専門委員会における審議状況等の報告
(2) 分野別環境配慮規格整備方針の策定
①分野別整備方針の作成（平成１４年度中を目途、対象分野の設定はそれぞれ判断）
②分野横断的事項については、環境・資源循環専門委員会に照会
(3) スケジュール
平成１５年１月：　各技術専門委員会から進捗状況を報告
　　　　　　 ３月：　資源循環専門委員会から１５年度勧告を実施

３． 電気・電子・情報分野における取り組み状況
(1) 共通課題
① 電気・電子・情報分野では、各製品への半導体技術の浸透や技術の複合化が進展しており、
リサイクル促進や有害物質削減などの環境面においても多くの共通課題が存在する。こうし
た共通課題については、それぞれの製品分野で別個に検討するよりも、できるだけ横断的
視点に立って規格化の検討を進めるべきである。
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② JISC においては、従来から電気・電子技術全体に共通する課題については、「電気技術専
門委員会（旧電気部会）」が担当しており、環境側面についても民間団体の協力を得て、こ
れまでに次の調査研究を実施している。
a) 電気・電子機器の環境配慮規格の整備に関する調査研究（平成１２年度）
内外の規格・基準の検討状況の調査、環境配慮規格整備方針の提言*など
 * この提言は、電気技術分野の標準化戦略に盛り込まれている。
b) 電気・電子機器の環境分野の国際規格適正化調査研究（平成１３～１５年度）
IEC/ACEA（環境諮問委員会）で検討されつつある環境配慮設計及びグリーン調達ガ
イドへの日本提案の検討

(2) 個別課題
電気・電子分野の個別課題については、平成１３年８月に策定した標準化戦略の中で、今後
取り組むべき課題が示されており、その概要は次のとおりである。
① 電気分野
家電のエネルギー消費効率や待機電力の測定方法

② 電子分野
鉛フリーはんだ対応試験方法
液晶・プラズマ等の新型ディスプレイのリサイクル
電子機器全般の省エネ対応

４． 対応方針案
今回の勧告に対しては、これまでの各技術専門委員会の活動経過を尊重し、併せて、関係専
門委員会が相互に連携しつつ、検討を進める必要がある。
(1) 基本方針
① 共通課題の検討
共通課題は、電気技術専門委員会が中心となって検討する。検討に当たっては、電子及び
情報技術専門委員会からも代表委員の参加を募るとともに、検討結果について両専門委員
会に協議の上、報告する。
② 個別課題の検討
電気・電子・情報それぞれの個別分野に特有な環境側面については、各技術専門委員会が
検討する。ＷＧの設置などの検討方法は、各専門委員会が判断する。

(2) 共通課題の検討体制
① 共通課題の検討を行うため、電気技術専門委員会の下部に「環境拡大ＷＧ」を設置する。
② 環境拡大ＷＧには、三つの専門委員会の代表委員が参加するとともに、必要に応じ民間
団体等の環境関係者の参加を求める。
③ 環境拡大ＷＧは、検討結果を電気技術専門委員会に報告する。また、電子・情報技術専
門委員会に対しては、それぞれの代表委員が必要に応じ検討状況の報告を行う。
④ 電気技術専門委員会は、環境拡大ＷＧの報告を検討し、その結果を環境・資源循環専門
委員会に報告する。この報告に当たっては、事前に電子及び情報技術専門委員会と協議
を行うものとする。
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図　　電気・電子・情報分野の環境 JIS アクションプログラム検討体制

参加・報告
参加・報告

勧告 勧告 勧告
報告報告 報告

付託

上申

協議

電気技術専門委員会 電子技術専門委員会 情報技術専門委員会

環境拡大ＷＧ（新設）
① 電気・電子分野*の共通

課題

② 電気固有の課題
*事務機械を含む。

電子環境ＷＧ（新設）
・電子分野*固有の課題

*事務機械を含む。

標準部会及び環境・資源循環専門委員会

事務機械のみ
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（参考資料２）　電気・電子機器に関する主な環境ガイド・基本規格（国際規格及び JIS）

分類 国際規格 JIS/TR
ISO GUIDE 64:1997（製品規格に
環境側面を導入するための指針）

JIS Q 0064:1998（製品規格に環
境側面を導入するための指針）

規格作成指針

IEC GUIDE 109:1995（環境側面
－電気製品規格への導入）＜第２版
が近日中に発行される予定＞

－　＜IEC GUIDE 109の内容は、
実質的に上記 JISに包含＞

ISO TR 14062:2002（環境マネジメ
ント－製品設計・開発への環境側面
の統合）

TR * ****（環境マネジメント－環
境適合設計）＜原案作成中＞

環境配慮設計

IEC GUIDE ***（環境配慮設計ガ
イド）＜検討中＞

－ ＜当面 IECガイドの作成に注力
＞

グリーン調達 IEC GUIDE 113: （使用材料開示
質問表(Material declaration
questionnaires)－基本指針）

－　＜民間団体の活動と連携し、より
実践的な IECガイドへの改善を模索
中＞

リユース IEC 62309案（リユース部品を含む
製品のディペンダビリティ－機能及
び試験）

－　＜当面、IEC規格の作成に注力。
JIS化の検討は、平成１５年度から開
始予定＞

ISO 17422:2002（プラスチック－環
境側面を規格に導入するための一
般ガイドライン）＜JIS Z 7001に基づ
く国際規格＞

JIS Z 7001:2000（プラスチック規
格への環境側面の導入に関する
指針）

材料関連

ISO 11469:1993（プラスチック－プ
ラスチック製品の識別と表示）

JIS K 6999:1994（プラスチック－
プラスチック製品の識別と表示）

ISO 14020:2000（環境ラベル及び
宣言－一般原則）

JIS Q 14020:1999（環境ラベル及
び宣言－一般原則）

ISO 14021:1999（環境ラベル及び
宣言－自己宣言による環境主張（タ
イプⅡ環境ラベル表示）

JIS Q 14021:2000（環境ラベル及
び宣言－自己宣言による環境主
張（タイプⅡ環境ラベル表示）

ISO 14024:1999（環境ラベル及び
宣言－タイプⅠ環境ラベル表示－
原則及び手続き）

JIS Q 14024:2000（環境ラベル及
び宣言－タイプⅠ環境ラベル表示
－原則及び手続き）

環境ラベル及び宣言

ISO/TR 14025:2000（環境ラベル
及び宣言－タイプⅢ環境宣言）

TR Q 0003:2000（環境ラベル及
び宣言－タイプⅢ環境宣言）

ISO 14004:1996（環境マネジメント
システム－原則、システム及び支援
技法の一般指針）

JIS Q 14004:1996（環境マネジメ
ントシステム－原則、システム及び
支援技法の一般指針）

ISO 14031:1999（環境マネジメント
－環境パフォーマンス評価－指針）

JIS Q 14031:2000（環境マネジメ
ント－環境パフォーマンス評価－
指針）

ISO 14040:1997（環境マネジメント
－ライフサイクルアセスメント－原則
及び枠組み）

JIS Q 14040:1997（環境マネジメ
ント－ライフサイクルアセスメント－
原則及び枠組み）

（参考）環境マネージ
メントシステム＜代表
例＞

ISO 14050:2002（環境マネジメント
－用語）

JIS Q 14050:2003（環境マネジメ
ント－用語）
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（参考資料３）　電気・電子・情報関係民間団体の主な環境関連規格・基準

　（１）　電気分野

分野 団体 規格・基準
電力機器 （社）電気協同研究会 『電気協同研究』電力用 SF6ガス取扱基準（1999年発行）

規格 JCS 4501:2002 耐燃性ポリエチレンコード
＜ハロゲンフリーの電源コード規格＞

電線・ケー
ブル

（社）日本電線工業会

規格 JCS 0168:1995 電力ケーブルの許容電流
＜ケーブルの効率的使用を実現するための規格＞
蓄電池の安全確保のための表示ガイドライン（第 3 版、
2001年 3月発行）＜使用済み電池の廃棄方法について記
載＞
小形充電式電池の識別表示ガイドライン（第 3版、2002年
5月発行）
二次電池および小形二次電池の製品アセスメントガイド
ブック（2001年 3月発行）

電池 （社）電池工業会

一次電池の製品アセスメントガイドライン（1995 年 7 月発
行）
規格　JEL303　蛍光ランプ封入水銀量の測定方法（社）日本電球工業会
ガイド 005　ランプ及び安定器・製品アセスメントマニュアル
（1992年 7月発行）
標準　JLA5018　照明器具製品アセスメントマニュアル（第
3版、会員限定配布、2001年 9月発行）

電球・照明
器具

（社）日本照明器具工
業会

標準　JLA5020　照明器具における LCA 算出結果報告
（会員限定配布、2002年 5月発行）

家電 （財）家電製品協会 家電製品製品アセスメントマニュアル(第 3 版、2001 年 3
月発行)

　(2)　電子分野
分野 団体 規格・基準
共通 グリーン調達調査共通

化 協
議会*

グリーン調達調査共通化ガイドライン（2002年 3月発行）

* 有志企業約 30社が参加、（社）電子情報技術産業協会事務局

規格 EIAJ ET-7200A:1999 電子部品及び半導体デバイ
スのテーピングに用いるリユースリール

（社）電子情報技術産
業協会

レポートETR-7011;2001電子部品実装容器包装のリユー
ス／リサイクル表示ガイド」
規格 JPCA-ES01:1999 ハロゲンフリー銅張積層板試験
方法

電子機器・
部品

（社）日本プリント回路
工業会

規格 JPCA-ES02～06:2000 ハロゲンフリープリント配線
板用銅張積層板（５規格）

情報処理機
器

（社）電子情報技術産
業協会

JEIDA-G-19:2000 情報処理機器の環境設計アセスメント
ガイドライン（第２版）

事務機械 （社）ビジネス機械・情
報システム産業協会

「製品アセスメントマニュアル作成のためのガイドライン調
査報告書（複写機等）」（2000年 3月）


